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I 牛の衛生 

Ⅰ－１ ウイルス性疾病 

1. 牛コロナウイルスが関与した疾病の流
行：北海道後志家保 村松美笑子、美濃絵
梨佳

令和 2 年 10 月下旬～12 月上旬、管内 2
酪農場で牛コロナウイルス（BCoV）が関与
する疾病が流行。下痢、呼吸器症状の他、A
農場では異常産 1 頭、成牛 5 頭死亡（内 1
頭剖検）、B 農場では哺乳子牛 2 頭死亡。
実施した全ての病性鑑定で BCoV 遺伝子検
出、一部で BCoV 分離。異常産及び死亡原因
検索では他の病原体の関与も認めた。死亡
子牛の病理組織学的検査では気管・気管支
粘膜及び結腸粘膜の病変部に BCoV 抗原を
確認。呼吸器病原因検索では BCoV 中和抗体
価の有意上昇を確認（前血清の抗体価は 2
～8 倍）。両農場とも以前から群としては B
CoV 抗体を保有、今回流行した BCoV の抗原
性に変化は認めず。急激な気温変化等のス
トレスにより発症後、群全体に BCoV がまん
延、二次感染等により症状が悪化したと推
察。衛生管理の徹底（発症牛の早期隔離、
子牛の保温及び作業着や長靴の洗浄・消毒
等）を指導、複合感染等による病態悪化防
止のためワクチン接種を推奨。

2．牛呼吸器病・下痢症関連ウイルス迅速検
出用マルチプレックスダイレクトリアルタ
イム RT-PCR 法：北海道石狩家保 羽田浩
昭、尾宇江康啓

岩手県五嶋らが設計した牛病原体検出マ
ルチプレックスリアルタイム RT-PCR（既
報）と遺伝子精製不要のダイレクトリアル
タイム RT-PCR を組み合わせた、マルチプ
レックスダイレクトリアルタイム RT-PCR
（MDr）を種々のウイルスについて検証。
検査系は既報に準じ、ダイレクトリアルタ
イム RT-PCR 用試薬を使用。精製遺伝子を
用いた検出感度は既報とほぼ同等で、１検
体の結果判明までの作業時間は既報：35
分、MDr：5 分と簡便、検査試薬コストは
既報：819 円/検体、MDr：235 円/検体と安
価。検体ダイレクトの検証のため鼻腔スワ
ブ乳剤 130 検体及び糞便乳剤 127 検体を直
接テンプレートとして MDr を実施し、既報
と結果が 9 割弱一致。約 1 割の検体は MDr
では検出出来ず。鼻腔スワブは低ウイルス
量、糞便は 1 カ月齢未満の子牛由来であり、
色調から乳成分が原因と推察。以上から、
MDr は既報と比べ若干の感度低下と哺乳
牛の糞便等の不向きな検体があるが、十分
な感度と迅速・経済性を兼ね備える有用な
手法と考察。

3．大規模乳用牛育成施設における BVD 持続
感染牛対策の取組：青森県十和田家保 土
岐翠、佐藤郷子 

令和 2 年度、管内乳用牛育成施設（育成

牧場）で牛ウイルス性下痢ウイルス（BVDV）
の持続感染（PI）牛が摘発されたため、バ
ルク乳検査及び入牧前検査を開始。入牧前
検査で摘発された PI 牛 1 頭の母牛（初産）
は PI を否定、育成牧場で妊娠中に BVDV に
感染したと推察。母牛は、入牧前後に 5 種
混合生ワクチンを接種済だが、効果が十分
発揮されていない可能性が危惧。そこで、
ワクチン接種後 3から 12か月の育成牛 108
頭及び新規入牧子牛 30 頭のワクチン接種
前後の抗 BVDV 抗体価を測定。結果、育成牛
の 94％が BVDVⅠ型に対する有効抗体価を
維持。一方、十分な抗体価を有しない個体
も存在。接種前の抗体価が高値を示した子
牛も散見され、移行抗体の影響等で十分な
免疫が付与されていない可能性、また、BV
DVⅡ型の野外感染も示唆。人工授精前の BV
DVⅡ型を含むワクチンの追加接種、検査体
制の変更等を農協と検討。農家に注意喚起。
今後も地域が一体となった BVD 防疫対策を
推進する所存。

4．牛伝染性リンパ腫（EBL）清浄化事例と
波及効果：青森県むつ家保 木村威凱、木
村揚 

管内では EBL の発生が散発的で、農家の
関心が低調、対策意識向上を目的に普及啓
発を開始。和牛繁殖農場 3 戸をモデルとし、
「牛白血病に関する衛生対策ガイドライ
ン」に基づく対策を指導。A 農場は平成 27
年取組開始、繁殖牛全頭の抗体検査で陽性
率 50％。個人放牧場の活用や防虫ネット設
置により、平成 29 年 5 月清浄化達成。対策
を継続し清浄性 4 年間維持。B 農場は平成 3
0 年開始、陽性率 16％。陰性牛の自家保留
や分離飼育を進める中、令和元年１頭陽転。
原因は陽性牛との分娩房共用と推察、分娩
房区分等を指導。令和 3年 12月清浄化達成。
両農場は本病の侵入防止対策の徹底が清浄
化に繋がったと考察。C 農場は平成 29 年開
始、陽性率 46％。分離飼育やアブ駆除に取
組み、令和 3 年 12 月の陽性率は 15％に減
少。対策を推進する上で陰性牛の安定確保
が課題。これらの取組が地域全体に波及、
令和元年、東通村が繁殖牛の全頭検査、分
離放牧を開始。今後も農家に寄り添った対
策を推進する所存。

5．黒毛和種繁殖農場で発生した牛コロナウ
イルス病：青森県八戸家保 髙橋玲、富山
美奈子

令和 3 年 4 月、管内黒毛和種繁殖農場で
新生子牛 2 頭に血様下痢症が続発し、立入
検査実施。病性検査で発症子牛 2 頭、無症
状子牛 4 頭の糞便から牛コロナウイルス（B
CV）特異遺伝子を検出し BCV 病と診断。農
場は繁殖牛預託施設（施設）を利用。施設
では下痢 5 種混合不活化ワクチン接種未実
施で、前年冬季に血便が散発。当該子牛 6
頭、その母牛 4 頭を含む施設入牧牛 9 頭、
未入牧牛 5 頭の BCV 抗体検査を実施。子牛
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で 16～256 倍の抗体価が検出されたが、母
牛と比べ低値。入牧牛 16～512 倍、うち前
年に血便を呈した牛は 256～512 倍。未入牧
牛 128～1024 倍。農場では分娩後 1 時間以
内に初乳給与、当日中に母子分離。初乳の
免疫移行が不十分で新生子牛が発症したと
推測。施設での前年の血便は BCV の関与が
疑われ、農場と施設間の牛の移動に伴い BC
V が相互に往来し、農場でも BCV 病の流行
があったと推測。初乳給与時期の改善、ワ
クチン接種、畜舎消毒等の指導により沈静
化。 
 
6．牛伝染性リンパ腫に対する自立的対策の
支援体制づくり：岩手県県南家畜保 戸塚
知恵、平間ちが 
 牛伝染性リンパ腫(BL）の発生は年々増
加。今後、対策を加速化する上で、生産者
及び関係者の同病に対する正確な理解、自
主的かつ継続的に取り組める対策、未発生
農場への対策支援等を進めることが不可
欠。そのため、①病性と対策をわかり易く
したリーフレットの作製、②家保が指導に
注力するための BL 抗体検査の外部化、③農
場環境に関係なく取組みやすい対策の提供
等により推進するしくみを検討。結果、①
生産者及び関係者に「抗体陽性≠発生」が
理解され、検査と対策に対する誤解が徐々
に解消。②外部団体が BL 抗体検査を受託
し、家保が検査結果をサポートする体制を
構築（57 戸 460 頭）。③アブ防除ジャケッ
トの地域メーカーへの製造依頼により、同
ジャケットを活用した対策を推進（ 357
着）。以上により、対策に取り組む地域が
拡大（1 地域→4 地域）。一部地域では、検
査料金への補助や畜産関係者が一体となっ
た指導も開始され、地域における対策への
意識が醸成。 
 
7．放牧地における牛伝染性リンパ腫対策の
評価：岩手県中央家保 村松圭以、阿部憲
章 

放牧地における牛伝染性リンパ腫（以下
BL）の伝播防止対策のため、入牧時に BL
抗体検査を行い、陽性牛と陰性牛の区分放
牧を実施。R1～2 年度は、陽転率が高い 2
放牧地に対して、入牧直前の抗体検査を実
施し、陽性牧区と陰性牧区を隣接させず、
区分放牧を徹底し、陽転率が低下。H24 年
度の管内 9放牧地の平均抗体陽性率は 38％
であったが、区分放牧の取組により、R3 年
度には 19％に半減。H26、27 年に預託され
た 3 歳以下の放牧牛 1,141 頭（黒毛和種 14
9 頭、乳用種 992 頭）を対象に調査した結
果、入牧時の抗体陽性率は、黒毛和種 17％、
乳用種 15％であった。R3 年までの死廃率
は、黒毛和種は陰性牛 25％に対して陽性牛
48％と高く、乳用種は陰性牛 84％、陽性牛
85％と差はなかった。放牧地における BL
の伝播防止対策に区分放牧は不可欠であ
り、黒毛和種繁殖牛の損耗防止の観点から

重要。 
 
8．乳汁を用いた牛伝染性リンパ腫ウイルス
抗体検査の対策への活用：岩手県県南家保
 多田成克、平間ちが 
 2020 年に小西らが報告した乳汁を用い
た牛伝染性リンパ腫ウイルス抗体検出法の
野外応用を検討。4 戸由来の抗体陽性牛 8
頭及び陰性牛 24 頭の血液及び乳汁の抗体
検査結果は 100％一致し、S/P 値は優位な正
の相関を示した（r=0.972、P<0.05、n=32）。
搾乳頭数（うち陽性頭数及び陽性率）が 9
頭（7 頭、77.8％）、18 頭（6 頭、33.3％）、
24 頭（1 頭、4.2％）、22 頭（0 頭、0％）
の計 4 戸のバルク乳検査結果も全て一致。
小西らが報告した 46.2%より低い陽性率で
も抗体検出が可能であることを確認。S/P
値は農場の陽性率降順に低値を示した。陽
性牛の乳汁液量を調整した合乳サンプルの
抗体検査では、0.4％以上で検出可能。250
頭中 1 頭が陽性でも抗体を検出可能なレベ
ル。管内のほとんどが搾乳牛 250 頭に満た
ない規模であることから、酪農場の浸潤状
況の把握や陰性農場の清浄性モニタリング
に活用可能と考察。本法は採材が容易であ
るため農家から好評。対策に取り組む農場
拡大に期待。 
 
9．県内飼養牛における EBL 発症抵抗性遺伝
子の保因状況：岩手県中央家保 福成和博、
千葉由純 

ウシ主要組織適合抗原クラスⅡDRB3 対
立遺伝子で EBL 発症抵抗性と強く関連する
DRB3＊0902 の県内飼養牛における保因状
況は不明。EBL 対策農場 7 市町 46 戸 1,062
頭の調査により、7 市町 16 戸 32 頭の保因
を確認。保因牛 32 頭中 7 組 14 頭に血縁関
係を確認。本調査の保因率（3.0%）は林ら
の報告（6.9%）と比べて有意に低値。品種
別保因率は黒毛和種（1.6%）がホルスタイ
ン種（4.7%）より有意に低値。BLV 感染別
保因率に差はなし。BLV 感染保因牛 11 頭中
10 頭の経時的な血中プロウイルス量測定
により、低値（0～41copies/10ngDNA）の維
持を確認。一方、EBL 発症牛飼養農場 15 市
町村 31 戸 36 頭は全頭未保因。県内では低
率に DRB3＊0902 が牛群内に維持され、その
ヘテロ保因による EBL 発症抵抗性を再確
認。BLV 水平及び垂直感染リスクが極めて
低い BLV 感染保因牛を用いた BLV 感染及び
非感染牛群の分離飼育並びに BLV 非感染後
継牛の確保が本病対策の一助となることが
期待。 
 
10．In situ hybridization 法による牛ウ
イルス性下痢ウイルス感染牛の組織学的検
索：岩手県中央家保 大竹良祐、竹下愛子、
福成和博、五嶋祐介 
 牛ウイルス性下痢ウイルス（BVDV）の持
続感染（PI）の診断には、3 週間間隔で 2
回の BVDV 検査が必要。一方、2 回目の検査
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前に死亡し確定診断できない症例が散見。
これらの死亡例を使って PI 及び急性感染
（AI）における BVDV 抗原分布を組織学的に
検索し、早期の確定診断に資することが目
的。材料は、PI 牛 3 頭及び AI 牛 3 頭のリ
ンパ節、脾臓、腎臓、肺、大脳及び食道の
パラフィン包埋組織。方法は、In situ hy
bridization 法により実施。結果、PI 牛で
は、各組織に陽性反応を確認。臓器中の BV
DV 遺伝子量が少ない AI 牛では、各組織に
陽性反応は確認されず。臓器中の BVDV 遺伝
子量が多い AI 牛では、大脳に陽性反応は確
認されず、大脳以外の各組織に陽性反応を
確認。PI 及び AＩの鑑別材料には大脳が有
用と推察。今後、PI 及び AI の検索組織及
び症例数を増やし、診断に有用な材料を検
討するとともに、AI や粘膜病における病変
への BVDV の関与について検討予定。 
 
11．PRDC 関連病原体 16 種の同時検出マル
チプレックス RT-qPCR システムの設計：岩
手県中央畜保 五嶋祐介、福成和博 

豚の呼吸器複合病（PRDC）は複数の病原
体が関与し、その病態の把握には多種の病
原体検索が必要であることから、新たなマ
ルチプレックス RT-qPCR システムを検討。
設計手順は、①対象病原体の選定、②プラ
イマー・プローブの選定、③対象領域の遺
伝子配列の確認、④ユニットの設定（レポ
ーター及びクエンチャー）、⑤動作確認（シ
ングル及びマルチ反応）、⑥10 倍階段希釈
スタンダードを用いたシングル及びマルチ
反応の感度の比較検証、⑦類似病原体を用
いた特異度の検証、⑧野外検体への応用、
⑨コスト等の検証。結果、RNA ウイルス 5
種、DNA ウイルス４種、マイコプラズマ 1
種、細菌 6 種の計 16 種を同時検出する 4
つのユニットから構成されたシステムを設
計。検査費用はシングル反応の組み合わせ
と比較し半分以下、検査時間は特に多検体
処理時に短縮され、セットアップ時間も短
縮。本システムにより効率的に多くの情報
が得られることから PRDC 対策への寄与が
期待。 
 
12．地域へ波及・浸透した和牛繁殖農場に
おける牛伝染性リンパ腫（EBL）対策：山形
県置賜家保 森大輝、水戸部俊治 
 管内での和牛繁殖農場における EBL 対策
は、モデル農場での対策（H24 年度～）、
公共放牧場での分離放牧（H26 年度～）並
びに「山形県における地方病性牛白血病対
策検査方針」に基づく初回及び越夏後（翌
年）の抗体検査 2 回までを無料で受検でき
る体制の確立（H27 年度～）を契機に拡大。
H29 年度より町ぐるみの対策を開始した 1
町では 3 回目以降の依頼検査を自衛防組織
等が検査料を半額負担して実施。取組みは
JA 和牛繁殖部会を経由して他の市町へ波
及し、市町と生産者主体の取組みとして R3
年度には管内全市町全戸（167 戸）の検査

が完了するとともに全公共放牧場（2 場）
が対策に着手。R2 年度より市場上場される
繁殖候補牛の自主検査が JA 主導で開始。家
保は検査、研修会及び各農家の浸潤状況に
応じた巡回指導を展開。陽性率は暫定値な
がら年々低下(H29:30.6％→R3：27.9％)。
モデル農場 3 戸から始まった対策は段階的
に関係機関を巻き込むことで 10 年で地域
へ浸透。 
 
13．牛伝染性リンパ腫ウイルスリアルタイ
ムＰＣＲキットの誤反応の原因究明：山形
県中央家保 白鳥孝佳 
 牛伝染性リンパ腫ウイルス（BLV）感染が
原因の地方病性牛伝染性リンパ腫（EBL）対
策として、リアルタイム PCR（qPCR）検査
は伝播リスク評価等を実施する上で有用。T
社の BLV-qPCRキットが tax領域を検出する
キットから pol 領域を検出するキット（新
キット）に変更されたことに伴い、両キッ
トの相関を調査した結果、新キットで推定
値より遺伝子量が低い検体に遭遇。pol 領
域のシークエンス解析の結果、既報の BLV
にない一塩基多型（SNP）を 3 か所発見。制
限酵素 BglⅡと Sau3A Iを用いた RFLPによ
り、新キットの増幅領域に含まれる SNP は
3966 番塩基 C（シトシン）の T（チミン）
への変異と推定。キメラプローブと Tli RN
aseHⅡを用いた方法により SNP を特定、識
別するとともに、より安価な SNP 識別方法
としてアレル特異的 PCR を構築。当該 SNP
による新キットの誤反応は過去に報告がな
いが、本法の応用によりサーベイランスが
可能であり、BLV 感染状況を正確に把握す
る上で有用。 
 
14．牛伝染性リンパ腫の組織学的分類につ
いての一考察：福島県中央家保 今井直人 
 近年、牛伝染性リンパ腫の急増により、
従来の臨床学的な分類に該当しない症例が
増加。そこで、本県において牛伝染性リン
パ腫疑いで病性鑑定を実施した 20 症例に
ついて腫瘍細胞の形態、浸潤部位、免疫染
色に基づく組織学的分類を実施。その結果、
地方病性牛伝染性リンパ腫と診断した 16
症例は多形型 B 細胞性リンパ腫に、散発性
牛伝染性リンパ腫と診断した 2 症例は B1
細胞性リンパ腫に、臨床分類が困難であっ
た 2 症例は前駆 B リンパ芽球性リンパ腫に
分類。今回の組織学的分類により、臨床分
類困難な症例も含め明確な診断が可能。ま
た、前駆 B リンパ芽球性リンパ腫に分類し
た 2 症例は牛伝染性リンパ腫ウイルス（BL
V）感染例であり、リンパ芽球が BLV に対す
るレセプターを保有しているとする報告も
あることから、BLV がリンパ芽球の腫瘍形
成に関与した可能性を示唆。今後、診断精
度向上へ向け症例の蓄積が必要。 
 
15．管内繁殖和牛飼養農場における牛伝染
性リンパ腫浸潤状況：茨城県県南家保 中
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村太郎、都筑智子 
 茨城県では、平成 30 年度から令和 3 年度
までの 4 年間で繁殖和牛の牛伝染性リンパ
腫検査（BLV 検査）を実施。対象は 10 市町
村、34 農場。そのうち過去または現在、乳
用牛の飼養歴がある農場は 15 農場。抗体検
査と遺伝子検査により、リスク分類を実施。
その結果、全体の農場抗体陽性率は 65%、
頭数抗体陽性率は 36%。市町村別では、農
場抗体陽性率 100%が 5 市町村、全て清浄農
場の市町村はなかった。農場別では、頭数
抗体陽性率 100%が 3 農場。農場の抗体陽性
頭数は、3 頭以下が 21 農場。また、乳用牛
飼養歴の無い農場では農場抗体陽性率 58
%、頭数抗体陽性率 25%で、飼養歴のある農
場では農場抗体陽性率 73%、頭数抗体陽性
率 47%。遺伝子量によるリスク分類では、
全体では高リスク 8%、中リスク 9%、低リス
ク 5%、無視できるリスク 78%。市町村別で
は高リスクがいるのは 7 市町村で、1 町で
は無視できるリスクのみであった。今後、
農場毎の対策を強化し、BLV 清浄化を推進
していく。 
 
16．BoLA-DRB3 遺伝子解析と BLV 病原性解
析を用いた EBL 若齢発症低減への具体的:
茨城県県北家保 藤井勇紀、赤上正貴 

肉用牛における地方病性牛伝染性リンパ
腫(EBL)の若齢発症は、県内の重要課題。若
齢発症要因解明のため、BoLA-DRB3 解析と
牛伝染性リンパ腫ウイルス(BLV)病原性解
析を開始。 BoLA-DRB3 解析では、若齢発症
牛で 1501 と 1601 が高頻度に出現。EBL 発
症牛由来 BLV の全長ゲノム系統分類では、A
/B1 株の 82%が若齢発症、B2 株の 86%が高齢
発症であり、主に A/B1 株が若齢発症に関
与。1501 や 1601 の保有牛、A/B1 株感染牛
の、早期出荷や交配指導で若齢発症の低減
が可能。さらに県内の肉用繁殖牛由来 BLV
の全長ゲノム解析では、Tax 領域 233 番ア
ミノ酸と LTR領域 175番塩基の 2点解析で、
全長ゲノムと同等精度の A/B1/B2 分類が可
能と判明。本法による分類の結果、肉用繁
殖牛由来 BLV1,195 株は、A 株 27.5%、B1 株
23.6%、B2 株 47.3%、他株 1.6%であり、半
数以上が A/B1 株と判明。A/B1/B2 株で平均
プロウイルス量(PVL)に有意差はなく、PVL
低値の A/B1 株感染牛も存在するため、新リ
スク指標として A/B1/B2 分類が必須。今後
は BoLA-DRB3 遺伝子と、BLV の A/B1 株の検
出により、EBL 若齢発症の低減を目指す。 
 
17．新たな遺伝子検査法を用いた牛伝染性
リンパ腫検査体制の再構築:茨城県県北家
保 鈴木雅美、藤井勇紀 
牛伝染性リンパ腫（BL)発症は経済的損失が
大きく、特に肉用牛生産農家で深刻。本県
は家畜伝染病予防法第 5 条検査で肉用繁殖
牛の BL ウイルス（BLV）検査を実施、感染
防止対策を指導。管内肉用牛繁殖農場の抗
体陽性率は 5 条検査実施前後の 4 年間で 5

％減少するも、肉用牛では本病発症頭数は
増加傾向。そのため、感染リスクに加え、
発症リスクを評価する検査体制の再構築が
急務となり、新たな検査方法を検討。1 つ
目は BLV の pol 遺伝子領域をターゲットと
したマルチプレックス PCR。本法で得られ
る BLV コピー数は tax 領域をターゲットと
した従来法と相関、引き続き水平感染リス
クの把握に利用。2 つ目は BoLA-DRB3 アレ
ルの決定。1601 や 1501 など BL 発症感受性
遺伝子型を解析し、感染牛とう汰の順位付
けの一助として還元。3 つ目は SNPGenotyp
ing によるウイルス株の伝播性の特定。BLV
の LTR 領域の 175 番塩基の T から C への置
換株（T175C）はウイルス生産量が高く、高
伝播性で若齢発症への関与の報告に基づ
き、T175C 株保有を早期淘汰の指標として
検討。今後、これらの新しい検査法を追加
した BLV 対策を推進していきたい。 
 
18．牛ウイルス性下痢（BVD）の清浄化対策
について：栃木県県北家保 田野實洋輔、
渡邉絵里子 
 平成 15 年から県内公共牧場の放牧予定
牛検査や病性鑑定で BVDV の検査を開始。平
成 31 年から県内全域の浸潤状況調査のた
め、家伝法第 5 条定期検査の余剰血清を用
いた遺伝子検査及びバルク乳抗体検査を追
加。PI 牛摘発農場は国のガイドラインに基
づく対策を実施。しかし、管内農場の大規
模化、広域で頻繁な牛の移動に対応する検
査体制の構築が最優先の課題となった。対
策に理解を示した大規模 5 農場の検査体制
として、保存血清及びバルク乳を併用した
検査、現場での採材が迅速かつ効率的な耳
片を活用した抗原検査を実施。また、県外
育成牧場での検査の励行等の指導を実施。
これらの検査体制構築により、5 農場の内 4
農場で PI 牛 51 頭を摘発し、清浄性を確認。
今後も清浄性維持のため、継続的に検査を
実施。しかし、永続的な導入牛検査による
農家の意欲低下が懸念され、問題解決にむ
けた全国的な取組の推進が必要。 
 
19．過去 14 年間の牛ウイルス性下痢ウイル
ス PI 牛の傾向及び分離ウイルスの遺伝学
的解析：栃木県県央家保 齊藤かおり、米
山州二 
当県は 2003 年から牛ウイルス性下痢ウイ
ルス(BVDV)PI 牛摘発の取組を推進。直近 1
4 年間に摘発した PI 牛 137 頭を調査。BVDV
132 株の 5’UTR 領域、E2 領域の相同性解析
と系統樹解析を実施。PI 牛は 52 農場で摘
発し、酪農経営が 73%。月齢は 2 か月齢以
下が 51%、24 か月齢以上も 11%。摘発数は 2
018 年まで年 4～16 頭で推移し、2019 年以
降、年 20 頭以上に増加。PI 牛母牛の感染
場所は県内農場が 79 頭と最多、次いで県外
導入元が 46 頭(2019 年以降 43 頭)。病性鑑
定では 2018 年から、県内預託牛検査では 2
019 年から PI 牛は摘発されず。分離 BVDV



 

 

 - 5 - 

の遺伝子亜型は 1a、1b、1c、2a に分類、1
b 亜型が 58%を占め優勢。E2 領域の系統樹
解析で、1a 及び 1b 亜型は少なくとも 2 つ
のクラスターに分類され、遺伝的多様性の
高まりが示唆。PI 牛の発生要因は県内流行
から県外導入に変遷し、従来からの BVDV
対策の成果と推測。成牛を含めたサーベイ
ランス継続と妊娠牛導入農場へのワクチン
接種等の指導が重要。 
 
20．神経指向性牛アストロウイルスが検出
された牛の非化膿性脳炎：群馬県家衛研 
原田奈美香 

2021 年 1 月、搾乳牛約 200 頭を飼養する
酪農場において、搾乳牛 1 頭が横臥し泌乳
量減少、食欲不振。翌日予後不良と診断。
同日、鑑定殺を実施。剖検では、大脳髄膜
が混濁。病原検索では、大脳および主要臓
器から有意な細菌は分離されず。大脳から
アルボウイルス、牛伝染性鼻気管炎ウイル
ス、日本脳炎ウイルス、悪性カタル熱・羊
関連悪性カタル熱ウイルス、ボルナ病ウイ
ルスの特異遺伝子は不検出、牛アストロウ
イルス（BoAstVs）の特異遺伝子を検出。2
018 年に鹿児島県で報告された国内唯一の
神経指向性 BoAstVs と pol 領域が 95%一致。
海外の症例とも 90%以上の相同性。病理組
織検査では、大脳、間脳、中脳、小脳、橋
および延髄に囲管性細胞浸潤、グリア集簇
を認め、脳幹でより重度。以上より、本症
例に BoAstVs が関与した可能性。神経指向
性 BoAstVsは 2013年にアメリカで初めて検
出されて以降ヨーロッパ等で相次いで報
告。脳炎への関与が示唆。国内でも広く浸
潤している可能性あり。 

 
21．牛鼻炎 A ウイルスを標的とした新規 PC
R 系の設計・検討：埼玉県中央家保 小泉
舜史郎 
 牛鼻炎 A ウイルス(BRAV)は牛呼吸器病症
候群(BRDC)発症への関与が示唆。既報 PCR
系では近年の野外株が検出されない事例あ
り。そこで野外株のゲノム情報更新、新規
PCR 系設計、感度・特異度を検討。平成 29
～令和元年度に採取した鼻腔スワブ・肺乳
剤のダイレクトシークエンスでゲノム情報
更新。保存性の高い遺伝子領域を標的とし
たプライマー作成。M-17、H-1 株の核酸希
釈列で新規系の検出限界検討、BRDC 関連ウ
イルスへの非特異反応確認、野外株検出率
を既報の系と比較。ダイレクトシークエン
スで 16 種の塩基配列決定。検出限界は M-1
7 が 2×10^-5 TCID50、H-1 が 2×10＾-6 T
CID50。非特異反応は確認されず。野外株は
新規系で 6 事例 11 検体、Hause らの系で 3
事例 3 検体陽性、Kishimoto らの系では検
出されず。新規系は検出限界がウイルス分
離以下かつ既報の系より多くの流行株を検
出可能。病性鑑定に活用した場合、検査の
時間短縮、効率化及び精度向上に貢献。 
 

22．埼玉県内の牛の D 型インフルエンザウ
イルス浸潤状況調査：埼玉県中央家保 村
田拓馬、小泉舜史郎 
 本県の D 型インフルエンザウイルス（Fl
uD）浸潤状況は不明。本県の牛の FluD 抗体
及び抗原保有状況を報告。抗体保有状況調
査は HI 試験を実施。材料は血清延べ 567
検体(145 頭分)を使用。延べ 47(実 30)農場
の 2～7 か月齢の牛から経時的(令和 2 又は
3 年度の 6、8、9、11 月)に採取。抗原保有
状況調査は PCR 検査を実施。材料は平成 28
～令和 3 年度に呼吸器症状を主訴として病
性鑑定を実施した牛の肺又は鼻腔スワブ乳
剤 29 事例 90 検体を使用。HI 試験では、調
査期間の一時点以上で HI 価 40 倍以上とな
った牛が延べ 13(実 11)農場 22 頭存在し、
県広域に分布。6 月に HI 価 10 倍以上でそ
の後減少した牛が延べ 13(実 10)農場 22 頭
存在。調査期間に HI 価が 4 倍以上上昇(抗
体陽転)した牛が延べ 6(実 6)農場 10 頭存
在。PCR は全検体で陰性。以上より本県に F
luD が広く浸潤していることが判明。15.2%
の牛で HI 価が漸減しており移行抗体保有
が示唆。抗体陽転牛が存在し県内の FluD
流行が疑われた。 
 
23．牛伝染性リンパ腫の発症判定に関する
一考察：東京都家保 小山朗子、高野真帆 

牛伝染性リンパ腫（BL）発症牛 3 例と BL
が疑われた発症判定を実施した 4 例の病性
鑑定を実施。BL 発症牛の剖検所見では多中
心性に腫瘍性病変が認められたが、巨大腫
瘤の存在位置により症状や外貌所見に多様
化がみられた。腫瘤の割面は主に白色髄様
で、組織所見では中型から大型のリンパ球
様の腫瘍細胞が高度に浸潤していた。発症
牛は、末梢血中の異型リンパ球の存在や血
清中乳酸脱水素酵素（LDH）値、LDH 分画 2、
3の上昇からも BLの典型例であった。また、
過去にリンパ球増多症であった発症牛のリ
ンパ球は減数し正常となる所見が見られ、
病勢の進行した BL の血液検査では判定に
注意を要す。発症判定例では 1 頭は BL ウイ
ルス感染が否定され、3 頭は LDH 値及び分
画 2、3 が正常範囲であったため、全てで発
症を否定。 
 
24．肉用子牛で発生した牛丘疹性口内炎：
神奈川県県央家保 平野幸子、小嶋信雄 

管内肉用牛肥育農場で、県内酪農家から
導入し群飼されていた肉用子牛(4 カ月齢)
1 頭に元気消失、起立不能、発熱、腹腔内
ガス貯留、さらに口唇及び舌に丘疹を認め
たため管理獣医師から検診を依頼。検診時、
病変は口唇及び舌の表裏以外に認めず、流
涎もなく、同居牛に同様の症状がないこと
から口蹄疫を否定。管理獣医師が予後不良
と判断し、安楽殺後病性鑑定に供した。剖
検では舌から食道にかけて約 1 ㎝大の丘疹
を多数確認。病理組織学的検査は舌の丘疹
部に限局して粘膜が高度に肥厚、好酸性細
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胞質内封入体を伴う重層扁平上皮細胞の風
船様変性を確認。咽頭及び食道の丘疹部で
も同様の病変を確認。ウイルス学的検査は
咽頭及び食道の丘疹部からパラポックスウ
イルス属特異遺伝子を検出、制限酵素処理
により牛丘疹性口内炎ウイルス（BPSV）と
分類。舌丘疹部から BPSV を分離。当該牛の
血清を用いたゲル内沈降反応でパラポック
スウイルス特異抗体を確認。以上から牛丘
疹性口内炎と診断。発症牛は導入後間もな
い若齢子牛で、輸送ストレスなどにより肺
炎を併発し、予後不良となったと考える。 
 
25．佐渡島における地方病性牛伝染性リン
パ腫対策：新潟県中央家保佐渡支所 田中
健介、福留信司 
 佐渡島では地方病性牛伝染性リンパ腫(E
BL)が 10 年以上に渡り発生。関係機関が牛
伝染性リンパ腫ウイルス(BLV)感染対策を
検討し、放牧場と大型和牛繁殖支援施設(C
BS)に重点を置き対策実施。放牧場では H28
からアブトラップ設置、H29 から 1 つの放
牧場を BLV 陰性牛のみの放牧場とし、預託
前の抗体検査を義務化。H30 から PCR 検査、
預託 1 か月後検査を追加。CBS では導入時
の抗体検査で陽性牛と陰性牛を判別し分離
飼育。加えて夏前及び秋以降の BLV 陰性繁
殖牛の全頭検査、陽性母牛産子の PCR 検査
実施。夏季には陽性牛を島内放牧場に預託、
ネット設置、忌避剤散布で感染リスク低減。
陰性牧場の放牧頭数は H29 の 28 頭から R3
の 47 頭に増加。CBS では R1～R3 に延べ 53
5 頭検査、陽転率は 0.5%～2.5%と低値で推
移。陽性母牛産子は 57 頭検査、陽性は 2
頭のみ。肉用繁殖牛の EBL 発生率は H24 の
2.5%から R2 の 0.25%と低下。今後も対策継
続とともに、個別農場での対策指導を並行
して実施し、将来的に EBL 発生ゼロを目指
す。 
 
26．管内公共育成牧場の牛伝染性リンパ腫
検査体制整備：富山県東部家保 中村吉史
宏、稲垣達也 
 管内公共育成牧場(牧場)の牛伝染性リン
パ腫ウイルス(BLV)検査体制を整備。1 期
(～H27.9)は、子牛を預託農家から牧場隔離
舎へ移動後、90 日齢以降、ELISA 法陰性の
み入牧可能。しかし、下牧後、BLV 抗体陽
性を確認。対策として、2 期(H27.10～R2.9)
は、採材場所を預託農家とし、ELISA 法及
びリアルタイム PCR(rPCR)法両方陰性で入
牧可能に変更。結果、移行抗体の影響と思
われる ELISA 法陽性のため、224 頭中 24 頭
が検査継続し、預託農家での滞留期間が延
長。3 期(R2.10～)は rPCR 法のみに変更し
た結果、66 頭中 2 頭陽性で、滞留期間延長
なし。さらに、預託農家で陰性確認後早急
に入牧させるため、入牧日決定後に、家保
へ検査連絡する体制を構築。結果、採材か
ら入牧までの期間が 2 期では 19 日が、3 期
では 9 日へ短縮。清浄性確認のための飼養

牛全頭検査は第 2 期以降実施。結果、延べ
1577 頭中 5 頭陽性で下牧等指導。今後も牧
場の検査体制維持及び改善を図る。 
 
27．管内和牛繁殖農場の牛ウイルス性下痢
ウイルス持続感染牛摘発と対応：富山県東
部家保 藤井晃太郎、西井純 

管内和牛繁殖農場で県外から導入された
牛ウイルス性下痢ウイルス（BVDV）1 型の
持続感染（PI）牛を摘発し、発生予防及び
まん延防止対策を実施。農場では BVDV1 型
及び 2 型不活化ワクチンを繁殖牛全頭に接
種済み。PI 牛摘発後 10 か月の間、導入子
牛計 89頭及び PI牛になり得る自家産子 87
頭の白血球乳剤を用いた BVDV 遺伝子検査
を実施し、全頭陰性を確認。中和試験によ
る抗体保有状況確認検査では、導入子牛 32
頭中 1 型又は 2 型いずれかの中和抗体価 2
倍未満が 23 頭、うち 1 型は 10 頭(31％)、2
型は 13 頭（41％）。農場の産子 42 頭では
１型は全て 16 倍以上、2 型は 2 倍未満が 2
0 頭(48％)。農場の BVDV1 型に対する免疫
状態は高く、まん延防止に寄与。分娩予定
牛全頭へのワクチン接種の徹底及び監視の
徹底により円滑に清浄化を達成。一方導入
元でのワクチン接種は不十分と推察。特に
BVDV2 型に対するリスクが高く、導入子牛
検査が重要。 
 
28．管内酪農家の地方病性牛伝染性リンパ
腫発生報告：富山県西部家保 渡辺健太 
 乳用牛 80 頭を飼養する農場にて 37 か月
齢の搾乳牛 1 頭が発熱、食欲廃絶呈し死亡。
剖検にて心臓に多数の腫瘤、第四胃壁の肥
厚、全身のリンパ節の腫大を認めた。細菌
学的検査で有意菌は分離されず。ウイルス
学的検査で気管気管支リンパ節、第四胃リ
ンパ節からそれぞれ牛伝染性リンパ腫ウイ
ルス（BLV）遺伝子を 8,252copies/10ngDNA、
6,681copies/10ngDNA 検出。病理組織学的
検査で心臓、第四胃、リンパ節にてリンパ
様腫瘍細胞のびまん性増殖を認めた。腫瘍
細胞には異型性、多形性が認められた。免
疫組織化学染色では心臓、第四胃の腫瘍細
胞が CD20 陽性、CD3 陰性を示し B 細胞由来
と判明。以上の結果より本症例を地方病性
牛伝染性リンパ腫（EBL）と診断。腫瘍が形
成された臓器や腫瘍細胞の特徴から本症例
は典型的な EBL と推察。EBL の続発を防止
するため BLV 感染牛のつなぎ換え、子牛の
隔離飼育等の水平感染対策の指導に努める
予定。 
 
29．県内搾乳牛の集団下痢症に関与したロ
タウイルス C の分子生物学的解析：石川県
南部家保 沖尚子 

令和 3 年 1 月、県内 H 地区 A 酪農場にて
成牛の集団下痢症が発生。糞便より検出し
たロタウイルス C（RVC）株（A 株）を過去
に県内で検出した株（H 地区 B 酪農場由来
株（B 株）、U 地区 C 酪農場由来株（C 株））
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と併せて次世代シークエンス法により全塩
基配列を解析。Gene bank 上の RVC 国内株
（国内株）を用いて全 11 種の遺伝子領域に
ついて分子生物学的解析を実施。A 株は VP
1・NSP4 領域で国内株と独立した新たな分
岐を形成。B 株は VP4・NSP1 領域以外で国
内株 1 株（Y/3/04 株）と 98％以上の相同性、
VP4 領域では、国内唯一血清型［P10］に分
類された株（Y/1/04 株）と同一グループ。
C 株は VP4 領域以外で全ての国内株と相同
性 90％以上、VP4 領域の血清型は Y/1/04
株以外の国内株と同一の［P3］。以上より、
B 株は VP4 領域において、遺伝子再集合に
より異なる血清型を獲得した可能性が示
唆。今後も次世代シークエンス法を活用し
た国内 RVC 疫学情報の把握と、更なる動向
監視が重要。 
 
30．県内１農家における牛伝染性リンパ腫
に対する対策と繁殖成績等への影響：山梨
県西部家保 大間有紗、鷹野由紀 

牛伝染性リンパ腫の抗体陽性率は県内農
家において増加傾向にあり、平成 29 年度の
6%から令和 2年度および令和 3年度は 9%と
なっている。その中で特に陽性率が増加し
対策を講じた 1 農家における対策の効果と
繁殖成績等に及ぼす影響を検討。当該農家
の抗体陽性率は平成 29 年に 8.6%から令和
元年には 28.8%（11 頭陽転）と大幅に増加。
令和 2 年 9 月時点では 22.2%であり、プロ
ウイルス量測定結果は高リスク牛 5 頭、中
リスク牛 2 頭、低リスク牛 5 頭。この対策
として牛の配置換えを実施。その他の対策
は、陽性牛の産子牛は早期隔離し初乳製剤
を使用。定期的な殺虫剤散布の実施。その
後の調査では抗体陽性率は 20%程度で推移
しているが陽転頭数は 1～3 頭と抑えられ
ており、これは対策の効果と考えられる。
今後はさらに防虫ネット設置など他の対策
も検討していく。繁殖成績においては空胎
日数が陽性牛の方が有意に延長しており、
こちらについては県内他の事例も見ながら
さらに調査していく。 
 
31．牛伝染性リンパ腫ウイルス（BLV）遺伝
子検査方法の検討：山梨県東部家保 水谷
直子、大町雅則 

県内公共牧場で子牛（6 か月未満）の預
託が開始され、BLV 遺伝子検査を預託前検
査として実施。病性鑑定マニュアルに記載
されている BLVの nestedPCR(定性検査)は、
白血球分離等により煩雑で電気泳動等によ
るコンタミネーションのリスクも高く多検
体処理には不向きのため、自動核酸抽出装
置を用いた real-timePCR(定量検査）を検
証。(試験 1) 抗体陽性牛 23 頭の血液にて
自動核酸抽出装置と用手抽出の比較、(試験
2)103 頭の血液にて定量及び定性検査、ELI
SA の比較検証を実施。結果、（試験 1）相
関係数 0.97 と強い相関を示した。（試験 2）
陰性 82 検体全ての検査で陰性。陽性は、定

量検査及び ELISA で一致したが、定性検査
で 1 検体陰性判定。当検体は低量（37 コピ
ー/10 万細胞）で検体量を増やし再度定性
検査を実施し陽性だったことから検出限界
以下と考察。抽出装置を用いた定量検査は
定性検査と同等の結果が得られたことか
ら、今後、預託前検査については定量検査
を実施予定。 
 
32．牛伝染性リンパ腫ウイルス遺伝子検査
におけるダイレクトリアルタイム PCR 法の
検討：静岡県中部家保 斉藤妙子 

牛伝染性リンパ腫ウイルス(BLV)対策で
陽性牛の把握が重要だが遺伝子検査は手技
が煩雑･高価。そこで簡便･迅速･安価に検査
可能な方法として血液を直接用いるダイレ
クト(d)rPCR を検討。(1)drPCR は pol 遺伝
子プライマーを用いた SYBR 法で、人工合
成した陽性対照(PC)を用い条件検討を実
施、PC の Tm 値は 83.5℃、検出限界は 10－
3 コピー/μl オーダー。(2)従来法の①キッ
トによる rPCR、②病鑑マニュアルのプライ
マーを用いた cPCR 及び③drPCR で、全血 5
54 頭を用い野外検体の検出及び検査結果
を比較、陽性率①28.0%②26.4%③24.0%で
1.4 コピー/10ngDNA 以上の検体は全て検出
でき水平感染リスクのある牛(20 コピー以
上)を摘発可能。(3)①～③の方法で検査時
間･コストを比較。実質作業時間①55 分②8
0 分③15 分と大幅に短縮、コストも 1 検体
①1,690 円②550 円③140 円と最も安価。DN
A 抽出･泳動不要でコンタミネーションの
リスク低減･作業時間短縮により検査負担
軽減と効率化が期待。 
 
33．管内全酪農場への牛ウイルス性下痢対
策の取組：静岡県西部家保 森田知香、森
麻子 

平成 29 年 4 月、管内 1 酪農場で牛ウイル
ス性下痢ウイルス（BVDV）の持続感染（PI）
疑い牛を摘発。管内酪農場 73 戸を BVDV 検
査し、令和 2 年度までに PI 牛を 6 戸 18 頭
摘発。このため、摘発農場の①追跡調査、
②聞取調査から対策検討。①疑い事例含む
7 戸の同居牛、新生子牛及び導入牛の抗原
検査、6 戸の同居牛抗体検査、PI 牛 19 頭の
母牛疫学調査実施。②令和 2 年度、管内全
酪農場 58 戸に BVD 対策や要望等聞取り。①
1,883 頭中 PI 牛 16 頭、急性感染 15 頭摘発。
ワクチン未接種 5 戸でⅠ及びⅡ型抗体保有
率約 8 割以上。母牛疫学調査で、胎内感染
14 頭、PI 牛産子 2 頭、導入 3 頭。②BVD の
認知度や対策実施率は低いことが判明した
一方、検査体制の充実や淘汰の補償に対す
る要望が認められた。ワクチン接種、導入
牛の陰性確認や隔離が有効と考えられ、管
理獣医師や農協と協力し、地域ぐるみの対
策が必要。 
 
34．管内養豚場におけるヒストグラムを用
いた豚熱 S/P 値の視覚化と農場指導への活
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用：静岡県中部家保 梶原一洋、橘川学 
豚熱 ELISA 検査の S/P 値は中和抗体価と

相関し、ヒストグラムにすることで推定抗
体価の視覚的把握、農場説明、抗体価推移
確認に有用。免疫付与状況等確認検査結果
をヒストグラムで確認し、全国の豚熱発生
時疫学調査、岐阜県接種適期推定システム
（推定システム）を活用し、豚熱ワクチン
接種日齢変更を指導。1 回目免疫付与状況
調査では繁殖豚の抗体分布は低かったが、2
回目で上昇し、以降の推移に大きな変化無
し。管内 1 農場の推定システムによる接種
適期は、2021 年 3 月に 30-40 日齢、同年 6
月には 40-50 日齢。農場毎に繁殖豚の抗体
分布を比較し、システムを利用した農場よ
りも他農場は同程度か低い分布傾向。発生
状況等含め総合的に判断し、管内全農場の
豚熱ワクチン接種日齢を、2021 年 2 月に 4
2-55 日齢、4 月から 35-48 日齢に変更。今
後も、ヒストグラム及び推定システムを活
用し農場指導を継続。 
 
35．地方病性牛伝染性リンパ腫診断におけ
る IPCR 法の有用性の検証：滋賀県滋賀県家
保 杉江勇二 

地方病性牛伝染性リンパ腫（EBL）は臨床
症状や精密検査での総合的な診断が重要だ
が、明確な基準が乏しい。典型的な EBL 症
状のない牛伝染性リンパ腫ウイルス（BLV）
感染若齢牛の場合、EBL か散発性牛伝染性
リンパ腫（SBL）の判別が困難。EBL 発症牛
は BLV 感染細胞クローンの全身性かつモノ
クローナルな増殖が特徴。西森らが確立し
た IPCR 法で、過去の症例（EBL 診断 3 症例、
EBL・SBL 診断困難 3 症例）での BLV 感染細
胞クローンのクローナル性を検査。EBL 診
断 3 症例と EBL・SBL 診断困難 1 症例で採材
した臓器の検体間での PCR 電気泳動像で共
通のバンドを確認し、診断困難であった典
型的な EBL 症状のない若齢牛でも EBL と判
定可能。他の EBL・SBL 診断困難 2 症例では
検体間で共通のバンドは認めず。しかし、
評価した検体の種類が少ないため、現状 EB
L より SBL の可能性が高いと判定。IPCR 法
での EBL 診断は、多臓器で BLV 感染細胞ク
ローンのクロ―ナル性を評価することが重
要と考察。 
 
36．乳用牛預託育成農場における BVD ウイ
ルス持続感染牛の摘発事例：京都府中丹家
保 山本稔、森一憲 

【経過】令和 3 年 8 月、管内哺育育成農
場で牛ウイルス性下痢ウイルス（BVDV）持
続感染牛（PI 牛）1 頭（28 日齢）を摘発。
当該子牛の母牛は府内酪農家から 2 か月齢
で育成農場に預託。導入時 BVDV 抗原陰性。
預託中ワクチンを 2 回接種し 5 か月齢で府
外育成農場に再預託。14 か月齢で受胎。22
か月齢で府内酪農家に帰牧し令和 3 年 7 月
（23 か月齢）に分娩。出生子牛を管内当該
農場に預託時、BVDV 抗原を検出。【対応】

抗原検出後直ちに PI 牛の隔離及び牛房消
毒。預託した酪農家のバルク乳、乾乳牛及
び初妊牛を検査し陰性を確認。PI 牛は病性
鑑定を行い、肺、脾臓、腎臓、胸腺及び白
血球から BVDV の特異遺伝子を検出。【まと
め】京都府ではワクチン接種や抽出農家で
の全頭検査、預託牛等広範囲な検査を実施。
令和 3 年度の府内検査頭数は 880 頭で陽性
牛は本事例の 1 頭のみ（陽性率 0.11％）。
本病は、母牛へのワクチン接種のみでの感
染防御が困難なことから幅広な検査に基づ
く PI 牛の摘発が重要。 
 
37．凍結切片を用いた牛伝染性リンパ腫の
病理組織検査の検討（第 2 報）：京都府中
丹家保 吉崎康二郎、万所幸喜 

ホルマリン固定パラフィン包埋標本(FFP
E)による牛伝染性リンパ腫の病理組織学的
検査は、解剖から診断まで通常 7 日間程度
を要する。前回、検査時間短縮のため 100
％アセトン固定凍結切片標本について検証
したが、免疫染色における染色結果が不安
定。前回の課題解消のため、凍結切片標本
の固定方法をエタノール／ホルマリン原液
／酢酸混液（10：10：1）(EFA）に変更し検
証。【材料及び方法】FFPE で正常像を認め
た 1 検体及び地方病性牛伝染性リンパ腫と
診断した 2 検体の計 3 検体について、凍結
切片標本を作製し、EFA で固定し、HE 染色、
抗 CD79α及び抗 CD3抗体を用いた免疫染色
を行い、FFPE と比較検討。【結果】HE 染色
及び免疫染色について EFA固定標本は FFPE
と同等に判定可能。FFPE で 7 日間程度要し
た判定を EFA 固定標本では 3 日間程度で可
能。【まとめ】EFA 固定により、HE 及び免
疫染色の染色性を確保しつつ判定時間を短
縮。今後も症例数を増やし散発性牛伝染性
リンパ腫症例も検討。 
 
38．但馬牛繁殖雌牛飼養農場における牛伝
染性リンパ腫（ＥＢＬ）対策状況：兵庫県
姫路家保 山本剛、山崎歩 

但馬牛繁殖雌牛を対象としたＥＢＬ検査
の概要を報告【浸潤状況検査】73 戸で繁殖
雌牛及び育成牛のエライザ検査を実施。結
果、陰性農場は 47 戸（64.4％）、陽性農場
は 26 戸（35.6％）【対策状況検査】陽性農
場 14 戸で、陰性牛及び新規飼養牛のエライ
ザ検査を実施。結果、陽性牛を認めなかっ
た農場は 7 戸、認めた農場は 7 戸。内訳は
①陽性牛を全頭淘汰し新たな陽性牛を認め
なかった農場（清浄化達成農場）5 戸、②
陽性牛を飼養中で新たな陽性牛を認めなか
った農場 2 戸、③陽性牛を全頭淘汰したが
新たな陽性牛を認めた農場 1 戸、④陽性牛
を飼養中で新たな陽性牛を認めた農場 6 戸
【今後の対策】①陽性率の低い農場：陽性
牛の早期淘汰、②陽性率の高い農場：陰性
後継牛の保持、③陽転牛の多い農場：水平
感染防止対策の見直し。一貫・乳肉複合農
場：肥育・乳用牛からの感染防止対策強化
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を重点的に実施。全農場に対し導入牛と後
継牛の検査実施、吸血昆虫対策（環境衛生）
を指導。 
 
39．黒毛和種繁殖農場で発生した牛コロナ
ウイルス病と発生要因についての考察：鳥
取県西部家保 山本路子、増田恒幸 
 管内の 25 頭規模の黒毛和種繁殖農場に
おいて、2021 年 9 月初旬に外部の牛を一時
預り後、9 月中旬から成牛の水様下痢なら
びに子牛の発熱や呼吸器病が散発。農場全
体にはまん延しなかったものの子牛での症
状が継続したため 10 月上旬に病性鑑定を
実施。呼吸器症状と軟便を呈していた約 3
ヶ月齢の子牛の鼻腔スワブ及び糞便から牛
コロナウイルス（BCoV）遺伝子を検出。当
該農場では BCoV 含有ワクチンである牛下
痢 5 種混合不活化ワクチン（下痢 5 種混）
を冬期のみ使用。3 頭の子牛の母牛の産歴
を調査した結果、直近 5 産目までは全て春
期から秋期の分娩であり、下痢 5 種混を未
接種であったことが判明。本症例では外部
の預かり牛により BCoV が農場内に侵入し、
下痢 5種混未接種牛とその産子を中心に BC
oV 病が発生したと推察。本病はかつて『冬
期赤痢』と呼ばれていたが、近年は季節を
問わず発生が認められるため、年間を通じ
てのワクチン接種が有効。 
 
40．子牛の呼吸器病ワクチン接種プログラ
ムの検討：鳥取県西部家保 増田恒幸、田
中勝貴 
 子牛の呼吸器病対策として牛ウイルス性
下痢ウイルス（BVDV）1、2 を含む混合生ワ
クチン（混合生ワクチン）を用いて、黒毛
和種繁殖農場において 2 つのワクチンプロ
グラム試験を実施。試験区 A では 5 頭の飼
養子牛に生後 86 から 107 日齢（初回接種）、
114 から 135 日齢（追加接種）に混合生ワ
クチンを接種。試験区 B では 5 頭の子牛に
生後 82から 107日齢に経鼻式混合生ワクチ
ン（粘膜ワクチン）を、110 から 135 日齢
に混合生ワクチンを接種。試験区 A では初
回接種後に BVDV1 に対するワクチンブレイ
クを確認。BVDV に対する移行抗体が高い子
牛群において、混合生ワクチンを 2 回接種
するプログラムでは 1 回目接種がワクチン
ブレイクとなる可能性があるため、1 回目
を粘膜ワクチンに変更することは子牛の呼
吸器病対策にとって有効。 
 
41．初乳製剤の給与による子牛への免疫府
与に関する調査：島根県松江家保 原由香、
大元隆夫 
 管内のキャトルセンター(CC)は、繁殖農
家より概ね 4 か月齢から子牛を受託育成。
受託前の牛伝染性リンパ腫ウイルス(BLV)
抗体検査で、BLV 抗体陰性母牛の産子が陽
性となり、受入不可となる事例が発生。当
該子牛は初乳製剤が給与されており、初乳
製剤の BLV 抗体含有が疑われたため調査実

施。その結果、調査した初乳製剤 6 ロット
は、全て BLV 抗体陽性。また、初乳製剤給
与子牛 4 頭は、初乳給与後に全頭 BLV 抗体
陽性となり、その後、経時的に S/P 値は低
下、6 か月齢までに陰転。4 か月齢では陽性
個体と陰性個体あり。なお、上述の CC 受託
前検査で BLV 抗体陽性の子牛も 5 か月齢で
陰転。さらに、初乳製剤の中和試験では、
呼吸器病関連ウイルスに対する抗体を確
認。以上より、初乳製剤給与子牛は、BLV
抗体陽性となり、移行抗体が検出され得る
4 か月齢では、陽性の可能性あり。また、
調査した初乳製剤は呼吸器病関連ウイルス
に対する抗体も含むことを確認。今後、調
査を継続し子牛のワクチン接種への影響等
の検討も行っていきたい。 
 
42．BVDV ダイレクトリアルタイム RT-PCR
法の検討：島根県家畜病性鑑定室 角華苗、
安部哲朗  

BVDV 持続感染牛（以下、BVDV-PI 牛）の
摘発検査を効率化することを目的として、
血清を被検体とした BVDV ダイレクトリア
ルタイム RT-PCR 法（以下、新法）を検討。
試薬は PrimeDirect Probe RT-qPCR Mix を
使用。検出感度を向上させるため、BVDV 希
釈液を用いて Lysis Buffer Sと RNase inh
ibitor の添加条件を検討。RT-PCR 反応前に
検体を Lysis Buffer Sおよび RNase inhib
itor で前処理した条件において最も感度
が高かった。この条件で、BVDV-PI 牛の余
剰血清 8 例、一過性感染牛血清 2 例を用い
て BVDV 遺伝子が検出可能か検証。10 例中 9
例で遺伝子を検出。BVDV 遺伝子非検出の 1
検体は、200 倍希釈後に新法を実施した場
合は陽性。当該血清中に存在した RNase 量
が RNase inhibitor 濃度の許容範囲を超え
たために検出が阻害された可能性を示唆。
今後は、RNase inhibitor 濃度の改善を図
るとともに、野外材料数を増やして新法の
有用性の検証を進めていく。 
 
43．新たな BLV プロウイルス定量検査法の
検討：島根県家畜病性鑑定室 渡邉勉、安
部哲朗 
 前回開発した BLV 検出用プライマーとプ
ローブセットに加え、牛染色体上のα-ラク
トアルブミン遺伝子を標的とするプライマ
ーとプローブを設計し、新たな BLV 定量検
査法（以下、新 qPCR）を開発。新 qPCR は、
マルチプレックス PCR 法とし、合成人工遺
伝子を用いて検量線を作製し標的遺伝子を
定量。反応条件の検討後、A 社市販キット
にて定量済みの牛白血球由来 DNA72 例につ
いて、新 qPCR を実施し、市販キットの検査
結果と比較。両者の相関係数は 0.87 であっ
たが、一部の検体において新 qPCR で極端に
低値となる外れ値が散見されるとともに、
市販キットで 20 コピー（BLV/10 万白血球）
以下の検体 3 例を新 qPCR では検出できず。
1 検体あたりの試薬費用は市販キット 700
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円に対し新 qPCR は 70 円であり、多検体処
理も可能。検出感度が市販キットや定性的
検査と比較して低かったこと、リスク判定
に用いる際の定量値の再考について、引き
続き検証を行い、実用化を目指す。 
 
44．簡易的な数理モデルを活用したアカバ
ネ病対策の検討：岡山県岡山家保 清水孝
文 
 アカバネ病対策のために簡易的かつ実用
的な感染シミュレーションモデル(SM)の開
発を検討。県内アカバネ病流行時（2011 年
及び 2019 年）のアルボウイルス（AKAV）抗
体調査結果と SM との比較より、9 月に感染
性ヌカカから牛への感染が開始すると仮定
すると実測値と同様の結果が得られること
が判明し、ヌカカ集団に感染性ヌカカが占
める割合の平均は 5.1%と推計。この条件で
対策の検討を行ったところ、牛群の 11 月に
おける AKAV 感染率は無処置時 36.8％、ベ
クター防除対策時 13.2％、ワクチン接種時
1.0％となり、ワクチンにより AKAV の感染
拡大をほぼ完全に防ぐことが可能であると
共に、ベクター防除対策のみでは予防効果
が完全とはいえないことを確認。Excel を
用いた SM は、パラメータを設定することで
状況に合わせたシミュレーションが可能。
今後、本手法を家畜衛生の向上に向けた普
及啓発や獣医疫学をはじめとする獣医学教
育等に活用していきたい。 
 
45．管内一酪農家における牛伝染性リンパ
腫清浄化に向けた取組：広島県北部家保 
渡久川兼誉、河村美登里 

地方病性牛伝染性リンパ腫の対策に苦慮
する一酪農家において、令和 2～3 年度の 2
年間にわたって、慢性感染症清浄化支援事
業を活用し、水平感染に重点を置いた対策
を実施。当該酪農家は、搾乳牛約 35 頭を繋
留対尻式牛舎で飼養。対策として防虫ネッ
ト設置、陽性牛群の分離飼育及び淘汰・更
新の優先順位を指導。効果確認（年 2 回の
計 4 回）のため抗体検査により陽性牛及び
陽転牛を把握、遺伝子検査による高リスク
牛(感染細胞率 10%以上) を特定。本対策以
前は、畜舎内に衛生害虫や吸血昆虫が飛び
交い、陽性率は 50％前後を推移。畜舎開放
部を防虫ネットで蔽った結果、畜舎内の衛
生害虫は減少。併せて令和 3 年度から分離
飼育、高リスク牛の優先淘汰実施し、2 年
間で陽性頭数(%)は 17 頭(49%)(1 回目)→8
頭(20%)(4 回目) 、陽転牛は 6 頭→1 頭、高
リスク牛は 6 頭→3 頭に減少。結果を関係
機関と共有し、地域の清浄化に向けて推進
する。 
 
46．糞便検体のウイルス遺伝子検査（PCR
法）の検討：山口県中部家保 鹿島貴朗、
田代久宗 
ウイルス検査の PCR 法は、分離試験や中和

試験に比べて迅速に検査・判定可能。検体

中に PCR 阻害物質が存在する場合正しく検
出できず、核酸抽出物の希釈やウシ血清ア
ルブミン（BSA）の添加等が有効との報告。
令和元年 4月から令和 3年 12月までの病鑑
依頼の糞便 27 検体で各検査法を比較。拡散
抽出は、自動核酸抽出機及び RNA 抽出キッ
トの 2 通りで実施。PCR は、常法に従った
もの、核酸抽出物を蒸留水で 10 倍希釈した
もの、終濃度 0.01％になるよう BSA を添加
したもので実施。抽出方法との組み合わせ
計 6 通りの結果を比較した場合、RNA 抽出
キットと BSA 添加の組み合わせで一番多く
ウイルスを検出。一部 BSA 添加で陰転、BS
A が PCR を阻害する可能性を示唆。試験し
た糞便 27 検体の内、7 検体（25.9％）で P
CR 阻害物質の存在を示唆。今後の糞便によ
る遺伝子検査において、PCR 陰性の場合、
上記組み合わせによる追試が有効。 
 
47．乳用牛の牛伝染性リンパ腫ウイルス浸
潤状況調査及び清浄化対策：香川県東部家
保 中嶋亜威、田中宏一 
 管内酪農家に令和 2 年 4 月から牛ウイル
ス性リンパ腫ウイルス浸潤状況調査を実施
し、飼養形態および浸潤状況に応じた清浄
化対策を検討。繋飼い農場では陽性率は低
く(3 農場：11.3％)、フリーストール農場
で陽性率が高い(3 農場：52.2％)。ウイル
ス遺伝子型は全農場Ⅰ型。清浄化対策とし
て繋飼い農場は、保因牛の分離飼育。フリ
ーストールの自家育成 2 農場を重点農場と
して対策を検討。①プロウイルス量測定・
淘汰促進②凍結初乳投与で免疫能付与③育
成牛の分離飼育④媒介吸血昆虫対策を実
施。全対策を実施した 1 農場では陽性率は
減少(R2:89.7→R3:65.4%)。全体のプロウイ
ルス量(R2:290.9→R3:242.2copy/10ng 
)も減少。凍結初乳による免疫付与対策で
は、投与牛 20 頭中 17 頭(85%)で獲得。令和
2年、3年越夏後も後継牛 5頭の陰性を確認。
長期対策を継続。①②のみ実施した農場で
は陽性率が上昇(R2:52→R3:55.8%)。再度、
分離飼育等の対策を指導した。 
 
48．牛ウイルス性下痢ウイルス持続感染牛
の摘発と対応：香川県西部家保 四宮有果、
山本英次 

乳肉複合農場（A 農場）で、令和 2 年 3
月に流産が目立つとのことで家保に相談が
あり、令和 2 年 4 月に牛ウイルス性下痢ウ
イルスの全頭検査を実施。125 頭中 1 頭を
持続感染牛（PI 牛）として摘発・淘汰。国
の防疫対策ガイドラインに基づき、当該 PI
牛の産子(令和 2 年 3 月分娩)を検査、PI 牛
と確認、淘汰。以後、令和 3 年 10 月までに
143 頭の新生子牛を検査、2 頭の PI 牛を摘
発・淘汰、最終摘発から 10 か月経過したこ
とから A 農場の清浄化を確認。検査期間中
の令和 2 年 11 月、12 月に県内で高病原性
鳥インフルエンザが発生し、この 2 か月間
は新生子牛検査を保留していたが、この間
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に未検査新生子牛 2 頭が管内の乳肉複合農
場（B 農場）へ販売されたことが後に判明。
令和 3 年 2 月に検査を実施し、うち 1 頭を
PI 牛と確認、淘汰。以後 10 か月間、B 農場
の全新生子牛（2 頭）を検査し、陰性を確
認。PI 牛の早期摘発・淘汰の重要性を再認
識し、本事例の結果を他農場への指導の参
考とする。 
 
49．牛ウイルス性下痢における持続感染牛
の摘発事例：愛媛県東予家保 藤村佳絵、
三好舞 
 2021年 1月に約 500頭を飼養する管内大
型酪農家において子牛の集団性の下痢が発
生していると農場から原因究明の依頼あ
り。１～2 か月齢の下痢の症状のある子牛 7
頭及び非発症子牛 3 頭の糞便、血液につい
て細菌検査及びウイルス学的検査を実施。
結果、有意菌は分離なし。下痢症状を呈し
ていた子牛 2 頭の糞便から牛 A 群ロタウイ
ルス遺伝子検出。非発症子牛 1 頭の糞便か
ら BVDV 遺伝子検出、ウイルス分離検査で B
VDV を分離。1 か月後に再度糞便から BVDV
分離。さらに前回の血清とのペア血清で BV
DV の中和抗体検査を実施し、1 型、2 型と
もに抗体価が 2 倍以下であったため当該牛
を PI 牛と診断。3 月に病理解剖を実施した
が特徴的な所見は認められず。当該牛は、
発育不良といった BVD にみられる症状等は
なく、同農場で 2017 年にも PI 牛が摘発さ
れており、BVDV 清浄化のためには定期的な
モニタリング等によるウイルス検査及び P
I 牛の早期摘発淘汰が重要。 
 
50．管内のサシュペリウイルス浸潤状況調
査：愛媛県南予家保 別宮凜子、稲谷憲一 

2021年管内農家で死亡した 1ヵ月齢の子
牛で異常産が疑われたため、病性鑑定を実
施。先天的奇形と診断するも、子牛及び母
牛の血清でサシュペリウイルス（以下、SA
TV）抗体を確認し、農場における SATV 浸潤
状況調査を実施。飼養牛 30 頭の 2021 年採
材のペア血清にて抗体保有を確認したが、
有意な抗体上昇は認めず。さらに、2018 年
採材血清で抗体検出はなく、2019 年採材血
清で抗体を検出したものの、詳細な侵入時
期の特定はできなかった。そこで、同市内
農場の保存血清で検査を実施したところ、2
020 年 1 月以降出生の個体では抗体保有を
認めなかったが、2019 年 1 月以前出生の個
体では抗体保有を確認。また、県内おとり
牛血清で 2019 年に SATV 抗体陽転を認め、
管内への直近の SATV 侵入は 2019 年であっ
たと判明。2019 年は、九州地方でアルボウ
イルスが流行した年であり、ピートンウイ
ルスの本県への侵入も確認したことから、S
ATV はヌカカに媒介されピートンウイルス
とともに九州地方から侵入したと推察。 
 
51．和牛の育成段階における効果的な呼吸
器ワクチン接種時期の検討：高知県西部家

保梼原支所 津濵秀行、川村隆史 
 令和 3 年 9 月に管内の和牛大規模農場の
育成牛舎で呼吸器疾患が流行。呼吸器疾患
の広がりが早いこと、呼吸器 6 種混合ワク
チン(以下 6 混ワクチン)未接種群の発生件
数が多いことから 6 混ワクチン接種前の移
行抗体の消失によるものと推測。そこで、
育成牛における 6 混ワクチン接種前の移行
抗体消失率を調査。IBR・BVD1・BVD2・AD7
において、各々100%・68%・86%・95%と高い
傾向。対策として、6 混ワクチン接種月齢
を 5 ヶ月齢から育成牛舎への移動時の 3.5
～4 ヶ月齢に変更し、効果は抗体価と診療
頭数の推移から検証。抗体価は、育成牛 26
頭を 6 混ワクチン接種前および接種 1 ヶ月
後の計 2 回測定。結果、3.5～4 ヶ月齢の接
種から高い抗体保有率を維持。10～12 月の
呼吸器疾患の診療頭数(初診)は、昨年 16
件から 10 件に減少。そのため、今回のワク
チンプログラムは育成牛の呼吸器疾患の予
防に効果があると示唆。 
 
52．佐賀県内牛ヘルペスウイルス４型の浸
潤状況と PCR 陽性事例：佐賀県中部家保 
曽我康吏、一戸夏美 

R2 年に当県で浸潤が未確認であった牛
ヘルペスウイルス 4 型(BHV4)を初めて検出
・分離。そこで当県の BHV4 の浸潤状況を P
CR で調査、その概要を報告。R2 年度に各家
保に病性鑑定・検査依頼のあった材料を使
用。各検体で核酸を抽出後、BHV4 の PCR を
実施。陽性検体についてウイルス分離を実
施。塩基配列を決定し、アライメント解析
を実施。その他の病原体(ウイルス、細菌)
の検査・病理組織学的検査については定法
により実施。今回の調査で様々な症状(健康
牛含む)を呈した 4 農家 4 頭から BHV4 の遺
伝子を検出。内 1 頭で分離陽性。BHV4 は県
内全域で浸潤し、県内の浸潤株は同一株の
可能性。BHV4 陽性事例では、混合感染が疑
われた事例や BHV4 のみ検出されたが疾病
との関連性は不明な事例、 健康牛検出事例
があり、県内に浸潤している BHV4 がどの程
度疾病に関与しているかは不明。今後も検
査を実施し、疾病への関与について調査を
継続する必要。 
 
53．公共牧場の牛伝染性リンパ腫清浄性維
持の取組：長崎県中央家保 後田徹志、早
稲田万大 

管内の公共牧場で平成 23 年から牛伝染
性リンパ腫（EBL）のまん延防止対策を実施。
当該牧場規約は入牧前に EBL ウイルス抗体
検査を実施し陰性例のみ入牧、牧場内では
年 2 回の全頭検査を実施し陽性例は下牧。
検査結果を牧場利用者協議会で利用農家に
還元、自農場での感染拡大防止を啓発。現
在、牧場定期利用農家 5 戸のうち 3 戸は平
成 26年より自農場での EBL清浄化対策にも
着手。1 戸は平成 27 年に清浄化を達成。残
り 2戸でも陽性率はそれぞれ平成 28年 44.
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7%、16.7%から令和 3 年 20.6%、8.5%と着実
に低下。啓発活動により、自農場での EBL
対策に消極的であった農家でも、入牧前検
査陽性例の分離飼育を実施。結果、令和 3
年中の入牧前検査、牧場内全頭検査ともに
陽性牛摘発はなし。牧場利用農家に自農場
での感染拡大防止を啓発し、陽転率を低下
させる事が牧場の清浄性維持に不可欠。今
後も関係者と連携し牧場の清浄性維持に取
組むとともに効果的な検査体制を追及する
事が必要。 
 
54．地方病性牛伝染性リンパ腫対策におけ
る防虫ネットの効果の検証：熊本県中央家
保 鈴木祐子 

EBL 対策としては、感染牛と非感染牛の
分離飼育や初乳製剤の給与等が挙げられ
る。その中でも、吸血昆虫対策としての防
虫ネットの設置は、労力及びコスト面から
農場での実施に負担が大きいため、家保が
主体となり、協力農場 3 戸の牛舎周囲を覆
うように防虫ネットを設置し、その効果及
び課題を検証。設置にかかるコストや労力
は牛舎構造により様々。ネットを設置し、
越夏後に実施した抗体検査では、3 戸中 2
戸が陽転せず、ネットの有効性を確認。一
方で、牛舎構造によっては、作業動線の複
雑さや夏季の暑熱対策のためにネットを開
放する時間や回数が多くなり、常に吸血昆
虫の侵入を防除できず、十分な効果が得ら
れない場合があった。今後は、長期的な陽
転検査や耐久性の確認、より効果的なネッ
トの張り方の検証、ネット設置を検討する
農場への情報提供を実施し、県内の EBL 対
策を推進する。 
 
55．牛呼吸器病関連ウイルスの検査対応と
今後の課題：熊本県中央家保 本田佐知子 

牛呼吸器病原因ウイルスの多様化に伴
い、従来の検査体制再検討及び D 型インフ
ルエンザウイルス（IDV）浸潤状況調査を実
施。従来は必須検査項目でなかった牛トロ
ウイルス（BToV）、牛アデノウイルス（BA
dV）について、過去 3 年間の牛病性鑑定材
料を用いた PCR を実施。BToV は子牛の鼻腔
スワブ 1 検体で陽性。BAdV は子牛の鼻腔ス
ワブ 4 検体で陽性、RFLP 法で血清型 3 型に
分類。いずれも下痢を伴わない症例から検
出。IDV の浸潤状況調査では、過去 6 年間
の牛、馬、豚、野生いのししの病性鑑定材
料を用いた PCR、過去 3 年間の牛、豚の病
性鑑定用血清及び健康牛の血清を用いた H
I 試験を実施。PCR はすべて陰性。HI 試験
では病性鑑定用ペア血清で抗体価上昇な
し。健康牛血清で陽性率 31.5％、農場によ
っては陽性率 80％以上。これらの結果か
ら、BToV、BAdV、IDV について毎回検査す
ることが望ましく、業務の省力化のために
もマルチプレックスリアルタイム PCR を導
入する方針。 
 

56．熊本型 EBL 清浄化対策の取組（第 2 報）
：熊本県中央家保 福岡恒 

2019 年度から東海大学と連携し、抗体検
査、抗体陽性牛のプロウイルス量（PVL）定
量及び牛伝染性リンパ腫ウイルス（BLV）感
染牛の発現遺伝子調査等の取組開始。BLV
浸潤 39 農場 2,258 頭を検査。全体の抗体陽
性牛は 1,503 頭、農場毎の抗体陽性率は 5.
0～92.4%。農場毎の平均 PVL はホルスタイ
ン種で 5,847～31,545コピー/10万細胞（コ
ピー）、黒毛和種で 1,299～27,983 コピー、
褐毛和種で 6～11,488コピー、交雑種で 19,
549 コピー。PVL20,000 コピー以上の牛がい
る農場で高リスク牛割合や抗体陽転率が高
値、出生子牛も高率で BLV 遺伝子検査陽性
となるため、PVL20,000 コピー以上の牛の
対策は特に重要。東海大学のリアルタイム
PCR によりレトロウイルスの細胞内小胞輸
送に関与する遺伝子等の発現量が品種間で
差があり、品種による PVL 変動の差に影響
している可能性。原因解明のため、追加調
査中。今後は、関係機関と連携し、PVL に
基づくリスク評価をもとに農家毎の EBL 対
策を実施。 
 
57．牛 RS ウイルス病の発生農家における取
り組み事例：大分県豊後大野家保 寺山将
平 

肉用牛繁殖農家 2 戸に牛 RS ウイルス（B
RSV）が関連した呼吸器病が発生。42 頭規
模の農家 A は、育成牛 13 頭が呼吸器病を発
症。死亡例は RS ウイルス病と診断。継続的
抗体調査から、BRSV 抗体価のバラツキを確
認した繁殖牛に RS 生ワクチンを接種し移
行抗体を斉一化。子牛は 2 ヶ月齢に鼻粘膜
ワクチン、抗体価消失時期の 3～4 ヶ月齢に
5 種混合生ワクチンを接種するプログラム
を構築。合わせて過密換気対策として育成
舎を新設することで、呼吸器病治療の減少
と市場時点の発育改善を確認。50 頭規模の
農家 B は、育成牛 5 頭が発症。ウイルス関
与を疑い継続的抗体調査。育成牛は、BRSV
抗体価のバラツキを確認した 2 ヶ月齢に 5
種混合生ワクチン、抗体価が消失する 4 ヶ
月齢に RS 生ワクチンを接種。当初、全頭で
高い抗体価が見られた繁殖牛の抗体価低下
に合わせ、RS 生ワクチンを全頭に追加しプ
ログラムを構築。合わせて換気不良対策と
して牛舎壁に換気孔設置することで呼吸器
病流行は終息。 
 
58．牛伝染性リンパ腫清浄化対策実施状況
：大分県大分家保 林拓己 
 家畜衛生対策事業により牛伝染性リンパ
腫清浄化対策継続実施農場および検査頭数
は増加。2013 年以降の対策取組農場 74 戸
の対策状況、感染率の推移、飼養牛ならび
にリアルタイム PCR 法で末梢血中の BLV プ
ロウイルス量を測定し、2,000 コピー/DNA5
0ng 以上の感染高リスクと判定した牛を調
査。現在も対策継続農場は 32 戸。うち 7
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戸は陰性・清浄化達成。4 年以上の対策継
続農場 11戸では、約 10～50%感染率が低減。
対策を中止・断念した 42 農場では分離飼育
困難 27 件、感染率が高すぎる 14 件、飼養
管理上の問題 4 件、後継者不在のため意欲
消失 3 件等の課題。全頭検査でウイルス定
量を実施した肉用牛農場 43戸の飼養牛 1,3
71 頭中 331 頭が感染高リスク牛と判定。感
染率と高リスク牛の割合には強い正の相関
（r=0.708）。感染リスクによる対策指導が
可能となり、更新の参考指標として活用さ
れる一方、2021 年 10 月時点で感染高リス
ク牛の 8 割は生存。淘汰・更新補助等を活
用し、非感染牛へ更新していくことが肝要。 
 
59．県央地域における牛伝染性リンパ腫検
査の現状と課題：宮崎県宮崎家保 上西鋼
騎、阿南華奈子 

宮崎家保管内で農場の牛伝染性リンパ腫
(BL)清浄化対策のため抗体検査を実施した
過去 5 年間の黒毛和種繁殖農場 291 農場の
検査成績を精査し、BL 清浄化の現状と課題
についてとりまとめた。291 戸中 38 戸が陽
性判明後、清浄化を達成。初回の陽性数と
清浄化までの年数の比較では、38 戸中 29
戸が初回陽性 5 頭以下であった。うち 26
戸が 2 年以内に清浄化達成。38 戸中 9 戸が
初回陽性 6 頭以上で、うち 6 戸が 2～4 年か
けて清浄化達成した。残り 6 戸についても
1～4 年の間に清浄化達成した。また、清浄
化達成・維持農場 3 戸のそれぞれの対策を
検証。A 農場は導入牛を新設の隔離舎で管
理。B 農場は陽性牛を隔離舎で管理し、C
農場は牛舎内一角に陽性牛隔離で対応して
いた。いずれも定期全頭検査および導入牛
検査で陽性牛の隔離もしくは出荷を実施
し、清浄化を達成。農場に合った無理がな
い対策と農場の意識向上、早期の陽性牛淘
汰で清浄化した優良事例と思われた。 
 
60．肉用牛生産一貫農場における牛伝染性
リンパ腫清浄化に向けた取組：沖縄県八重
山家保 高桑悠子 
 H27 年から管内の肉用牛生産一貫農場
（繁殖牛 141 頭、肥育 40 頭、子牛 60 頭）
が、牛伝染性リンパ腫清浄化へ向けて継続
的に取り組んだ。BLV 抗体検査を全頭につ
いて実施し、①抗体陽性牛の分離飼育、②
子牛の早期離乳と人工哺乳、③定期的な陰
性確認検査と候補牛・導入牛の BLV 遺伝子
検査、④吸血昆虫対策を実施し、⑤抗体陽
性牛と遺伝子陽性牛を肥育に転用した。6
年間でのべ 1833頭を検査し 101頭の陽性牛
を摘発、うち 96 頭を肥育転用し、と畜出荷
した。農場の BLV 抗体陽性率は 55％から 1.
8％に低減した。６年間で抗体陽性率を低減
できた要因としては、定期的な検査と分離
飼育の実施、陽性牛の積極的な淘汰等が考
えられる。管内の農場が EBL 対策に取り組
む際、共通の課題となるのが抗体陽性母牛
の淘汰方法である。管内は経産肥育牛肉に

需要があり、地産地消が可能なことから、B
LV 抗体陽性牛の積極的な肥育転用は有用
と考えられる。今後も対策を継続し、当該
農場の BLV 清浄化達成を図るとともに、同
様の取組を管内の肉用牛生産農場に拡げて
いきたい。 
 
Ⅰ－２ 細菌性・真菌性疾病 
 
61．管内の牛のヨーネ病防疫における環境
検査の活用：北海道根室家保 小川祐子、
溝口達也 

ヨーネ（J）病対策農場 41 戸 871 箇所の
環境検査結果と疫学情報（飼養頭数・形態、
初発患畜の頭数・J 菌遺伝子量（排菌量）、
牛の導入、飼養管理リスクの有無及び初発
生後一年以内の患畜頭数（患畜頭数））や
糞便スクリーニング遺伝子検査（糞便 SC）
結果との関連を統計解析。農場の環境検査
陽性率は成牛舎で牛・除糞と給餌の動線が
交差、育成牛舎で育成牛が成牛・初妊牛と
同居等、飼養管理リスク有で有意に高値、
他の疫学情報と関連認めず。患畜頭数に関
連する因子は初発患畜の排菌量（菌量が 10
倍増加毎に 1.23 倍）、育成牛舎床の環境検
査結果（陽性が陰性に対し 3.08 倍）、牛の
導入（有は無に対し 4.53 倍）。床の環境検
査陽性の牛群の糞便 SC 陽性頭数は床陰性
牛群より有意に高値。以上からＪ病防疫に
は飼養管理改善、排菌牛早期摘発、育成牛
舎を中心とした消毒及び導入牛によるＪ菌
の侵入防止が重要。床の環境検査で牛群の
排菌状況を可視化し、Ｊ病防疫推進に活用
中。 
 
62．管内一地域の牛ヨーネ病清浄化への取
り組みと対策の検証：北海道上川家保 長
尾賢、宮澤国男 

管内一地域の家畜伝染病予防法第 5 条に
基づく検査で、6 戸の酪農場で牛ヨーネ病
が発生。対策の結果、令和 2 年度までに 4
戸が清浄化、2 戸が廃業。対策終了農場 5
戸を調査し、各農場の清浄化対策を検証。
飼養管理は基本的な対策に加え、各農場に
合った作業動線の改善等を実施。多くの農
場がリスク牛の積極的なとう汰に効果を実
感。発生により生じた経済的・精神的負担
は廃業の一因になり得ることが判明。自衛
防疫組合は本病対策要領を作成し、地域と
して取り組むことで、関係者の相互理解を
深め、効果的な対策に寄与。農場の対策と
地域の取り組みにより、清浄化を達成。今
後の本病対策には、迅速で効果的な衛生指
導のため、対策事例の積み上げと情報共有
が必要。経済的・精神的負担の軽減には、
更なる経済的支援と感染牛の早期摘発によ
る対策期間の短縮のため、抗原検査の拡充
として、リアルタイム PCR の多検体処理の
体制整備と搾乳牛の糞便培養の再開が必
須。 
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63．感染症数理モデルを用いた牛ヨーネ病
防疫対策の検討：北海道十勝家保 中村あ
すみ、羽生英樹 

管内のヨーネ病対策農場は 100 戸以上。
同居牛検査での継続発生が多く、対策長期
化と業務増大に苦慮。乳用牛 240 頭飼養農
場における感染モデルを作成。対策期間を
現行の最終発生から 3 年と、2 年または 4
年に固定した場合の対策開始から 60 カ月
後の感染頭数をシミュレーションで比較。
汚染度が低い農場では現行 0.260、2 年 0.2
62、4 年 0.219 で差はなし。汚染度が高い
農場では現行 1.35、2 年 1.70、4 年 1.36
で、4 年（検査 9 回）は現行（検査 12 回）
と同程度の感染頭数のまま検査回数を減ら
せる。導入牛の有無、飼養規模に関わらず、
同様の結果。乳用牛農場では対策期間 2 年
で継続発生がなければ対策終了、あれば対
策を 2 年追加して終了という新検査日程を
提案。対策期間が短期化されることで家保
の時間と人員にゆとりが生まれ、農場に合
ったより細やかな防疫対応が可能。対策期
間に見通しが立ち農場側のモチベーション
維持にもつながると推察。 
 
64．大規模酪農場で発生した Salmonella 
Dublin による牛サルモネラ症の防疫対応
とその成果：北海道宗谷家保 大塚円花、
黒澤篤 

搾乳牛約 650 頭を飼養する管内大規模酪
農場の流産牛 2頭の胎盤から Salmonella D
ublin (SD)を分離。本農場で飼養する牛は
全て自家産、育成牛は預託。自衛防疫組合
を中心に全頭抗菌剤投与と牛舎消毒を実施
した後、これらの効果判定及び排菌牛がい
ないことの確認のため環境材料と牛の糞便
を用いたサルモネラ検査を行い、陰性を確
認。対策は発生から 31 日で終了。なお、対
策期間中は牛の移動を停止し、糞便検査時
は生乳を全て廃棄。本事例で実施した対策
費用及び生乳廃棄と牛の処分による損失額
は約三千万円で、本農場における 107 日間
に出生する子牛 177 頭の市場販売価格に相
当。対策終了後、再発生はなく、地域への
まん延も防止。一般的に SD の防疫対応は長
期化する傾向にあるが、31 日間という短期
間で終了し、生産者の精神的負担を軽減で
きたことから、本事例は SD における防疫対
応の一手段として有効であると考える。 
 
65．管内大規模酪農場で発生した牛サルモ
ネラ症対策における畜舎及び水槽洗浄効果
の検証：北海道檜山家保 橋本健二郎、北
本浩明 

令和 2 年度、檜山管内大規模酪農場（A
農場）で Salmonella Typhimurium（血清型
O4:i:-）（ST）による牛サルモネラ症が発
生。対策の一環として実施した逆性石鹸系
消毒剤（A 剤）による畜舎内一斉洗浄にも
関わらず、洗浄直後の検査で同居牛保菌率
及び環境検査陽性率が急増。感染拡大の原

因として畜舎内一斉洗浄で生じた排水及び
水槽洗浄の不徹底が考えられたので、これ
らについて検証を実施。畜舎洗浄効果の検
証では、500 倍に希釈した A 剤による洗浄
では残存する ST は拡散する結果となり、排
水が汚染箇所拡大の一因となった可能性を
示唆。水槽洗浄効果の検証結果から、洗浄
頻度及び消毒剤の交換回数を増やす事が水
槽管理に効果的であると考察。A 農場では
水槽の洗浄頻度を 1 回／2 日から 1 回／日
に変更し、水槽内部の付属器機に至るまで
ブラシで洗浄するように改善。水槽管理改
善前後で比較すると改善直後の検査で同居
牛保菌率は 86％減少し、対策終了まで水槽
の環境検査陽性率は 0％を維持。 
 
66．管内一酪農場のサルモネラ症多発要因
の検討と対策：北海道上川家保 原田健弘、
中田剛司 
 管内酪農場で、平成 28、29 年に Salmone
lla 4:i:-、令和元、2 年に Salmonella Mi
nnesota(SM)によるサルモネラ症（本症）が
発生。本症の多発要因を調査・検討。調査
は、令和 2、3 年に環境モニタリング。令和
3 年は保菌牛調査、乳検データ解析、分離
株の分子疫学解析実施。令和 2 年は牛床か
ら SM 分離、分娩後の成牛が本症発症。令和
3 年は除糞用機械から SM が分離されたが、
本症の発生はなく、保菌牛調査は、全頭陰
性。乳検データ解析では、分娩後はエネル
ギー不足傾向。分離株は、両血清型とも同
一由来株。環境中にサルモネラの残存が示
唆。分娩後は易感染性と推察。残存サルモ
ネラが気温上昇で増殖、易感染性の牛が曝
露され、発症に繋がったと推察。対策は、
夏季消毒及び分娩舎消毒徹底指導。飼料設
計検討提案。令和 3 年は結果に基づく対策
を実施、本症発生を予防。本症再発・多発
農場では、発症に至る要因特定調査を実施、
重点を置いた対策が重要。 
 
67．肥育素牛育成農場で発生した Salmonel
la Dublin のまん延防止対策：北海道石狩
家保 末永敬徳、榊原伸一 

令和 2 年 8 月、肥育素牛育成農場で Salm
onella Dublin（SD）による牛サルモネラ症
が発生。本農場は初生牛を導入後、肥育素
牛として出荷。農場内外の移動は止められ
ず、飼養牛全頭の同居牛検査や遅延二次培
養は困難。対応として、初回同居牛検査は
発生牛舎と隔離牛舎で飼養する初発牛と同
居歴のある飼養牛を対象とし、遅延二次培
養は行わず、通常の選択増菌培養を実施。
環境検査は農場全体が対象。結果、両牛舎
内で陽性牛を摘発、環境検査は陰性。結果
を踏まえ、発生牛舎では検査後に移動、隔
離牛舎は対象牛 2 回の全頭陰性を確認する
まで検査継続。また、環境消毒やその後の
環境検査継続を含め、まん延防止対策を徹
底。計 10 頭の陽性牛を摘発、計 7 回の検査
で対策を終了。当該農場は平成 28 年にも同
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症が発生し、環境消毒を実施。当時の分離
株とは PFGE 及び薬剤感受性パターンが異
なり、今回は異なる SD が侵入したと推察。
生産体制に合わせ個体対策を実施した本対
応は有効と推察。 
 
68．Moraxella bovoculi の関与が疑われた
公共牧場の角結膜炎流行と浸潤状況調査：
北海道留萌家保 田村幸子、上村伸子 

乳用牛預託 A 公共牧場（A 牧場）で平成 3
0 年から角結膜炎が流行。預託元農場の角
結膜炎症例で Moraxella bovoculi（M.b）
を令和 2 年に分離し、同菌の関与を疑い A
牧場と同町内 B 公共牧場（B 牧場）で浸潤
状況調査を実施。①預託元農場の M.b 保菌
率は A 牧場 12.5%、B 牧場 7.7%。②角結膜
炎罹患牛 60 頭の原因検索では、35%で M.b
単独、22%で Moraxella bovis（M.bovis）
単独、23%で 2 菌種の混合感染を確認。他の
病原体は検出されず。治療 2 週間以上の難
治例 12 頭では全頭から M.b 検出、うち 5
頭が 2 菌種混合。M.b の検出率が最も高く、
治療は長期化する傾向を確認し、同菌が角
結膜炎の主要因と推察。③M.b と M.bovis
各 22 株の薬剤感受性試験を実施。2 菌種と
も主な治療薬のテトラサイクリンに感受性
を認め、耐性菌による流行を否定。④多発
要因の調査では、A 牧場は B 牧場と比較し
て、角結膜炎の発生ピークである 8 月～9
月にハエ発生数と牛同士の接触機会が多
く、流行の一因と考察。 
 
69．腸管外病原性大腸菌の関与が疑われた
子牛の敗血症型大腸菌症：北海道胆振家保
 三浦明奈、平松美裕子 
 管内の一農場において、黒毛和種哺育牛
が 2 日齢で死亡したため病性鑑定を実施。
病理検査では主要臓器及び臍帯に出血を伴
う炎症像とグラム陰性菌の集簇を確認。細
菌検査では主要臓器から O15 群大腸菌を分
離したため、敗血症型大腸菌症と診断。分
離菌の遺伝子検査では鉄取込関連因子とし
て iutA、irp1、irp2、fyuA、iroN、付着・
侵入因子として afaC、CS31A、iha、fimH、
莢膜として kpsMTⅡで標的配列と同サイズ
の断片を確認。これらは、国内外で報告さ
れている牛の敗血症型大腸菌症由来株の因
子と概ね一致。一方で、毒素産生因子の保
有は見られず、付着・侵入因子については
国内未報告の因子の可能性が示唆。引き続
き、国内外の事例と比較するとともに保有
が示唆された因子の作用を検討し、本菌の
分類を試みることが必要。当該農場では、
本事例を踏まえ、分娩場所の消毒、出生直
後の飼養衛生管理を改善した結果、本事例
以外の症例は確認されていない。 
 
70．Campylobacter fetus 亜種 fetus 感染
牛に対する投薬効果：北海道十勝家保 加
藤千絵子、吉田美葉 

Campylobacter fetus は牛カンピロバク

ター症の原因菌。亜種 fetus（本菌）は牛
糞便からしばしば分離。本菌の定着部位は
腸管であるが、投薬による排除効果は不明
なため管内 1 農場の牛 36 頭を用いて調査。
糞便から本菌が分離された牛にアンピシリ
ン筋肉内注射 5 日間及び休薬 9 日間を 1 ク
ールとした投薬メニューを 3 クール実施。
投薬前及び各クール後に本菌の分離及び薬
剤感受性試験（薬感）を実施。さらに、本
投薬メニューにおける常在細菌の薬剤耐性
獲得への影響を調査するため、投薬前後の
糞便由来大腸菌の薬感を実施。調査期間中
に 36 頭中 8 頭から本菌を分離、うち 2 頭は
3 クール後まで本菌を分離。分離株は全て
アンピシリン感受性。シプロフロキサシン
耐性株は 3 クール後までに全て排除された
が、感受性株は残存。株によって排除効果
に差がある可能性。大腸菌は投薬前後で感
受性に変化なし。本投薬メニューは牛腸管
からの本菌排除が可能であり、薬剤耐性獲
得への影響は低いと推察。 
 
71．渡島管内で発生した牛サルモネラ症の
疫学解析：北海道渡島家保 川崎昌美、多
田規子                 

令和 2 年 4 月から令和 3 年 4 月までに 4
町 9 件で牛サルモネラ症が発生。Salmonel
la Typhimurium（ST）8 件（7 件は 4:i:-の
非定型 ST）及び Salmonella Livingstone
（SL）1 件。また 4 件の保菌事例（全て SL）
も発生。制限酵素 XbaⅠ及び BlnⅠ消化後の
PFGE を実施（ST7 件 22 株、SL5 件 6 株）。
ST については SNP 遺伝子型（SNP）も実施。
薬剤感受性試験は 12件 12株について実施。
ST5 件 18 株は PFGEⅡ型で SNP9 型、4 剤（P
C、ABPC、SM、EM）耐性（a 株、全て非定型
ST）。ST1 件 2 株は PFGEⅣ型で SNP 型別不
能、2 剤（PC、EM）耐性（b 株、非定型 ST）。
ST1 件 2 株は PFGEⅢ型で SNP6 型、PC のみ
耐性（c 株、ST）。SL6 株は全て同一町由来
で PFGE 像が類似。ST の a 株 18 株と、SL6
株はそれぞれ類似性が高く同一由来株と示
唆。発生農場の疫学調査により野生動物の
媒介や牛、人、車両の移動による伝播の可
能性。飼養衛生管理基準の遵守の徹底、抗
菌性物質の適正使用の啓発が今後も重要。 
 
72．Salmonella Dublin の効率的な培養法
の検討：北海道網走家保 山田真喜子、久
保翠 

培養日数の短縮を目的に、Salmonella D
ublin（SD）の効率的な遅延二次増菌培養法
を検討。由来等が異なる SD４株を選定、糞
便中の菌数を 103CFU/g、血液中の菌数を 1
03CFU/ml に調整し、各種培地及び培養条件
で検討。結果、糞便はテトラチオネート液
体培地で 37℃一晩増菌培養後に 25℃で 2
日間増菌培養、XLD 寒天培地で 37℃一晩分
離培養した場合、血液は 10％Tween80 添加
緩衝ペプトン水で 37℃一晩前培養、オート
クレーブ処理したハーナ・テトラチオン酸
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塩基礎培地で 37℃一晩増菌培養後に 25℃
で一晩増菌培養、ノボビオシン添加 DHL 寒
天培地で 37℃一晩分離培養した場合に、従
来の方法と同等もしくはそれ以上の SD 検
出率。今回の方法（改良法）は、培養日数
が最大 7 日間短縮、かつ、25℃で増菌培養
後に新しい同一の増菌培地への継代が不要
となり作業効率が向上。改良法は、保菌牛
を早期に摘発でき、SD 発生農場におけるま
ん延防止及び早期清浄化に寄与。 
 
73．日高管内の軽種馬牧場や牛飼養農場で
発生したサルモネラ症の概要：北海道日高
家保 佐々木真由美、大野治 

管内の軽種馬や牛で Salmonella Typhim
urium（ST）、非定型 ST、S.Panama（SP）
等によるサルモネラ症が散発。発生農場で
は、下痢、流産、死亡による損失や出荷乳
量減少に加え、防疫対策費等で多大な損害。
発生要因分析のため、事例の比較検討と分
離菌の解析を実施。分離株 21 株の遺伝子型
別では、PFGE で非定型 ST15 株は 4 つの型
に大別、SNP で非定型 ST は ST1 株とは異な
る 2 つの型に型別、SP5 株は全て同一 PFGE
像。薬剤感受性比較では、非定型 ST の SNP
9 型は同型特有な薬剤耐性を示し、SP は全
てほぼ同様の傾向。非定型 ST では、管内広
範に分布し維持されている株、牧場内で維
持されている株、新たな管内への侵入株を
確認。SP は管内一地域で維持されている可
能性。管内における本症発生要因は多岐、
原因菌の由来も多様。本症をはじめ、伝染
病の侵入・伝播防止には、地域一丸となっ
た防疫意識の向上、飼養衛生管理基準遵守
が必須。同基準の遵守指導を継続し、管内
での家畜伝染病の発生予防とまん延防止を
図る。 
 
74．牛ヨーネ病清浄化に向けた農家の意識
改革への取組：青森県つがる家保 阿部和
馬、豊澤直子 
 H23 年度に清浄化された S 地域で、R2 年
度家伝法第 5 条検査で 4 頭摘発。県内及び
県外導入牛が患畜。このため、侵入防止対
策を強化。検査未実施であった県内導入時
の抗体検査、県外発生地域導入時のリアル
タイム PCR 検査（rPCR）を推奨、実施。S
地域の衛生管理強化では牧場利用時注意事
項を事務所入口に掲示。家畜人工授精師は
牧場専用の衣類、長靴を使用。定性陽性牛
が 10 頭確認された A 農家は、経営上全頭自
主淘汰が困難。対策として、老齢牛優先淘
汰、定性陽性牛分離飼育及び雄鑑別精液に
て人工授精。一方、D 酪農家の県外発生地
域からの導入牛は、当所が rPCR を推奨、実
施。結果、患畜 1 頭を殺処分、定性陽性牛
2 頭を自主淘汰。今後も導入時の rPCR を希
望。当所は農家に導入時検査の意向をアン
ケート調査。結果、農家の 3 割が rPCR を希
望。今後、rPCR を導入時検査として取り組
み、定性陽性牛自主淘汰推進のため、畜産

関係団体で互助基金積立を図るなど清浄化
へ向け取り組む所存。 
 
75．管内酪農場において発生した子牛のサ
ルモネラ症：岩手県県南家保 鈴鹿弘顕、
大山貴行 

令和３年８月、管内の 150 頭規模酪農場
において子牛・育成牛舎で飼養される子牛
４頭(５～11 日齢)が血便を呈し、１頭死
亡。飼養牛５頭から Salmonella Typhimuri
um 検出。搾乳牛舎で飼養される成牛に異常
を認めず。発症子牛は TP 及び GGT 値が低下
し免疫獲得不全。牛舎はネズミが侵入しや
すい環境で、飼槽付近で度々目撃。同居牛
と環境に由来する分離株の生化学性状は同
一で、いずれも検出場所は限局。対策とし
て①保菌子牛の摘発と有効薬剤による治
療、②畜舎消毒及び専門業者によるネズミ
駆除、③初乳給与量を増やし免疫獲得させ
るなど、ポイントを絞り対策を実践。結果、
環境検査(１か月後）及び同居牛検査(１か
月半後)においてサルモネラ非検出となり、
感染が拡大することなく初発から３か月の
短期間で清浄化。早期通報と継続可能な対
策実施の重要性を再認識。本対策では消毒
資材や保菌牛治療等の対策費用のうち約７
割に県団体の助成を活用。継続的な対策実
施の動機付けに寄与。 
 
76．牛サルモネラ症継続発生農場における
ワクチン接種効果の検証：岩手県中央家保
 竹内翔子、佐々木幸治 

令和３年７月、管内１酪農場でサルモネ
ラ症が発生。当該農場は、昨年度にも発生
があった。清浄化対策として、症状及び２
週間隔の同居牛検査結果に基づく早期治
療、生菌剤の給与及び牛舎消毒に加え、今
年度は、ワクチン接種を実施。同居牛検査
の結果、昨年度と比較し、早期に菌分離陽
性率は減少、清浄化までの期間は、昨年度
98 日から今年度 67 日へ短縮。感染状況及
びワクチン効果確認のため、馬パラチフス
抗原を用いた抗体検査を実施し、飼養牛を
陽性群（症状又は菌分離陽性、ワクチン未
接種）、菌分離陰性のワクチン接種群及び
未接種群の３群に分けて比較。抗体価は、
陽性群が 33±31 倍、接種群が 57±31 倍、
未接種群が 13±18 倍と、接種群で有意に高
値を示した。結果から、ワクチン接種は清
浄化までの期間短縮に有効と考えられた。
来年度の再発防止に向け、未接種群へのワ
クチン接種及び抗体価の推移確認検査に基
づくワクチン追加接種を検討。 
 
77．本県で分離されたヨーネ菌の Variable
 Number of Tandem Repeat (VNTR)法によ
る遺伝子型別：岩手県中央家保 澤田徳子、
市村 鋭 

ヨーネ菌の分子疫学解析には VNTR 法が
用いられ、国内では主に乳用牛由来株で報
告有り。現在 8 種（Map-1-4、6、8、14 及
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び 15）の型が報告され、Map-1 及び 2 が多
数。肉用牛由来株の解析結果は本県を除き
報告が見当たらない。H23～R2 に本県の乳
用牛 3 戸 9 頭及び肉用牛 11 戸 29 頭から分
離された本菌計 38 株について、VNTR 型別
を実施。結果、乳用牛では、Map-1 が 1 株、
Map-2 が 6 株、Map-3 が 2 株検出。9 株中 8
株が県外導入牛由来で、これらは導入元の
地域で浸潤する VNTR 型と一致。肉用牛は全
29 株が Map-2 に分類され、うち 12 株(41%)
が 5 道県からの導入牛由来。Map-2 は国内
の肉用牛に広く浸潤する可能性を示唆。Ma
p-2 が最多であった成績は本県既報と同様
の傾向。同既報で認められた Map-1 及び 8
は今回検出なし。導入牛検査の重要性を改
めて確認。 
 
78．若齢時に一過性の排菌を認めた牛ヨー
ネ病患畜の事例：宮城県仙台家保 後藤庸、
竹田百合子 
 牛のヨーネ病は下痢を主徴とする慢性消
化管感染症で本県の運用指針により検査を
実施。ヨーネ菌実験感染牛では、感染初期
に回腸末端に肉芽腫形成及び糞便中に一過
性に排菌、数年後に高度排菌。本県の発生
農場で実験感染牛と同様の病態を確認。当
該農場は肉用牛繁殖肥育一貫農場で、平成
30 年 2 頭（患畜①、②）、令和 2 年 2 頭（患
畜③、④）の母子での患畜を確認。患畜②
は 2 ヶ月齢で回腸末端に肉芽腫形成及び腸
管膜リンパ節からヨーネ菌遺伝子検出し感
染早期の病態。患畜③は 10 ヶ月齢で一過性
の排菌（0.0005pg/2.5μL）、その 6 ヶ月後
は陰性、2 歳時に高度排菌（1.51pg/2.5μ/
L）。本事例は患畜と疫学的に関連が高く、
若齢で一過性に排菌した牛は、将来患畜に
なるリスクを野外で確認。本県の肉用牛に
おける培養または遺伝子検査を主体とした
検査体制は若齢で患畜を摘発でき早期清浄
化に有効。 
 
79．ブルセラ試験管凝集反応のマイクロプ
レート化の検討：秋田県中央家保 高橋ち
さと 
 ブルセラ(Br)急速診断用菌液が製造中止
となり、牛以外の家畜の Br 病抗体検査は試
験管凝集反応（T 法)の検査数が増加見込
み。特に豚の種畜検査は多検体であり、急
速凝集反応より手間と時間を要する T 法は
作業負担が大きい。そこで、本病検査の効
率化を図るため、マイクロプレート化（M
法）を検討。M 法実施にあたり、①T 法標準
混濁管と同濃度溶液のマイクロプレートで
の吸光度測定による濁度検証、②Br 陽性血
清と標準混濁管を用いた M 法凝集度判定基
準の設定、③野外豚血清 21 検体での T 法及
び M 法の判定結果や作業時間等の比較を実
施。結果、①では各凝集度における吸光度
の近似直線の傾きが T 法と M 法で同等。②
では両法管底像の一致を利用。③では M 法
で凝集度判定不能が 4 検体あったが、陰性

判定の基準となる凝集度 25%以下は両法で
完全に一致し、全検体最終判定も一致。所
要時間等は M 法が T 法の 1/2 以下。M 法は T
法のスクリーニング検査として有用な可能
性が示唆された。 
 
80．管内一酪農家における牛群検定を活用
した乳質改善への取組み：山形県置賜家保
 小松智彦、小嶋暢 
 令和元年 8 月、牛群検定実施農家である
管内の 1 酪農家（92 頭飼養）から体細胞数
の増加に伴う乳質改善指導について依頼。
牛群検定の技術支援と衛生指導を行う関係
機関（家保、農業技術普及課及び畜産研究
所等）と農家が連携し、乳房炎コントロー
ルの重要点（乳房炎の原因菌、搾乳手順及
びパーラーの点検）について調査指導。細
菌検査の結果、体細胞数が高値を示した 17
頭中 3 頭より黄色ブドウ球菌（SA）を分離。
その他の牛からも環境性ブドウ球菌、レン
サ球菌及び大腸菌群等を分離。搾乳順序の
見直し、手袋交換、熱湯によるパイプライ
ン洗浄、SA 保菌牛を含む高体細胞牛の順次
淘汰及びパーラーの定期点検等を指導。関
連機関が牛群検定情報を共有しながら、計
12 回に及ぶ対策会議を実施。現在は平均体
細胞数が対策前の 47 万から 27 万個/ml に
低下。乳量、乳脂率も改善。今後も牛群検
定情報の活用と連携体制を継続し、管内酪
農家における乳質向上に努めたい。 
 
81．Histophilus somni による牛の心内膜
炎および心筋炎発症事例：福島県中央家保
 神川綾香、今井直人 
黒毛和種繁殖農場（成牛 3 頭）にて 5 歳齢
の繁殖雌牛が発熱、食欲不振、異常心音を
呈し、加療するも予後不良と診断され病性
鑑定を実施。剖検では左心室僧房弁付近に
心筋にまで浸潤した 5cm 大のポリープ様腫
瘤が認められ、内部は乾酪壊死様。肺は全
域が暗色化し、割面は水腫様。病理組織学
的検査では、腫瘤は膿瘍を中心として高度
な線維化がみられ、グラム陰性短桿菌の集
塊を確認。細菌学的検査では主要臓器のス
タンプ培養で有意菌が分離できなかったた
め、病変部のパラフィン包埋標本から細菌
DNA を抽出し、16S rRNA 領域のシークエン
ス解析を実施した結果、Histophilus somn
i と同定。以上の所見から、H. somni によ
る疣贅性心内膜炎および壊死性化膿性心筋
炎と診断。本菌による牛の心内膜炎や心筋
炎の報告は国内では少数。今後の症例の蓄
積による病態解明を期待。 
 
82．牛呼吸器病起因細菌の薬剤感受性調査
と薬剤耐性菌対策:茨城県県北家保 高安
真理子、三浦達弥 
牛呼吸器病症候群（BRDC）は、ストレスや
病原体など複数要因により発病。管内肥育
牛農場（A 農場）は 1,500 頭を飼養し、導
入頭数が月 70 頭から月 200 頭に増加。導入
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直後に急死した 3 頭の病性鑑定を実施。M.
haemolytica（Mh）血清型 1 型、M.bovis（M
b）を分離し、牛マンヘミア症、BRDC と診
断。健康牛の呼吸器病起因菌保菌状況と薬
剤感受性把握のため、鼻腔スワブを検査。M
h 血清型 1 型、2 型、6 型、Mb、P.multocid
a、H.somni を分離。導入後 1 か月で Mh、M
b がまん延。A 農場と県内分離株の分子疫学
解析、薬剤感受性試験を実施。Mh は、A 農
場の死亡牛と健康牛、他農場で同一 PFGE
パターンを示し、飼養管理やワクチンによ
る発症予防が重要。Mb は、A 農場の耐性化
が顕著で、抗菌剤の使用頻度の高さを反映。
結果から、BRDC 対策は密飼いの解消、配合
飼料の増量、Mh ワクチンを追加。耐性菌対
策は、ウェルカムショットは複数系統を使
用、治療は薬剤感受性試験結果から、抗菌
剤と使用順を設定。ツラスロマイシンの休
薬期間を設定。対策後、BRDC による損耗を
コントロール。今後、耐性菌対策の効果を
検証していく。 

 
83．酪肉複合農場の Salmonella Thompson
発生事例及び清浄化対策：栃木県県南家保
 南亜矢子 
令和 2 年 9 月、酪肉複合農場の乳用牛で、
発熱、下痢及び流産を伴う Salmonella Tho
mpson によるサルモネラ症が発生。初期対
応は抗菌剤早期投与、生菌剤増量給与指導
及び畜舎消毒実施。10 月以降、農場主及び
獣医師と検討会を 2 回開催、追加対策は踏
込消毒槽 1 日 2 回交換、通路毎の長靴交換
指導及び給与飼料見直し。対策の有効性を
以下の調査で確認。①排菌牛追跡調査：給
与飼料見直し後は排菌量激減、不顕性感染
牛の存在確認。②環境拭き取り調査：飼槽
消毒開始後、検出なし。③疫学調査：農場
内搾乳牛糞便、流産胎子及び野生動物糞便
からの分離株は同一由来と判明。④全頭検
査：令和 3 年 6 月及び 8 月、全頭陰性確認。
清浄化達成後、再発防止検討会を開催。精
査の結果、給与飼料変更によるルーメンア
シドーシス改善が発症予防対策として最も
有効と判断。飼槽消毒及び農場内まん延防
止のための野生動物対策も重要。今後、再
発防止のため、飼養衛生管理基準遵守徹底
の指導を継続。 

 
84．牛の肺炎病巣から分離された Mannheim
ia 属菌の性状解析：群馬県家衛研 古屋裕
崇  
子牛肺炎 1症例の肺から Trueperella pyog
enes、牛 RS ウイルスを検出。さらに 5％羊
血液寒天培地上でβ溶血性を示すグラム陰
性短桿菌を分離したが、生化学性状試験、M
annheimia 属同定用 PCR では同定不能。本
菌は 16S rRNA遺伝子解析では M. varigena
(Mv)と最も近縁(一致率：97.4％)だが、既
知の Mannheimia 属菌とは同定できず。全ゲ
ノム解析では、毒素活性物質ロイコトキシ
ンをコードする遺伝子と配列が類似する領

域を保有。その配列は Mv と一致率が高く(9
7.9％)、他の Mannheimia 属菌とは低い(78.
8～80.8％)。病原性解析のため牛好中球に
対する活性酸素産生阻害作用を調べたとこ
ろ、M. haemolytica(Mh)と同程度。抗 Mv
及び抗 Mh 抗体を用いた肺の免疫組織化学
的検査では、抗 Mv 抗体で病変に陽性抗原検
出。以上より、本菌が牛好中球に対して活
性酸素産生阻害作用を有し、肺炎の病態形
成に関与したと推察。今後も Mannheimia
属菌をより詳細に同定し、病態把握に努め
たい。 
 
85．管内一酪農家での Salmonella Typhimu
rium によるサルモネラ症の発生と対応:埼
玉県中央家保 押尾麻貴、木下明子 
 管内酪農家で Salmonella Typhimurium
（ST）によるサルモネラ症が発生し、早期
終息に向けた指導を実施。令和 2 年 12 月中
旬から計 12 頭で下痢や乳量の低下が散発。
同月 28日と令和 3年 1月 3日に続けて成牛
各 1 頭で発熱や偽膜を伴う水様性下痢が認
められたことから同月 4 日に病性鑑定を実
施。細菌学的検査で 5 頭中 4 頭から ST が分
離されたことから ST によるサルモネラ症
と診断。診断後ただちに畜主に対し牛舎の
清掃・消毒や長靴、車両の消毒徹底を指導。
管理獣医師との情報共有により発症牛の治
療を徹底。同月 8 日の浸潤状況確認検査で
は直腸便の 19.0%（8/42 検体）、環境材料
の 30.8%（8/26 検体）が陽性となったが、
同月 20 日に牛舎全体の一斉清掃、消毒を実
施し、2 月 15 日の清浄性確認検査では直腸
便で 2 検体の陽性、環境材料の全検体陰性
を確認。陽性の 2 検体についても 1 か月後
の再検査で陰性を確認。以降再発はなく、
病性鑑定実施後の速やかな対応により早期
終息を達成できた。 
 
86．大規模農場におけるバルク乳細菌検査
活用による乳房炎対策：新潟県下越家保 
野崎朋子、権田寛子 
 管内大規模農場では、H26、H29 年にマイ
コプラズマ（Mp）乳房炎発生を契機に、月
1回のバルク乳細菌検査と Mp検査を現在も
継続。検査結果に問題があった場合は農場
訪問、改善指導。Mp 乳房炎は H30 年から陰
性維持。R1 年に大腸菌性乳房炎多発、戻し
堆肥を調査。牛床利用直前の石灰混和を指
導し大腸菌性乳房炎牛減少。R2 年 12 月に 6
t バルク乳の黄色ブドウ球菌（SA）数増加。
全頭検査、対象牛摘発、治療等で対応し SA
減少。また同時に耐熱性菌、ブドウ球菌、
レンサ球菌数増加のため、状況確認実施。
バルクタンク洗浄時の温度、洗浄剤の適切
な使用、搾乳衛生の再確認を指導し、乳質
改善。R3 年 3、10 月は 4t バルクの乳質悪
化。6t バルク時と同様の指導実施後、乳質
改善。家保と農場が情報共有し、対策の検
討・確認を繰返し行うことで乳質改善した
ことから、農場の PDCA サイクルがうまく回
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っていると考えられた。家保と農場が日頃
から話合いができるコミュニケーション作
りが大切。 
 
87．小腸病変が非常に軽度な牛のヨーネ病
の 1 例：新潟県中央家保 桐生直哉、佐藤
圭介 
 飼養頭数 37 頭の酪農場で、分娩後 1 カ月
で治療に反応しない水様性下痢を呈した 6
6 カ月齢の牛のヨーネ病患畜を摘発（下痢
便：DNA 量 4.2×102 pg/2.5μl）。患畜と
その産子 1 頭（直腸便：DNA 量 5.5×10-3 
pg/2.5μl）の計 2 頭の鑑定殺を実施。成牛
では、ごく軽度の皺襞を認めた空腸及び回
腸において、病理組織検査で粘膜固有層に
類上皮細胞の軽度浸潤（一部では集簇）、
ラングハンス型巨細胞の出現及び粘膜下組
織にリンパ球の浸潤が確認され、限局性肉
芽腫性炎と診断。また、病変部には抗酸菌
染色でヨーネ菌を確認。成牛は、組織所見
からヨーネ病の初期病変と判断。既報では
ヨーネ菌の排菌量が多いほど病態の進んだ
型に分類されると報告されているが、本症
例の成牛は排菌量が多くても病変形成が軽
度であった希少な症例と考察。なお、産子
については、組織病変は認められず、組織
の抗酸菌染色は陰性であったことから、臨
床症状を示さない感染初期の無病巣型と判
断。 
 
88．下顎病変から Bacteroides thetaiotao
micron 及び Trueperella pyogenes が分離
された育成牛の菌血症：新潟県中央家保 
佐藤圭介、桐生直哉 

バクテロイデス属菌は偏性嫌気性菌で動
物では B. fragilis及び B. thetaiotaomic
ron(Bt)が臨床的に重要。令和 3 年 10 月、
乳用育成牛 1 頭が下顎の腫大及び食欲廃絶
を確認後死亡、病性鑑定を実施。細菌検査
は、主要臓器及び下顎病変部を羊血液寒天
培地及び DHL 寒天培地で好気培養を、羊血
液寒天培地で嫌気培養を実施。分離菌はグ
ラム染色等の性状検査、PCR、16S rRNA 領
域の塩基配列解析及び嫌気性菌生化学的同
定キットで同定。病理検査は主要臓器及び
下顎病変部の HE 染色及びグラム染色を実
施。解剖所見で頬部から胸骨下周囲の軟部
組織の化膿、水腫及び出血と右胸膜の線維
素析出を観察。細菌検査では嫌気培養で心
臓、肺、肝臓及び下顎病変部から Bt を、好
気培養で下顎病変部から T. pyogenes(Tp)
を分離。病理学的検査で頚部筋肉部の広範
な蜂窩織炎及び胸膜肺炎を確認。以上の結
果から、下顎部に Bt 及び Tp が感染し化膿
巣を形成後 Bt による菌血症を起こし胸膜
肺炎を発症と推察。 
 
89．県内黒毛和種繁殖農場における呼吸器
病原因菌の追跡調査：石川県南部家保 徳
山京里 

和牛繁殖農場の牛呼吸器病症候群（BRDC）

予防対策の検討のため、子牛の保菌状況検
査（調査 1）と群編成や移動に伴う経時的
な感染状況調査（調査 2）を実施。調査 1
：令和 3 年 2 月、子牛全頭の鼻汁を用いた
細菌学的検査では、育成舎でのみ Pasteure
lla multocida（Pm）、Mycoplasma bovis
（Mb）を分離。Pm は KM、Mb は TS、OTC 等
に耐性。調査 2：哺育舎と育成舎において
同年 2～7 月まで毎月、子牛 5 頭の牛群の牛
房移動の前後に鼻汁と血清を採材し、細菌
学的検査、抗体検査およびコルチゾール濃
度測定を実施。結果、育成舎に移動後、Pm
の分離頭数が増え、KM、TC 等に耐性傾向。
哺育舎にて 3 ヵ月齢で Pm 等の抗体価が上
昇、育成舎への移動前後にコルチゾール濃
度が高い傾向。育成舎内には Pm 等が常在、
接触等により牛群に伝播、哺育舎内では呼
吸器病原因菌の暴露があった可能性。移動
のストレスは BRDC 発生の大きな要因と推
察、ワクチン接種や適切な抗菌剤の選択が
重要。 
 
90．Streptococcus uberis による牛乳房炎
の難治化の要因に関する一考察：福井県福
井県家保 田中知未 

Streptococcus uberis(SU)による牛の難
治性乳房炎はバイオフィルム(BF)などの病
原因子が関与。県内酪農場 11 戸の乳房炎由
来 SU 54 株を用い、マイクロプレート法に
て BF を検出、PCR 法にて病原性関連遺伝子
（gapC、oppF、pauA、sua、hasA、hasB、h
asC ）を検索。薬剤感受性試験はペニシリ
ン（PCG）、アンピシリン（ABPC）、セファ
ゾリン（CEZ）、オキシテトラサイクリン（O
TC）、エリスロマイシン（EM）について 1
濃度ディスク法により実施。BF は 52 株で
形成、46 株で全ての病原性関連遺伝子を検
出。約半数の株が OTC および EM に耐性。B
F 形成時の SU で、逆性石けん製剤と複合塩
素系消毒薬に対する抵抗性を確認。県内酪
農場の乳房炎由来 SU は、BF などの病原因
子を高率に保有し、難治性乳房炎を引き起
こす可能性が高い。環境中の SU は再感染を
繰り返し、難治化を助長する可能性あり。
消毒による環境中の BF 形成菌の除去は困
難。SU の難治性乳房炎対策には、搾乳時の
衛生管理の徹底による感染予防が重要。 
 
91．環境検査を用いた牛ヨーネ病早期清浄
化への取り組み：山梨県東部家保 白井雄
介、土橋宏司 

令和 2 年 3 月、管内酪農家で複数頭のヨ
ーネ病患畜を確認。飼養環境の広範な汚染
が危惧されたことから、環境中のヨーネ菌
遺伝子量（遺伝子量）を測定。遺伝子量は
分娩舎、乾乳牛舎が最も高く、他の牛舎、
飼槽、通路でも広く検出。飼育場所が離れ
た哺育・育成牛舎では、一部通路を除き不
検出。遺伝子量をレベル分けし、牛舎見取
図にプロットして畜主に重点対策箇所を明
示。農場全体の消毒を実施後、再度環境検
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査を行い追加消毒の必要箇所を明示。この
作業を 1 ヶ月の間に 3 回反復した結果、環
境中の遺伝子量は著しく減少し、対策の有
効性を確認。環境検査と併行して、子牛飼
養場所への専用長靴設置、堆肥の定期的な
温度測定等の衛生対策を実施。環境の清浄
化確認後、同居牛検査の継続と高リスク牛
の自主淘汰を実施。重点対策箇所の明示は、
効果的な衛生対策と牧場側の衛生対策に関
する意識改革に繫がり、発生から 1 年後に
カテゴリーⅠ農場に復帰。今後も発生農場
の早期清浄化対策に活用。 

 
92．健常牛における Clostridium perfring
ens の分離率と薬剤感受性試験：山梨県東
部家保 土屋可奈、大町雅則 

Clostridium perfringens は腸管内常在
菌で、飼料の過給や急変等により、急死や
下痢を引き起こすことが知られる。一方、
健常牛の保菌状況や薬剤耐性獲得状況はほ
とんど調査されていない。今回、健常牛か
ら本菌を分離し、分離率及び薬剤感受性試
験等の解析を実施。 菌分離には県内 1 農場
の健常黒毛和種の直腸便延べ 457 検体を使
用。13.6%から菌が分離され、分離率は経産
牛（3.2%）に対し子牛（27.3%）が有意に高
かった（p<0.01）。分離株の解析の結果、
毒素型別 PCR では全株が A 型。薬剤感受性
試験では、オキシテトラサイクリンに耐性
傾向を示す株を 12 株確認。全株が tetB(P)
を保有し、PFGE 解析では、分離時期ごとに
異なる PFGE 型を確認。分離率は、経産牛に
対し子牛が有意に高く、腸内環境が安定す
るに従い低下すると考察。tetB(P)保有株が
多様な PFGE 型を示し、薬剤耐性遺伝子が株
間で伝達されていると推察。耐性菌対策と
して、テトラサイクリン系抗菌剤の慎重使
用が必要。 
 
93．乳房炎における分離菌の状況と薬剤耐
性動向：長野県伊那家保 平野皓己 

平成 27年度～令和 2年度の過去 6年間の
乳房炎依頼検査 3,051 検体について菌種別
分離状況及び薬剤耐性率を調査。分離状況
ではレンサ球菌（Str）1,144 株、コアグラ
ーゼ陰性ブドウ球菌（CNS）908 株、黄色ブ
ドウ球菌（SA）816 株、大腸菌（E.coli）4
58 株の順に多かった。また、Str 及び SA
は夏期に分離割合が減少、CNS 及び E.coli
は夏期に増加。年度別の薬剤耐性出現率は
Str ではペニシリンに対して 18.9～29.6
％、アンピシリン 15.3～30.3％、ネオマイ
シン 62.6～73.4％、エリスロマイシン 13.
2～26.2％、オキシテトラサイクリン 8.8～
28.6％であった。また、E.coli ではセファ
ゾリン及びネオマイシンの耐性率減少を認
めたが、中間耐性率の上昇により、感受性
率の低下を認めた。依頼検査検体の多い 10
農場で、菌種別分離状況及び薬剤耐性率を
調査し、診療獣医師からの聞き取り調査を
実施。検討内容を診療獣医師や畜産農家に

還元することで乳房炎対策に寄与できると
考える。 
 
94．牛マイコプラズマ乳房炎再発農場にお
ける対策及び分子疫学解析：長野県松本家
保 鈴木健太 

2016 年、搾乳牛 240 頭規模のフリースト
ールの酪農場で 27 頭に牛マイコプラズマ
乳房炎が発生。陽性牛の隔離淘汰による対
策で 2017 年に清浄化。その後年 2 回のバル
ク乳及び年 1 回の全頭検査でマイコプラズ
マ陰性を確認。2020 年 3 月、一般細菌検査
で分離陰性の乳房炎が増加し、マイコプラ
ズマ検査で 7 頭が摘発され再発を確認。4
月の全頭検査で 23 頭の陽性を確認。早期摘
発のため、バルク乳検査を週 1 回に増やし、
陽性確認時は全頭検査を実施。また、分娩
後や乳房炎時に個体乳検査を実施。薬剤感
受性低下に関与する一塩基多型解析を行
い、薬剤耐性傾向を把握し治療。さらに、
分子疫学解析で 2016 年株と 2020 年株を比
較した。以上より、2021 年 3 月までに計 4
6 頭が摘発。治療した 20 頭中 2 頭が治癒。
分子疫学解析で 2016 年株と一部の 2020 年
株が同一と判明し、長期間同一株の存在が
示唆。摘発淘汰に加え高頻度のバルク乳検
査対策で 2021年 3月以降陽性牛の確認はな
く清浄化。高頻度のバルク乳検査は対策と
して有効。 
 
95．管内大規模農場における牛マイコプラ
ズマ乳房炎の発生と清浄化に向けた新たな
取り組み：長野県伊那家保 中村光 
 令和 3 年 6 月、酪農生産性向上対策事業
によるバルク乳の全戸スクリーニング検査
を実施。農場規模拡大中の管内大規模農場
（以下、A 農場）において Mycoplasma bo
vis（以下 M.bovis）を分離。7 月、陽性牛
特定のため全頭検査を行い、368 頭中 30 頭
摘発。早期摘発のため分娩後検査を実施し、
4 頭摘発。A 農場と清浄化に向けた検討会を
開催し、陽性牛の隔離を指導。また、血清
学的に浸潤状況を把握するため、乾乳群と
病畜群に ELISA 法を用いた抗体検査を行
い、乾乳群の 75％が抗体陰性、病畜群の 8
0.8％が抗体陽性、細菌検査との一致率 84.
6％であることを確認。11 月に 2 回目の全
頭検査を行い、447 頭中新たに 27 頭摘発。
新規に摘発された牛の多くが病畜群であ
り、陽性牛を病畜群と一群で隔離飼養した
ことが原因と考察。陽性農場における隔離
方法の検討や個体乳及びバルク乳の継続し
た検査の重要性を再確認すると共に、抗体
検査の有効性を示唆。 
 
96．Streptococcus uberis によるバルク乳
の細菌数増加事例と管内での分離状況：長
野県飯田家保 坂本英優  
 令和 3 年 3 月上旬、搾乳牛 56 頭を飼養す
る酪農家においてバルク乳の細菌数増加（5
1 万/ml）事例が発生。バルク乳から環境性
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レンサ球菌が多数（＞1 万 CFU/ml）分離さ
れたため、乳房炎牛の存在を疑い全頭個体
乳検査を実施。その結果、1 頭から Strept
ococcus uberis（SU）を多数（＞1 万 CFU/
ml）分離。当該牛治療中の 4 月上旬の乳質
評価検査で細菌数が減少（6 万/ml）したこ
とから、原因を SU 感染乳房炎によるものと
特定。これを受け、酪農生産性向上対策事
業に係るバルク乳検査に併せ、管内の SU
浸潤状況を調査。33 戸のうち前期 3 戸、後
期 7 戸で SU を分離。SU は難治性乳房炎を
引き起こすため、早期発見と予防が重要と
なることから、広報による啓発を実施。感
染牛の特定、飼養環境及び搾乳衛生の改善
指導を行うことで、SU による難治性乳房炎
を減少させ、管内酪農家の生産性向上につ
なげたい。 
 
97．管内酪農場で発生したヨーネ病清浄化
に向けての取り組み：岐阜県中濃家保 齋
藤恭子、浅井礼子 
 令和 3 年 7 月、管内一酪農場で法第 5 条
ヨーネ病検査を実施し、乳牛 1 頭を患畜と
して摘発、淘汰。同年 8 月、6 か月齢未満
同居牛の清浄性確認の目的で遺伝子検査
（定性 PCR）を実施し、陽性個体を複数確
認。飼養環境の汚染により子牛の糞便から
遺伝子が検出された可能性を疑い、9 月に
農場内の汚染状況検査（定量 PCR）を実施。
結果、敷料等のヨーネ菌汚染を広範囲で確
認。環境の清浄化が最優先と考え、10 月に
フリーバーン牛床の一掃及び石灰乳塗布に
よる牛舎消毒を実施。消毒約 2 週間後の汚
染状況検査では遺伝子量の減少が見られ、
消毒の効果を確認。11 月～12 月には、8 月
の同居牛検査での陽性個体の再度の遺伝子
検査を実施し、対象全頭の陰性化を確認。
まん延防止のためのスクリーニング検査に
加え、定期的な環境の汚染状況検査を継続
し、関係自治体等と連携しながら、清浄化
に向けて畜主とともに取り組む。 
 
98．後腹膜腔内の巨大膿瘍から分離された
牛の腸管外病原性大腸菌：岐阜県中央家保
 大塚幹弘、溝口博史 

令和 3 年 6 月、腎機能不全が疑われる 9
か月齢の肥育牛を剖検し、後腹膜腔内にバ
スケットボール大の巨大膿瘍を確認。病理
組織で後腹膜腔、膀胱及び尿膜管に細菌性
化膿性炎症を認め、これらの内容物から大
腸菌及び Trueperella pyogenes(Tp)を分
離。分離大腸菌は O8 群、045 群、O76 群及
び O112ac 群の 4 つの血清型に分類され、様
々な腸管外病原性大腸菌（以下、ExPEC）病
原関連遺伝子を保有。O8 群及び O76 群は複
数の病変部位から分離され、同じ群では PF
GE 型、ExPEC 病原関連遺伝子の保有状況及
び薬剤感受性パターンが一致。それぞれ同
一由来株であり、宿主体内に侵入後、各部
位の病変形成に関与したことが示唆。以上
より本症例を ExPEC及び Tp感染による後腹

膜膿瘍及び尿膜管炎と診断。飼養衛生管理
の遵守及び子牛の健康維持が再発防止に有
効。ExPEC の病態は未解明の部分も多く、
今後も症例を積み重ね知見を得ていくこと
が病原性の解明や発生予防のため重要。 
 
99．県内で発生した牛のヨーネ病に関する
病理組織学的解析を用いた調査：静岡県中
部家保 金森健太 

牛のヨーネ病(本病)は、肉芽腫性腸炎の
形成が特徴、菌量や形態から複数の病型に
分類される。今回、県内で発生した本病の
病型分類を実施。平成 25 年 4 月から令和 3
年 6 月までに摘発された本病の患畜及び自
主淘汰牛計 35 頭を、谷口らの報告を参照
し、無病変型(N 型)、類結核型(T 型)、菌量
が少ない混合型(T/L－型)と多い混合型(T/
L＋型)及びらい腫型(L 型)の計 5 つの病型
に分類。摘発牛は、N 型 8 頭、T 型 20 頭、T
/L－型 3 頭、T/L＋型 2 頭、L 型 2 頭。病型
の強さと遺伝子量に相関があり(r＝0.730
9)、T 型を示す定性陽性牛も 2 頭確認。本
県でも既報どおり病変の強さに比例し、直
腸便中のヨーネ菌遺伝子量が増加。また、
本県では菌量が少ない N、T、T/L－型が 88.
6%を占め、農場内で排菌等による周囲への
影響は少なかったと考察。定性陽性牛でも
本病発症疑いがあるため、より積極的な淘
汰が必要。病変の有無だけでなく病型分類
結果を併記することで、農家へ正確な情報
を伝達可能。 
 
100．皮下から Mycoplasma bovis の遺伝子
が検出された牛マイコプラズマ肺炎の一例
：愛知県中央家保 髙村祐士 杉江建之介 

県内農家において県外導入牛 1 頭（No.1）
及び子牛 3 頭（No.2～4）が関節炎を呈した
ため病性鑑定を実施。【材料と方法】No.1
～3 を剖検。関節液及び解剖牛の各臓器を
用いた細菌培養を実施。生材料及び分離株
を用いた Mycoplasma bovis（Mbo）及び Tr
uperella pyogenes（Tp）の遺伝子検索を実
施。各臓器を用いた病理検査及び免疫染色
を実施。【結果】No.1 の頚部及び胸部皮下
で腫瘤、No.1～3 で関節液の増量や白濁を
確認。No.1 の肺及び頚部皮下腫瘤、No.2
及び 3 の関節液から Mbo の遺伝子を検出。N
o.1 の肺、関節分離株は Tp と同定。病理検
査では No.1 の肺、頚部皮下腫瘤及び No.1
～3 の関節で壊死及び好中球の浸潤、No.1
の関節でグラム陽性桿菌の集塊を観察。免
疫染色では No.1 の肺、皮下腫瘤及び関節で
抗 Mbo 抗体に陽性、No.1 の関節で抗 Tp 抗
体に陽性。【まとめ】No.1 の皮下腫瘤は M
bo により形成された可能性。外傷は認めら
れなかったことから Mbo が血行性に広がっ
て皮下に伝播したと推察。 
 
101．管内酪農場で発生したヨーネ病の清浄
化対策（第 2 報）：三重県北勢家保 富田
健介、竹馬工 



 

 

 - 22 - 

 搾乳牛 120 頭規模、後継牛は全て自家産、
県外預託利用の酪農家で、令和 2 年 6 月に
ヨーネ病患畜を 1 頭摘発。早期母子分離、
初乳の加温給与及び子牛牛舎での長靴交換
徹底を指導。全頭スクリーニング検査延べ
338 頭、子牛のヨーニン検査 21 頭、育成牛
延べ 70 頭の預託前遺伝子検査及び預託帰
りの牛 33 頭の遺伝子検査と結果判明まで
の隔離を実施。ドロマイト石灰乳による牛
舎消毒 2回及び牛舎環境の遺伝子検査 6回、
延べ 55 検体を実施。環境検査は敷料に戻し
堆肥を含む、成牛舎由来の 4 検体及び堆肥
舎由来の堆肥 4 検体で陽性も、堆肥舎内で
の発酵温度 60 度以上の確認と培養検査陰
性で、死菌由来であると判断。令和 3 年 5
月の検査で初めて全検体陰性。結果、令和
3 年 6 月に清浄化達成。ヨーネ病摘発前か
ら早期母子分離と初乳の加温給与がなさ
れ、子牛牛舎が成牛舎と別棟であったこと
が、続発を防いだと考察。 
 
102．管内一酪農場における乳房炎対策：三
重県南勢家保 森内誠子、徳永到 

管内酪農場にて乳房炎対策を実施。令和
3 年 8 月の乳房炎検査で 7 頭中 3 頭から黄
色ブドウ球菌（以下 SA）分離。飼養衛生改
善と 9 月より乳房炎ワクチン接種開始。①
ワクチン接種では細菌感染を防げないこ
と、②ワクチン効果のない乳房炎原因菌の
存在を説明し、搾乳衛生の重要性を再確認
の上、搾乳手技確認と 1、2 回目のワクチン
接種後、2 回の乳房炎全頭検査を実施。全 2
7 頭中 SA は 11%から 14.8%に増加。コアグ
ラーゼ陰性ブドウ球菌（CNS）は 74%から 5
2%、連鎖球菌様菌は 70%から 52%に低下。昨
年と今年の比較で、バルク乳検査の平均体
細胞数は 9 月 70.6%、10 月 58.6%減少。出
荷乳量は 9 月 19.1%、10 月 19.8%上昇。CNS
保菌率減少はワクチン接種と衛生指導の効
果、SA 感染牛増加は潜在性乳房炎牛の間欠
的排菌の影響と推察。乳房炎原因菌保菌率
減少で、体細胞数減少、出荷乳量増加。搾
乳衛生の重要性理解により、農場主の乳房
炎対策意識が改善し、連鎖球菌様菌保菌率
減少。対策を継続する。 
 
103．酪農団地における牛サルモネラ症の集
団発生事例：大阪府大阪府家保 北川敬大、
津山桂子 

府内酪農団地内の 5 農家で下痢が多発し
たため、発症牛の糞便検査を実施したとこ
ろ、発症全農家で Salmonella Typhimurium
（以下 ST）を分離、牛サルモネラ症と診断。
そこで、未発生農家を含めた団地全体に対
し、牛舎内外の消毒、共同堆肥施設使用時
の衛生対策、生菌剤投与やサルモネラワク
チン接種等を指導。初発時、発生 5 農家で
は下痢を呈する牛の糞便検査による ST 保
有率は 50％。約 6 カ月後の清浄性確認検査
では、在舎牛の ST 保有率は 5％以下。環境
検査を 3 農家で実施し、1農家では ST分離、

2 農家で全検体陰性となり、うち 1 農家で
は糞便検査結果とあわせて清浄化を達成。
なお、発生は 5 農家に留まり、団地内他農
家での発生は見られなかった。以上より実
施した対策は一定の効果があり清浄化が進
んでいると考えるが、環境残存菌や保菌牛
から再発の恐れもあるため、今後も対策、
検査を継続し、団地内の ST 清浄化を目指
す。 
 
104．牛サルモネラ症で分離した Salmonell
a Typhimurium の分子疫学解析:大阪府大
阪府家保 大平真由 

牛サルモネラ症は流産や死亡、泌乳量低
下、薬剤投与による生乳の出荷停止や廃棄
等の原因となり、清浄化に至るまで長期間
が必要。府内一酪農団地、5 農家で Salmon
ella Typhimurium を原因とした牛サルモ
ネラ症が連続して発生。薬剤感受性試験、
分子疫学検査および過去の事例と比較を実
施。薬剤感受性試験では 22 薬剤中 1 薬剤に
対し中間値を示した株があるも、その他 21
薬剤では感受性を示確認。また、PFGE では
同一パターンを示したことから、検査対象
12 菌株は全て同一株であると考えられた
が、SNP 遺伝子型別 PCR では、どの型にも
当てはまらず。MLVA では既報の株との関連
性は低いことが示唆された。同酪農団地で
過去に発生した株とは性状は異なったこと
から、本事例は過去に発生した株ではなく、
性状の異なる株が団地内に侵入し短期間で
流行したと考察。分離株の侵入経路および
由来は不明。今後も指導や対策に寄与すべ
く、検査を継続予定。 
 
105．県内酪農場のマイコプラズマ乳房炎対
策：奈良県奈良県家保 宗文香、新田温子 
 マイコプラズマ乳房炎は、一般細菌培養
では有意菌が分離されず、重度の臨床型乳
房炎の続発で発見され、すでに牛群に蔓延
していることが多いが、抗生物質による治
療が困難。乳房炎を起こしやすい菌種は M.
bovis(M.b)、M.bovigenitalium(M.bg)等。
今回、県内酪農場（ホルスタイン種 200 頭
規模）で検査・対策を行ったので報告。令
和 2 年 9 月の導入前に実施した PCR 検査の
結果、13/159 頭から M.b および M.bg を検
出。罹患牛の淘汰・隔離、ゾーン分け後の
搾乳順番の見直し、搾乳衛生の改善、農場
内の消毒等を主な対策として実施。その後
のバルク乳検査で M.b 陽性のため、牛群を
グループ分けして検査を実施、陽性牛 2 頭
摘発。各個体について分娩毎に乳汁の検査
と対策を継続し、令和 2 年 12 月～3 月に検
査を行った 67 頭は全て陰性。令和 3 年には
9/38 頭で陽性を確認したが、定期的な検査
と対策で、現在、乳房炎および体細胞数は
減少、乳量大幅増加。 
 
106．乳用種去勢牛肥育農場での疣贅性心内
膜炎続発事例：鳥取県倉吉家保 三井香保、
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中村耕太郎 
 管内のホルスタイン去勢牛肥育農場にお
いて疣贅性心内膜炎の続発事例が発生した
のでその概要を報告。導入元はすべて県外
の同一農場で、多くは導入約１ヶ月後に発
症。H３０年度以降の病鑑で１１例の心内膜
炎が発生。細菌検査では多様な原因菌が分
離されたが、うち１例は豚丹毒菌(Er)血清
型２型で、２例は Streptococcus. ruminan
tium(Sr)と同定。Er による牛の心内膜炎は
稀な事例。Sr は反芻類から多く分離され、
牛の心内膜炎の原因の一つとして考慮する
必要あり。同農場では肝膿瘍やチアミン欠
乏など、ルーメンの不調に起因すると考え
られる疾病が多く発生しており、心内膜炎
発生との関連についても疑われる。 

 
107．公共放牧場で発生した牛リステリア症
における環境検査：鳥取県倉吉家保 山﨑
健太、高橋 希 
 県内の育成放牧場にて令和 3 年 2 月～6
月までに 3 頭の牛が神経症状を呈し、病性
鑑定の結果、牛リステリア症と診断。感染
経路特定のため環境検査を実施したので概
要を報告する。症例 3 頭に共通して旋回運
動等の神経症状を呈し、剖検での肉眼所見
では延髄の充血出血等、病理組織学的検査
では、血管周囲に単核細胞を主体とする囲
官性細胞浸潤を確認。培養により L.monocy
togenes (以下 Lm)を分離。牛リステリア症
と診断。同放牧場では、10 年以上前から同
様の症例の報告がある。サイレージ、TMR
および環境からの分離検査で、牛舎内飼槽、
床面、TMR、敷料、ミキサーから Lm を分離。
農家聞き取り・生化学・細菌検査により、
サイレージ作成方法及び TMR 作成時のミキ
サーが原因であると推察。サイレージの作
成方法、ミキサーの洗浄、牛舎の洗浄等の
指導・対策を実施中。 
 
108．子牛の壊死桿菌症：鳥取県西部家保 
岡田綾子、高橋希 
 令和 3 年 7 月、管内酪農場で流涎、口腔
・舌病変を呈すホルスタイン哺乳子牛の病
性鑑定実施。農場内での広がりや蹄冠部に
病変は認められず、口蹄疫否定。舌や歯齦
に大白色壊死巣確認、抗生剤投与するも改
善せず、鑑定殺。血液検査で白血球数 21,8
00/μl、好中球増多、血清生化学検査で低
蛋白・低アルブミン血症、尿素窒素及びク
レアチニン高値。剖検では舌・歯齦・歯床
板・軟口蓋に壊死を認め、病変部スタンプ
でフィラメント状・縞模様グラム陰性桿菌
確認、壊死組織から Fusobacterium necrop
horum subsp necrophrum（Fnn）分離。さら
に 8 月同農場で同様の症状を示す子牛確
認。剖検及び病理組織所見・細菌培養結果
から子牛の壊死桿菌症と診断。腸管のクリ
プトスポリジウム及び牛コロナウイルス感
染を伴う。2 例目は 1 例目のハッチを未消
毒のまま収容されており、ハッチの洗浄消

毒を実施、その後新たな発生は認めず。 
 
109．対応に苦慮した届出伝染病に該当しな
い成牛型サルモネラ症：岡山県真庭家保 
杉本裕亮 
  2020 年 8 月、酪農家の成牛で発熱、乳量
低下、水様性下痢が散発、4 頭で流産が発
生し、病性鑑定実施。発症牛 8 頭中 6 頭で
Salmonella Newport を検出。全頭検査は 8
8 頭中 29 頭で陽性（うち搾乳牛 25 頭）。
対応について関係者と協議を実施。届出伝
染病非該当かつ発症頭数が少なく、経営面
から抗生剤投与対象や期間の協議が難航。
最終的にニューキノロン系抗生剤 3 日間全
頭投与で畜主と合意。投与後検査で 25 頭陽
性、2 回連続陰性牛は対象から外し 2 クー
ル目投与。その後の検査で 25 頭陽性。陰転
する牛が少なく、発症牛がいないこと、畜
主の意向から、抗生剤投与の中止を検討。
生菌剤投与を主体とし、2 週間毎の検査結
果から陽性牛隔離、飼槽の補修、定期消毒
等の対策実施。積極的な指導で畜主のモチ
ベーションを維持し、令和 3 年 4 月 6 日清
浄化達成。届出伝染病非該当のサルモネラ
症は発生時点で協議すべき事が多く、より
多くの事例の集積と共有が必要。 
 
110．サーベイランスをすり抜け病性鑑定に
より摘発されたヨーネ病：岡山県津山家保
 笹尾浩史 

令和 3 年 6 月に、病性鑑定依頼により摘
発されたヨーネ病について報告する。農場
概要はホルスタイン種 50 頭規模の酪農家
で、飼養形態はルーズバーンでアブレスト
パーラー。主な後継牛は北海道の育成牧場
に預託。平成 16 年 11 月にサーベイランス
で 2 頭の発生歴あり。患畜は自家産搾乳牛、
5.7 歳、3 産。過去 2 回のサーベイランスを
受検して陰性。経過は約 1 ヶ月前に発症し、
乳量激減、水様性下痢等。PCR で陽性とな
り鑑定殺。解剖で空腸充出血、回腸のわら
じ状病変を確認。組織検査で回腸がびまん
性に肥厚、粘膜固有層に多核巨細胞が散見。
細菌検査で腸管、腸管膜リンパ節、糞便の
PCR 陽性で、ハロルド培地による菌分離も
陽性。感染経路として 1)曾祖母(北海道導
入)からの連続垂直感染 2)県内育成牧場で
の感染などが推測。1)の場合本病はサーベ
イランスを再三くぐり抜けており、慢性下
痢の病性鑑定において本病を選択肢から除
外しないことが重要。 
 
111．Chaetomium 属真菌の関与を疑う真菌
性流産症例：岡山県岡山家保家畜病性鑑定
課 田原鈴子、水上智秋 

和牛繁殖農場で発生した真菌性流産１症
例について詳細に解析。胎子は胎齢 214 日、
剖検では体型異常は認められず、主要臓器
に著変なし。病理組織学的検査で化膿性胎
盤炎、冠動脈周囲における化膿性炎、化膿
性肝炎を確認。グロコット染色で胎盤と第
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四胃管腔内にＹ字分岐を示す菌体多数確
認。免疫染色で Aspergillus 属、Rhizomuc
or 属及び Candida 属の抗血清に対し陰性。
第四胃内容物及び胸水から、白色の気中菌
糸を形成し多量の赤色色素を産生する真菌
を分離。分子生物学的検査により、Chaeto
mium sp.の塩基配列と 99.2%の類似性が認
められたことから、Chaetomium 属真菌と推
定。本真菌は環境中に常在し、免疫抑制状
態の人の感染事例があるが、牛では初めて
の報告。過去 5 年間に当課で細菌性異常産
と診断した 6 件中 5 件で検査材料に胎盤が
あり、うち 4 件で炎症を確認。原因菌の分
離とともに診断の一助となったことから、
原因究明には胎盤の検査が重要。 
 
112．牛から分離された Enterococcus faec
alis についての一考察：広島県西部家保 
兼廣愛美 

平成 24年 4月～令和 4年 3月に牛から分
離された E.faecalis19 株（病畜由来 15 株、
病畜同居牛由来 4 株）について疫学調査、
病原因子、病原性遺伝子、薬剤耐性遺伝子
の検索および薬剤感受性試験を実施。分離
は異常産症例が最も多かったが、ヒトで多
い腎炎・敗血症例も認めた。病畜由来株の
病原因子保有はヘモリジン産生 2 株、ゼラ
チナーゼ産生 14 株、バイオフィルム（Bf）
形成 9 株で、病原性遺伝子は asaⅠ保有 3
株、Esp 保有 1 株であったが cylA 保有株は
認めず、薬剤耐性遺伝子は AGs 耐性 10 株、
vanB 保有 1 株だった。病原因子及び遺伝子
の保有は、同居牛由来株も病畜と同じ傾向
を示し、無症状同居牛や牛舎環境が保菌源
となり得ることを示唆。薬剤耐性試験は va
nB 遺伝子保有株を含め全ての株がバンコ
マイシン感受性だったが多剤耐性を示し、
畜産現場での抗生剤使用に一層の注意が必
要。Bf 形成能に関与する因子保有株に非形
成株を認めたことから、Bf 形成の可否は複
合的要因が関与。 
 
113．Streptococcus uberis の薬剤感受性
及び耐性遺伝子保有状況と生存性比較：山
口県中部家保 大石大樹、大岩本拓也 

Streptococcus uberis(S.uberis)は牛の
乳房炎の環境性原因菌かつ難治性乳房炎の
起因菌。過去 15 年間に本県で分離された 1
1 農場 31 株の S.uberis について薬剤感受
性及び耐性遺伝子保有状況を調査。あわせ
て分離年度及び分離農場の異なる 3 株を用
いて 4 種類の敷料中の生存性を比較。薬剤
感受性試験の結果、各薬剤の耐性割合はア
ミノグリコシド系薬剤で 50％以上、マクロ
ライド系、テトラサイクリン系及びリンコ
マイシン系で 30％以上。耐性株は県内の特
定農場に偏ることなく検出。耐性遺伝子保
有状況調査ではマクロライド系及びテトラ
サイクリン系薬剤耐性株 11 株中 10 株にお
いて ermB及び tetO両遺伝子の保有を確認。
生存性比較試験では、麦稈及び稲わらと比

較して、おがくず及びもみ殻での生存率が
低く、S.uberis 予防対策として敷料の変更
の有効性が示唆。 
 
114．牛繁殖農家での子牛のヒストフィルス
・ソムニ感染症の発生：山口県西部家保 石
村麻莉乃、鳴重寿人 
Histophilus somni（Hs）の病態は複数ある
が、育成牛や成牛に対しては肺炎等を発症。
過去 20 年間の県内報告は７例（76 日齢～3
0 か月齢）で、哺乳子牛における報告はな
い。分娩誘起で予定より 13 日早く仮死状態
で娩出した黒毛和種子牛が蘇生後、小康状
態を保つも奏功せず、25 日目に死亡。体重
40kg、外貌に著変はなく、剖検では心臓の
三尖弁に小豆大の血腫、肺は漿膜と心外膜
が癒着、肺前葉から後葉前部にかけて肝変
化を確認。病理組織学的検査で、肺に短桿
菌の集塊、燕麦細胞を伴う多発性の凝固壊
死を確認。細菌検査では、肺から Hs 及び
連鎖球菌様菌を分離。ヒストフィルス・ソ
ムニ感染症(肺炎型)と診断。畜主から管理
失宜の稟告があり、当該子牛は出生時から
ストレス環境下で飼育され日和見感染が疑
われた。母牛は分娩前から起立不能を患い、
分娩 21 日後には廃用。母牛側からの垂直感
染（生殖器疾患・流産型）の可能性は検索
できず。 
 
115．県内大規模酪農場で発生したヨーネ病
の疫学調査とプール糞便を用いた対策とそ
の後：高知県中央家保 橘川雅紀 
 平成 26 年 7 月に 2 頭の患畜を摘発後、平
成 29 年 6 月までに 23 頭を摘発。その後、
これら患畜と導入元が同じである等、疫学
的に関連のある牛について患畜となるリス
クが高いと思われる 4 つのグループに分
類。１ヶ月ごとに ELISA 検査とプール糞便
の定性 PCR 検査を実施。しかしながら、令
和 2 年 6 月の全頭定期検査にて、疫学関連
牛ではない 1 頭が患畜として摘発。本牛の
ヨーネ菌遺伝子量 46.75pg/25μℓ と今ま
での患畜で最高値。同時に実施した農場内
の環境材料からもヨーネ菌遺伝子を検出。
このことから、今後のヨーネ病対策の見直
しが必要と考察。検査も継続しつつ、飼養
衛生管理基準に基づく衛生対策や堆肥の適
正処理等も併せ、農場全体のヨーネ菌コン
トロールを生産者と共に検討することを提
案。 
 
116．Trueperella pyogenes の関与が疑わ
れる牛流産例：福岡県両筑家保 黒田成孝 

管内酪農家で、Trueperella pyogenes（T
p）の関与が疑われる流産が発生。搾乳牛 3
8 頭、繁殖和牛 2 頭、子牛・育成牛 25 頭計
65 頭飼養農場で、7 月から 10 月に 15 頭分
娩中ホルスタイン種 6 頭の流死産が発生。1
0 月 23 日、2 産目胎令 7 か月齢で流産の病
性鑑定を実施。剖検所見は、血様胸水・腹
水貯留、左大脳血管が一部拡張。ウイルス
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学的検査は、異常を認めず。細菌学的検査
は、胎仔からの検査材料全てからグラム陽
性小桿菌分離、Tp と同定。ペニシリン系、
テトラサイクリン系、アミノグリコシド系、
セフェム系薬剤に感受性。ニューキノロン
系薬剤に耐性。病理組織学的検査は、胸髄
の髄膜に軽度の好中球浸潤を認め、細菌感
染症を疑う所見。Tp 関与が疑われる流産と
診断。要因として、7 月に雨でぬれた飼料
が原因と疑われた成牛の集団下痢が発生、
さらに暑熱によるストレス増加等により牛
群活力低下を認め、日和見的に Tp 感染によ
る流産が発生と推察。 
 
117．大規模酪農場のヨーネ病清浄化の取組
：佐賀県中部家保 井手口友香、大澤光慶 

H28 年法 5 条検査で、管内大規模酪農場
でヨーネ病患畜を摘発。摘発後、当該農場
と農業団体等を交え防疫対策会議を開催。
緊急防疫措置やまん延防止対策を協議し、
再発防止と早期摘発とう汰、他農場への拡
散防止対策の実施を確認。防疫対策要領に
よる既定検査の他、抗体陰性排菌牛を摘発
するため自主抗原検査として成牛リアルタ
イム PCR 検査（以下「qPCR」）、また預託
牛や繁殖用子牛の移動前 qPCR 検査を実施。
摘発した定性陽性牛は、肥育仕向または自
主とう汰。敷料、飼槽の拭取材料等の環境
検査も実施。さらに隔離農場を新設、導入
牛は着地時に qPCR 検査を自発的に実施し
陰性確認後本場へ移送。当該農場は、独自
の勉強会や自主検査の継続等、管理獣医師
を中心とした農場自助努力に加え、関係機
関の協働で多くの防疫対応に取り組み、摘
発とう汰が進み早期清浄化が実現。R3 年法
第 5 条検査で全頭陰性を確認し、カテゴリ
ーⅠに復帰。同年の環境検査でも陰性を確
認。 
 
118．Nocardia 属菌による黒毛和種子牛の
胸部椎体膿瘍：長崎県県北家保 鈴田史子、
中村一生 
3 か月齢の子牛 1 頭に起立不能、両後肢ナ
ックリング等がみられ加療するも犬座姿
勢、後肢過伸展、虚脱状態となり、病性鑑
定を実施。剖検所見で第一、第二胸椎椎体
間の腹側硬膜に接して黄白色粘調性の強い
膿瘍を確認。病理組織検査で膿瘍内部等に
グラム陽性フィラメント状細菌を認め、病
変部に一致して Nocardia farcinica と交
差性のある抗 N. asteroides 家兎血清の陽
性反応を確認。膿瘍の細菌検査で血液寒天
培地上に黄白色、乾燥、皴状コロニー発育。
分離菌はグラム染色及び抗酸菌染色陽性の
分岐する菌糸状形態、カタラーゼ及びβラ
クタマーゼ陽性、オキシダーゼ陰性。分離
株の 16SrRNA 遺伝子解析及び薬剤感受性試
験による簡易菌種鑑別から N. farcinica
の可能性が最も高いと判定。国内の牛 Noca
rdia 感染症では椎体膿瘍の報告は見当た
らず、N. farcinica の感染事例は鳥取県の

敗血症 1 例のみであることから、本症例は、
N. farcinica の関与が疑われた牛の椎体
膿瘍として稀な症例。 
 
119．腸管外病原性大腸菌が関与した肉用子
牛の死亡多発事例：熊本県城北家保 森将
臣、徳永妙子 

繁殖雌牛約 200 頭を飼養する肉用牛農場
において、令和 3 年 1 月以降、生後 10 日齢
以下の子牛で死亡事故が散発。このうち 3
頭について、病性鑑定を実施。解剖では、
複数の臓器に点状出血を確認。病理組織学
的検査では全ての症例で、主要臓器等にグ
ラム陰性桿菌を観察。細菌検査では、全て
の症例で主要臓器から大腸菌を分離。病原
遺伝子検索により鉄取込能等の病原遺伝子
が検出され、腸管外病原性大腸菌（ExPEC）
と同定。血清型別試験では、症例３のみ主
要臓器 O166、小腸内容物 O8 と判定された
が、他の症例では型別不能。以上の結果か
ら、3 症例全てを ExPEC 感染による牛大腸
菌症と診断。症例毎に病原遺伝子の検出パ
ターンが異なることから、異なる ExPEC が
農場に侵入し、経口もしくは臍帯から子牛
に感染し、急速に敗血症が進行し死亡に至
ったと推察。また、全ての症例で鉄取込能
のいずれかの病原遺伝子を保有していたこ
とから、鉄取込能は血管内での増殖に重要
であることが示唆。 
 
120．Mycoplasma bovis 感染による牛の神
経症状の一例 : 熊本県中央家保 水野愛
乃、橋口未迪 

県内の肉用牛一貫経営農場において、出
生直後から歩様異常を呈していた黒毛和種
が生後 8 カ月でてんかん様症状を繰り返す
ようになり、さらに 1 ヵ月後に起立困難。
鑑定殺後、病理解剖を行うとともに主要臓
器、脳、眼球について細菌学的検査及び病
理組織学的検査を実施。大脳底部に化膿巣、
小脳に多数の膿瘍が認められ、髄膜と癒着。
大脳及び小脳から Mycoplasma bovis（Mb）
特異遺伝子が検出され、同部位から Mb を分
離。大脳、小脳及び脳幹部では髄膜炎が認
められ、大脳の一部、小脳及び橋では髄膜
を中心として、一部脳実質内まで及ぶ乾酪
壊死。免疫組織化学的染色でクモ膜下腔及
び小脳の凝固壊死部辺縁に Mb 抗原を確認。
以上の検査成績から、本症例を Mb 感染症と
診断。当該牛は出生直後から歩様異常を呈
しており、脳の病変が顕著である一方で Mb
抗原陽性反応の弱い部分が多かったことか
ら、胎子期における感染を疑う。 
 
121．Citrobacter koseri による牛の流産
の一例：熊本県中央家保 橋口未迪、水野
愛乃 

乳用育成牛 380 頭を飼養する預託牧場
で、初産牛が 2020 年 12 月 20 日に胎齢 224
日で流産し、翌 21 日に胎子の病性鑑定実
施。解剖検査で髄膜混濁確認。主要臓器や
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脳等からグラム陰性桿菌分離。簡易同定キ
ット及び 16SrRNA領域の塩基配列解析で Ci
trobacter koseri(C.koseri)と同定。母牛
の全血、胎盤及び胎子から異常産関連ウイ
ルス特異遺伝子不検出。母牛のペア血清で、
同ウイルスに対する抗体価の有意な上昇な
し。病理検査では、大脳～脳幹部に髄膜炎
と、脳実質の血管周囲等へ炎症細胞浸潤。
化膿性気管支肺炎、脾臓に漿膜炎、胎膜に
好中球浸潤。病変部にはグラム陰性桿菌確
認。分離 C.koseriを使用して作製した抗 C.
koseri マウス血清を用いて免疫染色を実
施し、上記病変部に一致して陽性像確認。C.
koseri 感染による流産と診断。本菌が血行
性や経口的に胎子に感染したと推察。本菌
は妊娠牛が感染すると、これまで未報告の
流産を引き起こす可能性があり、今後も注
意が必要。 
 
122．黒毛和種子牛で連続的に発生した牛ク
ロストリジウム・パーフリンゲンス感染症:
大分県玖珠家保 後藤政樹 

Clostridium perfringens(C.p)感染症
は、生後 6 ヶ月以上の牛および肥育後期の
牛に好発、散発性の発生が多い。令和 3 年
7 月から 8 月、管内肉用牛繁殖農家の同一
牛舎にて、3 件連続的に C.p の関与を強く
疑う子牛の死亡事故が発生したため、概要
を報告。3 症例全て生後 1.5 ヶ月未満の子
牛であり、急死。全症例で小腸粘膜の壊死、
充出血がみられ、病理組織学的検査では小
腸壊死部で G(+)大型桿菌を観察。細菌学的
検査の結果、1、2 例目の小腸内容物から C.
p 毒素 A 型を検出。以上の結果、3 症例全て
を牛 C.p 感染症と診断。発生牛舎は同一で
あり採光および換気不良より、環境中の C.
p 増加が今回の連続的な発生原因と推察。
牛房の石灰消毒、換気改善等の衛生指導を
実施。衛生指導後、牛舎内の C.p 検出率を
調査。非発生牛舎と比較し、C.p 検出率は
同レベルであったが、発生牛舎では通路に
て C.p が検出され、再度対策を実施。その
後、当該農場で C.p 感染症の発生はみられ
ていない。 
 
123．酪農場における効果的な消毒薬及び不
活化ワクチンを用いた牛サルモネラ症清浄
化対策: 宮崎県都城家保 米山伸 

管内の酪農場において Salmonella Typh
imurium(以下 ST)による牛サルモネラ症が
発生。家保が立ち入り子牛の糞便の採材及
び検査を行ったところ、24 頭中 5 頭(20.8
％)から ST が分離。その後、全頭検査と環
境拭き取り検査を定期的に実施。清浄化へ
向け、畜主及び関係者で対策会議を開催し、
飼養衛生管理基準の遵守状況を確認。さら
に、ST 分離陽性牛は隔離し、抗生剤並びに
生菌剤を投与。また、農場にて分離された
ST 株を用いて消毒薬の効果検証を実施し、
塩素系消毒薬を用いた踏み込み消毒槽に変
更。さらに、石灰乳及び逆性石けんによる

農場消毒、全頭へサルモネラ二価ワクチン
接種を開始。その後、ST 排菌牛は認められ
ず。農場内で広くまん延した ST の対策は、
早期分離、適切な消毒薬の選択が重要。ま
た、清浄化に向けた畜主の強い意志と努力
に加え、畜主、担当獣医師、当所の三者に
よる緊密な連携・協力が不可欠と考察。 
 
124．黒毛和種農場で発生した Salmonella 
Dublin による牛サルモネラ症の清浄化対
策：宮崎県都城家保 松本佳織 
管内の農場において子牛の Salmonella D

ublin(以下 SD)による牛サルモネラ症が発
生し、清浄化対策を実施した概要について
報告。母牛 84 頭肥育牛 40 頭子牛 40 頭規模
の黒毛和種一貫経営農場において 2021年 3
月末から子牛 5 頭が急死したため、2021 年
4 月に死亡子牛 2 頭の病性鑑定を実施。剖
検時、肺の暗赤色化、腎臓表面に点状出血
や白斑、胸腺に著しい低形成を確認。病理
組織検査では、気管支間質性肺炎、脳髄膜、
肝臓及び腎臓では化膿性炎症像や巣状壊死
を確認。細菌学的検査では、肺及び腹腔臓
器から SD が分離されたため、SD による牛
サルモネラ症と診断。清浄化対策として SD
浸潤状況調査、抗生剤による治療、牛舎消
毒、農家指導、SD 浸潤状況再調査を実施。
今回の事例をきっかけとして当該農場の衛
生管理に対する意識が大きく改善し、飼養
牛に異常が認められた際に管理獣医師及び
当所へ早期に通報する体制が整備された。 
 
125．病性鑑定で牛サルモネラ症と診断され
た 14 症例の比較：宮崎県都城家保 中森沙
織 

過去 5 年間で病性鑑定を行い、牛サルモ
ネラ症と診断された 14 症例の比較検討を
実施。血清型は Salmonella Typhimurium(S
T)が 11 症例(78%)(すべて O4:i:-)、Salmon
ella Dublin(SD)が 2 症例(14%)、Salmonel
la Muenchen(SM)が 1 症例(7%)。検体は流産
胎仔もしくは子牛。子牛は平均 10 日齢、発
症後平均 5 日で死亡。急死事例も認めた。
肉眼所見で ST、SD で腸管粘膜発赤、ST の
多くで偽膜形成確認。脳、主要臓器からの
菌分離で肝臓から高頻度に分離。消化管内
容物から ST のみ分離。薬剤感受性試験で S
T、SD ともに多剤耐性を確認。浸潤状況調
査では ST で広範囲の生体、環境から分離、
環境汚染の可能性を示唆。SD は生体からの
み分離、SM は同居牛と発生牛房でのみ分
離。サルモネラ症の早期摘発、有効な抗生
物質の使用、症状に応じた対策実施が蔓延
防止、早期清浄化達成のためにも重要。畜
舎構造や飼養頭数等、飼養環境と清浄化ま
での期間の相関について今後精査が必要。 
 
126．管内肉用牛農家のヨーネ病清浄化事例
：鹿児島県曽於家保 向正俊、米丸俊朗 

2017 年 7 月、管内肉用牛農家でヨーネ病
患畜 1 頭を摘発。その後 1 年以内に患畜 3
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頭を摘発。防疫対策として 8 回の同居牛検
査（延べ 1117 頭）、移動牛検査（10 回 24
4 頭）、畜舎消毒（5 回）、環境検査（2 回）
を実施。畜舎消毒はヨーネ菌に効果のある
塩素系消毒薬及び石灰乳を使用し、患畜摘
発の都度及び環境検査時に実施。防疫対策
の最終年度に定性陽性牛が確認されたこと
から環境検査を行い、汚染箇所を特定し効
率的な消毒を実施。最終的に患畜 4 頭が命
令殺、定性陽性牛 2 頭が自主淘汰により処
分され、2021 年 5 月に農場清浄化を達成。
本事例では、環境検査を行うことで環境中
の汚染箇所を特定し、同居牛検査の結果と
併用することで消毒作業の効率化を図るこ
とができた。患畜摘発の初期から環境検査
を実施し、消毒と併せて継続的に行うこと
が、早期の農場清浄化に資するものと思わ
れる。 
 
127．肉用牛繁殖農場における県内初のヨー
ネ病の摘発・対応と課題：沖縄県北部家保
 新田芳樹、宮良あゆみ 
 沖縄県にて初めて肉用牛で摘発（計 2 件）。
（初発例）平成 31 年 2 月、他県の発生農場
から導入実績がある疫学関連農場。（事例
2）令和 3 年 3 月、と畜場に搬入の一般畜 1
頭が精密検査にて摘発され、立入調査によ
り、さらに 7 頭が摘発。感染要因は、多数
の患畜により不明。初発例では、摘発後 4
ケ月間は、肥育のみを行う農場へ相対取引
（計 47 頭）となり、農家経営に直結する取
引価格に大きな影響。母牛 3 頭を自主とう
汰。本県が肉用牛の定期検査に取り組む場
合、検査期間を 5 年、対象月齢を潜伏期の
関係から 24ケ月以上とした場合の 1週間あ
たりの戸数と頭数は、4 家保の単純平均で、
2.4 戸・42 頭と算出。また、他県の摘発戸
数割合（0.3％）にて算出した場合、約 7
戸が摘発と算出。搾乳牛での患畜摘発と異
なり、家畜市場への出荷がしばらく滞るこ
と等から、新規発生農家は、経営的そして
精神的にも厳しい状況に追い込まれた。本
病の特性をよく理解し、肉用牛のヨーネ病
摘発に係る諸々の課題について、留意して
おくことは県として今後の対応を検討する
において大切と思われる。  
 
128．黒毛和牛繁殖農場で発生した牛ボツリ
ヌス症：沖縄県中央家保 青木雄也 家畜
衛生試験場 中尾聡子 
 令和 3 年 10 月 16 日朝 3 歳の経産牛が食
欲・活力低下、起立不能、平行失調、露舌、
口唇浮腫、流涎等の症状を示し、夕方死亡。
その後 20日までに 3頭が同様な症状を示し
たと臨床獣医師から依頼があり、病性鑑定
を実施。発症牛の血清および直腸便、同居
牛の直腸便、カラスの糞便、乾草、飲水、
解剖牛の胃腸内容物を材料とし、①分離培
養はクックドミート培地で増菌後、卵黄加
システイン強化 GAM 寒天培地で嫌気培養を
実施し、全ての検体で分離陰性だった。②

ボツリヌス毒素の遺伝子検査は、増菌培養
液を C 型、D 型およびそれらのキメラの毒
素型別 PCR を実施。カラスの糞便、同居牛
直腸便、解剖牛の直腸便、第一胃・小腸お
よび結腸内容物が D/C 型 PCR 陽性だった。
③ボツリヌス毒素検査としてマウス腹腔内
接種試験を実施。カラスの糞便および 3 頭
目発症牛の直腸便および第一胃内容物で陽
性。毒素中和法により D 型と判明。これら
の結果から、牛ボツリヌス症(D 型)と診断
した。畜舎内のカラスの糞便からボツリヌ
ス毒素遺伝子や D 型毒素が検出されたこと
からカラスが感染経路の原因の一つと推察
された。 
 
129．ヨーネ病スクリーニング遺伝子検査の
活用：沖縄県家畜衛生試験場 中尾聡子 

2019 年と 2021 年に肉用牛繁殖農場でヨ
ーネ病患畜を摘発。ヨーネ病発生農場にお
ける清浄化対策として同居牛及び環境拭き
取り材料のスクリーニング遺伝子検査を実
施。事例 1 では同居牛 190 頭中 21 頭が陽性
であり、環境 28 検体中 21 検体が陽性。事
例 2 では同居牛 115 頭中 61 頭が陽性であ
り、環境 36 検体中 17 検体が陽性。その後
の追跡検査で抗体陰性牛 85頭中 8頭が陽性
であり、環境 36 検体は全て陰性。患畜 7
頭のヨーネ菌遺伝子量とスクリーニング遺
伝子検査の Ct 値に相関性を確認。患畜摘発
時は畜舎が広くヨーネ菌に汚染されてお
り、排菌と通過菌との鑑別が困難なため、
畜舎消毒後の再検査が必要。スクリーニン
グ遺伝子検査の Ct 値からヨーネ菌遺伝子
量の推察が可能。スクリーニング遺伝子検
査はヨーネ病発生農場の感染状況や汚染状
況を把握するのに活用でき、早期清浄化対
策に有効。 
 
130．沖縄県のヨーネ病症例病理学的解析：
沖縄県家畜衛生試験場 奥村尚子 

2019 年と 2021 年に県内肉用牛 9 頭がヨ
ーネ病患畜として摘発。指定採材部位や肝
臓などの病理組織検査と糞便中菌量との関
連を解析。患畜 9 頭は臨床症状や解剖所見
に乏しく、発症前の潜伏期間中の個体と推
察。回盲部の病理組織検査に基づく病型分
類と糞便中菌量との関連は混合型 5 例の菌
量平均は約 10.6pg/2.5μl、結核型 2 例の
菌量平均は約 0.0014pg/2.5μl、無病変型 2
例の菌量平均は約 0.008/2.5μl。全ての病
型で谷口らの既報の範囲内。潜伏期間中の
個体では、ヨーネ病典型病変のわらじ状の
腸管粘膜肥厚は必ずしも認められず、病態
進行度は無病変型から混合型まで個体によ
り様々。回腸にはヨーネ病関連病変が認め
られないが、リンパ節や空腸に病変が形成
される症例あり。指定部位を採材すること
は病理診断上重要。ヨーネ病患畜でも肉眼
的に明瞭な腸管病変を伴わない可能性に留
意が必要。 
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Ⅰ－3 原虫性・寄生虫性疾患 
 
131．一公共牧場の小型ピロプラズマ症清浄
化までの取組：北海道網走家保 下出圭吾、
久保翠 

当牧場は昭和 51 年に開設、当初から感染
血液による小型ピロプラズマ（ピロ）予防
対策を実施。平成 12 年に感染血液の使用を
中止しイベルメクチン製剤（I 剤）塗布中
心の対策に移行したがピロ症多発。以後月
2 回のフルメトリン製剤（F 剤）塗布に変更。
平成 14 年以降発症はないが、依然高い陽性
率。平成 15 年から陽性群と陰性群の群分け
を開始。平成 17 年から F 剤塗布を月 1 回に
変更し陽性率は低く推移。平成 25 年からピ
ロ陰性牛のみ入牧とし陽転牛は随時退牧。
平成 26 年から I 剤中心の月 1 回塗布に変
更。汚染牧区は平成 28 年までに順次閉牧。
平成 30 年、入牧前検査も含め陽性率 0％を
達成。媒介ダニの生息も確認されなかった
ことから令和 2 年に清浄化と判断。この間、
家保は血液等検査と次年度の対策を提案。
実行可能な対策を関係者で協議し、適時適
切な薬剤塗布、牧区管理、牛群管理を行い、
成績検証を繰り返すことにより清浄化を達
成。今後も関係者と放牧衛生の向上を推進。 
 
132．乳用育成牛預託施設の衛生対策の改善
の取組：岩手県県南家保 工藤裕太、大山
貴行 

450 頭規模の乳用育成牛預託施設は、数
年前から預託間もない 2～3 か月齢の牛で
下痢が多発、年間 3 頭から 6 頭が長期治療
ののち死亡。増体や育成率のばらつきも課
題。その要因を分析し、預託牛の育成成績
の改善に資するため、今年度、予後不良と
判定された長期治療牛（5 か月齢）1 頭の病
理解剖を含む延べ 14 頭を病性鑑定。現状の
衛生プログラムの問題点の改善に着手。結
果、コクシジウム寄生を主体に牛コロナウ
イルス、牛パラポックスウイルスも検出。
群内の約１/３で皮膚病が確認され、高い飼
養密度などが原因のストレスの関与が考え
られた。獲得免疫の指標である胸腺は群内
の半数で低形成であり、預託元の飼養管理
の指導も課題。成績をもとに駆虫プログラ
ムの改善、発症牛の隔離治療、畜舎消毒、
生菌剤の投与を指導。指導後の発症牛の治
療率は改善傾向。今後、慢性ストレスを評
価し改善効果を把握予定。 
 
133．管内一酪農場におけるネオスポラ症発
生事例：群馬県中部家保 若山映令彩 
 令和 3年 5月下旬から 6月上旬にかけて、
搾乳牛約 100 頭飼養の管内一酪農場で、6
例の流産が発生。流産胎子 2 体について病
性鑑定を実施し、胎子の大脳等から Neospo
ra caninum（NC）特異遺伝子を検出。抗 NC
抗体を用いた免疫組織学的検査ではタキゾ
イトが検出され、ネオスポラ症と診断。そ
の後、12 月上旬までにさらに 9 例の流産が

発生。NC 浸潤状況確認のため、成牛全頭に
ついて NC 抗体検査を実施。抗体陽性率は農
場全体 51.9％、流産母牛 93.3％。抗体陽性
牛について、過去 5 年間の保存血清で抗体
検査を実施したところ、94％が陰性。当該
農場は平成 18 年にもネオスポラ症が発生、
当時の農場全体の抗体陽性率は 19.8％。牛
群更新により、抗体陽性率の低下した牛群
への NC 侵入が、流産続発の一因と推察。農
場敷地内ではキツネ及び野犬の侵入が確認
されており、それらの糞便が感染源であっ
た可能性。野生動物侵入防止対策として、
忌避剤散布及び捕獲檻設置等を指導。今後、
野生動物対策の強化とともに、管理獣医師
と連携して抗体検査を活用した計画的な繁
殖及び牛群更新を行い、再発予防に努める。 
 
134．肝蛭浸潤農場における駆虫指導と肝機
能改善効果確認：和歌山県紀北家保 山田
陽子、山本敦司 

【背景及び目的】肝蛭浸潤・放牧飼養の
和牛繁殖農場 A にて、肝蛭駆虫薬投薬時期
を放牧直前から放牧帰還直後に変更指導
後、1 年間の肝機能改善効果の調査を実施。
【方法】投薬時期変更前①2019 年 11 月、
投薬時期変更後②2020 年 6 月、③2020 年 1
0 月にそれぞれ繁殖雌牛 10 頭、38 頭、13
頭について糞便採取と採血を実施し、糞便
中肝蛭卵検査および血清中 GGT および GOT
値を測定。【結果】虫卵陽性率は①で 100%、
②投薬有 26 頭で 4.5%、③投薬有 10 頭で 6
0%。血清中平均 GGT 値は①119.9、②51.3、
③44.2(U/L)、平均 GOT 値は①80.6、②64.
4、③61.5(U/L)となった。【考察】A 農場
では放牧中は常に感染源に暴露された環境
であるため、放牧帰還後の投薬を行っても
肝蛭感染最盛期の秋の虫卵陽性率は春を大
きく上回り、完全な駆虫は困難であった。
しかし血清中 GGT、GOT の平均数値は 1 年の
間に徐々に低下し、牛群全体の肝機能改善
効果が示された。 
 
135．管内一酪農家の牛群全頭抗体検査に基
づくネオスポラ対策：徳島県西部家保 森
川かほり 山本由美子 
 搾乳牛 60 頭規模の管内酪農家で、胎齢 5
～6 ヶ月齢で流産を繰り返す個体散見。R3
年 1 月に流産胎子の病性鑑定を実施し、Ne
ospora caninum(Nc)による流産の可能性が
示唆。そこで、牛群の全頭抗体検査(ELISA
法、FA 法)を実施。牛群抗体陽性率は 33.3
％(24/72)であり、Nc の牛群への高度浸潤
を確認。流産歴が確認された個体の 66.7%
(4/6)は抗体陽性であり、流産への Nc 関与
の可能性示唆。また、Nc 感染は流産歴無し
の個体にも多く確認。感染経路推定のため、
血縁関係と感染状況の関係を調査。感染牛
の子の感染率は 87.5%(14/16)、非感染牛の
子の感染率は 0％(0/20)であり、本農場の N
c 感染は感染母牛からの垂直感染が主要因
で、水平感染の可能性は低いと推察。感染
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牛から後継牛を残さない、後産や流死産胎
子の適切な処理、野生動物の侵入防止等の
対策を実施。長期間での清浄化を目指す。
自家育成農場での Nc 全頭抗体検査は、無症
状感染牛摘発および感染経路・時期推定に
基づく対策検討に重要。 
 
136．牛の小型ピロプラズマ病の診断におけ
る PCR の有用性の検討：福岡県中央家保 
井坂紗英、深水大  
 牛の小型ピロプラズマ病の病原体である
Theileria orientalis（TO）の遺伝子検査
を実施するにあたり、QIAGEN 社の QIAamp 
Blood Mini Kit（従来法）および BIO RAD 
社の InstaGene Matrix（ InstaGene 法）に
よる遺伝子抽出方法及び PCR 条件等を検
討。検査には乳用育成放牧牛 60 頭の血液を
供試。2 種類の遺伝子抽出方法による PCR
の結果を比較すると、従来法は 6 検体で PC
R 陽性、InstaGene 法は従来法で PCR 陽性の
6 検体を含む 12 検体で PCR 陽性。20 検体あ
たりの検査時間・費用は、従来法は約 90
分・9,800 円、InstaGene 法は約 60 分・3,
000 円。ギムザ染色を行った血液塗抹標本
の顕微鏡検査は 5 検体で TO 陽性、うち、P
CR 陽性は従来法で 2 検体、InstaGene 法で
5 検体。InstaGene 法は従来法と比較して検
出率が高く、短時間・低コストであり従来
法よりも TO 遺伝子の検出に適す。InstaGe
ne法による PCRは寄生率の低い検体の摘発
も可能であり、感染牛の早期摘発・治療に
貢献。 
 
137．肉用牛農場における肝蛭症の発生事例
：福岡県北部家保 曽賀 晃 他 
2021 年 1 月、黒毛和種を放牧飼養する肉牛
繁殖農家で成牛 2 頭が削痩と水様性下痢を
呈し、内１頭が 2 月に死亡し病性鑑定を実
施。血液検査では 2 頭共に貧血と肝機能低
下を、糞便検査では多数の肝蛭虫卵を確認。
一方、死亡個体の剖検では、肝臓の退色と
硬結、胆管の肥厚を認める。細菌検査では
主要臓器から 3 種のクロストリジウム属菌
を分離。以上のことから肝蛭症、死亡個体
については悪性水腫との混合感染症と診
断。併せて実施した寒天ゲル内沈降反応法
による肝蛭抗体検査では、全牛舎の牛で抗
体陽性を認め、肝蛭の農場内への高度浸潤
を推察。周辺環境調査の結果、野生シカの
糞便から肝蛭虫卵を検出（2/6）。シカを介
した農場への肝蛭侵入リスクを示唆。肝蛭
症は近年国内での発生は少ないが、野生シ
カの生息域の拡大状況を踏まえると、平野
部での発生を含めた再興も懸念。本症例を
通し、病性鑑定で肝蛭症に十分に留意する
必要性と野生動物由来感染症侵入防止対策
の重要性を再確認。 
 
138．肉用牛肥育農場で発生した急性住肉胞
子虫症：佐賀県西部家保 村田香、野田由
美 

肉用牛肥育農場で 15 カ月齢の去勢牛が
肺炎治療を受けるも改善せず、病性鑑定を
実施。臨床症状：起立不能、重度の尾の脱
毛。解剖所見：大脳の血管拡張、肺の一部
に膿瘍、腎臓の点状出血。血液検査所見：H
b の低下、γ-GTP、AST、T-Bil、LDH の上昇。
病理組織学的検査所見：心臓、大脳、間脳、
中脳、橋で Sarcocystis のシスト、肺でシ
ゾントを確認。遺伝子検査：心臓、脳、肺
で Sarcocystis cruzi（S.c.）遺伝子陽性。
以上より S.c.による急性住肉胞子虫症と
診断。農場調査の結果、発生農場と複数の
繁殖牛飼養農場間をアライグマ（本事例の
終宿主と推察）が往来し、S.c.の生活環が
維持されたと考察。また、当該牛だけが顕
著な症状を示した要因として、当該牛は発
育不良で導入元農場でも治療歴があり、感
染症に対して抵抗力が低かったと推察。本
事例は野生動物による病原体の農場間伝播
を示唆しており、農家への野生動物対策の
指導に役立てたい。 
 
139．黒毛和種繁殖農家で発生した突然死型
乳頭糞線虫症を疑う症例：大分県大分家保
 岡田彰三、倉原貴美 
 オガクズ牛舎で飼養されていた 33 日齢
の子牛が前駆症状なく突然死。剖検では腸
間膜リンパ節の腫脹以外の特徴的な所見は
なく、病理組織学的検査で小腸内に線虫虫
体を認めたため、突然死型乳頭糞線虫症を
疑い、同居子牛の検査を実施。同居子牛全
頭から幼虫形成卵を検出。糞便は採取後 6
時間以上経過しており、他の線虫と鑑別す
るために、ポリ袋培養法による同定と PCR
検査を実施。ポリ袋培養法では 4 日間培養
後の F 型子虫の特徴から、感染子虫を乳頭
糞線虫と同定。PCR 検査では中程度感染の
検体で遺伝子の増幅を認める。死亡牛の臨
床症状と同居牛の感染状況から突然死型乳
頭糞線虫症の疑いと診断。今回の結果から
重度感染で発症する乳頭糞線虫症を診断す
るための PCR 検査の有用性が示唆。今後、
従来の糞便検査に加え、PCR 検査を行うこ
とで迅速な診断と対策につなげていき、多
発時期に農家に対して改めて注意喚起を行
い、突然死の予防を行う。 
 
140．公共牧場での小型ピロプラズマ症の予
防対策とモニタリング指標の検討：鹿児島
県肝属家保 小林直樹 

管内乳用牛育成公共牧場の小型ピロプラ
ズマ症(小型ピロ)対策について、毎週全頭
の Ht 値と原虫寄生度及び聞取調査で得た
牧場の対策(H26～R2)を基に評価･検討。H2
6 にプアオン系ダニ駆除剤を半年使用から
通年使用に変更後、牛群の平均 Ht 値の上
昇、貧血頭数及び原虫寄生度、牧野ダニ汚
染度の低下と著明に改善。H30～R2 の放牧
圧 6～9 頭/ha。統計学的手法により 1～2
週間前の Ht 値低下または原虫寄生度増加
と貧血発症との関連が示唆されるも、関連
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を認めない個体が複数頭あり。H29 開始の
プロファイルテストでは、肝障害及びビタ
ミン E 低下の個体をほぼ認めず。プアオン
系ダニ駆除剤の通年使用及び放牧圧 6～9
頭/ha の維持は小型ピロ対策に極めて有効
で継続すべき。Ht 値や原虫寄生度による貧
血発症予測は困難だが、Ht 値は毎週測定し
て早期発見に、原虫寄生度は定期的に測定
して牧野ダニ汚染度の把握に活用すべき。
プロファイルテストは今後有用性を検討。 
 
Ⅰ－4 一般病・中毒・繁殖障害・栄養性
代謝障害  
 
141．黒毛和種育成牛に発生した慢性銅中毒
と糞便中銅濃度による牛群の銅の動態評価
：岩手県中央家保 千葉由純、早川麻理子 

牛の慢性銅中毒において、血清中の銅は
発症直前まで上昇せず、臨床症状を示さな
い潜在的な銅の過剰摂取の評価は困難なた
め、糞便中銅濃度（糞 Cu）による評価を検
討。2021 年 3 月、黒毛和種繁殖雌牛 9 頭規
模の農場で 5 及び 6 か月齢の育成牛 2 頭が
慢性銅中毒を発症。2-9 か月齢の給与飼料
の乾物中銅濃度（飼料 Cu）が子牛の中毒値
（25μg/g）を超過。当該農場の特定銘柄の
育成用配合飼料の銅濃度（36.2）は他の 5
銘柄のそれ（8.5-18.7）より高値。同飼料
の早期多給が要因と推察。対策として当該
飼料を漸減、糞 Cu により育成牛を評価。糞
Cu は、①発生農場の同居牛では発症 45、1
00、168 日後に漸次低下。②飼料 Cu と正の
相関があり、飼料 Cu25 以上を給与された牛
群は同 25 未満のそれより有意に高値。銅濃
度の高い配合飼料の多給による潜在的な銅
の過剰摂取について、農場への注意喚起が
必要であり、その発見と対策後の評価に糞
Cu の活用が期待。 
 
142．添加飼料が原因となった黒毛和種子牛
の銅中毒：千葉県中央家保 小山祐介、平
畠淳 

令和 3 年 5 月、約 40 頭飼養の肉牛繁殖農
場において複数の子牛が食欲廃絶と可視粘
膜黄染を呈し、うち 1 頭が死亡したため病
性鑑定を実施。剖検では眼房水、腸間膜及
び心冠部脂肪組織が黄染。病理組織検査で
は、肝臓に小葉中心性壊死及び多量のロダ
ニン染色陽性顆粒を確認。生化学検査では、
T-Bil、AST、γ-GTP が顕著に高値。銅中毒
を疑い原子吸光法により銅濃度を測定。結
果、血清 381μg/g、肝臓 218μg/g、腎臓 1
37μg/g と高値。以上より本症例を慢性銅
中毒と診断。本農場では代用乳に特定の子
牛用添加飼料を加えて給与。銅含有量が適
正の 8μg/g となるよう調整された代用乳
に銅濃度 4,455μg/g の添加飼料を加えた
ため、給与物中銅濃度は 23.7μg/g に増加。
さらに飼養管理者が誤って 2 か月間長く給
与を続けたことで発症に至ったと推察。同
一畜主の別農場における添加飼料未給与群

の血清中銅濃度は、給与群と比較し低値。
子牛に添加飼料を給与する際は、銅含有量
及び給与期間の確認が必要。 
 
143．安定的な和子牛確保に向けた技術支援
：富山県西部家保 田知慶久、神吉武 
 管内の肉用和牛肥育農場が平成 27 年度
から和牛繁殖素牛を導入し、繁殖・肥育一
貫経営に経営転換したが、子牛の死亡事故
が多発、肥育成績も低迷。そこで、関係機
関と農場内の問題点について検討し、飼養
管理指導を実施。取り組みは、①67 歳で人
工授精（AI）師免許を取得した畜主に対し、
AI 技術のフォローアップを実施、②飼養頭
数の増加に伴い、分娩房の設置と子牛の育
成スペースを確保し、呼吸器病のワクチン
プログラムを作成、③肥育前期の血中ビタ
ミン A 濃度が低値のため、飼料給与方法を
見直し。その結果、①平成 29 年 11 月以降
畜主が AI を実施し、受胎頭数は安定的に確
保、②子牛の事故率は平成 29 年度の 36％
から、令和 3 年度は 18％に減少、③肥育前
期の血中ビタミン A 濃度が改善。今回、関
係機関で技術支援を行ったことで、安定的
な和牛子牛の確保と肥育成績の改善に繋が
った。また、当農場は新たな飼養管理技術
を身につけ、子牛の生産費を抑え、経営転
換することが出来た。 
 
144．黒毛和種繁殖農場における採卵牛の繁
殖成績調査：富山県東部家保 竹内俊彦、
稲畑裕子 

管内黒毛和種繁殖農場の効率的な受精卵
生産のため、採卵牛（ドナー）53 頭につい
て、採卵後の受胎状況、採卵時の分娩後日
数、採卵後の初回人工授精（AI）日数、採
卵後の受胎までの AI 回数及び空胎日数を
調査。ドナー53 頭のうち 43 頭受胎、7 頭未
受胎、3 頭淘汰。採卵時の分娩後日数は平
均 176 日。採卵後の AI 日数平均は 35 日。
受胎までの AI 回数は平均 1.6 回、空胎日数
は平均 226 日。ドナーの空胎日数は採卵に
供していない牛群平均 73 日と比べて大き
く延長。採卵後のドナーは速やかに受胎す
るが、採卵時の分娩後日数が平均 176 日と
採卵に供していない牛と比較し延長し、そ
の原因はドナーのおよそ半数を不受胎牛等
から選抜していたためと考察。1 頭あたり 3
頭の受精卵由来子牛が生産されているもの
の、空胎日数の延長は過肥や生産費の増加
を招き、収益への悪影響を懸念。不受胎牛
からのドナー選抜を避け、計画的なドナー
選抜による空胎日数の短縮が重要。 
 
145．管内一酪農家の銅中毒の再発防止対策
：石川県北部家保 増原紋加 

2018 年 11 月、管内一酪農家の子牛に銅
中毒が発生。2021 年 6 月に同農家の子牛で
再発。原因究明のため、飼料中銅濃度を分
析した結果、粗飼料の銅濃度は 71.4ppm と
高値。当該粗飼料の採草地は、長期間に亘
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り利用。成牛 30 頭の血清中銅濃度は半数が
100μg/dl 以上で、銅の摂取量過多、肝臓
への銅の蓄積進行が示唆された。再発防止
のため飼料添加剤給与の中止、当該採草地
の粗飼料自粛を指導した結果、牛群の血清
中銅濃度は低下。粗飼料を改めて測定した
ところ、ロットにより 2.4～71.4ppm のバラ
ツキ。銅の適正要求量範囲内で飼料設計を
実施後、現在まで再発例はない。今後は当
該採草地を分画して高濃度粗飼料の採草地
を特定する予定。 
 
146．新生子牛の結腸閉鎖と心室中隔欠損の
合併奇形：石川県北部家保 田谷直人 

管内一酪農場のホルスタイン種新生子牛
で、令和 3 年 6 月、排便が未確認との稟告。
体温 39.0℃、頻脈、頻呼吸、腹囲膨満及び
心収縮期雑音を確認。20 日齢で死亡し、病
性鑑定を実施。結腸の部分的欠如及び心室
中隔欠損を確認。結腸の頭側及び尾側の終
末部分はともに盲端。閉鎖部の頭側では、
盲腸及び結腸が黄色泥状物で膨満。尾側で
は、低形成の結腸が肛門に続く。病理組織
検査で主要臓器がうっ血。細菌検査で有意
菌不分離。先天性異常の起因ウイルス遺伝
子不検出。短脊椎症及び複合脊椎形成不全
症の遺伝子不検出。以上から、本症例は先
天性の結腸閉鎖と心室中隔欠損の合併奇形
と診断。結腸閉鎖は Gaag らの分類のⅢ型
(盲端完全遊離)、心室中隔欠損は Kirklin
分類のⅡ型(膜性部欠損)と分類。 
 
147．酪農場で発生した異常産事例への対応
：長野県長野家保 宮本博幸 

令和 3 年 9 月に一酪農場から 9 件の異常
産発生の通報。農場へ立入し、疫学調査、
臨床検査および母牛等の血清の採材を行
い、異常産関連の感染症検査を実施。その
後、さらに 6 件の流死産が発生、流死産胎
子の病性鑑定、母牛の異常産関連抗体検査、
生化学検査等を実施。その結果、異常産関
連の感染症の可能性は低く、非感染性の異
常産と推定。農場と家保で異常産の発生原
因を検討した結果、母牛の脂溶性ビタミン
の低値、乾乳牛舎の密飼い等が確認された
ことから、母牛の栄養状態や環境ストレス
等が誘因の一つと推察。農場の飼養管理の
課題を洗い出し、農場では即対応継続対応
として、給餌方法の変更、ワクチン接種の
継続等を実施。中長期対応として水飲み場
の拡大、扇風機の設置場所の変更等を実施
予定。家保は、今後も異常産発生時の病性
鑑定を継続して実施、牛群ドックや環境測
定により農場の飼養管理の改善を支援し、
異常産発生の低減を目指したい。 
 
148．黒毛和種子牛の膜性増殖性糸球体腎炎
の一例：岐阜県中央家保 藤木省志、溝口
博史 

本症例は 3 カ月齢の黒毛和種雄の子牛で
2020 年 9 月 9 日食欲不振と飲水低下を呈

し、尿石はないが重度の蛋白尿と低蛋白血
症を伴う尿毒症を認めた。剖検では、胸水
や腹水が貯留し全体的に水腫様で、大網、
腸管漿膜面及び膀胱粘膜に出血。腎臓は腫
大し、点状出血が多発。牛ウイルス性下痢
ウイルス特異遺伝子及び諸臓器からの細菌
分離は陰性。病理組織検査では、腎臓にて
糸球体は数が減少し腫大。尿細管上皮細胞
に硝子滴変性、尿細管間質に線維が増生。
糸球体ではメサンギウム領域の拡大、富核、
タコ足細胞の腫大などが認められ、PAM 染
色において糸球体基底膜は二重化を伴い肥
厚。膜性増殖性糸球体腎炎と診断。免疫組
織化学的検査で糸球体基底膜に複数の免疫
グロブリンの沈着や補 C3 の沈着が確認さ
れ免疫複合体による糸球体障害が発症に関
与した可能性。病態や原因究明のため、今
後も症例を蓄積し、解析を継続する必要が
ある。 
 
149．管内放牧場におけるワラビ中毒疑い事
例：岐阜県飛騨家保 新井慧、青木栄樹 
 管内放牧場において同時期に同一の牧区
で放牧されていた 2 農場の繁殖牛 3 頭が、
下牧後に、発熱、食欲不振等を呈し、1 頭
は回復したものの、2 頭が死亡または予後
不良となる事例が発生。病性鑑定の結果、
血液検査では、3 頭共通して白血球数（死
亡牛、回復牛、予後不良牛：400、3,900、8
00/μL）、好中球割合（同：0、11、7％）、
血小板数（同：1.2、10.7、1.3×10^4/μL）
に減少を認めた。剖検・病理組織検査では、
皮下および主要臓器に出血を認めた。加え
て、予後不良牛では胸骨において骨髄低形
成を認めた。3 頭が同一の牧区を利用して
いたことから、放牧場への立入調査を実施。
長雨による牧草の生育不良、脱柵の多発、
ワラビの自生および採食の痕跡を確認。消
化管内容物からワラビは検出されなかった
が、特徴的な臨床症状・検査成績および疫
学情報からワラビ中毒を疑う。牧草等の不
足によりワラビを多量に採食し、下牧後に
中毒症状を呈したと推察された。 
 
150．管内一酪農場における繁殖検診の取組
：三重県紀州家保 植木裕也、若原繁樹  

当所は管内一酪農場で繁殖検診を毎月し
ている。繁殖検診では主に経産牛を対象に
妊娠鑑定と子宮、卵巣状態の検診をする。
平成 30 年 4 月以降の在籍牛の繁殖成績を、
検診記録と畜主への聞き取り調査を基に、
初産月齢、牛伝染性リンパ腫ウイルス（BL
V）感染による影響等の点から検討した。畜
主が目標とする初産月齢は 24 ヵ月齢であ
るが、実際は約 3 ヵ月齢遅れていた。初産
月齢と正の相関がある分娩間隔について、
初産分娩が 24 ヵ月齢未満の群と以上の群
を比較すると平均約 80 日前者の方が短か
った。初産分娩の遅延が、分娩間隔の延長
を引き起こし、獲得産子数の減少等、経済
性に悪影響を与えている可能性が考えられ
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た。24 ヵ月齢未満の分娩においても難産が
ないことから、初産月齢の遅延をなくすた
め、未経産牛の発情確認と繁殖検診を強化
する必要があると考える。また、BLV 抗体
陽転前は陽転後と比べ、分娩間隔が平均約
30 日短く、BLV 抗体陽転後に分娩間隔が延
長する可能性が示された。 
 
151．一酪農場でみられた子牛の先天性特発
性白内障の二例：三重県中央家保 諏訪智
乃、山本彩加 
 県内酪農場（自家配合 TMR 給与）で無毛、
発育不良の F1 子牛（子牛 A）及びホルスタ
イン子牛（子牛 B）が娩出直後死亡。3 日後、
両目白濁の F1 子牛（子牛 C）が、12 日後に
左目白濁、体格矮小の F1 子牛（子牛 D）が
娩出。子牛 C、D 剖検時には水晶体白濁、病
理所見では崩壊した水晶体にモルガン小体
がみられた。主要臓器からの細菌分離陰性。
子牛 C、D を含む同居牛及び母牛群の異常産
関連アルボウイルスや BVDV の流行を疑う
検査結果はなく、本症例への病原体関与を
否定。生化学検査では母牛の VA が低値であ
ったが、文献的に先天性白内障との関連は
十分に証明されていない。しかし、分娩後
母牛の VA、BUN、TCHO 低値により妊娠期か
らの低栄養が疑われ、胎子の発育・器官形
成期の栄養不足が、白内障を伴う子牛の発
育不良の要因となったと推察された。2 例
とも先天性特発性白内障と診断されたが、
病因特定に至らなかった。同様症例遭遇時
には、多角的な病因検索が重要であると思
われた。 
 
152．出血性腸症候群（HBS）を発症した乳
牛の１症例：三重県中央家保 山本彩加、
佐藤福太郎 
 出血性腸症候群（Hemorrhagic Bowel Sy
ndrome：HBS）は泌乳最盛期の 2 産目以降の
成乳牛に好発。泌乳停止、食欲廃絶、血餅
混入黒色タール様便等がみられた後、甚急
性に斃死。空腸に限局した出血性腸炎及び
血液凝固物による腸閉塞等の解剖所見が特
徴。発症に Clostridium perfringens の関
与が疑われている。2021 年 6 月、フリース
トール TMR 給餌の酪農場で、3 産目、50 ヶ
月齢のホルスタイン種搾乳牛が分娩後 103
日に突然起立困難、泌乳量低下を呈し、翌
日死亡。解剖所見は空腸の重積、管腔の血
液凝固物の閉塞、腸管破裂。細菌検査で空
腸内容物から C. perfringens A型菌が 3.8
×106CFU/g 分離。組織所見は空腸の粘膜上
皮から筋層、特に粘膜下織に重度な出血、
充うっ血及び血管の壊死。グラム染色で空
腸粘膜上皮に陽性桿菌を確認。上記所見か
ら、本症例を HBS と診断。血液凝固物によ
り腸閉塞となり、腸重積及び腸破裂へ繋が
り、出血性ショックで死亡したと推察。 
 
153．卵巣に性索間質腫瘍が認められた未経
産乳用牛の１例：滋賀県滋賀県家保 山本

逸人、島岡弘樹 
卵巣原発の腫瘍は、上皮性腫瘍、性索間

質腫瘍および胚細胞腫瘍等に大別。性索間
質腫瘍は腫瘍細胞の特徴により、顆粒膜細
胞腫、莢膜細胞腫および黄体腫等に細分類。
今回、未経産乳用牛の細分類できない性索
間質腫瘍の症例に遭遇。症例はホルスタイ
ン種雌牛で、22 か月齢で初めて発情後出血
確認、6 日後に直径 15cm 大の左側卵巣を触
知、約 2 週間後に超音波検査で顆粒膜細胞
腫疑い、左側卵巣摘出。摘出した卵巣の表
面は円滑、周囲組織付着なし。割面では大
小の嚢胞を有する白色充実部が 8 割程度占
有。病理組織検査で、白色部では顆粒膜細
胞様、莢膜細胞様および黄体細胞様細胞が
腫瘍性に増殖。腫瘍細胞の核分裂像少なく、
血管侵襲認めず。免疫染色の結果、腫瘍細
胞は抗インヒビンα抗体陰性、抗ビメンチ
ン抗体陽性、抗サイトケラチン抗体一部陽
性。腫瘍細胞の形態が多彩で典型的所見に
乏しいため、細分類できず、性索間質腫瘍
と診断。 
 
154．肉用牛農場の流死産に関する調査：京
都府丹後家保 
堀口美咲、極山太 

肉用繁殖牛の流死産は子牛販売収入の損
失や分娩間隔の延長により農家に大きな経
済的損失を与えるが、様々な発生要因が考
えられるため、過去の症例について調査を
実施。管内肉用牛繁殖農家 6 戸の過去 5 年
間(2017 年 4 月～2022 年 3 月)の流死産 37
症例を対象とし、産次数、発生時期、在胎
期間を調査。各農家での流死産発生状況を
比較。【結果、考察】分娩数 662 例、流死
産数 37 例、発生割合 5.6％であった。流死
産のうち産歴では 2 産目(8 例、21.6%)、発
生月では 3 月(7 例、18.9%)及び 8 月(6 例、
16.2%)、死産のうち在胎期間が 285 日以上
(24.0%)で発生が多い傾向。農場別で比較す
ると A 農場 14.7%(19/129)、B 農場 2.5% (7
/277)、C 農場 3.3％(2/91)、D 農場 10.0%(5
/50)、E 農場 4.3%(2/47)及び F 農場 2.9%(2
/68)と農場間で差が認められ、飼養管理状
況の影響と推察。今後も引き続き調査を進
め、適切な飼養管理指導を行いながら流死
産発生数の低減を目指す。 
 
155．ビタミン A 欠乏を認めた肥育牛群の牛
にみられた肺炎：大阪府大阪府家保 高見
成昭 
 19 か月齢の肉用牛（黒毛和種、雌）が死
亡し、病性鑑定を実施。当該農場は、肉質
向上を目的として肥育期にビタミン A の制
限給餌を行うものの、農場全体でビタミン
A 低下あるいは欠乏状態にあり、複数の牛
に下痢等の症状もみられ、以前より指導を
継続中。当該牛は、前日から開口呼吸を示
し座り込み、翌朝死亡発見。剖検時、肺と
胸壁の癒着、肺漿膜面に線維素付着、右肺
前葉及び中葉並びに左肺前葉に肝変化。気
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管にも泡沫状物充満。組織学的に、肺にお
いて気管支及び細気管支上皮の扁平上皮化
生がみられ、一部の細気管支では内腔が狭
窄。類脂質肺炎、化膿性気管支肺炎及び線
維素性肺炎を確認。以上より、死因を併発
・混在する発生機序の異なる肺炎と診断。
これら肺炎の発生は、ビタミン A 欠乏によ
る気管支及び細気管支上皮の扁平上皮化生
が引き金と考えられ、当該農場に対してビ
タミン A 欠乏による牛への悪影響について
説明し、飼養管理改善を更に指導し、改善
に努める。 
 
156．創傷性心膜炎による死亡牛が見られた
農場の対策：和歌山県紀南家保 柏木彰太、
谷口俊仁 
 管内繁殖和牛農場（A 農場）で発生した
子牛の斃死事例について原因探索および再
発防止対策を検討。肺炎の治療を継続的に
実施していたが、両頸動脈の怒張および左
右胸部における拍水音が確認されたため、
創傷性心膜炎の発症を疑い、畜主が胃内存
置用磁石を投与するも斃死。斃死牛の病性
鑑定の結果、心外膜の肥厚、絨毛心ならび
に左心室内の針金状の金属片および左心室
壁の穿孔を確認。死亡原因は創傷性心膜炎
と考えられた。畜主への聞き取り調査から、
金属片は牛舎内の扇風機のカバーの断片で
あると判明。腐食したカバーの一部が粗飼
料に混入し、本事例が発生したと推察され
た。農場では以前より飼槽に強力磁石や鉱
塩を設置し、牛が舌遊び等で異物を誤飲し
ないように対策していた。そこで、繁殖雌
牛への胃内存置用磁石の投与状況を確認
し、従業員への牛の異物誤飲防止に関する
啓発および胃内存置用磁石未投与の繁殖雌
牛全頭に対する投与について指導。今後も
牛の金属製異物誤飲防止等について指導を
実施し、発生予防の継続および経済損失防
止を目指す。 
 
157．管内和牛繁殖農家において発生した植
物繊維塊による十二指腸閉塞事例：鳥取県
鳥取家保 岸田光、田中巧 
 令和 3 年 10 月、管内和牛繁殖農家で繁殖
牛 2 頭が突然食欲・飲水廃絶を呈し、死亡。
死亡牛の病性鑑定を実施したところ、両牛
とも直径約 3 ㎝の植物繊維塊による十二指
腸の閉塞を認め、これを死因と推測。死亡
牛 2 頭には昨年収穫された同ロットの飼料
用稲ホールクロップサイレージ（WCS）を粗
飼料として給与。給与していた WCS 中には
特定の雑草が大量に混入しており、これを
植物繊維塊の原因と推測し、給与を中止し
たところ続発無し。その後この WCS が収穫
された圃場を特定し、本圃場の一部で稲の
株間に WCS に混入していたものと同様の雑
草の繁茂を確認。その特徴から当該雑草を
アゼガヤと同定。対応策として、圃場管理
者に今年度同圃場で雑草を除去した後に収
穫を行うよう指導。また来年度以降の発生

防止のために圃場の除草剤散布や水管理を
適切に行う必要があることを周知。 
 
 
158．黒毛和種子牛で認められた腸管腫瘤の
病理組織学的検索：鳥取県倉吉家保 髙木
翔矢、天野弥咲 
 2021 年 3 月 30 日に和牛一貫農家で約 4
カ月齢の黒毛和種子牛 1 頭が、元気消失及
び食欲低下を示し、軟便を排泄したため、
補液による治療を開始。4 月 8 日には低体
温（36℃）となり、起立不能および腹部の
膨満が認められた。整胃腸剤による治療を
開始するが、改善することなく、4 月 11 日
に斃死。剖検所見では第 1 胃は飼料により
重度に膨満。腸管では空腸下部で径約 5ｃ
ｍの白色腫瘤を認め、その上部腸管は拡張。
空腸腫瘤では既存の筋層を浸潤し、増殖す
る細胞を認めた。これらの増殖細胞は円形
核で、好酸性少量または淡明な細胞質を有
し、線維性組織によって区画されていた。
免疫染色で、これらの細胞は抗サイトケラ
チン抗体及び抗αSMA 抗体に陰性を示し、
抗ビメンチン抗体に陽性を示し、抗 S-100
抗体に弱陽性を示した。これらの結果を踏
まえ、追加の免疫染色を検討し、腫瘍の診
断を実施予定。 
 
159．黒毛和種繁殖農家の繁殖成績向上への
取組：島根県松江家保 山下由紀子、大元
隆夫 
 黒毛和種繁殖一農場において繁殖成績向
上に向け、黒毛和種繁殖牛群の血液代謝プ
ロファイルテスト（MPT）活用事例の指標を
参考に給与飼料の検討を中心に取り組みを
実施。令和２年６月から計３回、飼料給与
状況調査、MPT および繁殖成績確認を実施。
１回目調査結果から栄養度過多調整目的の
給与飼料制限による肝機能低下が繁殖成績
へ影響したことが判明。粗飼料の充足給与
と頻繁な変更の見直し等を提案。２回目調
査結果は１回目とほぼ同様で、追加検査し
たβカロテンおよびビタミン A 不足が判
明。ビタミン製剤投与を提案。３回目調査
結果は過去２回より改善したが、繁殖ステ
ージごとのタンパク質給与量の調整が必要
であることが判明。配合飼料給与調整を提
案。繁殖成績は妊娠率が 55％から 65.7％
に、分娩後初回受精日数も改善。一方で調
査期間通じて分娩間隔が長い等の課題あ
り。給与飼料指導により約１年間をかけて
繁殖成績が徐々に向上。給与飼料の改善指
導は今後も継続の必要あり。今回利用した
指標の有効性が確認できた。 
 
160．牛流産胎子にみられた両側性腎異形成
の 1 症例：：島根県家畜病性鑑定室 濱田
悠太、安部哲朗 
 本症例は胎齢 271 日に死産にて娩出。母
牛に異常は認めず、異常産 4 種混合ワクチ
ン接種済み。解剖の結果、右腎臓は著しく
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小さく、被膜剥離困難。左腎臓は腫大。病
理組織学的検査において、右腎臓は腎乳頭
および腎杯の形成不全、未熟糸球体および
原基糸球体、粘液腫様組織に囲まれた原基
尿細管を多数認めた。PAS 染色では原基糸
球体のメサンギウム基質に一致して陽性。
アルシアンブルー染色およびトルイジンブ
ルー染色では未熟な間葉系組織と一致して
陽性。左腎臓は腎乳頭および腎杯の形成不
全、未熟糸球体を確認し、本症例を両側性
腎異形成と診断。本事例は特定の感染症や
遺伝子変異ではなく、様々な遺伝子の複合
的な関与による腎異形成の可能性を推察。
右腎と左腎で分化や異常の程度がそれぞれ
異なる腎異形成の報告はなく、稀な症例と
考える。 
 
161．大規模繁殖農場における分娩前高タン
パク飼料給与が出生子牛の抗病性に及ぼす
影響：岡山県津山家保 豊田幸晴、光宗仁
美 

管内大規模繁殖農場（約 300 頭）で、従
来の母子分離飼育から母子同居飼育に飼養
管理を変更。妊娠末期牛の管理がどのよう
に出生子牛へ影響するか調査及び対策を実
施。調査 1．分娩 1 か月前の母牛の血液成
分と子牛の出生後 24～48 時間の血清 TP 量
（以下、子牛 TP）との関係を調査。その結
果、子牛 TP が低い群と高い群間において、
母牛の Alb、Glb、A/G 比、P、Mg に有意差
あり。調査 2．分娩 1 か月前より母牛に高
タンパク飼料を増給したところ、分娩直前
の Alb 濃度が上昇し、その初乳を給与した
子牛で子牛 TP が低い個体はみられなかっ
た。調査 3．病傷及び死廃事故との関係で
は、対策前後の治療率及び平均診療回数は
対策後有意に低下。死廃事故頭数は有意差
なし。考察：分娩前に母牛の Alb 濃度が上
昇することで Glb が初乳へより多く移行
し、哺乳子牛の移行抗体量が増加したと推
察。母子同居飼育では、分娩前母牛への高
タンパク飼料給与が子牛の抗病性を高め、
疾病予防効果あり。 
 
162．管内の和牛繁殖成績改善の取組：香川
県東部家保小豆支所 三好里美 
 当管内では、家保、普及センター、農協、
共済診療所等の関係機関で指導チームを組
織し、繁殖農場を巡回指導。今回、当家保
で繁殖成績の低い 2 農場について重点指導
を実施。A 農場は発情回帰の見逃しによる
初回受精日の遅れ等の問題点を確認。人工
授精手順の改善、給与飼料の見直しを実施
のうえ、定時人工授精技術を導入。結果、
初回受精日は平均 84 日から 52 日に、初回
受胎率は 16％から 50％に、空胎日数 80 日
未満の個体割合は 13％から 38％に改善。B
農場は給与飼料の問題点を確認し、繁殖機
能低下を推察。血液検査を実施し、ビタミ
ン、タンパク不足等が判明。栄養充足率を
もとに、飼料の種類や給与量の変更を実施。

２カ月後に再度血液検査を実施し、改善状
況を確認。今後も、繁殖成績調査や血液検
査を継続し、繁殖成績の改善に取り組む。 
 
163．牛の悪性上皮型中皮腫の一例：高知県
中央家保 岸咲野花 
 症例は黒毛和種繁殖牛、雌、11 歳。令和
3 年 7 月 5 日から下痢と食欲低下を示し、
加療するも改善せず。7 月 11 日に起立不能
となり 15 日に死亡。剖検では腹水が顕著に
貯留、横隔膜、大網、腹壁および腹腔臓器
の漿膜面に黄白～暗赤色の最大径 4cm の大
小様々な結節性腫瘤を確認。組織学的に、
腫瘤には上皮様腫瘍細胞が多数の管腔を形
成し、一部乳頭状に増殖。腫瘍細胞は細胞
質豊富～やや乏しく大小不同、円形～楕円
形の核を有し、有糸分裂像散見。壊死巣も
散見。小腸漿膜面では腫瘍細胞の増殖によ
り腸壁が癒着し、横隔膜腱中心では内部脂
肪組織に腫瘍巣形成。免疫組織化学的染色
では腫瘍細胞は抗サイトケラチン抗体に陽
性、抗ビメンチン抗体に一部陽性。腫瘍細
胞の一部はトルイジン青染色 pH7.0 で異染
性を呈し、pH 2.5 で陰性であったことから
ヒアルロン酸陽性。卵巣や腎臓に著変はな
く、腺癌の腹腔転移は否定されることから、
悪性上皮型中皮腫と診断。 
 
164．管内で発生した子牛の大脳皮質の壊死
：佐賀県北部家保 原敦子、山口博之 
 育成農場で、呼吸器症状及び水様性下痢
で治療された 5 か月齢の子牛が神経症状を
呈し死亡し、病性鑑定を実施。治療にはチ
アミン製剤の投与なし。剖検所見は、心嚢
水貯留及び心臓の点状出血、肺前葉及び中
葉の肝変化、腎髄質の出血。病理組織学的
検査で大脳皮質深層に神経細胞の虚血性変
化を伴う神経網の粗鬆化を確認。理化学的
検査で、ホルマリン固定の大脳に紫外線照
射し自家蛍光を確認。生化学的検査で、脳
及び肝臓のチアミン濃度を測定し、正常。
以上の結果から、チアミン欠乏以外の要因
による大脳皮質の壊死と診断。症状及び剖
検所見から、臓器内の循環機能不全であっ
たことが示唆され、脳虚血等による神経細
胞障害から大脳皮質の壊死に至ったものと
推察。なお、その後同様の症例は確認され
ていない。 
 
165．県内 20 年ぶりの肥育牛エンドファイ
ト中毒：佐賀県中部家保 山城光樹、一戸
夏美  

県内肉用牛農場で 20 年ぶりにエンドフ
ァイト中毒に遭遇したため、その概要を報
告。県外導入の肥育素牛 2 頭が全身の筋肉
の痙攣発作を呈す。臨床獣医師が加療も改
善せず、病性鑑定を依頼。農場立入・疫学
調査の結果、飼料はペレニアルライグラス
ストローと判明し、本飼料の給与停止を指
導。血液検査、飼料・飲水検査を実施。血
液検査は著変なし。飼料・飲水検査で本飼
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料種子からエンドファイト様菌糸を多数確
認、毒素検査でエルゴバリン 500µg/kg(警
戒値)、ロリトレム B 濃度 1,500µg/kg(警戒
値未満)。以上からエンドファイト中毒と診
断。2 頭は食欲旺盛で、本飼料の追加給与
が要因と考察。稲わらとの混合給与に変更
後、2 頭とも改善。飼料中毒素が低濃度で
も多量摂取により発症。早期発見・対策が
奏効と推察。獣医師・農家に輸入飼料の単
独給与の危険性を注意喚起、家保職員に本
症の存在及び飼料給与における指導の重要
性を認識。 
 
166．若手肉用繁殖農家への指導：長崎県対
馬家保 中川 竜太朗、浦川 明久 
 対馬では、新規就農者等が規模拡大を図
っており、当所では牛舎を増築した若手農
家 2 戸(A、B)に対し、増築前から重点的に
指導を実施。増築前後で A が 9 頭、B が 6
頭増頭し、増築前の平均空胎日数は A が 16
4 日、B が 88 日で、増頭による繁殖成績低
下及び粗飼料の確保が課題。また、両農場
で消化器病が多発、出荷牛の平均 DG は家畜
市場平均より低値で、経営安定、収益向上
が課題。課題解決に向け、両農場の早期妊
娠鑑定及び飼料給与、ICT を活用して作業
時間確保を図った。消化器病対策として、A
では早期離乳について指導、B では衛生管
理を指導。指導の結果、平均空胎日数が A
は R1 年度 164 日から R3 年度 63 日、B は R
2 年度 92 日、R3 年度 82 日に短縮。R3 年度
出荷牛の平均 DG は A の去勢、雌で増加し、
B は有意な変化無し。今後も繁殖等の指導
を継続し、両農場の成績改善を行う。また、
他の若手農家等でも経営安定の取り組みを
実施していき、今後更なる島内の肉用繁殖
雌牛の振興を図る。 
 
167．母牛のビタミン（Vt）A 欠乏による異
常産多発例：長崎県県南家保 早島彬美、
宮本全 
 母牛 95 頭飼養の肉用繁殖農場で、令和 3
年 6 月～8 月、出生子牛の死亡、死産、盲
目等の異常産が多発し、7/19 頭が死亡。胎
齢 262 日で重度の発育不全を呈した死産胎
子を剖検し、胸腺萎縮、内水頭症の所見。7
月の平均妊娠期間 276 日。母牛の栄養障害
を疑い調査実施。異常産母牛は、レチノー
ル 33IU/dl未満 3/5頭、βカロテン平均 76.
4μg/dl。妊娠末期牛は、5/6 頭がβカロテ
ン 60μg/dl 未満、全頭がアルブミン 3.0g/
dl 以下、尿素窒素 8.0mg/dl 以下。対策と
して、分娩前の Vt 製剤 2 回投与、分娩 1
か月前からヘイキューブ追加、乳用牛用配
合飼料を肉用牛用へ変更。対策後、妊娠末
期牛のレチノール平均は Vt製剤投与前 80I
U/dl、投与後 99IU/dl、尿素窒素平均 8.8m
g/dl に改善。令和 4 年 1 月～3 月平均妊娠
期間 289 日。異常産多発の原因は、3 年前
に酪農から肉用繁殖へ転換し、繁殖牛用飼
料体系ではなかったことと低品質飼料給与

と推察。母牛の栄養状態が改善し、子牛の
損耗防止が図られた。 
 
168．ルーメン内容物からのアブラナ属植物
特異遺伝子検出法の検討：熊本県中央家保
 早田春陽 

アブラナ属植物は反芻動物に溶血を起こ
す中毒物質を含むが、診断に必要な採食の
確認は植物葉がルーメン内ですぐに破砕さ
れるため困難。そこでルーメン内容物から
アブラナ属植物特異遺伝子を検出する PCR
法を検討。特異プライマーはアブラナ属植
物の S-locus related gene1（SLR-1）領域
に設計し、キャベツ、小松菜及び菜心で増
幅を確認。更に実際の病性鑑定材料（胃内
容物）を想定し、乳用牛のルーメンマット
（RM）とキャベツ等を 0.5%添加した混合物
で増幅を確認。RM 単独検体からは増幅せ
ず。以上より、作成した SLR-1 領域プライ
マーは 3 種のアブラナ属植物から特異遺伝
子を検出可能かつ一般的な飼料植物の DNA
を増幅しないものと推察。本法により RM
中に 0.5%含まれるアブラナ植物を検出可
能となり、診断に必要な中毒植物の採食の
確認ができ、中毒の診断率向上に繋がると
期待。今後は臨床症状や病理所見との関連
性について知見を重ねる。 
 
169．黒毛和種子牛で発生した銅中毒の再発
防止対策：大分県豊後大野家保 波津久香
織、飯田賢 

管内農場で 3 ヶ月齢子牛が離乳直後に起
立不能となり死亡。剖検にて、肝臓、心臓、
胸腺に点状出血を確認。病理組織学的検査
では、肝の三つ組みで銅を検出するロダニ
ン染色が陽性反応。生化学検査による銅濃
度は、死亡牛で肝臓 292.4μg/g、血清 618.
9μg/dl、同居子牛 11 頭の血清 51.4～119.
2μg/dl、子牛の飼料・添加剤 3.1～786.6p
pm、給湯器温水 38.7μg/dl。対策として、
飼料添加剤の給与見直し及び銅が検出され
た給湯器温水の使用中止を指導。定期的な
血液モニタリングを実施し、GGT 高値の個
体には臨床獣医師の早期治療を指示。対策
後、血清中銅濃度が高い個体を確認、併せ
て A 農場の水は酸性水であったため銅溶出
試験を実施。銅濃度は、農場水（pH5.87）4
77.3μg/dl 、蒸留水（pH5.91 に調整）152.
3μg/dl、水道水（pH6.9）125.0μg/dl と
農場水のみ増加。農場水からは硫酸イオン
96.4ｍｇ/ｌも検出し、温泉成分が銅溶出に
影響を与えていた可能性が示唆された。 
 
170．黒毛和種繁殖農場を対象とした代謝プ
ロファイルテストの取組：大分県大分家保
 人見徹 
 2020年 4月～2021年 9月の間に黒毛和種
繁殖農場 44 農場 625 頭の血液を用いて、代
謝プロファイルテスト(MPT)による県内の
飼養管理状況について解析を実施。V.A は 1
1.9～190.4IU/dl（平均 87.2±24.1）で 10
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0IU/dl 以上の牛は 160/625 頭（25.6%）。
βカロテンは 2.3～1017.6㎍/dl（平均 139.
1±137.2）で農場による差が大きく、200
㎍/dl 以上の牛は 125/625 頭（20.0%）。個
体での V.A 値とβカロテン値に相関はな
い。NEFA は 8.0～1097.0μEq/l（平均 180.
5±125.9）でエネルギー摂取量の不足した
個体が散見。200μEq/l を越える牛は 188/
617 頭（30.5%）確認され分娩前後に上昇す
る傾向。Glu および Alb は大部分が基準値
より低値で、エネルギー及びタンパクが不
足する傾向。BUN も分娩前後から泌乳期に
低値で増飼い不足によるタンパク不足を示
唆。今後も農場毎の飼料設計の改善と検証
を繰り返し行うことで、生産性の向上につ
なげる。 
 
171．管内和牛繁殖農場の銅中毒発生事例：
鹿児島県曽於家保 奥翔子、米丸俊朗 

令和 2 年 7 月及び 9 月、繁殖牛 190 頭、
子牛 90 頭 、哺乳子牛 50 頭を飼養する黒毛
和種繁殖農場で、子牛 2 頭が食欲不振、黄
疸、肝障害を呈し死亡。病性鑑定の結果、
慢性銅中毒と診断。同居牛 12 頭の一般生化
学検査で、肝障害所見及び血清中銅濃度の
増加は認めず。飼料中銅濃度測定の結果、
全飼料が銅を含み、スターターが最高濃度
を示した。飼料の乾物中銅濃度は 3 か月齢
で最高濃度 26.2ppm を示し、中毒例指標 25
ppm を超過。多くの銅はスターターと配合
飼料から供給。発育遅延の子牛の存在から、
当該農場の一部の個体は月齢や体重あたり
の銅摂取量が過剰と判断。給与プログラム
改善指導後、続発はない。同居牛と他繁殖
農場 4 件の子牛 9 頭の血清中銅濃度を比較
した結果、差を認めず。肝臓の銅蓄積量増
加は血清中銅濃度に直接反映されず、本病
の生前診断は困難。以上の点から、本病は
予防が重要。特に給餌内容変更後の貧血・
黄疸・血色素尿等発生時は、飼料精査が重
要。 
 
172．カッコウアザミ属植物の関与が疑われ
た牛の中毒事例への対応と課題 ：鹿児島県
鹿児島中央家保 大鹿有加、山口貴一 

植物中毒は農家の生産性への影響が大き
く、有毒植物について注意喚起を行い発生
を未然に防ぐことが重要。今回、県内離島
地域において植物中毒が疑われる死亡事例
が発生。飼料検索の結果、飼料残渣の 95％
以上がカッコウアザミ属の一種と推定。死
亡牛及び同居牛の血清生化学的検査を行っ
たところ、重度の肝障害所見が認められた。
カッコウアザミ属植物はピロリジジンアル
カロイド類（PAs）の含有について報告があ
り、PAs の一部は極めて強い肝毒性を有す
るとされている。本事例は生化学的検査結
果や飼料の給与状況等から当該植物の病態
への関与が強く疑われた。離島地域は当該
植物が飼料に混入するリスクが高いため、
牛農家への注意喚起及び聞き取り調査を実

施。当該植物を見たことがある人（45％）
に対し、有毒と知っていた人は極わずか（1
％）で周知は有効。また、今後の課題とし
て植物中毒の確定診断があげられ、適切な
疫学調査や採材、毒物の検出方法の検討等
を行う必要がある。 
 
173．脾臓破裂により斃死した牛伝染性リン
パ腫の一例：沖縄県宮古家保 川畑敦 

令和 3年 9月に繁殖用黒毛和種 13歳の雌
牛が食欲低下を示し死亡、病性鑑定を実施。
当該牛は臨床獣医師により、同年 8 月に牛
伝染性リンパ腫ウイルスリアルタイム PCR
検査で、高リスク牛と判定。剖検所見では
腹腔に約 50 l の血様腹水と大量の血餅。脾
臓の著明な腫大と裂孔。肺、心臓に多巣状
性に乳白色充実性腫瘤、骨盤腔に腫大した
リンパ節を複数確認。病理組織学的には、
脾臓で小型円形腫瘍細胞が充実性に増殖、
腫瘍細胞が浸潤・壊死する脾柱も多見。肺、
心臓の乳白色充実性腫瘤と骨盤腔リンパ節
は、脾臓と同様の腫瘍細胞が増殖。腫瘍細
胞は、免疫組織化学的に CD3 陰性、CD5、C
D20 陽性の B 細胞由来のため、牛伝染性リ
ンパ腫と診断。脾臓破裂の原因は、脾臓内
での著明な腫瘍細胞増殖の他、脾柱内への
腫瘍細胞浸潤・壊死による脾臓構築の脆弱
化も重要な要因。 
 
174．管内牛農場における胆管癌報告：沖縄
県八重山家保 松本航平 家畜衛生試験場
  奥村尚子 

【はじめに】胆管癌は胆管上皮細胞由来
の悪性腫瘍で、詳細な報告が少ない。管内
で確認された胆管癌について報告。【発生
概要】８歳齢の母牛に削痩、発熱、黄疸、
橙色尿がみられ、予後不良と判断、鑑定殺
後に解剖。【検査内容】血液生化学検査、
細菌学的検査、病理組織検査を実施。【結
果】GOT、GGT、T-Bil、LDH、BUN 及び CRE
上昇。全身性黄疸、黄色腹水貯留、腹膜炎、
肝臓とリンパ節の腫大、肝臓や胆嚢及び総
胆管で白色腫瘤を確認。肺と肝臓で複数の
菌を分離。肝臓及び胆嚢で腺上皮細胞由来
腫瘍細胞が、豊富な結合組織を伴いながら
浸潤増殖し、既存構造が消失、壊死や出血、
線維素析出、胆汁を確認。腫瘍細胞の細胞
異型は中程度で、有糸分裂活性は高い。構
造残存部で、胆汁栓、細胆管反応を確認。
肺と肺門リンパ節で転移巣、脾臓、第三胃
では漿膜面に播種を確認。肝臓や胆嚢、肺、
肺門リンパ節、腹膜の腫瘍細胞は抗ケラチ
ン/サイトケラチン抗体陽性。【まとめ】今
回の症例は、総胆管に腫瘤を形成し、閉塞
性黄疸と肝細胞性黄疸による不完全黄疸が
見られた点が特徴的な胆管癌と診断。 
 
Ⅰ－5 生理・生化学・薬理 
 
175．疾病牛及び牛伝染性リンパ腫ウイルス
感染牛の病態予測における血清中亜鉛濃度
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測定の有用性の検討：石川県南部家保 玉
鉾紗智 

疾病牛及び牛伝染性リンパ腫ウイルス(B
LV)感染牛の血清中亜鉛濃度(血清 Zn)を測
定、病態予測の指標としての有用性を検討。
ホルスタイン種経産牛を対象に、疾病牛 34
頭(疾病群)及び健康牛 16 頭(対照群)の血
清 Zn 他、一般的な生化学的検査項目を測
定。また、BLV 遺伝子検査陽性の 20 頭(BLV
感染群)の血清 Zn と血中プロウイルス量を
測定。対照群の平均血清 Zn は 96.4µg/dl
で、疾病群は 49.5µg/dl と有意に低値(p＜
0.01)。牛伝染性リンパ腫(EBL)発症牛及び
予後不良の炎症性疾患牛は 32.9µg/dl と更
に低値。BLV 感染群の平均血清 Zn は 91.9µ
g/dl で、血中プロウイルス量との相関は認
められなかった(r＝-0.03)。以上より、血
清 Zn は一般的な生化学的検査項目と併せ
て疾病牛の予後判定の指標として有用であ
ると推察。また、血清 Zn は EBL 発症牛では
低値であったが、BLV 感染群では基準範囲
内で、発症も認められていなかったことか
ら、病態の進行が血清 Zn に影響を与える可
能性が示唆。 
 
176．黒毛和種の採胚成績と血液生化学性状
および抗ミューラー管ホルモン(AMH)との
関係調査：三重県中央家保 髙﨑美帆、庄
山剛史 
 AMH はヒトでは卵巣予備能の有用なマー
カーである。今回、採胚前の 1 カ月間、高
蛋白高栄養飼料を給与している繁殖和牛農
家において、供胚牛の血液生化学検査（Gl
u、NEFA、BHB、TCHO、BUN、Alb、Ca、GOT、
GGT）、BCS 測定及び AMH 測定を行い、採胚
成績向上の指標にできるかを検討。その結
果、高蛋白高栄養飼料給与により採胚 2 週
間前及び採胚時の Glu、BHB、BUN、GOT、GG
T の値が上昇し、採胚後に低下。採胚成績
と血液生化学検査結果の重回帰分析では採
胚 2 週間前の AMH、TCHO 高値かつ BUN、GOT
低値、採卵時の AMH、BCS、Glu、BUN 高値で、
回収胚数及び正常胚数の向上に相関あり。
一般的に高 BUN の場合、アンモニアの影響
により供胚牛の採胚成績は低下するが、高
蛋白高栄養飼料給与が短期間であったた
め、影響が少なかったと考えられる。AMH
の値については、回収胚数が多い（≧11 個）
牛は高く、少ない（≦5 個）牛は低い傾向
にあり、供胚牛選定の指標として利用可能
と考えられた。 
 
177．県内肥育牛の血中ビタミン A 検査概要
：徳島県徳島家保 中下弘子 鈴木幹一郎 

肥育牛では、肉質向上のためビタミン A
（VA）を肥育中期に制限する飼養管理技術
（VA コントロール）が普及。平成 28 年 4
月から令和 3 年 11 月まで 26 戸、延べ 3,38
7 頭（黒毛和種 1,453 頭、交雑種 1,934 頭）
について、高速液体クロマトグラフィー法
で VA 濃度を測定。検査牛月齢を肥育ステー

ジ別に育成期（10 か月齢以下）、肥育前期
（11～15 か月齢）、肥育中期（16 か月齢～
20 か月齢）、肥育後期（21 か月齢～25 か
月齢）、仕上げ期（26 か月齢以降）に分類。
検査依頼頭数は、黒毛和種で育成期（570
頭）、交雑種で肥育前期（715 頭）が多く、
血中 VA 平均濃度の推移は、ともに育成期（1
06、95.1IU/dl）から肥育中期にかけ低下（6
7.5、57.6IU/dl）、肥育後期で最も低値（5
0.4、53.6IU/dl）。また、一般に VA 欠乏症
状発現の目安とされる血中 VA濃度 30IU/dl
以下を示す個体は、104 頭（3.1％）認めれ
らた。血中 VA 検査は、県内肥育農家 VA コ
ントロールに活用されている。 
 
178．母牛に血中ビタミン A 欠乏が認められ
た肉用子牛の病性鑑定 2 症例：徳島県西部
家保 小原彩子 山本由美子  
 2021 年 11 月より、管内肉用牛一貫経営
農場で、虚弱及び呼吸器症状を示す子牛散
発。うち 2 頭について病性鑑定実施。症例
１：黒毛和種、雌、4 日齢。出生時より虚
弱。解剖検査では、化膿性腹膜炎。細菌検
査では、主要臓器より大腸菌分離。血液検
査では、血中ビタミン A 検出限界以下。大
腸菌による敗血症と診断。症例 2：黒毛和
種、雌、2 日齢。出生時より起立不能。解
剖検査では、小脳の大孔への嵌入。細菌検
査では、主要臓器より大腸菌分離。血液検
査では、血中ビタミン A 検出限界以下。母
牛、子牛ともに牛異常産関連ウイルス抗体
2 倍以下。小脳奇形及び大腸菌による敗血
症と診断。症例 1、2 の母牛血液検査では、
血中ビタミン A がそれぞれ 24 IU/dL、28
 IU/dL と低値。母牛の血中ビタミン A 欠
乏が子牛の虚弱の原因と考察。今後、妊娠
期間の血中ビタミン A 濃度測定に基づく飼
料給与見直しを行い、母牛血中ビタミン A
濃度が適正に維持されるよう検討。 
 
179．肉用牛農場で発生した銅中毒事例：徳
島県西部家保 山本由美子 
 2021 年 8 月、管内肥育牛農場において、
呼吸器症状、眼球突出、腹部膨満を呈し死
亡する牛が散発。２頭について病性鑑定を
実施。検体１：肉用交雑種、雌、2 カ月齢、
鑑定殺。症例２：肉用交雑種、雄、4 カ月
齢、斃死例。共通所見として、病理解剖検
査では、各臓器及び脂肪織の黄色化、肝臓
の硬化、腎盤水腫、化膿性肺炎。病理組織
学的検査では、肝臓全域で肝細胞変性、ロ
ダニン染色で肝細胞質内に茶褐色顆粒多数
確認。解剖牛及び同居牛の血液生化学的検
査では、症状を呈する個体で肝酵素高値。
銅濃度測定では、症例２の肝臓で中毒量の
銅検出。銅中毒と診断。当該農場では、代
用乳、人工乳に加え、銅を含むサプリメン
トを添加。サプリメント中止後、事故率低
下。近年、疾病予防や成長促進効果を期待
してプレミックス飼料を給与する農場が増
えているが、子牛は銅排泄能が低いため、
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過剰投与とならないよう注意喚起が必要。 
 
180．難治性貧血を主徴とした肉用繁殖雌牛
の２症例：愛媛県中予家保 西野由里絵、
徳永康子 
 2021 年度、管内公共牧場で飼養する 157
ヶ月齢（症例 1）と 199 ヶ月齢（症例 2）の
肉用繁殖雌牛 2 頭で重度貧血を示したため
病性鑑定を実施。症例１は重度削痩、脾腫
顕著、腫大と胸骨・肋骨骨髄の赤色化を呈
し、脾臓、胸骨・肋骨骨髄に異形リンパ球、
特に脾臓でリンパ球様腫瘍細胞の増殖、赤
血球を貪食する腫瘍細胞を認めたため T 細
胞性リンパ腫と診断。骨髄に T 細胞性の腫
瘍細胞が浸潤し、造血機能が正常に働かな
かったと考えられた。本症例の国内報告数
は少なく、症例の蓄積が必要。症例 2 は第
一胃及び第二胃内に双口吸虫の重度寄生や
壊死性化膿性腎炎を認め、血液検査により
鉄欠乏と長期のγグロブリンの上昇が認め
られたため腎機能の低下により貧血を呈し
たと考えられた。同一農場の 2 頭で同時期
に貧血症状を示したが、病態は全く異なっ
ていた。今後も治療方針や再発防止対策を
検討するには、多角的なアプローチにより
原因を究明することが重要。 
 
Ⅰ－6 保健衛生行政 
 
181．過酢酸製剤を用いた実証試験に基づく
ヨーネ病対策農場の実践的な衛生管理方法
の提案：北海道釧路家保 互野佑香、宮根
和弘 

ヨーネ病対策として効果的かつ実践的な
衛生管理方法の提案をするため、ヨーネ菌
に有効で安全性も高い過酢酸製剤に着目。
実証試験により過酢酸製剤に消石灰と同等
以上のヨーネ菌の除菌効果があり、有機物
の影響も小さいことを確認。また、合成ゴ
ム、ステンレス、ポリプロピレンへの腐食
性が低く、牛の嗜好性への影響もないこと
を確認。ヨーネ菌の感染リスクは哺乳期か
ら育成期で高く、排菌リスクは育成期以降
高くなることを踏まえ、重点的に衛生管理
を行う場所として育成舎及び分娩舎を選
定。過去の環境検査成績及び育成牛や新生
子牛の動線から育成舎では飼槽及び水槽、
分娩舎では牛床の汚染をリスク要因と分
析。有効かつ簡便なリスク低減方法として
飼槽及び水槽への過酢酸製剤使用、牛床へ
の定期的な消石灰散布を提案。過酢酸製剤
の有用性と使用方法、衛生管理方法の提案
を合わせたマニュアルを作成。 
 
182．ATP 拭き取り検査機器を用いた搾乳衛
生向上指導：埼玉県熊谷家保 梅野杏奴 
 従業員の搾乳衛生向上を目的に有機物に
含まれるアデノシン三リン酸を汚れの指標
とした検査(ATP 検査)により農家を指導。A
TP 検査は測定値(ATP 値、単位 RLU)が低い
ほど清浄性は高い。対象酪農家 1 戸(パーラ

ー、搾乳頭数 210 頭)の従業員 5 名のうち新
人(A)と熟練者(B)の搾乳技術を比較。A、B
が各自清拭した 18 頭の乳頭各 18 か所を測
定。結果、平均 ATP 値 A2666.6、B768.1 で、
A は B より搾乳技術が劣る事が明確化。搾
乳後半に ATP 値が高い傾向も確認。結果を
基に従業員研修会を開催し従業員自らが問
題点と対策を検討。問題点は清拭布接触面
の乳頭毎の変更未実施、清拭布の未消毒等
と判明。基本的搾乳手順の徹底、清拭布の
消毒等の改善対策を実施。対策後の ATP 値
は、A718.4、B726.4 となり A の清浄度が改
善、技術差が平準化。搾乳後半に高かった
ATP 値も改善。畜主は従業員教育に ATP 検
査の継続利用を希望。自主検査マニュアル
の作成及び技術指導を実施。農家の搾乳衛
生向上のため今後も指導する。 
 
183．耕作放棄地を利用したワンシーズン放
牧による希少なジャージー牛肉生産：山梨
県東部家保 平野春菜、古屋元宏 

本県では高齢化等に伴い増加する耕作放
棄地解消の一方策として家保が中心となり
肉用牛等の耕作放棄地放牧を推進。このう
ち県事業を導入し耕作放棄地放牧を開始し
た耕種農家 S 氏の取組は年中行事として定
着し、平成 23 年から現在まで 10 年以上継
続的に実施。近年は観光 F 牧場が牛肉の販
路に参入。全国的に殆ど例のないジャージ
ー去勢牛を活用した放牧。春～晩秋まで放
牧し、その後出荷するワンシーズン放牧の
スタイル。ジャージー牛は産肉量が少ない
が不飽和脂肪酸が和牛並みに多く、免疫力
強化が期待できるβ-カロテンが多いこと
等が特長。生産量が少ないうえ放牧牛肉と
して差別化可能で販売が有利。F 牧場では
場内売店やインターネットでも牛肉販売を
開始。SNS を活用した情報発信や試食会を
展開するなど販促が活発化。今後も放牧を
継続し、増産や販路拡大を目指すとともに、
増体や肉質向上に向けてワイン粕飼料の試
験的導入や地域にあった牧草種の選択等に
ついて支援を予定。 
 
184．農場 HACCP 推進農場指定への取り組み
：岐阜県東濃家保 林美香、山路浩志 

平成 30年に食品関連施設の HACCP手法及
びと畜場の HACCP 導入が義務化、管内の肉
牛組合において改正飼養衛生管理基準及び
輸出食肉認定施設である JA 飛騨ミートの
衛生対策に対応するため、農場 HACCP に興
味を示し、その取組を実施。令和 2 年 8 月
に地域農協を通じて農場 HACCP 勉強会の依
頼を受け農協担当者と当家保職員が協力
し、当組合の 4 戸を対象に計 6 回の勉強会
および巡回指導を実施。組合員に飼養衛生
管理基準チェックリストの申請条件を満た
す目標と申請期限を決め、家保と農協、組
合員の 3 者が農場内で実施可能な方法を検
討。4 戸共通で活用できる様式や作例を作
成したことで申請準備がスムーズに進ん
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だ。結果、令和 3 年 6 月に 4 戸が農場 HACC
P 推進農場に指定。この指定は衛生対策を
実行するきっかけとなり、飼養衛生管理基
準遵守への意識を高め、その意識を継続さ
せる成果あり。 
 
185．飼養衛生管理基準改正に伴う養牛農家
への指導：愛知県西部家保 伊藤伸将、川
本隆之 
 家畜伝染病予防法の改正に伴い、新たな
飼養衛生管理基準（新基準）が公布され、
新基準の中で飼養衛生管理マニュアル（マ
ニュアル）の作成が新設。飼養衛生管理者
（管理者）の飼養衛生レベルを向上させる
機会と考え、指導を実施。①管理者と農場
内を確認②来場者がマニュアルの農場図面
を理解しやすいように既存図面を改良する
ことの 2点を基本として指導。11月末現在、
管内 114 農場中 110 農場で指導を実施。指
導を推進する上で、①実施方法が不明確②
コスト増加③作業量増加④外部事業者への
周知が困難という課題が判明。①から③の
解消のため、令和 3 年 10 月以降、管内の優
良事例の写真等を用いた指導を実施し、高
い効果を実感、今後も継続予定。④につい
ては、農場図面への図示や写真の掲示によ
り、外部事業者が理解しやすいマニュアル
を作成・配布し、家畜衛生に対する理解を
促す指導を実施中。 
 
186．口蹄疫発生時の手当金試算値を用いた
肉用牛飼養農家の飼養衛生管理向上対策：
滋賀県滋賀県家保 西村奈都子 

管内肉用牛飼養農家の飼養衛生管理基準
（以下、基準）に対する意識向上を目的に
口蹄疫発生時の黒毛和種について手当金の
算定を行い、肉用牛飼養農家へ結果を示し
て衛生指導を実施。黒毛和種一頭あたりの
平均的な手当金は、肥育牛 107 万円、子牛
41 万円、未経産繁殖雌牛 104 万円、経産繁
殖雌牛 120 万円。飼養頭数に応じた手当金
を計算して提示し、基準の遵守状況により
手当金が減額されることがあることを伝え
た。大規模農場の多くは基準の遵守に前向
きになったが、中規模農場では手当金減額
分より基準遵守のための設備投資の方が高
額と考え、遵守に向けた取組ではなく、発
生時の廃業を選択するとの意見もあった。
そのような農場に対しては、農場内の未使
用資材を活用して設備投資を抑えた取組事
例を示したところ、事例を参考に取り組み
たいとの考えを示す農場が多く見受けられ
た。 
 
187．酪農における農場 HACCP 認証取得の取
組: 京都府丹後家保 荻野武夫、種子田功 

【はじめに】当該農場はジャージー種搾
乳牛約 30 頭を飼養、観光牧場として生産現
場を公開、乳製品の加工販売やカフェを併
設し、消費者との距離が近く、安心・安全
な生乳生産への意識が高い。2015 年 10 月

から認証取得の取組開始し、2022 年 5 月に
乳用牛で府内初の農場 HACCP 認証を取得し
たので概要を報告。【方法】認証取得支援
として研修会実施。搾乳衛生指導として全
頭乳汁検査による黄色ブドウ球菌(SA)保菌
牛の摘発と積極的な淘汰プログラム、バル
ク室の環境検査、洗浄作業の見直し実施。
【結果】2018 年６月に農場 HACCP 推進農場
を取得も期間内の認証申請に至らず、再度、
推進農場を取得し取組継続(研修会延べ 43
回）。搾乳衛生対策の徹底で SA 保菌率は 4
7%から 6%に低減し、SA による乳房炎の発生
減少。従業員の衛生管理意識の向上、経営
者と従業員との情報共有化進展、2022 年５
月に認証取得。今後もフォローアップ支援
として衛生管理システムの継続的改善を P
DCA サイクル活用により実施。 
 
188．管内肉用牛農場の JGAP 家畜・畜産物
認証取得に向けた取組：島根県出雲家保 
髙野涼子、板倉悟 
 管内黒毛和種繁殖・肥育一貫農場が県独
自の GAP 認証制度「安全で美味しい島根の
県産品認証制度(以下、基本認証)」および
JGAP 取得を希望。家保がシステム構築を支
援、模擬審査を活用して農場の取組状況を
客観的に評価。基本認証に取り組む事によ
り、GAP の基礎や、抗生物質・注射針残留
等の重大事項への対応手順を確立、JGAP へ
の移行がスムーズになった。JGAP では労務
管理、労働安全リスク評価、アニマルウェ
ルフェアといった項目に取り組むことで、
農場運営の足りない部分が洗い出され更な
るレベルアップにつながった。一方、農場
で当たり前に行われている作業についての
見える化・リスク評価が不十分。農場運営
の客観的評価は外部の審査員による模擬審
査が有効。指導者は第三者的目線で農場を
俯瞰し、作業工程を詳細に聞き出す能力が
必要。また、JGAP では飼養衛生管理基準に
不適合がないことが要求され、その判断の
根拠として管轄家保の立入検査結果が用い
られることから今後家保の果たすべき責任
と役割はますます大きくなる。 
 
189．ミルクフィルターを活用した搾乳衛生
指導：福岡県筑後家保 日名子健司、服部
 美紀 
 農家の搾乳衛生に対する意識改革のた
め、未確認のまま廃棄されていたミルクフ
ィルター（以下フィルター）の汚染状況を
目視によりスコア化し、細菌検査を実施。
フィルター付着物は糞便や敷料が多く、分
離細菌は環境性ブドウ球菌や大腸菌など環
境由来細菌が主体。汚染状況を示すスコア
と分離細菌数に正の相関（R＝0.592）を認
めたことから、フィルター確認の重要性を
認識し、農家指導に活用。農家指導に用い
た資料は図、写真を多用し、結果が一目で
わかるように工夫、関係機関とも情報共有
を実施。これら結果の「見える化」は、酪
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農関係者に対して搾乳衛生状況を短時間且
つ簡潔に示すことが出来、搾乳手順等の改
善や問題点へのいち早い対応が可能となっ
た。農場主自らが毎日フィルターを確認す
るという取り組みの継続は、乳房炎に対す
る意識を治療から発生予防へと変え、治療
に係る抗菌剤等の衛生費削減、更には衛生
的で安心安全な生乳の生産に繋がるものと
思われる。 
 
190．牛伝染性リンパ腫の清浄化対策及びモ
デル推進地域の取組：熊本県城南家保 吉
川友晃、東幹彦  

球磨畜産農業協同組合（畜協）は、「10
年後の EBL 清浄化」を目標に球磨地域特定
疾病事業（事業）を開始。家保は当事業へ
の支援とともに、球磨郡内 M 村をモデル推
進地域と位置付け、関係機関と連携し清浄
化への取組を実施。M 村肉用繁殖雌牛の 20
20 年 EBL 検査成績は 24 戸 127 頭中、陽性
戸数 58.4%、陽性率 48.4%。2021 年実施の
前回陰性牛と新規導入牛計 78 頭の検査成
績は、新規 7 頭陽性、陽転率 12.1%。検査
成績及び疫学調査等分析の結果、外部導入
による更新、同一母牛による複数子牛への
哺乳が認められた農家で、有意に高い陽性
率を示した。更に吸血昆虫や人・物品が感
染原因となる可能性を示唆。高リスク牛の
早期隔離及び淘汰に加え、水平感染対策も
重要であり、ウイルス量に応じた牛群管理、
防虫ネット設置、陰性を確認した後継牛の
確保等を個別に指導。今後も M 村での取組
を継続することで、球磨地域の EBL 対策に
対する意識が向上し、地域全体の清浄化対
策が進展すると考える。 
 
191．家畜改良増殖法改正に伴う家畜人工授
精所への対応：熊本県城北家保 屋比久文
子、長野琢也 

R2 年 10 月 1 日に施行された改正家畜改
良増殖法（法）に基づく家畜人工授精及び
家畜受精卵移植に関わる新たな仕組みにつ
いて、管内家畜人工授精所（授精所）60 施
設に対し周知・啓発を実施。当所の対応と
して、(1)授精所開設申請の迅速な処理、(2)
法改正に関する説明会の開催、(3)定期報告
に関する対応、(4)自己点検に関する説明会
等の開催、(5)農政局による立入検査への対
応を実施。立入検査の結果、法令上の問題
は認められなかったが、授精所所有の精液
等、数量の正確な把握や授精証明書の発行
時期が遅い等の課題について改善指導を行
った。これらにより、記録等の整備や精液
等の流通管理に関する全ての授精所が遵守
すべき事柄について一定の意識の醸成が図
られた。精液等の知的財産としての価値の
保護や流通適正化のためには、今後も十分
な法令知識を持ち施設毎に丁寧な指導を行
うことで、関係者の理解と協力を得ること
が必要。 
 

192．特定家畜人工授精用精液及び受精卵の
適正管理への取組: 熊本県阿蘇家保 中村
公紀 

家畜改良増殖法の一部改正等により、特
定家畜人工授精用精液及び受精卵（精液等）
の適正管理が厳格化。一部家畜人工授精所
（AI 所）で譲渡記録簿（記録簿）の記載内
容の不備が判明。記録簿の問題点を検討し、
当所で記録簿を新規作成。新規作成した精
液記録簿は種雄牛及び採精日ごとの管理と
し、本数及び雌畜名等自家利用時の記録欄
を設け、運営状況報告時の本数確認に対応。
受精卵記録簿も供卵牛及び採卵日ごとの管
理とし、本数及び受卵牛等自家利用時の記
録欄を設けた。PC 管理用に紙台帳と同一記
録項目のファイルを表計算ソフトを使用し
作成。譲渡・譲受等の記録が適切でない AI
所に対し、作成した記録簿の記録方法を指
導した結果、精液等の適正管理が可能とな
った。今後も記録簿を活用した新規開設 AI
所等の指導を推進。また、地域ごとに記録
簿の配布及び説明会を実施し、管内全域の
家畜改良増殖法の遵守に取組む。 
 
193. 家畜人工授精所に関する事務処理マ
ニュアルの作成：熊本県中央家保 山下美
咲 

家畜人工授精所開設等に関する事務処理
業務や対処方針の円滑化と平準化を図るた
め、県下で統一した家畜人工授精所開設許
可等に関する事務処理マニュアルを作成。
マニュアルには、家畜人工授精所開設許可
等の手続きに必要となる用語の説明と様式
集、公用文の基本的な取扱い、根拠法令と
受理基準を掲載。加えて、事務処理フロー
チャート、事務処理及び許可証発行時の注
意事項、想定される事例毎の対応について
記載。さらに、添付書類等のチェック表を
作成し全職員に配付。また、令和 2 年 10
月に改正・施行された和牛遺伝資源に関す
る 2 法の概要について、管内 24 施設へ口頭
説明するとともに県ホームページを更新
し、適正な授精所業務の運営ができる体制
を整備。マニュアル作成後は、事務処理時
間が約 10 分短縮し、授精所業務に関する業
務平準化と事務処理精度が向上。今後は、
より実用性の高い内容となるように適宜改
訂。 
 
Ⅰ－7 畜産技術 
 
194．天草地域の肉用牛繁殖検診から見えた
現状と課題：熊本県天草家保 松本卓也 

管内の肉用牛繁殖農家、年間約 100 戸 12
00 頭の繁殖検診における繁殖成績低下の
要因について検討。2016 年度と比較し 202
0 年度は、平均空胎日数が 118 日から 126
日、平均初回人工授精日数が 89 日から 106
日に延長。2020 年度以降、人工授精平均回
数は約 1.5 回、受胎率は約 70％で推移。検
診牛の約 90%が授精牛であり、不受胎及び
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未授精牛の約 70%は正常と診断。繁殖成績
低下の一要因を発情確認不足と考え、作成
した資料の配付等による発情確認徹底を指
導。家畜人工授精師や獣医師との繁殖デー
タ及び処置等の相互的な情報共有による連
携を強化。繁殖障害も一要因として調査し、
多発する 30 戸を確認。その内 2 戸の代謝プ
ロファイルテスト及び飼料計算を実施。1
戸は可消化養分総量の過剰、1 戸は蛋白質
不足を確認。給与飼料の見直しを指導し、
空胎日数等の繁殖成績が改善。今回の取組
を畜産関係者との共働体制により継続し、
天草地域における肉用牛繁殖農家の生産性
向上に取組む。 
 
195．肉用牛改良データベースを用いた遺伝
的能力の分析：宮城県畜産課 髙橋弘晃、
斉藤隼人 
 本県の和牛改良の状況把握と宮城県肉用
牛改良データベース（改良 DB）情報の活用
を目的とした改良 DB のデータ分析を実施。
和牛改良の状況把握として、本県繁殖雌牛
の遺伝的トレンド（①）、改良 DB の活用方
法として、枝肉成績と子牛市場データ（②）
及び期待育種価（③）の相関、脂肪交雑期
待育種価と枝肉成績の推移（④）を調査。
①の分析では、対象 6 形質で改良の推移を
確認。1997 年～2015 年までにおよそ枝肉重
量 60kg 増加、ロース芯面積 12cm2 増加、バ
ラ厚 0.5cm 増加、皮下脂肪厚 0.15cm 減少、
歩留 1.4％増加、脂肪交雑基準値 1.4 増加
を確認。②の分析では、子牛市場上場時体
重・日齢体重と、枝肉重量で中程度の正の
相関。③の分析では、対象 6 形質全てで中
程度の正の相関。④の分析では、脂肪交雑
期待育種価 3.251以上で平均 BMSNo.10を超
える。今後、改良 DB のデータ蓄積の継続・
利用拡大を図り、優秀な種雄牛造成及び県
内の繁殖雌牛群の整備を推進。 
 
196．牛農家巡回における繁殖技術指導２事
例：秋田県中央家保 相澤はるか 石川す
ばる 

事例１ 乳・肉複合経営農家において、3
0 頭規模の肉用牛繁殖経営に転向したい
が、堆肥処理施設の不備、自給粗飼料の不
足、肉用繁殖牛の更新が進まない、などの
諸問題を抱え酪農経営を継続せざるを得な
い状況。悪循環を好転させるため、繁殖牛
更新を目的に当該農家への受精卵移植技術
支援を集中的に実施。結果、12 頭中４頭受
胎。これを機に他の問題解決へのモチベー
ションも向上。早期の経営転換を目指す。 
事例２ 30 代の若い肉用牛繁殖農家にお
いて、就農時に家畜人工授精（AI）師免許
を取得しているものの AI および繁殖管理
を外部のベテラン AI 師に一任している状
況。家保から当該 AI 師に若手の技術育成を
依頼。家保は、受胎率向上のため、繁殖牛
の選定、発情確認、同期化等を支援。AI 師
の指導のもと、当人が空胎牛に初めて AI

を実施。今後も継続して取り組み、農家自
身の繁殖技術向上による経営安定化を図
る。 
 
197．黒毛和種とジャージー種交雑種子牛生
産の試み：東京都家保 綾部文香、磯田加
奈子 

ジャージー種(J 種)を飼養する管内１酪
農家にて、黒毛和種との交雑種子牛（F1）
の生産開始。2020 年 4 月から 2022 年 1 月
生まれの J 種 19 頭と F1、12 頭の妊娠期間
と出生時体重を比較。2021 年 8 月から 10
月生まれの J 種 1 頭と F1、7 頭の発育状況
を測定。平均妊娠期間は、J 種よりも F1 が
2.3 日長い。出生時平均体重は、雄で J 種 2
5.9㎏に対し F1が 30.4kg と有意に大きく、
雌で J種 26.0㎏に対し F1が 27.8kgと同様
の傾向。初産では F1 雄の出生時体重が有意
に大きく、未経産には J 種交配を推奨。F1
の発育状況は、雄は J 種と黒毛和種の標準
体重の間で推移、雌も同様だが黒毛和種の
標準体重に近い傾向。F1 は雄雌ともに J 種
雄よりも高価格で取引され、付加価値が付
与された。F1 は体格が大きく離乳前でも輸
送ストレスに耐えられると判断し、早期出
荷したことにより、子牛管理の作業負担軽
減。F1 の今後の需要の高まりに期待。 
 
198．家畜保健衛生所での新たな ET 体制を
目指して：福井県福井県家保 西川清文 

当所では、昭和 63 年度より牛受精卵移植
（ET）向上対策事業を実施。職員の専従化
により移植技術・受胎率を維持。一方、近
年の家保業務の増加・多様化により職員の
専従化が困難な傾向。本年度、ET 業務の複
数名体制の構築および他業務の同日実施を
検討。移植者の共有事項として、移植器構
造理解、子宮内移植器操作法、現場での衛
生意識、受精卵融解法及びカルテ記録方法
を確認。更に移植可否選定基準を作成。移
植前黄体診断には超音波診断装置を使用
し、超音波画像と選定基準をもとに農家へ
説明。資材管理統一のため、ET セット及び
車内レイアウト整理。1 回の出動で他畜種
などの複数事業を併せて行える環境を整
備。令和 3 年 4 月から 12 月までの移植成績
は依頼件数 227 件、移植者は 5 名で受胎率
は担当者が 45.4％（49/108）、担当者以外
が 43.9％で昨年度と同様の依頼数および
受胎率を維持。 
 
199．管内一酪農場における定期繁殖検診を
主体とした生産性向上効果：長野県佐久家
保 西村瞳  
 管内一酪農場において、平成 26 年から生
産性向上に向けた取り組みを開始。毎月一
回の定期繁殖検診による繁殖性の向上、牛
群ドック等による飼養管理指導、牛伝染性
リンパ腫（EBL）対策を継続実施。定期繁殖
検診では診療獣医師と連携し、必要に応じ
た処置などで繁殖効率の改善を支援。牛群
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ドックにより飼養管理の改善を指導。EBL
対策では定期検査による感染状況のモニタ
リングや選別淘汰を実施。その結果、平成
26年当初と比較して受胎率が 37.6％から 5
0.7％に、平均空胎日数が 194.5 日から 89.
2 日に改善。個体乳量は 25.1kg から 31.8k
g に増加。EBL は当初陽性率 27.0％が令和
３年度に清浄化を達成。このような定期繁
殖検診を主体とした生産衛生管理指導・支
援の機動的かつ継続的な取り組みが一酪農
場のモチベーションを高め、飼養管理の改
善と生産性向上に繋がった。今後も同様の
取り組みにより、畜産農家の課題解決に貢
献したい。 
 
200．肉用子牛育成指導の効果：兵庫県淡路
家保 岩木史之、仁里小夏 

2006 年から「淡路和牛飼養管理マニュア
ル」に基づく肉用牛繁殖農家の子牛育成技
術指導を行い、その効果を子牛市場で測定
した日齢、体重、体高の成績により確認。
調査対象（モデル牛）と対照（対照牛）の
比較では、モデル牛の過肥及び痩せた牛の
割合は、共に対照牛より低い。モデル牛の
体高以外の項目全てにおいて、指導期間中
は指導前及び指導後と比べ高い。モデル牛
の中で成績上位の農家は長期の指導を受け
ていたが、指導期間と成績の間には相関は
なく、更に期間が長くなるに連れて成績の
上昇は停滞。以上からマニュアルに基づく
育成指導は効果があるが、取組を短期で終
了すると指導の効果は現れにくく、長期間
の取組が実施できる農家に特に有効。しか
し、指導期間が長期に渡ると成績が伸びず、
効率的な指導期間や農家選定の検討が必
要。 
 
201．初乳衛生の点検を通じた哺育育成牛の
下痢予防対策：鳥取県西部家保 高橋希 
相見千恵子 
 令和 2 年 12 月、管内大規模酪農場の哺育
育成牛舎において下痢症状が多発。病性鑑
定の結果、牛コロナウイルス（BCoV）のほ
か複数の病原体による混合感染と判明。妊
娠牛への下痢五種混合ワクチン接種と並行
し、哺育育成牛舎での下痢対策を検討。子
牛の初乳摂取評価、初乳の細菌検査・哺乳
器具の洗浄確認検査を行い、育成牛舎担当
従業員・関係機関と連携しながら改善策を
協議。取組として初乳給与時間や哺乳器具
洗浄方法の見直し、自主的な牛舎・ハッチ
の消毒を徹底。取組後、哺育育成牛の下痢
・治療回数は減少。令和 3 年 10 月、育成牛
における BCoV 発症時も症状の重症化・牛舎
内まん延を軽減。現在牛舎内の煙霧消毒を
加え、今後も関係機関とともに牛舎飼養環
境改善を支援し、下痢症予防対策を継続。 
 
202．和牛肥育におけるビタミン A コントロ
ールの再検証（血液検査結果と枝肉成績の
分析）：鳥取県倉吉家保 錫木淳 

 和牛（黒毛和種）肥育において、枝肉の
脂肪交雑（BMS）改良を目的として一定期間
ビタミン A（VA）を制限し血中 VA を低く抑
制する技術が普及。一方、和牛改良により
全国的に BMS は増加の一途。VA コントロー
ルの再検証を目的とし、平成 27 年度以降当
所で血中 VA を検査しかつ枝肉成績入手可
能であった延べ 266 頭（実頭数 160）につ
いて血液検査結果及び枝肉成績を分析。種
雄牛の BMS 育種価による高・中・低（H、M、
L）、肥育ステージ毎の血中 VA レベルの高
低により群分けし BMS 等を評価。結果、BM
S の H・M 群間比較では H 群が有意に高かっ
た。なお、去勢と雌では同じ傾向。一方、H
群内での BMS について、血中 VA レベル高低
による群間比較では有意差は認めなかっ
た。以上から、近年の高育種価種雄牛を父
に持つ肥育牛では、VA コントロールの効果
とリスクを考えれば、VA 欠乏させない摂食
量優先の飼養管理が重要と推察。 
 
203．家畜人工授精所における業務報告書作
成の簡便化：岡山県高梁家保 三柳和志、
横内淳一郎 
 令和 2年 10月に和牛遺伝資源の適正な流
通のため家畜改良増殖法が一部改正され、
家畜人工授精用精液等の流通・取扱の厳格
管理や報告義務が家畜人工授精所に課せら
れた。しかし、改正内容が複雑で文書通知
のみでは周知が困難だと考えられたため、
当家保では実務者向けに研修会や立入指導
を実施。記録の重要性については理解を得
られたが、業務上の負担が増大するなど課
題が多い。特に業務報告書に伴う譲渡等記
録簿の作成への対応が分からないという意
見が多かった。報告等に活用できると考え
られる国の精液等情報システムの機能が十
分に拡充されていないため、授精簿として
使用しながら報告様式に簡便に入力ができ
る Excel ファイルを当家保で作成。このフ
ァイルを用いて管内家畜人工授精所に活用
指導と実地指導を行ったところ、実務者か
らは好感触が得られ、利用を開始している。
今後は引き続きファイルの精査と普及を行
い、家畜人工授精所の適正な管理指導に努
める予定。 
 
204．A3 テスターによる搾乳機器衛生基準
値の作成と指導：岡山県井笠家保 武藤多
佳子、金谷真澄 
 管内では近年バルク乳検査の耐熱性菌数
が増加傾向にある。その原因は搾乳機器の
洗浄不良にあるとされ、拭き取り培養検査
（検査）を行ってきたが、結果報告が翌日
以降で、農家への指導効果が薄れていた。
有機物に含まれる ATP（アデノシン三りん
酸）等を汚れの指標とし、発光量で示す A3
テスターを用いた検査は、食品分野で広く
活用され、数分で結果が示されるが、搾乳
機器に対して基準値が定まっていない。そ
こで、A3 テスターの基準値を決めるため、
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管内酪農家 9 戸の搾乳機器類の 122 カ所か
ら採材し、従来の検査方法と A3 テスターを
併用し、細菌数（CFU/ml）と RLU（発光量）
を測定。データの分布解析によりクロー、
ライナーゴム、ミルクジャー、バルクタン
クは 200RLU を基準値とした。生菌数が高い
と RLU も高い傾向があった。今後はさらに
基準値の精度を上げるとともに、基準値が
定まらなかった箇所については、原因究明
を図りながら引続きデータを収集し基準値
を求めたい。 
 
205．畜産生産能力・体制強化推進事業を活
用した肥育素牛への受精卵移植推進：岡山
県井笠家保 金岡孝和、佐野通 
 交雑種雌牛の繁殖機能及び産肉能力の効
率的な活用を行う和牛受精卵移植（ET）に
よる一産取り肥育は、繁殖と肥育の高度な
技術が要求される。平成 31 年度より交雑種
肥育牛 500 頭規模農場を対象に、当事業を
活用し ET を実施。平成 31 年度は供試牛に
対する 60 日妊娠割合(妊娠率)が 20%(5/2
5）、また、流産が 2 頭と低調。そのため定
期的に血液生化学検査を実施し、結果に基
づく指導を実施。その結果より、血中 T-ch
ol 及び NH3 濃度、BUN が大きく基準値を超
過していたため、蛋白飼料の給餌減少を指
導。また血中 GLU 量の有意な低下（P<0.05）、
ビタミン A 濃度の著しい低下も確認された
ため、良質の粗飼料の増餌、分娩 2 ヵ月前
からのビタミン A 給与を指導。以上の取組
みの結果、令和 2 年度成績は、妊娠率 45%
（35/78）と改善。今後さらに調査研究を重
ね、本技術の確立と推進に務めたい。 
 
206．牛群検定成績を活用した酪農経営改善
の取組：山口県西部家保 上野智加、石村
麻莉乃 
 牛群検定を取り入れている酪農家に対
し、家保、農林総合技術センター、酪農協
同組合等の関係機関と連携した支援を実
施。そのうち A 農家では、労働力の減少に
伴う飼養環境の変化により、乳量減少、乳
質低下、労力負担の増加、繁殖成績の悪化
がみられたため、重点的に支援。飼料設計
等の見直しにより、乳量が増加し乳質も向
上。また、労力の軽減対策として、飼料給
与回数及びミルカー台数を削減し、1 日 3
時間の労働時間短縮を実現。さらに、月 2
回の繁殖検診の実施や繁殖記録ボードを活
用した繁殖管理に取組み、初回授精日数が
約 53 日(133.8 日→80.5 日)、経産 JMR が約
20 日(53.4 日→33.0 日)に短縮。以上の取
組みにより、労力軽減と収入向上を実現し
たが、粗飼料の品質向上や繁殖障害治療に
より経費負担は増加。今後は、自給飼料を
組み合わせた飼料給与体系の構築及び農業
共済組合との連携による慢性乳房炎予防対
策を含め、さらなる経営改善対策に取組む。 
 
207．肉用牛一貫農場における新生子牛初乳

摂取状況の改善に向けた取り組み(第一報)
：徳島県徳島家保 大道真見 片山久美子 
 管内肉用牛一貫農場において、子牛の疾
病予防及び死亡率低減のため、平成 31 年度
から令和 3 年度現在まで初乳摂取状況を調
査。1 日齢から 7 日齢の新生子牛について、
血清総蛋白、γ-グロブリンを測定し、血清
IgG 濃度の推定及び受動免疫移行不全(FP
T) か否かを判断。管理担当者に対し、初乳
給与の重要性を説明するとともに、初乳の
給与方法及び子牛の管理について指導。FP
T 子牛の発生は、母牛が経産牛の場合、22
頭中 16 頭(72.7％)、初産牛の場合、27 頭
中 24 頭(88.9％)。年度毎の割合は、平成 3
1 年度 6 頭中 6 頭(100％)、令和 2 年度 28
頭中 24 頭(85.7％)、令和 3 年度 15 頭中 10
頭(66.7％)と減少傾向で推移。調査した子
牛における離乳月齢(5 ヶ月齢)までの死亡
率も、平成 31 年度 6 頭中 1 頭(16.7％)、令
和 2 年度 28 頭中 2 頭(7.1％)、令和 3 年度
は現時点で 15 頭中 0 頭（0％）と減少傾向
で推移。この取り組みの結果、子牛の死亡
率低下に貢献。今後、初乳の糖度(Brix 値)
を測定し、質についても併せて検討予定。 
 
208．子宮内膜細胞診用器具を用いた簡易的
子宮内細菌検査方法の検討：徳島県西部家
保 岩田裕美 山本由美子 
 牛の子宮内膜炎には臨床症状を呈さず長
期不受胎となる潜在型がある。近年、潜在
型子宮内膜炎診断の一助として、子宮体部
に専用の器具を挿入し細胞を掻き取り多核
好中球の割合（PMN％）を算定し炎症を確認
する方法（5％以上で内膜炎と診断。）が考
案されている。同時に子宮内の細菌検査も
行うことが望ましいが、子宮洗浄が必要な
ため作業が繁雑で実施頻度は限られる。そ
こで今回、子宮内膜細胞診用器具を応用し、
細胞診と同時に子宮内細菌の分離を試み
た。産後種付け前や長期不受胎牛 7 頭実施
した結果、3 頭で PMN が 26.3％、18％、8
％となり内膜炎と診断。他 4 頭は PMN0％。
また 4 頭から大腸菌群、4 頭からレンサ球
菌、1 頭からグラム陰性桿菌を分離（のべ
頭数）。今後は実施回数を重ね、子宮内感
染菌種を調査し、産後の子宮回復状況把握
や潜在性子宮内膜炎の診断治療に利用する
ことで、飼養牛の空胎日数短縮に期待がも
てる。 
 
209．自然哺乳母牛へのダブルオブシンク法
の応用の検討：徳島県西部家保 竹元一軌
 尾川誠次郎 
 授乳中の黒毛和種繁殖雌牛は離乳された
母牛と比較して分娩間隔が延長する傾向が
ある。そこで授乳中で発情兆候が認められ
ない母牛へのダブルオブシンク法の応用に
ついて検討。ダブルオブシンク法はオブシ
ンク法を 7 日間隔で 2 回繰り返す定時授精
法。方法は初回の性腺刺激ホルモン放出ホ
ルモン（GnRH）を Day0 とし、Day7 にプロ
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スタグランジン（PG）F2α、Day10 に GnRH
投与を 1 クール目とし 1 回目のオブシンク
法の実施 7 日後にあたる Day17 に GnRH、Da
y24 に PGF2α、Day26 に GnRH 投与を 2 クー
ル目のオブシンク法とした。人工授精は Da
y27 に定時に実施。供試牛は黒毛和種、52
ヶ月齢、分娩後 37 日の子つきの授乳牛 1
頭で、各ホルモン処置毎に超音波画像装置
で卵巣状態を観察。Day0 は左卵巣に 5mm の
卵胞（F）2 個、右 5mm 以下 F3，Day7 左 5m
mF1，10mm 黄体（CL）1，右 5mmF1，Day10
左なし 右 15mmF1，Day17 左 10mm 以下 F2，
右 10mmCL1，Day24 左 10mm 以下 F2，右 10m
mCL2，Day26 左なし，右 10mmF1 を確認。ホ
ルモン処置により卵巣静止の治療として一
定の効果はあると思われた。妊娠鑑定は未
実施。 
 
210．キャトルセンター出荷成績 V 字回復ま
での道のり：長崎県五島家保 七島琳、木
村夏美 

地域の繁殖基盤強化にキャトルセンター
（以下 CC）は大きな役割を担っているが、
CC 出荷牛の家畜市場成績は農家出荷牛の
それと比べ低迷。管内農家からは CC の飼養
管理改善に早急に取組むべきとの意見あ
り。関係機関で協議の結果、預託牛受入時
の体制や従業員数及び人材育成が不十分、
農家意見の協議の場がない等の意見あり。
真菌症等疾病やストレス対策として預託牛
受入時の関係機関も加わった疾病対策強化
や発育のばらつきが少ない群編成、CC 増頭
や新従業員育成対応のため従業員増員とマ
ニュアル整備、CC の現状、課題共有のため、
CC 改善協議会を設立し、部会、ごとう農業
協同組合及び関係機関で定期的に協議。結
果、令和 3 年 7 月と令和 4 年 3 月の CC 出荷
牛と農家出荷牛のセリ平均価格差は去勢で
-92,517 円から-9,902 円、雌で-107,400 円
から-63,039 円と特に去勢で V 字回復。地
域版子牛飼養管理こよみ改訂や CC 飼養管
理の検証・改善等進め、地域一丸で五島の
畜産振興に寄与したい。 
 
211．妊娠関連糖タンパク検出キットを用い
た肉用牛繁殖検診業務への応用：熊本県阿
蘇家保 横山輝智香 

種雄牛と繁殖雌牛 100 頭の牧野飼養農場
で、血液中の妊娠関連糖タンパク検出によ
る妊娠検査キット（キット）を用いた検診
を実施し、有用性を検討。交配日不明の牛
35 頭の妊娠鑑定をキットと直腸検査（直
検）で実施。要した時間と妊娠鑑定（+）、
（-）、（±）の頭数を比較。時間はキット
で 75 分（採血 45 分、検査 30 分）、直検で
45 分。鑑定は（+）、（-）、（±）の頭数
が、キットで 28、6、1 頭、直検で 19、1、
15 頭。直検で（±）判定 15 頭のうち 10 頭
をキットで（+）と判定。キットによる妊娠
鑑定は感度及び特異度が直検より高いた
め、経験 1 年未満の技術者が 1 名で実施可

能。採血のみの時間は直検と同等。交配日
不明牛も採血のみで早期妊娠診断が可能と
なり、家保における人員、労力を大幅に削
減可能。従来の繁殖検診と併用で、農家も
非妊娠牛のみに発情観察を集中。再 AI 日数
の短縮が可能となり、繁殖管理の飛躍的効
率化と生産性が向上。今後もより効果的な
キットの活用法を検討する。 
 
212．代謝プロファイルテストを反映したＶ
Ａの飼料添加による黒毛和種繁殖農場の繁
殖成績向上への取組：宮崎県延岡家保 甘
城佑季 
生産性向上を図るために巡回指導を行って
いる黒毛和種繁殖農場において、代謝プロ
ファイルテスト(MPT)の結果から飼料の改
善を指導。BUN、Alb、Glu、T-Cho、AST、G
GT の 6 項目と、ビタミン A(VA)濃度を測定。
前者の検査より蛋白質不足や給与量過多を
疑い、飼料設計の見直しを提案するも変更
には至らず。一方、血中 VA 濃度はいずれの
個体も 100 IU/dl を下回っており、VA 含有
飼料添加剤の給与を提案し、令和 2 年 4 月
より給与開始。給与開始 3 か月後の検査で、
102.0～160.0 IU/dl に改善。巡回を開始し
た令和元年 5 月時点の受胎率 26.1％、空胎
日数 127.1 日に対し、令和 3 年 8 月時点で
は、受胎率 52.2％、空胎日数 90.6 日と大
きく改善。今後、他の農場についても栄養
状態の改善を取り入れた繁殖指導を行い、
｢1 年 1 産｣を目指し分娩間隔の短縮に取り
組む。 
 
Ⅰ－8 その他 
 
213．和牛遺伝資源保護への対応と課題：秋
田県南部家保 由利奈美江 佐藤 龍 
 和牛精液等の中国への不正流通発覚以
降、家畜改良増殖法（以下、法）の改正等、
国を挙げて和牛遺伝資源保護へ取り組んで
きた。法改正に対応して当家保では国が実
施する調査や周知の一員として資料等の配
布、家畜人工授精所（以下、授精所）に義
務付けられた自己点検内容の取りまとめ、
更には説明会を開催し、授精所の開設を指
導。結果、人工授精師の遺伝資源保護への
意識が高まり、管内の授精所数は平成 30
年までの 7件から令和 3年には 45件と大幅
に増加。一方、昨年末、授精所未開設農家
で産子の血統矛盾事例が発生。対策として
①登録業務を担う農協職員と合同立入、原
因究明及び種付台帳の精査、②農家立ち合
いのもとボンベ内精液及び証明書の整理、
③ボンベ内配置図作成、④授精所開設へ誘
導、⑤繁殖管理記録簿の管理について指導。
特に整合性のない大量の精液及び証明書は
廃棄の方向で検討。今後も和牛の知的財産
権を損なわぬよう、人工授精師の法への理
解醸成と意識高揚を図る。 
 
214．出荷日齢における発育及び体型を考慮
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したあきた総合家畜市場子牛取引価格デー
タの解析：秋田県北部家保 青谷大希 

【目的】近年、上場子牛に出荷日齢の長
期化と過肥の傾向。事故率上昇、飼い直し
による飼育期間増、繁殖障害の懸念から、
適正な日齢、体重での出荷が重要だが、出
荷日齢に対する発育、過肥や痩せを考慮し
た収益性の検討は不十分。そこで、体高、
体重を評価値化してモデルに組込み、売却
価格に影響を及ぼす諸要因の効果と、日齢
による売却価格の変動を解析。【方法】R
言語を用い、雌、去勢別に、過去 2 年間の
売却価格を従属変数、市場開催月、地域、
出場順、自卵/受卵、体高評価値、体重評価
値、落札者、出荷日齢を説明変数とする重
回帰分析。【結果】体高は標準との偏差 1%
につき雌で 8,589 円、去勢で 10,103 円の効
果。体重増に伴う価格上昇は、雌では標準
＋10%を超えると有意な効果なし。去勢では
標準＋20%を超えても価格は有意に上昇。出
荷日齢 1 日毎の価格上昇効果は、雌では 29
0 日、去勢では 285 日を超えると低下した。
本解析結果を活用し、適正日齢、体重での
出荷を指導していく。 
 
215．ブランド牛乳生産者グループで取組む
乳質向上：神奈川県湘南家保 湯本森矢、
荒木尚登 

当所管内のブランド牛乳生産者グループ
（生産者 G）で乳質向上のための取組みを
行った。生産者 G は管内 1 地域 3 戸からな
り、平成 29 年にブランド牛乳を商品化。令
和 3 年、生産者 G 全体で乳質向上の取組み
を開始。民間獣医師、県畜産会、県畜産技
術センター、家畜保健衛生所（家保）等が
連携。各農場で搾乳立会を実施し、問題点
の抽出、リスク評価し、リスクの大きさと
対策の難易度で対策の優先度を決定。家保
は優先度に応じ使用資材の変更等、具体的
な対策を提案。その後、関係者一同で合同
勉強会を行い、情報共有。家保は勉強会後
に、体細胞数の高い牛の摘発・淘汰等の基
本的な対策の指導やバルク乳体細胞数等の
現状の確認などのフォローアップを実施。
以上の取組みにより、問題点を合同勉強会
で共有し、自分の農場の弱点や他の農場の
良いところを認識でき、生産者 G 全体が乳
質向上意識を持つことができた。今後も関
係団体と連携し、乳質向上に関する取組み
を継続。 
 
216．搾乳機器の拭き取り検査を活用したバ
ルク乳生菌数増加への対応：新潟県中越家
保 大川原志織、漆原麻純 
 家保で毎月バルク乳細菌検査（バルク乳
検査）を実施している一農場において、令
和 3 年 8月のバルク乳検査で生菌数が 13,6
00CFU/ml(前年平均 3,418CFU/ml)と非常に
多く分離。9 月 1 日に、管理獣医師と共に
搾乳機器の洗浄工程の確認及び拭き取り検
査を実施。結果、アルカリ洗浄時の pH が 9.

2 と低く、使用洗剤量が不足していた。さ
らに洗浄後のロングミルクチューブ内部の
拭き取り検体から、レンサ球菌及び大腸菌
群が多数分離され、チューブの経年劣化が
疑われた。指導により、畜主は直ちにアル
カリ洗剤を増量し、ロングミルクチューブ
を新品に交換。対策後の検査では、洗浄後
ロングミルクチューブからレンサ球菌およ
び大腸菌群は分離されず、バルク乳の生菌
数は 1,720CFU/ml に減少。定期的なバルク
乳検査が農家の搾乳衛生意識向上に繋が
り、バルク乳生菌数の増加に早期に対処で
きた。今後も関係機関と連携しながら搾乳
衛生指導を継続し、乳質の向上及び維持を
目指す。 
 
217．起立不能子牛の単球系、好塩基球系お
よび巨核球系への細胞分化を伴う急性骨髄
性白血病：福井県福井県家保 武田佳絵 
 5 か月齢の進行性後肢麻痺の牛(交雑種)
で、重度貧血、白血球数微増(異常血球多
数)、血清 GOT、LDH と CPK 値が上昇。全身
状態悪化のため安楽殺後に剖検を実施。所
見は、著明な脾腫、腰椎硬膜外増殖物によ
る脊柱管狭窄と脊髄圧迫、内側腸骨リンパ
節相当部の 3cm 大リンパ節様腫瘤多数、リ
ンパ節腫大(空腸、腎、肝)と大腿骨骨髄白
色化。牛伝染性リンパ腫ウイルスの抗体、
遺伝子は陰性。病理組織検査では、骨髄と
硬膜外増殖物は芽球様の白血病細胞(L 細
胞)が、脾臓やリンパ節等は比較的分化した
L 細胞が主体に腫瘍性増殖。腎臓や心臓等
には L 細胞が軽度浸潤。トルイジンブルー
染色、ギムザ染色、ナフトール AS-D クロロ
アセテートエステラーゼ染色と各血球のマ
ーカーとなる抗体を用いた免疫組織化学染
色の結果から、単球系、好塩基球系と巨核
球系への細胞分化を伴う急性骨髄性白血病
と診断。牛の骨髄性白血病の報告はわずか
で、また、3 系統への細胞分化を確認した
稀な事例。 
 
218．繁殖雌牛増頭を目標とした新規就農者
指導の現状と提言：岐阜県中央家保 澤野
貴之、溝口博史 
 岐阜県内の肉用繁殖雌牛頭数は、減少傾
向から近年横ばい。県は増頭目標達成のた
めに担い手育成を重視。補助事業や助成金
を活用した施設整備や導入支援を実施。新
規就農者が直面するソフト面の課題解決の
ために、家保は子牛育成対策や牛伝染性リ
ンパ腫対策（BL 対策）を重点項目として定
期巡回指導。体測結果および BL 検査結果を
分かり易く説明し、適宜就農者と対策を協
議。新規就農者の今後の課題は、(1)伸びし
ろがありかつ将来飛騨牛らしさを発揮でき
るような売れる肥育素牛の育成、(2)冬場の
呼吸器病対策、(3)分娩監視、(4)BL 対策、
(5)家畜排せつ物対策、などで関係機関と協
力し課題解決の必要。その一方で新規就農
者指導の指導機関側の問題点は、関係機関
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間の連携不足であり、関係機関相互の情報
共有強化を提言。新規就農者育成を核とし
た繁殖雌牛増頭目標達成へ向けて、地域一
体型の総合的な畜産振興事業を推進する必
要。 
 
219．家畜共同育成場における繁殖指導体制
の構築：静岡県東部家保 齊藤瑠人、鈴木
拓人 

県営の家畜共同育成場（現場）では預託
牛の繁殖検診を当所が毎月実施。近年、発
育遅延牛が増加傾向、今年度の平均分娩月
齢は本県の家畜及び鶏の改良増殖計画の乳
牛目標値に満たない成績。原因は、当所と
現場での発育・繁殖成績の共有と、チーム
での繁殖指導が不十分と考察。そこで、デ
ータの可視化等を含めた指導体制を構築。
そのために預託牛の発育・繁殖データにつ
いて分析。人工授精開始月齢である 13 ヶ月
齢時の体重が減少傾向、初回人工授精が遅
延している牛が増加しており放牧前から発
育が悪い傾向。分析データを参考に現状を
可視化した成績シートを作成。検診終了後、
成績シートを活用し打ち合わせを実施。以
上の取り組みにより情報共有する体制が整
備され、いくつかの対策を現場が開始。継
続かつ安定性のある発育・繁殖管理に取り
組むことができると考察。今後も現場と情
報共有しつつ、対策の検討・実施を継続。 
 
220．牛の Rhizopus 属真菌による第四胃潰
瘍事例と真菌症の回顧調査：愛知県中央家
保 川本尚未 
令和 3 年 2 月、下痢が続き予後不良と判断
した 33 日齢黒毛和種子牛の病性鑑定を実
施。第四胃粘膜面に茸状潰瘍があり、腹壁
と癒着。病理組織学的検査では、広範囲に
真菌菌糸を伴う炎症像を確認。菌糸は太く、
内部は中空状、分岐は少なく、明瞭な隔壁
はなし。免疫組織化学的染色では、菌糸は
マウス抗 Rhizomucor 抗体陽性。パラフィン
組織切片から抽出した DNA を用いた PCR 及
びシークエンスによる菌種の同定(FFPE-BL
AST)で Rhizopus 属と同定。Rhizopus 属が
動物の病変部から検出された報告例は少な
く、稀な症例。次に県内の真菌症発生状況
把握のため、過去 5 年間の真菌症 17 例（牛
2 例、豚 13 例、鶏 2 例）を回顧調査。形態
から Candida 属 11 例、Aspergillus 属 2 例、
ムコール目 2 例、その他 2 例と判断。さら
に FFPE-BLAST により、8 例を同定。家畜に
おける真菌症の発生傾向を掴むことができ
た。今回取り入れた FFPE-BLAST は真菌同定
に非常に有用。この結果を生かし、真菌分
野の診断の発展につなげたい。 
 
221．発情発見率・妊娠率を用いた繁殖成績
についての指導：和歌山県紀南家保 髙田
広達、谷口俊仁 
 従来の繁殖指標に加えて発情発見率およ
び妊娠率を算出し、和牛繁殖農家が繁殖成

績を把握するための指導を行った。指導対
象は 3 農家。育成牛は 390 日齢以降を授精
対象とし、各農家のおよそ 1 年間の発情発
見率と妊娠率を算出。発情発見率を低下さ
せる要因について牛群の高齢化や給与飼料
の過多、離乳の遅れによる発情の不明瞭化、
授精への意識の低さなどが考えられたため
改善を指導。また、妊娠率の算出方法につ
いて指導し、今後は農家自身が算出するこ
ととした。発情発見率および妊娠率は算出
のための記録も簡便で、各農家が容易に算
出できる。さらに分娩記録を持たない若い
個体や、長期不受胎牛等の成績も含めるこ
とが可能であるため、従来の繁殖指標より
も現状を反映できると考えられる。今後は
他農家にも記録の作成を促し、各農家が目
標とする発情発見率および妊娠率を設定す
るとともに、3 農家の牛群について血液検
査を行い、繁殖成績の改善指導に活用する
予定である。 
 
222．繁殖管理システムデータからみた管内
和牛繁殖農場 10 年間の推移：島根県益田家
保 秀島遼哉、合津幸江 
 当家保では平成 3 年度より管内中小肉用
牛繁殖農家の繁殖データを集約した繁殖管
理システムを運用。管内関係機関と連携し
た繁殖指導巡回を実施し、その際にデータ
を収集しシステムに蓄積。今回、平成 23
年度から令和 2 年度の 10 年間における、各
年度の飼養状況と繁殖成績を調査した。旧
市町村で区分した 7 地域ごとに、各年度の
飼養農家戸数、飼養者の平均年齢、飼養頭
数、牛群の平均年齢、牛群の繁殖成績とし
て年度を期間とした発情発見率、受胎率、
妊娠率を抽出。農家戸数の減少と繁殖牛頭
数の増加が認められ、農家平均年齢と牛群
平均年齢は 10 年間で概ね横這い。繁殖成績
も地域および年度ごとの高低はあるものの
10 年間を通じて低迷することなく概ね横
這いであった。高齢農家の引退は多いもの
の新規就農や集約化によって生産拡大が実
現しているものと推測。繁殖成績の低迷が
問題となる昨今にあって、繁殖指導巡回に
よる一定の成果を認めた。 
 
223．岩国地域の肉用牛生産振興：山口県東
部家保 菅原健介、小南直司 

東部家保は農協、岩国市と連携し、管内
肉用牛生産者組織である山口東肉用牛部会
の活動を継続的に支援。家保は、市の経営
支援策の一つである市有牛制度発足時より
市有牛斡旋委員会の役員として参画し、制
度の運営を支援するとともに繁殖雌牛の産
肉能力向上を推進。また、農家の生産意欲
向上を図るため、「岩国市和牛共進会」の
開催を、飼料作物の生産・調製技術向上を
図るため、「岩国地域サイレージ・乾草技
術共励会」の開催を継続的に支援。併せて、
新規就農者の獲得と育成のため「東部地域
担い手懇談会」を毎年開催し、管内若手就
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農者と県立農業大学校の学生との交流・情
報提供の場を設けるとともに、農業簿記研
修会及び税務相談会を開催し、農家の経営
指導を実施。市有牛制度は肉質面の改良や
経営改善に繋がったが、増体面の改良が今
後の課題。また、更なる担い手確保の推進
のため、今後も関係機関と連携し、取組強
化を図る。 
 
224．阿東地域の肉用牛預託システム構築：
山口県中部家保 田邊真之、竹下和久 
 山口市阿東地域では、畜産農家の高齢化、
担い手の減少が進行し、農家が傷病等で入
院した際の家畜の管理が課題。一般社団法
人ふるさと振興公社（以下、公社）は、平
成 30 年度に肉用牛預託制度を拡大、県事業
を活用し、キャトルステーションを整備。
また、当所からの肉用牛ヘルパー制度の紹
介等を参考に、肉用牛作業受託事業を開始
し、地域内肉用牛預託システム（以下、シ
ステム）を構築。令和 3 年 1 月、阿東地域
の農家が入院した際、システムを活用。作
業受託により農家入院中の家畜の管理を公
社職員が実施。経費には独立行政法人農畜
産業振興機構の事業を活用。一部の牛は公
社による預託管理を実施。システムの活用
で、入院中の農家の負担を軽減し、経営基
盤の維持により経営継続を支援。今後も地
域の肉用牛生産を維持していくため、担い
手の確保、農家が継続的に働ける環境整備
を支援。 
 
225．肥育養牛経営から時代に即した経営へ
（第一報）：徳島県徳島家保 川田健太 尾
方聖明 
 黒毛和種の肥育経営をとりまく情勢にお
いて、肥育素牛価格の高騰が大きな負担。
このことから、県内では、肥育経営から一
貫経営へと転換する農家が増加。しかし、
依然高騰する飼料価格により肥育出荷まで
に要する経費が増加し、経費削減が急務。
そこで、繁殖を開始した管内の肥育農家を
対象として経費削減を目的とした指導を開
始。令和 3 年 12 月 1 日時点で繁殖供用牛は
14 頭（うち 3 頭育成牛）。経費の中から特
に繁殖経費と子牛の診療費の削減を目的と
して指導。結果、令和 3 年 4 月から 11 月ま
での受胎率は 62.5％、繁殖にかかる経費は
外注した場合と比較し、4,714 円/頭の削減
に成功した。今後の課題として飼養衛生管
理の指導により散発していた子牛の下痢症
の疾病対策を行い、さらなる経費削減を目
指す。 
 
226．子牛の先天性の脳幹空洞症により咀嚼
異常が疑われた症例：香川県東部家保 瀬
尾泰隆、上村圭一 

空洞症とは、脊髄内又は脳幹内に液体で
満たされた空洞が生じた状態で、神経伝導
路を破壊する。咀嚼運動は、咀嚼筋（咬筋
や翼突筋等）等により行われ、主に、橋か

ら出る三叉神経（特に下顎神経）等の支配
下にある。今回、令和 3 年 11 月に酪農家で
娩出された子牛が出生直後から、口腔の開
閉異常を認め、病性鑑定依頼があり概要を
報告。当該牛は 13 日齢の雌の交雑種。解剖
の結果、下顎では咬筋や翼突筋等の白色化、
橋では左右対称性の微小な間隙を確認。病
理検査の結果、下顎の筋の筋線維低形成及
び脂肪細胞による置換。中枢では、橋の左
右対称性の空洞及び環状構造を作る上衣細
胞、後頭葉の皮質形成異常。舌筋、食道の
横紋筋、横隔膜、前肢の筋に異常なし。本
症例は中枢の形成過程に生じた脳幹の空洞
が咀嚼異常の一因と推測。 
  
227．和牛繁殖雌牛の実態調査と飼養管理改
善指導について：愛媛県南予家保 中田野
乃花、岡幸宏 

管内和牛繁殖雌牛の改良に伴う能力につ
いて実態調査及びその結果に基づく経営管
理の改善指導を実施した。和牛繁殖農家 4
戸について、繁殖及び栄養管理状況の聞き
取り調査、推定尺による体重測定、栄養度
判定を実施。また、自給飼料分析や飼料成
分計算を行い、各成分摂取量を推定し、飼
養管理を指導。調査農家の父牛系統は気高
・藤良系が 80％以上、推定平均体重 569ｋ
ｇと大型化。自給飼料主体農家（3 戸）で
は過肥傾向が強く（57.4％）、発育に応じ
た飼料給与が必要。一方、過肥となった牛
については、各成分で要求量に満たない傾
向がみられ、進行すると妊娠末期、授乳期
における栄養不足や分娩前後の悪影響が考
えられることから改善が必要と考えられ
た。調査農家では和牛の能力に適した給与
方法や飼料成分量の農家自身による把握が
不十分であったため、農家経営に応じた適
正な飼料設計の提案や指導を継続し、さら
に今後は代謝指標に基づく代謝プロファイ
ルテストを活用した指導体制を構築する計
画。 
 
228．愛媛あかね和牛繁殖農家における代謝
プロファイルテストを活用した繁殖成績向
上への取り組み：愛媛県中予家保 戸田広
城、西本鉄平 

愛媛あかね和牛繁殖農家において繁殖成
績向上を目的に、代謝プロファイルテスト
（MPT）を活用した飼養管理の改善を支援し
た。検査項目は、血液生化学検査（Glu、T
-cho、Alb、BUN、GGT、AST、Ca、iP）、一
般血液検査（RBC、WBC、Ht 等）、ビタミン
検査（ビタミン A、ビタミン E、β-カロテ
ン）及び栄養度（（公社）全国和牛登録協
会栄養度判定基準に準じて判定）とした。M
PT ではルーメン発酵不良及び肝機能低下、
血中β-カロテン濃度の不足及び牛群の過
肥傾向が示唆され、飼料設計の見直しを行
った。結果、2020 年度の受胎率は 16.7％、
受胎に要した人工授精（AI）回数は 3.3 回
であったのに対し、2021 年度はそれぞれ 3
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3.8％、2.2 回に繁殖成績の改善が認められ
た。一方、2020 年度の分娩後初回 AI 日数
は 51.5日、空胎日数は 121.8日であったが、
2021 年度はそれぞれ 68.5 日、133.2 日に低
下した。今後の対策として、分娩前後の飼
養管理及び発情発見技術の見直しが必要で
ある。 
 
229．管内飼料用トウモロコシにおけるツマ
ジロクサヨトウ被害状況（第 2 報）：愛媛
県東予家保 髙脇美南、住吉俊治 

ツマジロクサヨトウの幼虫はトウモロコ
シを食害し、管内圃場で令和 2 年に大発生
した。この被害拡大を受けて、令和 3 年に
行った対 策及び被害状況を報告。殺虫効果
の高い早期農薬散布を実施するため、成虫
を捕殺するフェロモントラップを設置し、
週に１度捕殺数を計測及び被害状況の確認
及び農場主への速やかな農薬散布を指導。8
月の気温が低く幼虫の生育に不適な生育環
境であったことに加え、早期発見・防除が
実現できたことから、減収程度は約 10％以
下と令和 2 年より被害が抑えられた。また、
被害程度の異なる農場で収量調査を実施
し、被害程度が収量に与える影響を調査。
その結果被害程度によっては収量には大き
な影響を与えないと推察。経済性や作業量
を勘案して、適切な対策を講じることが重
要であり、今後はより省力的な防除方法の
確立が課題。 
 
230．肉用牛繁殖農家の繁殖成績改善への取
組：長崎県県南家保 高山裕介、萩原茜 
 繁殖成績に問題のある農場を選定し令和
2 年 7 月より重点指導を実施。開始時は繁
殖牛 76 頭飼養、初回授精 120 日、受胎日数
227 日、分娩間隔 557 日。取組として①繁
殖状況を把握出来ず適期授精が出来ていな
かったため記録を徹底し繁殖状況を見える
化。繁殖検診を徹底し管理獣医師へ早期治
療依頼。長期空胎で治療に反応がない牛は
更新を畜主と検討。②発情見逃しが多く、
改善のため発情発見に ICT 機器を活用。③
母牛の栄養状態の改善のため血液生化学検
査および飼料分析を実施。長期の CP 不足と
粗飼料不足のため、飼料給与の変更を指導。
その結果、令和 4 年 3 月時点で繁殖牛 56
頭飼養、初回授精 62 日、受胎日数 110 日、
分娩間隔 398 日へ短縮。子牛生産率は令和
2 年度 46.1％、令和 3 度年 52.6％、令和 4
年度（12 月時点見込み）50.0％と向上。農
場の問題点について現状を把握し継続して
対策を行ったことで繁殖成績が改善。 
 
231．学校教育と連携した農業後継者育成支
援のための家保の取組：熊本県城南家保 
山口寛二、東幹彦  

家保が熊本県立南稜高等学校と連携して
地域に根ざす農業後継者育成の支援を実
施。肥育技術習得支援では、全国農業協同
組合主催和牛甲子園（和牛甲子園）出品牛

2 頭の代謝プロファイルテスト（MPT）とビ
タミン測定を H30 年度に 4 回、R2 年度に 5
回実施。MPT 等成績を基に指導の結果、第 3
回和牛甲子園では枝肉重量 500kg 以上、歩
留及び肉質等級 A-5 と優秀な成績を受賞。
現在も第 5 回和牛甲子園に向けて指導を継
続中。繁殖技術習得支援では、生徒 26 名を
対象に、繁殖の基礎から最先端技術の座学
と牛用妊娠検査キット（IDEXX 製）による
早期妊娠診断の実証展示を実施。支援の結
果、生徒の肥育技術への理解度が向上。受
講生徒の感想からも繁殖への興味や知識の
深まり、向上心が感じられた。畜産担当教
員には子宮等による臓器実習の技術支援を
行った結果、生徒への繁殖指導に対する意
識が高揚。教育機関との協力体制の連携強
化により県立農業大学校等への進学や畜産
業への就農の増加へ期待。 
 
232．宇佐家畜保健衛生所管内の肉用牛農家
に対する取組み事例：大分県宇佐家保 坂
田真友子 

当所では、家畜衛生、畜産振興、畜産環
境保全に係る取組みを重点実施項目と捉え
掲げ、関係機関と連携し取組んだ。1.特定
家畜伝染病に対する防疫対策の強化として
伝染病の発生時、初動防疫の滞りを補完す
るため、若手畜産農家が物資の輸送や作業
のオペレーターとして協力する「畜産協力
隊」の体制を構築。現在、事業化に向け課
題等の調整中。2.肉用牛繁殖農場の生産性
向上を目指し、1)A 地区で、市の診療獣医
師、授精師が帯同し、その場で必要な治療
等を行い、空胎期間を短縮。2)B 市は、I
ターン等による牧野での新規就農が増加、
定期的な繁殖検診を行い放牧衛生や繁殖に
係る指導を実施。3.肉用牛肥育農家の肥育
成績向上を目的として飼育管理指導や血中
ビタミン A 濃度を指標とした指導を実施
（令和 2 年度は 23 戸延べ 1,459 頭）。4.
令和 3 年 1 月、放置飼料等による苦情が発
生。関係機関と連携し、立入・指導を行い
7 月に改善。 
 
233．肉用牛繁殖農家における分娩間隔短縮
に向けた取り組み（第二報）：大分県玖珠
家保 池堂智信                         
 昨年玖珠家保と大分県西部振興局では繁
殖台帳の刷新と ICT 利用による農家との連
携について報告。今回は実際に繁殖台帳や
ICT を使用し繁殖成績の悪化を認めた農家
で行なった対策について報告する。当該農
場では受胎率が 12.2 ％と低下。玖珠家保
では代謝プロファイルテスト（以下 MPT）、
大分県西部振興局では飼料分析を実施。そ
の結果、硝酸態窒素高含有粗飼料の給与と
維持期の牛に泌乳期の牛と同じ飼料を給与
していることが問題と判明。飼料設計の改
善を行い、維持期の牛に印をつけ飼料内容
を変えるよう指導。受胎率は 2020 年 2 月に
71.4％まで回復。しかし、2021 年 5 月より
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受胎率が再度低下したため、聞き取り調査、
MPT、飼料分析を再度実施。飼料設計改善後
の粗飼料が 1 年を通して給与できないこと
が問題と判明し、購入粗飼料の使用等新た
な対策を開始。報告した繁殖台帳や ICT を
使用し、農家の 2 回の繁殖成績悪化を早期
発見・早期対策した。 
 
234．適正な家畜人工授精業務実施に向けた
取組：沖縄県宮古家保 知念涼奈、普天間
悠香 

令和 2 年、県内で一部の家畜人工授精師
（授精師）による血統不一致が確認され、
県では実働している全授精師へ立入検査を
決定、宮古家保も立入検査を実施。結果、
一部の授精師で家畜人工授精簿の 5 年保存
の不備や授精簿等の軽微な記入漏れが散
見。そこで令和 2 年度は、授精師に向け「家
畜人工授精業務マニュアル」の説明会の開
催や、家畜改良増殖法の一部改正により新
たに必要となった譲渡等記録簿の整備を周
知。また、授精師より農家に対し授精証明
書の保管や授精時の立ち会い等周知してほ
しいとの要望があり、家畜セリ市場や家畜
改良協会の登録業務に同行し周知。令和 3
年度の取組として、新たに免許を取得した
授精師及び受精卵移植師に対し講習会を開
催。さらに、沖縄県家畜人工授精適正化実
施要領に基づき立入検査を実施した結果、
授精簿への必要事項の記載や報告書の提出
など、昨年の指摘事項の改善が見られた。
今後も適正な人工授精実施に向けた取組を
継続していく。 

 
235．コロナ禍における畜産共進会・巡回審
査の実施：沖縄県北部家保 光部柳子、知
念邦彦 
 北部地区において沖縄県畜産共進会への
出品牛を初めて巡回審査にて選抜。北部地
区への出品は、７市町村で合計２３頭。離
島による出品はなし。巡回審査は２班に分
かれて同類内の審査を同一班が担当。スケ
ジュール上は１頭あたり１５分程度。先発
隊による体型測定により審査時間を短縮。
体高のσ値は現場にて算出。体型値を確認
後審査員による栄養度の判定および美点・
欠点の審査を実施。出品頭数を１市町村各
類２頭ずつに制限することで、同一日内で
審査完了。巡回審査にて選抜した牛が、第
４７回沖縄県畜産共進会にて若雌第２類の
優秀一席および三席、若雌第１類の優秀三
席へ入賞。飼養管理技術の向上等への波及
効果、出品牛に対する農家の意識付け、農
場位置の事前の共有、審査員の審査技術の
向上と工夫、離島地域を含めた場合の審査
方法については今後の課題。次年度以降も
コロナウイルスの影響は続くと思われるた
め、各関係機関との連携をとりながらより
円滑な共進会の推進に向けて検討してい
く。 
 

236．八重山管内肥育牛枝肉の脂肪酸組成の
現状：沖縄県八重山家保 翁長桃子、髙木
和香子 
 八重山管内において、肥育牛枝肉の脂肪
酸組成の現状を把握するため、脂肪酸測定
を実施。令和 2 年 8 月から令和 3 年 11 月に
かけて（株）八重山食肉センターに出荷さ
れた肥育牛合計 756 頭の枝肉筋間脂肪のオ
レイン酸および一価不飽和脂肪酸（MUFA）
を食肉脂質測定装置で測定。肥育牛の性別、
と畜月齢、肥育農家、BMS№ならびに肥育牛
の一代祖種雄牛に係るオレイン酸および M
UFA について調査。その結果、オレイン酸
および MUFA 含有率は、去勢より雌が有意に
高かった。と畜月齢別では、27～28 カ月齢
より 34 カ月齢以上でと畜した去勢肥育牛
は、オレイン酸および MUFA 含有率が有意に
高かった。肥育農家別に見たところ、去勢
・雌ともに肥育農家間でオレイン酸および
MUFA 含有率に有意な差が認められた。これ
らのことから、性別、と畜月齢の長さ、飼
養環境管理がオレイン酸および MUFA 含有
率の高さに影響を与えている要因と考えら
れた。今後、肥育農家へ脂肪酸測定データ
を還元することで、脂肪の質に関する意識
を高めていく。 
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Ⅱ 豚の衛生 
 
Ⅱ－１ ウイルス性疾病 
 
237．豚熱ワクチン接種体制の整備と接種農
場における防疫体制強化に向けた取組：青
森県青森家保 大澤光紗、清水典子 
 豚熱ワクチン初回接種に向け、①安全・
確実な接種体制の整備、②接種業務による
病原体の持込・拡散防止、③接種農場にお
ける防疫体制強化の 3 点に重点を置き取組
を開始。管内農場は A（種豚場）、B（いの
しし）、C（いのぶた）の 3 戸で、各農場の
実情に合わせ対応を推進。取組①では、農
場に対する説明、継続接種獣医師の調整、
接種手技勉強会を実施。また、いのしし用
接種器具を購入し追込方法等を検討。取組
②では、各農場の立入・着替え手順を確認
し、持込資材を最小限化。また、専用衣服
の用意、通常業務と接種業務従事職員の動
線分離を実施。取組③では、防護柵未設置
2 農場に対し、飼養衛生管理の徹底が必要
と繰り返し指導した結果、防護柵を設置。
特に C 農場では、着替えの徹底など、積極
的に対応。また、接種業務を通して、豚熱
防疫計画の精度が向上。3 農場の免疫付与
状況確認検査では、抗体陽性率 96％。今後
は継続接種の徹底と飼養衛生管理基準の遵
守維持を指導。 
 
238．青森県における豚熱ワクチン接種後の
抗体調査結果：青森県青森家保 林敏展、
佐藤宏樹 
 本県では、令和３年７～11 月までに豚、
いのしし 81農場 249,254頭に初回ワクチン
接種を実施。抗体調査では、初回接種から
40 日以上経過した 51 農場 1,378 頭のエラ
イザ検査、30農場 120頭の中和試験を実施。
エライザ検査では、全農場が陽性率 80％以
上、範囲 85.7～100%。S/P 値中央値の範囲
は農場間で 0.35～0.93、個体間でもばらつ
きを確認。中和試験では、中和抗体価 2 倍
未満から 4,096 倍以上を確認。S/P 値と中
和抗体価に正の相関（R2＝0.62）を認めた
が、両者の相関をさらに検討。中和抗体価
既知血清 S/P 値の検量線を利用しエライザ
検査から推定した中和抗体価と、中和試験
の中和抗体価とを比較。その結果、両者に
はより高い正の相関（R2＝0.88）を確認。
以上より、農場間、個体間で抗体のばらつ
きを認めたが、本県は初回接種により十分
に免疫付与された状態と判断。また、検量
線を利用するエライザ検査は中和抗体価を
推定可能と推察。今後、子豚の接種適期検
討に活用する所存。 
 
239．豚熱免疫付与状況とワクチン接種適期
の検討：宮城県東部家保 高橋巧、網代隆 

接種豚の免疫付与状況確認検査(ELISA)
及び未接種豚の移行抗体調査(中和試験)を
実施。ELISA の検体を繁殖豚 1 回接種(A)、

繁殖豚 2 回接種(B)、未接種豚の子豚 (C)、
A の子豚 (D)に区分。ELISA 陽性率は、A:9
4.4％、B:97.7％、C:98.6％、D:76.2％。ｓ
/p 値は、A と比較し B でばらつきが大きく、
C と比較し D で低値傾向。中和抗体価は、
高い日齢では低値の個体が多いが、2 倍未
満～64 倍の間で分散。これらの結果より、
一律な接種適期の設定は困難と判断。農場
毎にデータを分析し個別に対応。①30 日齢
以降接種農場では、ELISA 陽性率は C:100
％、D:60％であり、接種時期を 45 日齢以降
に変更。②60 日齢接種農場では、中和抗体
価は 45 日齢で 2～32 倍、55 日齢で 2 倍未
満。接種頻度を増加し、50 日齢接種へ変更。
③50 日齢接種農場では、A と B の子豚の中
和抗体価は B の子豚で上昇傾向だがいずれ
も 64 倍以下であり、従来の接種時期を継
続。今後もデータを蓄積し、農場毎の分析
結果に基づき指導を継続していく。   
                 
240．宮城県における豚熱ワクチン接種後の
抗体調査及び分析：宮城県仙台家保 千葉
直幸、竹田百合子 
 令和 2 年 10 月、本県で豚熱ワクチン接種
開始。免疫付与確認のため、エライザ法及
び中和試験による抗体調査（A）（1 回目：
2,898 頭、2 回目：2,662 頭）､ワクチンテ
イク調査（B）（1 戸 16 頭）、検査の効率
化のため、エライザ S/P 値と中和抗体価の
相関調査（C）（1 回目：1,329 頭､2 回目：
1,214 頭）を実施。A 調査では抗体陽性率 1
回目 96.2％に対し、2 回目 86.7％で肥育豚
の免疫付与率が低下。要因は判定時期、母
豚抗体価のバラツキ、移行抗体保有豚への
接種時期と推定。免疫付与判定は接種後 90
日以上が推奨。母豚抗体価のバラツキは各
世代の抗体反応の差等に起因。B 調査では
移行抗体存在下のワクチンテイク率は 32
～64 倍で 50％テイク、16 倍以下で 100％テ
イク。C 調査では２つの回帰直線は強い相
関（R²＝0.79）。免疫付与率向上には、今
後も定期的モニタリングによるデータ蓄
積、回帰直線に基づく抗体価による豚群管
理及び接種適期判定への有効活用等、実効
的なワクチン利用が必要。 
 
241．県内死亡野生いのしし豚熱検査を活用
した扁桃、脾臓および腎臓の病理組織学的
検索：宮城県仙台家保 山梨祐未、齋藤拓
海 
 野生いのししにおける豚熱感染の病態解
明の一助として、野生いのしし豚熱検査に
供した 3 臓器（扁桃、脾臓、腎臓）を活用
し、病理組織学的検査を実施。令和 3 年 9
～12 月に採材した 23 頭（豚熱遺伝子陽性 2
0 頭、陰性 3 頭）を比較。陽性症例は扁桃
のリンパ球著減（所見を認めた症例数/鏡検
可能症例数＝75%、以下同）および濾胞萎縮
（25%）、脾臓のリンパ球または白脾髄減少
（100%）、血管内皮細胞の立方化（28%）お
よび梗塞壊死（11%）、腎臓の出血（44%）
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および単核細胞浸潤（28%）を確認。共通所
見として脾臓実質のヘモジデリン沈着（陽
性 89%、陰性 67%）を確認。豚熱の免疫染色
では扁桃の濾胞および陰窩上皮、脾臓の白
脾髄、腎臓の集合管および腎盂で陽性を確
認。野生いのししは県内患畜豚と類似する
病変を形成し、ウイルスは唾液および尿中
への排泄を示唆。ウイルスまん延防止には、
山林の土壌等で汚染された人・物品の消毒
および養豚場への侵入防止が重要。 
 
242．野生イノシシの豚熱感染確認検査に基
づく対応への一考察：山形県置賜家保 工
藤 哲、水戸部 俊治 

平成 30 年岐阜県で豚熱発生。国からの通
知を受け、本県では同年 9 月 18 日より野生
死亡イノシシの豚熱感染確認検査を開始。
野生イノシシの豚熱浸潤状況の把握及び陽
性時には「衛生だより」・電話等により養
豚家への注意喚起を実施。令和 3 年 12 月末
時点で、山形県において 16 市町村（4 地域
全て）で陽性イノシシが確認されており、
確認市町村面積は県全体の 55.5%と県内に
豚熱陽性イノシシが広範囲に浸潤している
ことを示唆。検査成果を上げている一方で、
年々増加する家保が担当している死亡イノ
シシ対応件数（R3 年 4～12 月で 42 件、前
年度比 1.9 倍）及び付随する業務は増加。
豚熱ワクチン接種業務との調整が必要。水
際対策として実施していた山形県内の野生
イノシシ豚熱確認検査は、地域内の浸潤状
況を把握し、養豚家への注意喚起する役割
を終えつつあり、次の着地点を定める必要
があると考えられた。 
 
243．山形県における豚熱の免疫付与状況等
確認検査のまとめ：山形県中央家保 佐藤
遼太 

山形県では令和 4 年 2 月 7 日まで延べ 14
5 戸 5,209 頭の免疫付与状況等確認検査を
実施。これらのデータを用いて①CSF ELIS
A S/P 値と中和抗体価の相関、②繁殖豚の
抗体レベルの推移、③ワクチン接種適期の
推定について検証を実施。その結果、①繁
殖豚（n=462）では正の相関、肥育豚(n=37
2)では強い正の相関を示したため S/P 値か
ら中和抗体価を推定が可能だが、低 S/P 値
の肥育豚では注意が必要。②免疫付与状況
等確認検査を 3 回実施している農場の繁殖
豚の S/P 値から抗体の推移を推測。その結
果、3 回目接種時の抗体レベルは現状より
低下していると推測。③研修会のデータや
豚コレラ防疫史を参考に条件を設定し、2
回目の免疫付与状況等確認検査で採血した
繁殖豚（第 1 世代母豚）と肥育豚（仮想第
2 世代母豚）を用いた。その結果、ワクチ
ン接種適期を特定の時期に定めた場合、第
1 世代母豚産子ではおよそ 30 日齢、第 2 世
代母豚産子では更に早期の接種が必要であ
ると推定。 
 

244．管内養豚場での豚熱ワクチン接種適期
の検討：福島県会津家保 山田高子、白田
聡美 
令和 2 年 9 月、管内の死亡野生いのしし豚
熱陽性事例に伴いワクチン接種を開始。4
週間後の免疫付与状況検査（以下「検査」）
で免疫付与率 98.1％。その後、45～60 日齢
の豚にワクチン接種を継続。2 回目の検査
で免疫付与率が 85.3％に低下したため、移
行抗体調査を行い接種適期を検討。C 農場
の接種日齢を 5 日前倒し。しかし、3 回目
の検査では 66.7％と更に低下し、S/P 値が
0 以下の個体も複数確認。①C 農場におい
て、42 日齢でワクチン接種した豚が全頭抗
体陽性である一方で 54、56 日齢では半数以
上が抗体陰性だったこと、②F 農場で、母
豚が異なる同一日齢の子豚間で移行抗体保
有状況に差があったこと、から移行抗体消
失時期が母豚の抗体価に大きく影響される
と推察。今後、これまで実施してきた飼養
衛生管理指導を継続するとともに、ワクチ
ン接種時期については、中和試験を加える
等の更なる検討を行い本病の発生予防に努
める。 
 
245．豚熱ワクチン接種後の免疫付与状況と
今後の課題：福島県中央家保 蛭田彩子、
佐藤妙子 

令和 2 年 9 月の豚熱ワクチン初回一斉接
種後、免疫付与状況調査を 3 回実施。母豚
の ELISA S/P 値は 1 回目と比較し 2 回目で
上昇。しかしながら、母豚及び子豚の S/P
値よりワクチン接種適期を推定した結果、2
8 戸中 14 戸でワクチン接種を 50～60 日齢
から 40～50 日齢に変更。3 回目では、1、2
回目の第１世代母豚のみの時と比較し、第
2 世代母豚の混在により S/P 値が低下。肥
育豚の抗体陽性率は 1 回目調査で 97％、2、
3 回目では 78％、63％となり低下。免疫付
与率(S/P 値 0.05≦の割合)80％未満の農場
は 2 回目で 2 戸、3 回目で 6 戸と増加し、
計 1,493 頭追加接種実施。ELISA 陰性・疑
陽性個体について中和試験を実施した結
果、中和抗体価 2倍以上保有がそれぞれ 90.
9%（20/22）、100%（17/17）。以上より、
第 2 世代母豚混在時には子豚の早期接種が
必要であること、免疫付与状況の正確な判
定には中和試験が必要であることが判明。
今後も調査を継続し、農場毎のワクチン接
種適期の把握に努める。 
 
246．管内 PRRS 初発農場の早期清浄化への
アプローチ：茨城県県南家保 竹澤詩穂、
齊藤隆夫  

管理区域が北側と南側で分かれている管
内種豚場で、令和 3 年 2 月 24 日、南側出荷
前 PRRS 抗体検査を行った 40 頭全頭陽性。
翌日に南側全頭および北側の抽出検査を実
施。南側は 131 頭中 123 頭が抗体陽性、一
部 PCR 陽性。北側は、南側から移動した肥
育豚 5 頭のみ抗体および PCR 陽性。1 月 18
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日採材保存検体の抗体検査で、南側繁殖豚
舎の感染が判明。清浄化のため、衛生対策
と隔週の検査を計画し実行。北側は、3 月 9
日に分娩舎母豚 1 頭で抗体陽性確認。分娩
舎内の豚を全て出荷、淘汰し、以降清浄性
を維持。南側は 7 月 12 日に PCR 陽性豚を確
認。陽性豚と同居豚を出荷、淘汰し、検査
体制を見直し、以降 PCR 陽性豚はなし。本
農場では、北側のウイルス浸潤防止、緻密
なスケジュールでの検査、豚舎、豚房単位
の淘汰により、短期間でウイルス沈静化を
達成し、清浄化に近付くことができたと考
えられる。今後も衛生対策と検査を継続し、
清浄化達成を目指す。 
 
247．茨城県内の豚熱感染野生イノシシの発
生推移と対策：茨城県県南家保 石田祐貴、
齊藤隆夫 
 平成 30年 9月に国内で野生イノシシの豚
熱感染が初確認されて以降、感染地域が拡
大し、野生イノシシ対策が早急に必要。県
内では、令和 2 年 6 月 25 日に取手市で豚熱
感染イノシシが初確認。近隣県の利根川流
域沿いの市町村で発生が確認されていたこ
とから、川沿いに侵入してきたと推察。県
北地域では、令和 3 年 2 月に常陸太田市で
確認され、その後感染地域が拡大。令和 3
年 5 月には管内養豚地帯の石岡市でも確認
され、令和 3 年 12 月までに合計 16 市町村
で豚熱感染イノシシを確認。野生イノシシ
対策として、県内ではこれまでに、イノシ
シ用の経口ワクチンを 6 回散布。また、管
内での感染確認後、市町村担当者と打合せ
をし、猟友会には、月ごとの県内全域の検
査結果の通知、捕獲時の注意点等を記載し
たリーフレット配布、説明会の開催で、注
意喚起。ジビエ処理加工施設には、立入り
し、作業時の消毒等について再指導。今後
も関係機関と協力し、豚熱から養豚場を守
ることを継続する。 
 
248．管内の豚熱ワクチン接種体制：茨城県
県北家保 坂本哲理、太田土美 

豚熱（CSF）対策の一つとして本県では令
和 2 年 2 月からワクチン接種を開始。管内
では 55 農場で追加接種を実施。令和 2 年 9
月より追加接種日齢を 50～60 日齢に変更。
年度当初より、野生イノシシで CSF 陽性が
確認された地域から順次母豚及び肥育豚で
ELISA 及び中和抗体検査を実施し、接種適
期を推察。令和 3年 8月までに県内 21農場、
1,089 頭の母豚で中和抗体検査を実施し、
接種適期 30～40 日齢を県の方針と決定。管
内農家に対し、接種適期を逃さないため接
種間隔も再度検討。追加接種は家保と民間
家畜防疫員で実施していたが、令和 3 年 9
月より知事認定獣医師制度が開始され、接
種間隔の短縮も実現。さらに免疫付与状況
確認検査や接種適期の指導業務等へ注力。
農場採血検体の中和抗体価から推察される

接種日齢が 30～40 日齢から外れる農場は
ほぼ無し。引き続き農場ごとの接種適期及
び免疫付与状況を確認し、管内農場の豚熱
発生防止に努める。 
 
249．豚熱ワクチン接種日齢の前倒しとその
検証茨城県県西家保 佐藤朝咲、水野博明 
 豚熱ワクチン接種農場における各県での
豚熱発生を受け、現在の子豚へのワクチン
接種時期（以下、適期）が 50 日齢以降では
遅いと推測し適期を検討。適期は子豚の移
行抗体が 16～64 倍の時期。母豚の抗体価を
3 つの方法で分析。1 つ目は管内 8 農場の母
豚 30 頭のエライザ値を用いた適期推定を
岐阜県中央家保に依頼。6 農場で 30～40 日
齢と判定。2 つ目は管内農場の母豚 99 頭の
中和試験を実施。256 倍がピークで適期は 3
0～40 日齢と推定。3 つ目は県内農場の母豚
2,652 頭のエライザ値を分析。0.7 が中央値
で適期は 30～40 日齢と推定。3 つの結果か
ら令和 3 年 6 月、管内農場での子豚の適期
を 30～40 日齢に前倒し。同年 8 月には県内
全域で前倒し。前倒し後、8 割を保ってい
た肥育豚のエライザ陽性率は一時 6 割以下
に低下したが、中和試験で 8 割陽性を確認。
適期の前倒しの結果、肥育豚の 8 割免疫を
達成しつつ、離乳豚の感染リスクを減少さ
せ、豚熱発生阻止に寄与。 
 
250．茨城県における豚熱中和試験結果：茨
城県県北家保 川西菜穂子、鈴木雅美 

本県は令和 2 年 2 月から県内全養豚場の
飼養豚に豚熱（CSF）ワクチン接種を実施。
子豚への接種は 50～60 日齢で実施してい
たが、国内でワクチン接種農場での CSF 発
生が相次いだため、ワクチン接種時期の検
討が必要と考え、令和 3 年 4 月以降に採材
した血清を用いて CSF の ELISA 及び中和試
験実施。母豚について 104 農場 3,655 頭検
査した結果、母豚の中和抗体価分布はほぼ
正規分布の形を示し、中央値は 128 倍、幾
何平均値は 88.8、ELISA 平均 S/P 値は 0.63
4。移行抗体の半減期を 11 日とすると、感
染防御可能かつワクチンブレイクを起こさ
ない抗体価は 16～64 倍であるため、県内の
子豚へのワクチン接種日齢は 3 半減期経過
後の 30 日齢程度が適していると推察。また
肥育豚（ステージ別）について 68 農場 1,8
30 頭検査した結果、50～60 日齢で感染防御
に必要な移行抗体価（16 倍以上）を保有し
ていない農場は 57 農場（84%）であり、8
割の農場がワクチン接種時にすでに感染リ
スクにさらされている状態。以上の結果よ
り、令和 3 年 8 月より本県の子豚へのワク
チン接種日齢を 30～40 日齢に変更。 
 
251．県内で発生した豚熱の病理組織学的考
察：栃木県県央家保 土合理美、平野佳世 
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県内の豚熱ワクチン接種済 2 農場の離乳
豚で死亡数が増加、病性鑑定により豚熱と
診断。2 農場計 10 頭について病理組織学的
検査を実施。全頭で脾臓のうっ血、リンパ
球減少及び濾胞壊死を確認。その他に腎臓
の出血及び間質性腎炎、回盲部のリンパ濾
胞壊死及び潰瘍形成、肝臓、心臓及び脳の
血管周囲にリンパ球及びマクロファージ浸
潤を確認。免疫組織化学的検査では全頭の
炎症細胞及び腎臓の尿細管上皮の細胞質に
豚熱ウイルスの陽性反応を観察。10 頭中 5
頭で豚熱の特徴所見のほかに化膿性肺炎及
び大腸バランチジウム症を確認。農場間や
豚熱ワクチン接種の有無による病変の差は
認めず。豚熱ウイルス抗体陰性及び組織中
抗原陽性であったことから、両農場ともに
感染後 1 週間程度経過と推察。現在の豚熱
ウイルス国内流行株の実験感染例では死亡
率が低いが、野外感染ではリンパ球減少に
伴い農場内の慢性疾病が顕在化。常在疾病
の把握及び日頃の健康観察が早期通報のた
めに重要。 
 
252．県内養豚農場の豚サーコウイルス浸潤
状況調査：栃木県県央家保 小笠原悠、米
山州二 

県内の豚サーコウイルス 2 型(PCV2)、3
型(PCV3)の浸潤状況調査のため、2020 年度
に採取した豚血清(52農場 1,444頭分)の遺
伝子検査を実施。陽性検体は系統樹解析で
遺伝子型を判定。陽性農場は 2015～2018
年度の保存血清で遺伝子型の変遷を調査。P
CV2 は 31 農場で検出、うち、23 農場で 2d-
2 を確認。PCV3 は 36 農場で検出、うち、2
6 農場で a1 を確認。日齢毎の陽性率は 30
日齢以下の PCV2 のみ著しく低く、他は PCV
2･3 ともに概ね一定。PCV2 母豚ワクチン接
種農場の PCV2 検出数は 1/8 農場、非接種農
場では 28/41 農場。遡り調査では、PCV2 は
3/4 農場で 2a･2b･2e から 2d-2 へ、PCV3 は
1/5 農場で b2 から a1 への置換確認。PCV2
ワクチンは子豚の感染防御に寄与。PCV3 は
野外株のみの免疫では移行抗体による防御
は不十分。検出状況と変遷歴から 2d-2、a1
が他の遺伝子型より豚に適応した型と推
測。感染経路の特定を含め、浸潤株の動態
把握と適切なワクチン接種継続が必要。 
 
253．豚熱抗体検査における ELISA S/P 値と
中和抗体価の関係：群馬県家衛研 茂木麻
奈美 

豚熱抗体検査において、中和試験は定量
的だが煩雑で結果判明に時間を要するた
め、定性的だが迅速な ELISA 検査の S/P 値
（ELISA 値）から中和抗体価（抗体価）の
推測が行われている。そこで県内で検査を
実施した血清 1545検体を用いて ELISA値と
抗体価の関係に影響を及ぼす要因を検討。E
LISA 値と抗体価は強い相関（ｒ＝0.84）を

示し、ELISA 値は抗体価の推定に有用。一
方、ELISA 値から推定される抗体価は実施
機関ごとでばらつき、同一実施機関内でも、
肥育豚・繁殖豚別、ELISA ロットごと、農
場ごとで差がみられた。今回の結果では、E
LISA 値から抗体価を推測する際は、これら
の要因に影響をうける可能性が示唆。ELIS
A 値から推測される抗体価は目安として利
用可能だが、高抗体価では特に影響を受け
やすいため注意が必要。状況に応じて中和
試験を実施することが望ましい。今後は試
験計画を作成するなどし、関係性を明確に
していきたい。 
 
254．豚熱ワクチン接種適期の検討: 埼玉県
熊谷家保 野本ちひろ、𠮷川結夏子 

令和元年 11 月、豚熱予防的ワクチン接種
開始。ELISA 抗体検査で陽性率 80%未満の群
は免疫不十分と判定、追加接種及び接種方
法見直しを行う。当初 30～60 日齢接種、陽
性率 94.8%であったが、令和 2 年 7 月以降、
移行抗体の影響による免疫不十分事例が多
発。令和 2 年 12 月から、60～80 日齢接種
に変更し、免疫不十分事例はなくなる。一
方、令和 3 年 3 月以降、全国のワクチン接
種農場で子豚の豚熱感染事例が続発。令和
3 年 5 月、ELISA 疑陽性、中和抗体価 1 倍以
上でも免疫付与と判定する見直しが行われ
たため、接種時期を再検討。令和 2 年度に
免疫不十分と判定した 50 日齢接種群 12 事
例を再判定。少なくとも 10 事例は免疫十分
と推定されたため、令和 3 年 7 月、50～70
日齢接種に変更。さらに、10 農場中 6 農場
で 30 日齢から離乳豚の抗体消失を確認、ま
た、30 日齢で中和抗体価 128 倍以上の割合
74%と移行抗体の影響が強い農場でも 30 日
齢接種で免疫付与を確認。令和 3 年 10 月か
ら 30～50 日齢接種に変更。 
 
255．管内における豚熱ワクチン抗体保有状
況調査：千葉県東部家保 柏木志穂、中山
雄大 
 令和 2 年 2 月の豚熱ワクチンの初回接種
開始以降、 接種及び抗体検査を継続。ELI
SAで延べ 305農場 7,842 検体の免疫付与状
況確認検査を実施。1 回目（令和 2 年 3 月
～10 月）は繁殖豚 97.8％、肥育豚 97.1％
で高い陽性率を確認したが、2 回目（令和 2
年 9 月～令和 3 年 10 月）は繁殖豚 99.3％、
肥育豚 88.0％と肥育豚でやや低下し、陽性
率 80％未満の免疫不十分事例が増加する
傾向がみられた。ワクチン先行県でも同様
の傾向があり、民間獣医師から接種適期検
討を目的とした抗体検査の要望が増加した
ため、ワクチン接種前後の子豚血清述べ 21
農場 382 検体を用いて ELISA を実施し結果
を提供。一部の農場では群単位で経時的に
検査結果をフィードバックし、接種適期の
検討の一助とした。今後も地域の研修会等
を通じ生産者及び獣医師に情報提供を行
い、地域防疫体制の強化を図る。 
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256．豚熱ワクチン接種豚の抗体調査（第 2
報）：千葉県中央家保 三浦良彰、松本敦
子 

国内の豚熱はワクチン接種開始後も発生
し、ワクチン接種適期の判断が課題。第 1
報ではナイーブの子豚が 3 週間で中和抗体
を獲得するのに対し、第 1 世代の子豚は 2
ヵ月以上かかることを報告。今回接種適齢
期検討のため、第 1 及び第 2 世代繁殖豚の
中和抗体価の比較、及び 30 日と 40 日齢肥
育豚の移行抗体価を調査。繁殖豚は第 1 世
代が中和抗体価 8～1024 倍、第 2 世代が 2
～2048 倍、中央値はそれぞれ 128 倍及び 6
4 倍。肥育豚の移行抗体は、30 日齢の中和
抗体価は 2～512 倍、ワクチンテイク率が低
下する 64～128 倍は 29.8％、256 倍以上は
5.3％存在。40 日齢は 2～512 倍、64～128
倍は 12.5％、256 倍以上は 1.8％存在。中
央値はそれぞれ 16 倍及び 8 倍。繁殖豚は世
代間で 2 倍程度の差が確認。肥育豚の移行
抗体価からワクチンテイク率は 30 日齢接
種で 81.4％、40 日齢接種で 92.5％と算定。
以上から 30～40 日齢接種で群としてワク
チンテイク率 80％以上の維持が可能。他県
発生状況から 30～40 日接種が妥当と考察。 
 
257．離乳豚における豚サーコウイルス 2
型と PRRS ウイルス混合感染症例：千葉県中
央家保 小林大誠、綿村崇宏 

繁殖豚 160 頭規模の一貫経営農場で、哺
乳豚が呼吸器症状及び削痩を呈し、離乳後
散発的に斃死したため病性鑑定を実施。斃
死離乳豚 2 頭を剖検し、低体重、皮下膠様
浸潤、肺の退縮不全を確認。組織所見では
No.1 は細胞質内封入体を伴うリンパ組織
の萎縮が高度で、肉芽腫を伴う間質性肺炎
がみられた。No.2 はリンパ組織の病変はよ
り軽度である一方、間質性肺炎は高度。免
疫染色で、2 頭ともリンパ組織等で豚サー
コウイルス 2 型（PCV2）抗原を、肺で PRRS
ウイルス（PRRSV）抗原を検出。No.1 では P
CV2 抗原が多量なのに対し、No.2 では PRRS
V 抗原が多量。ウイルス学的検査で、2 頭の
肺から PCV2 と PRRSV 特異的遺伝子を検出。
以上のことから、PCV2 と PRRSV の混合感染
と診断。本症例は、組織所見及び免疫染色
結果が異なることから、No.1 では PCV2 が、
No.2では PRRSVが大きく病態に関与してい
たと推察。 
 
258．離乳豚に適期で豚熱ワクチンを接種す
るための取組：東京都家保 田中大也、八
町慶史 

令和 3 年 7 月までに、母豚ごとの S/P 値
を基にした離乳豚のワクチン接種時期を設
定。検査結果から導いた日齢に沿ってワク
チン接種実施。都外でワクチン接種された
肥育豚と都内で接種した肥育豚の ELISA 抗
体検査は、疑陽性を除く陽性率が都外接種
豚で 66%(N=70)、都内接種豚が 84%(N=95)。

第 1 世代母豚(N=79)と第 2 世代母豚(N=17)
の抗体価を比較。世代間で特定の傾向を認
めず、母豚毎にワクチン接種時期を設定す
る必要性を示唆。母豚 16 頭とその子豚 64
頭に対し、分娩後の母豚、ワクチン接種前
及び接種後の子豚の中和抗体価を測定。移
行抗体価が平均 4 倍以下群は接種後速やか
に抗体価が上昇。平均 10～44 倍群は緩やか
な上昇で 2 倍以下も散見。233 検体の S/P
値及び中和抗体価を比較。高い相関がある
がバラツキも確認。11 月以降採血した全母
豚(N=95)に中和抗体価に基づく離乳豚のワ
クチン接種時期を設定。今後、検査結果に
沿ってワクチン接種予定。 
 
259．豚熱の免疫付与状況確認検査結果と豚
の免疫機能の関係性調査：東京都家保 八
町慶史、田中大也 
 複数回の豚熱ワクチン接種により抗体上
昇を認めない免疫獲得が不十分な事例を確
認。そこで、豚熱 ELISA 検査結果より免疫
獲得が十分な群と不十分な群を設定し、①
免疫低下に関与するウイルス感染症の罹患
状況検査、②豚病抗体調査の結果比較、③
血清蛋白量測定、④ConA、PWM 及び LPS を
用いたリンパ球幼弱化試験を行い、豚熱 EL
ISA 検査 S/P 値（C-S/P 値）との相関分析及
び両区の分散分析より免疫獲得に関与する
因子を検索。①豚繁殖・呼吸障害症候群は
全検体 PCR 陰性、豚サーコウイルス 2 型 PC
R 検査の Ct 値と C-S/P 値に相関性は認め
ず。②豚マイコプラズマ肺炎及び豚胸膜肺
炎の ELISA 検査 S/P 値と C-S/P 値に相関性
は認めず、両区で有意差を認めず。③免疫
グロブリン値と C-S/P 値に相関性は認め
ず、両区で有意差を認めず。④両区でリン
パ球の増殖度に差は認めず。以上より、免
疫獲得に関与する因子は今回明らかではな
いが、今後も追加検証及び集団免疫獲得に
より豚熱対策を行う。 
 
260．46 年ぶりの発生となった豚熱の防疫
対応：神奈川県県央家保 若島亜希子、小
嶋信雄 
 令和 3 年 7 月、管内一養豚場にて本県で
は 46 年ぶりとなる豚熱が発生。発生農場及
び疫学関連農場は肥育経営農場で住宅に近
接。埋却が困難であったため、国内 2 例目
となる移動式レンダリング装置（以下、装
置）を使用し、処分頭数は計 4,109 頭。装
置の設置場所決定の難航や暑熱対応の影響
から、一時殺処分を中断したため、処分畜
が農場内に滞留し、腐敗抑制作業等を実施。
そのため殺処分終了まで 11 日、防疫措置完
了まで 14 日を要した。また、諸課題につい
ては次のとおり対応。①一部畜舎では重機
侵入不可のため作業動線を再検討し、電動
ホイストの使用等人力に頼らない殺処分方
法を導入。②作業者の安全確保のため作業
時間を短縮。改めて装置の設置場所の事前
調整の重要性を認識。防疫対応後はこれら
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の課題から防疫計画の見直しや関係団体等
との連携強化を実施。今後は本農場の経営
再開に向けて支援を実施するとともに、更
に実効性のある防疫計画を目指す。 
 
261．地域で取組む PRRS 対策：神奈川県湘
南家保 飯島智大、荒木尚登 

平成 29 年 8 月、管内一地域の養豚農場 8
戸で構成される養豚部会より、PRRS 対策に
取組みたいと家畜保健衛生所（家保）へ要
望。家保主導のもと、JA・農場・市・管理
獣医師・家保から成る組織を構築し、対策
を検討。平成 30 年 1～5 月、管理獣医師が
農場バイオセキュリティレベルの客観的評
価を実施。また、同年 1～10 月、家保が PR
RS ウイルスの浸潤状況調査を実施したと
ころ 86.4％と高い陽性率。以上の結果を勉
強会で共有し、管理獣医師と共に農場毎の
対策を提示。また、全農場共通の対策とし
て、注射針の適切な使用と、母豚への PRRS
ワクチン接種を開始。さらに、家保が PRRS
ウイルスの定期的なモニタリング検査を実
施し、結果に応じて衛生対策指導を実施。
令和 3 年 4～11 月のモニタリング検査の陽
性率は、17.1％と大幅に改善。しかし、農
場によって陽性率に差が見られ、PRRS 対策
は地域全体のコントロールが必要であるこ
とから、今後指導を強化。地域全体の PRRS
清浄化につなげる。 
 
262．県内で発生した豚熱の病性鑑定事例：
神奈川県県央家保 山本英子、小嶋信雄 

令和 3 年 7 月、県内の養豚場で、他県か
ら導入した豚群で導入以降に複数の死亡が
あり、死亡豚・衰弱豚各 1 頭の病性鑑定を
実施。同居豚 10 頭中 3 頭に発熱、５頭に白
血球数の減少がみられた。剖検で、全身諸
臓器の出血、脾臓の出血性梗塞・腫大、大
腸のボタン状潰瘍、リンパ節の腫脹、病理
組織学的検査で、全身諸臓器の出血、リン
パ組織の萎縮、潰瘍性大腸炎及び非化膿性
髄膜脳炎が認められた。蛍光抗体法で、扁
桃凍結切片に豚熱陽性抗原が認められた。R
T-PCR でペスチウイルス特異遺伝子が扁
桃、脾臓、腎臓及び血清から検出され、制
限酵素 BglⅠで切断された。RT-PCR 産物は
農研機構動物衛生研究部門で遺伝子解析を
実施し、国内流行野外株の豚熱ウイルスと
判定された。同居豚 8 頭の血清からペスチ
ウイルス特異遺伝子が検出され、制限酵素 
BglⅠで切断された。本症例は、近年の国内
発生例や感染実験例と一致する所見が多
く、豚熱の典型的な症例であった。 
 
263．管内 A 農場の豚熱発生と防疫作業の新
たな取り組み：山梨県東部家保 秋山倫子、
土橋宏司 

令和 3 年 7 月、隣県の系列農場で豚熱発
生。A 農場は疫学関連家畜飼養農場に指定
され移動制限及び報告徴求を実施。28 日
後、移動制限解除の検査実施。発熱や白血

球減少を示す子豚 2 頭で患畜確定。8 月 7
日 22 時、防疫措置開始。11 日 18 時 40 分
完了。延べ 2,106 人が従事。防疫作業で 3
つの新たな取り組み。①熱中症予防で 10
時から 16 時の作業中断。この時間帯に作業
計画の見直し等軌道修正が可能。②フォー
クリフトのオペレーター不足や急斜面での
作業効率や安全性を考慮し、と殺後の豚搬
出にバックホーを使用。③と殺終了後の畜
舎消毒を外部委託。ハエ・ネズミが大発生
し、消毒の他、殺虫・殺鼠対策を併せて実
施。専門技術で、高い殺虫・殺鼠効果あり。
防疫措置は概ね計画どおりに完了。一方、
消毒薬による炎症事例の散発や重機作動時
のヘルメット未装着等安全対策の徹底不十
分が課題。防疫作業は常に危険を伴い心的
負担大。安全対策を充実させ作業の効率化
や安全性の確保を図る。 
 
264．繁殖豚の豚熱ワクチン抗体検査結果と
子豚の接種適期に関する考察：山梨県西部
家保 小林洋平、鷹野由紀 

豚熱ワクチン接種においては、初回一斉
接種から 2 年が経過、更新による第 2 世代
豚の増加に伴い母豚群抗体価の低下が懸
念、免疫付与状況確認検査及び移行抗体調
査から接種適期について考察。管内全 10
農場（ミニブタ飼養農場を除く）の繁殖豚
S/P 比の中央値（平均値）は令和 2 年 7 月
（第 2 回検査）の 0.918(0.905)から令和 3
年 7 月（第 4 回検査）には 0.678(0.704)に
推移。第 4 回検査の世代別 S/P 比の中央値
（平均値）は第 1 世代 0.735（0.774）に対
し第 2 世代 0.552（0.601）と低下傾向。第
2 世代豚の増加に伴い母豚群の抗体価が低
下することを確認。第 4 回調査中央値付近
である S/P 比 0.4～0.9 の母豚 6 頭を選定、
1 腹 5 頭の産子について移行抗体調査を実
施。27～42 日齢時でワクチンブレイクを起
こすとされる 128 倍以上の個体は確認され
ず、また現状の接種日齢である 50 日齢以降
では 30 頭中 29 頭が移行抗体 16 倍以下。以
上の結果から、接種時期を早める時期に来
ていると考察。今後、接種を早めた子豚の
免疫付与状況確認検査を実施するととも
に、母豚抗体価のモニタリングを継続。 
 
265．豚熱発生農場における中和抗体保有状
況：山梨県東部家保 齋藤那美香、大町雅
則 
 令和 3 年、県内 2 養豚場で豚熱を確認。
事例 1（一貫、飼養 2,523 頭）：ワクチン
未接種豚 19 頭で特異遺伝子確認、中和抗体
価 16 倍以下。中和抗体価 2 倍以上は母豚 2
8/30 頭、肥育 157/165 頭。ワクチン未接種
豚 48/96 頭は中和抗体価 16 倍未満、母豚で
は 4/30 頭が 16 倍未満。事例 2（繁殖、飼
養 1,718 頭）：ワクチン未接種豚 4 頭で特
異遺伝子確認、中和抗体価 8 倍以下。中和
抗体価 2 倍以上は母豚 102/102 頭、ワクチ
ン接種済離乳豚 8/10 頭。ワクチン未接種豚
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5/10 頭は中和抗体価 16 倍未満、母豚では 3
/102 頭が 16 倍未満。事例 1 で母豚 2 頭(追
加未接種)は中和抗体価 2 倍未満、移行抗体
価の低い子豚を産出と推測。両事例ともワ
クチン接種豚の中和抗体保有状況は、群免
疫付与率の指標 80%を上回った。ワクチン
未接種豚の 50%は中和抗体価 16倍未満のウ
イルス感受性個体。ワクチン接種適期は事
例 1 で 14 日齢、事例 2 で 28 日齢と推定、
ワクチン接種の前倒しが必要と考察。 
 
266．豚熱ワクチンによる県内農場の免疫状
況とリスク評価: 岐阜県中央家保 桑田桂
輔、溝口博史 

令和元年に豚熱ワクチン接種を開始、肥
育豚のワクチンブレイクが懸念。本県では
母豚群の ELISA 値から農場毎の肥育豚群の
免疫状況及び接種適齢期を確認する数理モ
デルを構築。モデルにより県内農場の肥育
豚群出生～出荷の免疫状況、ワクチン免疫
の観点による豚熱発生リスクを評価。材料
及び方法は県内 10 農場の母豚血清 817 検
体、接種週齢パターン毎の移行抗体維持率、
テイク率、安全な接種時期（移行抗体維持
率・テイク率いずれも 80％以上の接種時
期）を確認、リスク値を算出。結果、安全
な接種時期がある農場数は R2上半期 8/10、
R2 下半期 5/10、R3 上半期 2/10 に減少、最
適な接種時期の平均のリスク値が 0.4％、
1.5％、3.8％と増加。原因は母豚群の抗体
分布の変化による移行抗体消失の早期化並
びにばらつきの増加であると推察。モデル
によるリスク評価は、安全な接種時期を定
められない農場でもリスクが最小となる接
種日齢を選択できる有用な手法。 

 
267．静岡県における豚熱 ELISA の S/P 値を
用いた豚熱ワクチン接種適期推定法の検討
：静岡県中部家保 西島典子 

豚熱ワクチン接種による適切な免疫付与
のためには移行抗体を考慮した接種日齢の
設定が必要。迅速かつ簡便な接種適期推定
のため、ELISA の S/P 値を用いた本県独自
の豚熱ワクチン接種適期推定法を検討。県
内農場 22 戸の豚血清 814 検体について ELI
SA及び CPK－NS細胞を用いた中和試験を実
施。ELISA の S/P 値と中和抗体価には強い
正の相関関係あり（r＝0.865）。各抗体検
査結果の ROC 解析により、S/P 値から中和
抗体価へ換算するカットオフ値を算出。既
報より、移行抗体価の半減期、発症防御可
能な移行抗体価、接種時の移行抗体価ごと
の抗体上昇率を設定。これらを Excel に設
定して推定表を作成。推定表に母豚群の S/
P 値を入力すると、①接種により抗体価が
上昇する子豚群の割合、②発症防御可能な
移行抗体価を保有する子豚群の割合が、子
豚の日齢ごとに自動計算。①及び②が 80%
以上となる日齢を接種適期として推定。両
者の日齢が異なる場合、より高リスクの方
を優先。 

 
268．豚熱ワクチン接種農場のワクチン接種
適期推定調査：静岡県東部家保 鈴木駿、
小林幸恵 
 6 か月ごとに実施している免疫付与状況
等確認検査（確認検査）にて、肥育豚の抗
体陽性率が 80%を下回る農場が毎回確認さ
れている。そこで確認検査の抗体陽性率が
特に低かった管内 2 農場（A 及び B）で接種
適期を推定するための調査を実施。いずれ
の農場でも母豚と子豚から経時的に採血を
行い、ELISA 法及び中和試験を実施。農場 A
では 50 日齢以前を接種適期とする検査結
果が得られたが、同時期に行われた確認検
査では 50 日齢で接種した他の豚群の抗体
陽性率が低かったため、その結果を加味し
て接種頻度と日齢を調整。次の確認検査で
肥育豚の抗体陽性率が改善。農場 B では母
豚ごとの接種適期に大きな開きがあるこ
と、管理頭数が少ないことから、母豚ごと
に接種日齢を設定する管理方法を提案。母
豚更新に伴って接種適期は変化するため、
確認検査の結果分析や追加調査を継続実施
していく。 
 
269．豚熱ワクチンの接種適期解析：愛知県
東部家保 稲葉七巳 
 令和 3 年度上半期採血の管内で飼養され
ている母豚（n=520）の血清を常法に従い豚
熱中和抗体価を測定。①移行抗体の発症防
御抗体価 32 倍②集団免疫 75％以上③移行
抗体存在下でのワクチンテイク率（豚コレ
ラ防疫史参考）④移行抗体の半減期 11 日を
前提条件とし、移行抗体での防御率とワク
チンテイク率のトレードオフで接種適期を
解析。また、①移行抗体の発症防御抗体価
②集団免疫率を高く設定し、肥育豚への 2
回接種の有効性を予測。接種適期解析結果
は、第一世代（n=274）と第二世代(n=202)
の抗体価はともに正規分布し、前者の抗体
価のピークの方が 2 倍程度高かったが、接
種適期はいずれも 22 日齢までと推定。農場
ごと（n≧30）に抗体価分布と接種適期で 3
タイプに分類した結果、最も遅いタイプで
接種適期は 38 日齢まで。肥育豚への 2 回接
種の有効性予測結果は、22 日齢までとその
10～20 日後の 2 回接種の有効性が示唆。今
後、30 日齢以前での接種の検討と用法の見
直しが課題。 
 
270．管内で発生した豚サーコウイルス関連
疾病（PCVAD)と生産性向上の取組：愛知県
東部家保 下田正幸 

肥育豚 3,000 頭を飼養するツーサイト肥
育農場で PCVAD が原因と思われる発育不良
や事故頭数の増加、枝肉重量（枝重）の低
下（平均枝重 65.9kg）の原因究明と対策を
実施。現地検討会を開催し、対策として移
動日齢及び給餌回数を変更。発育は改善傾
向となったが、低体重での出荷が多かった
ため、感染症の関与を疑い、と畜場検査を
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実施。出荷豚の血清から有意量の PCV2 特異
遺伝子を検出。その後のステージ別検査で
も有意量の PCV2 特異遺伝子が検出された
ことから PCV2 による発育不良と判断し、ワ
クチンプログラム変更を指導。その後、ス
テージ別検査で PCV2 特異遺伝子は検出さ
れず、発育も改善され、対策後の平均枝重
は 73.7kg まで回復。本事例は飼養状況の変
化とワクチンプログラムが原因となり、発
育不良につながったと考察。依然として、
事故頭数は高く推移しているため、更なる
生産性改善に向け、対策指導を継続中。 
 
271．田原地域の豚繁殖・呼吸障害症候群ウ
イルス（PRRSV）コントロールに向けた取り
組み：愛知県東部家保 永井泰子、井藤雅
子 

平成 24 年度以降、PRRSV 感染状況把握の
ため毎年ステージ別検査を実施。今年度上
半期の感染ステージ分類：ステージ 3 安定
60％、ステージ 2 安定移行 19％、ステージ
5 清浄 14％、ステージ 4 清浄化移行 7％、
ステージ 1 不安定 0％。地域の流行株はク
ラスターⅢ野外株が昨年度比 18％減、クラ
スターⅡワクチン類似株が昨年度比 15％
増で病原性の低い株に置換。優良事例 A：
母豚ワクチン接種開始とパーシャルデポピ
ュレーションにより感染状況・生産成績改
善。優良事例 B：母豚ワクチン接種に加え
子豚接種開始後、新たな株の侵入はなく、
離乳後事故率改善。養豚密集地域における
PRRSV コントロールには①ワクチン適正使
用による母豚の免疫安定②ピッグフロー厳
守・洗浄消毒による感染機会遮断③出荷時
防疫強化による別株侵入阻止④清浄種豚・
精液の使用の他、地域の足並みを揃えるこ
とが重要。今後もステージ別検査で感染状
況の把握と適切な指導を継続し、生産者や
関係業者等と勉強会により情報共有して地
域の機運を高めていく。 

 
272．豚熱中和試験による 2 種類の CPK-NS
細胞の比較：愛知県中央家保 玉生英久 
 当所保有の CPK-NS 細胞について、細胞形
態や CPE の見え方が明らかに異なる 2 種類
の細胞株（A 株及び B 株)の存在を確認。細
胞株によって豚熱中和試験結果が異なる可
能性があるため、A 株及び B 株について調
査を実施。7 日間の細胞培養の結果、A 株と
B 株の形態は明らかに異なり、A 株は細かい
ドームが多数認められ、B 株は大きなドー
ムが認められた。豚熱ウイルス力価は同等
で、A 株と B 株はともに CPE が認められた
が見え方が異なっていた。豚熱の中和抗体
価は B 株の方がやや高い傾向。A 株と比較
して B 株の CPE は不明瞭。中和試験結果に
は B 株の CPE が不明瞭なことも影響してい
ると考えられ、検査者によって判定結果が
異なる可能性あり。A 株と B 株はともに無
血清培養液で発育し、GPE－株の感染により
CPE を示すため、元は同じ CPK-NS 細胞であ

ったと考えられる。継代中の培養条件の変
化やコンタミネーション等の何らかの原因
により細胞が少しずつ変化したと推察。 

 
273．県内養豚場における繁殖母豚の豚熱抗
体保有状況調査：三重県中央家保 戸塚麻
喜、諏訪智乃 
 31養豚場で母豚計 782頭の豚熱中和抗体
検査を実施。全体の抗体価幾何平均値（GM
値）は 150.5。第 1 世代母豚の GM 値は 236.
1、標準偏差 1.59、第 2 世代母豚の GM 値は
58.1、標準偏差 2.46。農場ごとの GM 値は 1
6～597.3、標準偏差 0.92～3.72。第 1 世代
母豚産歴別抗体価の GM 値は 2 産：182.4、3
産：273.7、4 産：275.0、5 産：232.7、6
産：228.1、7 産：185.9、8 産以上：148.5。
PRRSV 浸潤状況別の母豚抗体価は PRRSV-EL
ISA陰性農場に比べて陽性農場の GM値が有
意に低かった（P＜0.05）。第 2 世代母豚の
抗体価は第 1 世代母豚よりも低く、第 2 世
代母豚の産子のワクチン接種日齢を再検討
する必要がある。各世代母豚が混在する農
場では母豚抗体価のばらつきが大きく、子
豚へのワクチン単回接種では液性免疫の付
与には不十分であると考えられた。PRRSV
陽性農場や高産歴でワクチン初回接種を受
けた第 1 世代の母豚では抗体価が低くなる
傾向があり、農場ごとのワクチン接種日齢
の設定が望ましい。 

 
274．母豚検査による豚熱ワクチン接種適期
の検討及び試験：三重県南勢家保 下田智
彦、入江拓也 

【材料と方法】管内の 7 農場にて、第一、
二世代の母豚から採血し、中和試験を実施。
各農場の母豚群の中和抗体価（NT 価)分布
から、接種適期の検討を行った。試験とし
て、離乳豚 53 頭にワクチンを接種し、接種
時に中和試験、接種 45 及び 90 日後に ELIS
A 検査及び中和試験を実施。また、ELISA
検査結果が、疑陽性及び陰性の検体につい
て中和試験を実施。【結果】第一世代母豚
の GM 値は最も高い農場と低い農場間で 5
倍以上の差が認められた。各農場のワクチ
ン接種開始日齢は、35-45 日齢と決定。接
種 90日後における ELISA検査での陽性率及
び NT 価から判別した免疫付与率は、接種時
の移行抗体価 32倍以下で 95.2%及び 90.5%、
64 倍以上で 62.5%及び 90.6%であった。ELI
SA 検査で疑陽性の 98.7%、陰性の 64.0%の
検体が NT 価 2 倍以上。【考察】第一世代母
豚でも NT 価の低い農場があることから、農
場ごとにワクチン接種適期を検討すべき。
免疫付与する移行抗体価は、引き続き検討
が必要。 

 
275．府内最大規模の養豚農家における豚熱
発生予防の取組：京都府南丹家保 久保侑
加、田中究 
 府内最大規模の養豚農家（一貫、約 11,0
00 頭飼養）における発生予防の取組を報
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告。【飼養衛生管理基準の遵守】野生動物
侵入防止対策や交差汚染防止対策等の飼養
衛生管理基準遵守徹底により、防疫対策を
強化。新豚舎の建設にあたっては豚導入前
から助言し、より高い衛生レベルとなるよ
うに指導。【適期での子豚への豚熱ワクチ
ン接種】令和 2 年 1 月からワクチン接種を
開始。第 1 回免疫付与状況確認検査では高
い免疫付与率（令和 2 年 2 月:88％）を示し
たが、第 2 回（令和 2 年 8 月:82％）では低
下傾向。国の助言や他県の取組を参考に令
和 3 年 1 月より接種時期を 5 週齢から 7 週
齢に変更。その結果、変更から間がない第
3 回（令和 3 年 2 月:51％）は低下したが、
第 4 回（令和 3 年 8 月:82％）、第 5 回（令
和 4 年 2 月:90％）は回復。令和 4 年 4 月か
らは、母豚の中和抗体価（第 2 回:166→第
5 回:80）や第 2 世代の割合（第 1 回:0％→
第 5 回:40％）を考慮し、ワクチン接種時期
を 5 週齢に変更。【まとめ】今後も農家と
協力し、豚熱発生予防に努める。 
 
276．愛玩豚の豚熱防疫対策：大阪府大阪府
家保 緒方一也 

昨今、マイクロブタ等の愛玩豚を大阪府
内でペットとして飼養する人が増加傾向。
衛生対策の推進にあたり、飼養状況の把握
困難、ワクチン接種のスケジュール管理煩
雑等の課題あり。これらを解決するため、
愛玩豚における豚熱防疫対策推進の取り組
みを実施。その中で、飼養者には、豚熱ワ
クチンの重要性と非接種地域への移動制限
や野生動物接触の危険性を啓発。また、動
物取扱業者には、豚熱防疫対策の周知と販
売時の注意事項について助言し、家畜の届
出義務についても、新規飼養者への周知を
強化。啓発周知については、動物取扱業を
所管する部署の協力を仰ぎ、HP や SNS 等も
活用してより広く、より多くの人に伝わる
よう実施。ワクチン接種では、スケジュー
ル管理のためのシステムを試行し、効率的
に実施することを検討。今後新たに生じる
課題も含め、引き続き愛玩豚も含めた豚熱
防疫対策を進めていく。 
 
277．豚熱検査におけるリアルタイム PCR
法の利用：大阪府大阪府家保 大橋浩介 
 従来から、CSF 抗原検査には遺伝子検査
法としてコンベンショナル PCR法（cPCR法）
を利用。令和 3 年 10 月からは、リアルタイ
ム PCR 法（qPCR 法）の利用が可能。その推
奨方法の一つであるキット（CSFV/ASFV Di
rect RT-qPCR Mix＆Primer/Probe（タカラ
社））について、従来法である cPCR 法と比
較検討等実施。豚・イノシシの血清等病性
鑑定材料およびワクチン株ウイルスを用
い、定法に従い cPCR 法を実施。qPCR 法は
キット説明書に従い実施したところ、qPCR
法は検査費用に大差はないが、検査時間が
1/4 程度に短縮。CSF 検出感度は同程度。野
外検体に対する反応性は 95％以上が一致。

他のペスチウイルスとの交差性無く、RFLP
等の鑑別が不要。以上、qPCR 法では、より
迅速な結果判定が可能で、検査負担は低減
させうると考察。CSF ウイルスに対する反
応性も良好だが、cPCR 法の結果と完全には
一致せず、当面、cPCR 法と併用することに
より、特異性、感度等の検討が必要とみる。 
 
278．豚熱ワクチン免疫付与状況と接種時期
の検討：兵庫県姫路家保 梶河紗代、中条
正樹 

豚熱ワクチン免疫付与状況確認検査等の
結果から子豚の接種時期を検討。(1)血清 4
36検体の ELISA結果と中和抗体価の相関を
把握。偽陽性含む ELISA 陽性率は中和抗体
価 16 倍以上で 100%。ELISA S/P 比と中和抗
体価の対数は比例、決定係数 R2=0.7411。
(2)免疫付与状況確認検査の母豚血清 213
検体の ELISA S/P 比から中和抗体価を予
測。母豚群の初回検査の予想中和抗体価 GM
値は 22。2 回目以降は抗体分布のばらつき
が大きく、農場毎に分布が異なった。(3)
管内農場で母豚の予想中和抗体価およびワ
クチン接種時の子豚の中和抗体価から、接
種時期を検討。ワクチン接種後、ELISA 検
査でテイク率を調査。感染防御可能とされ
る中和抗体価 32倍以上は 52～58日齢で 1/
10 頭、44～50 日齢で 2/11 頭、37～43 日齢
で 5/10 頭、中和抗体価 GM 値は 5.2、15.0、
19.7。37～43 日齢で接種し、テイク率は接
種 41 日後で 70%、56 日後で 80%。ワクチン
効果判定の際は接種後日数に留意する必要
があると考察。 
 
279．管内養豚場における豚熱ワクチン免疫
保有状況：奈良県奈良県家保 河野奈央、
北川稔子 

管内の養豚農家では、2020 年 1 月に初め
てワクチンを接種して以来、免疫付与状況
等確認検査（エライザ結査）を実施。今回、
管内 2 農家の検査結果を報告。０農家は、
肥育豚の調査を 5 回実施。付与率は 100%、
83.3%、76.7%、53.3%と 4 回目まで回を重ね
る毎に低下。2021 年夏頃よりワクチン接種
時期を第 1 世代産子は 50～60 日齢、第 2
世代産子は 40日齢～50日齢にしたところ、
5 回目の付与率 66.7%。繁殖豚では、1 回実
施。26 頭を検査し、追加接種の結果、付与
率は 100%。T 農家は、肥育豚で 3 回調査を
実施。付与率は 100%、92.9%、60%。3 回目
については、陰性豚 4 頭に追加接種した結
果、陰性 1 頭、陽性 3 頭。擬陽性 4 頭は、
経過観察後、1 頭陽性、2 頭陰性、1 頭は陽
性になった後、再び擬陽性。出荷直前の付
与率は 70%。繁殖豚に関しては、追加接種
を繰り返しても免疫がない個体や陽性から
陰性になる個体が存在。陰性母豚の産子は、
哺乳中のワクチン接種で子豚の付与率は、1
00%。 
 
280．豚熱ワクチン接種プログラムの検討：
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奈良県奈良県家保 石田充亮、平田絵美 
 豚熱ワクチン（ワクチン）接種プログラ
ム検討のための調査を管内 1 養豚場（母豚
147 頭飼養）で実施。50～60 日齢子豚の移
行抗体保有率は 68％。ワクチン接種までの
リスク軽減のため、分娩時に母豚の ELISA
抗体を検査し、陰性・疑陽性の母豚とその
産子に離乳時にワクチンを接種。2021 年 9
月から 2022 年 3 月に母豚 117 頭を検査し、
ELISA 抗体陰性 4 頭、疑陽性 5 頭。抗体価
の低い母豚産子は離乳時の抗体価が低く、S
/P値 0.3程度の母豚産子でも離乳時の抗体
陰性が見られた。S/P 値 0.3 未満の母豚は 3
7 頭（検査豚の 31.6%）で、第 2 世代と呼ば
れる母豚が 25 頭（第 2 世代検査豚の 49.0
%）。陰性・疑陽性の母豚で接種後に検査し
た 3 頭では、2 頭で陽転、1 頭は S/P 値上昇
せず。数回のワクチン接種にもかかわらず
S/P 値が上昇しない個体も存在。母豚は第 2
世代へ更新される。母豚群の抗体保有状況
調査を継続し、子豚へのワクチン接種時期
を適宜検討していく必要がある。 
 
281．新型コロナウイルス感染症の流行に伴
う経済的影響：和歌山県紀北家保 山中克
己、髙橋康喜 
 【背景】新型コロナウイルス感染拡大に
より農家の経営悪化を懸念。【目的】安定
経営を図れるよう調査、指導を実施。【調
査・指導】①経営影響調査：豚、鶏、牛等
計 58 戸を対象に出荷量や売上高の調査を
実施。豚、指定生乳生産者団体へ出荷して
いる酪農、採卵鶏及び肉用鶏の農家では単
価、売上高に影響なし。6 次産業のアヒル
及び酪農では売上高が減少。繁殖和牛及び
肥育牛では売上高が減少。②各種支援策利
用促進：国や県の支援策として給付金、補
助金、融資制度あり。既存の制度に加え優
良肉用子牛生産推進緊急対策事業、肥育牛
経営等緊急支援特別対策事業が創設。支援
策を農家へ周知、指導。経営的ダメージが
大きかった肥育牛農家を中心に支援策利用
状況調査、結果を活用しサポートや指導。
③感染予防指導：ヒトの感染予防等につい
て、経営者や従業員を対象に家畜衛生だよ
りや国のチェックリストを用いて指導。【今
後】現在も新型コロナウイルス感染拡大の
ため、今後の予測は困難。 
 
282．鳥取県における豚熱ワクチン接種状況
：鳥取県倉吉家保 田中勝貴 
 平成 30 年 9 月、岐阜県で 26 年ぶりに豚
熱が発生。令和元年 10 月に豚熱に関する特
定家畜伝染病防疫指針が改正され、豚熱発
生リスクの高い都道府県を対象に予防的ワ
クチンの接種開始。令和 3 年 3 月に兵庫県
で野生イノシシの豚熱感染が確認されたこ
とを受け、鳥取県もワクチン接種推奨地域
に設定。4 月に県内全域の飼養豚への初回
接種を完了、6 月から離乳豚への接種開始。
第一回免疫付与確認検査では全戸抗体陽性

率 90％以上と良好な結果。現在離乳豚への
接種は県内一律で生後 50～60 日としてい
るが、県内一農場で実施した離乳豚の移行
抗体保有状況調査より、第一世代母豚産子
であっても生後 50 日以前が接種適期とな
る農場もある可能性が懸念。またワクチン
先行接種県によれば、母豚の更新等により
農場の母豚抗体価分布に変化が生じるとの
報告。今後は鳥取県においても離乳豚への
接種日齢は県内一律とするのではなく、農
場毎の母豚抗体価分布を調査し、個別に検
討していく必要あり。 
 
283．西部家保管内における豚熱ワクチン接
種：鳥取県西部家保 岡田綾子、池本千恵
美 
 2021 年 3 月、豚熱の感染拡大を受け、本
県全域が豚熱に関する特定家畜伝染病防疫
指針に基づくワクチン接種推奨地域に指
定。4 月 1 日に接種プログラムの国承認、5
日から県東部を皮切りに豚熱ワクチン接種
開始。県内飼養頭数のおよそ 76％を管轄す
る当家保では 12日から 26日までの 15日間
に愛玩を含む 10 農場の全対象豚 38,667 頭
に初回接種完了。続いて 6 月から離乳豚へ
の追加接種、10 月に繁殖豚の補強接種を実
施。11 月までに累計 88,360 頭接種。管内
企業養豚 4 農場では農場の衛生対策ルール
のため接種は月曜日に限定。接種頭数に応
じ 1農場につき家畜防疫員１～6名で対応。
7 月に 1 農場で所属獣医師を接種実施者と
して知事認定したものの残る農場について
は雇い上げ獣医師 2 名を含む家畜防疫員で
業務継続中。冬季に入り HPAI 発生が危惧さ
れる中、特定疾病対応を含む他業務への影
響低減のため接種に携わる獣医師確保が課
題。 
 
284．県内豚熱ワクチン接種農場における中
和抗体価の調査：岡山県岡山家保家畜病性
鑑定課 山口葵 

令和 3 年 4 月から県内豚飼養農場全戸で
豚熱ワクチン接種を開始。ワクチン接種適
期の推定を目的として免疫付与状況確認検
査を実施。初回接種繁殖母豚（以下母豚）1
4 農場 361 頭と母豚から生まれたワクチン
接種済産子（以下産子 A）11 農場 302 頭に
ついて豚熱ウイルス抗体保有状況を調査。
またワクチン未接種産子（以下産子 B）2
農場 27 頭の移行抗体を調査。検査方法は E
LISA 法及び中和試験で豚熱に関する特定
家畜伝染病防疫指針に準じ実施。母豚の抗
体陽性率は 80～100%、産子 A については 7
0～100%で 1 農場が 80%未満。母豚の中和抗
体価と ELISA検査の S/P値の相関は R²=0.8
659。中和抗体価の最頻値は母豚全体で 64。
産子 B のワクチン接種推奨日齢は 20 日～4
0 日齢で農場毎に差が認められた。ワクチ
ン接種適期は農場毎に異なり、精度を高め
るにはさらに産子と母豚の経時的な調査を
行うなど、豚熱発生リスクを踏まえた慎重
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な検討が必要。 
 
285．豚熱ワクチン接種対応に係る現状と課
題：徳島県西部家保 松英百合子 山本由
美子 
 2018 年 9 月に岐阜県で国内では 26 年ぶ
りに豚熱が発生。国内で発生が続いたこと
から 2019年 10月 15日豚熱ワクチン接種推
奨地域を設定。2021 年 7 月、淡路市におけ
る野生イノシシでの豚熱感染確認を受け、
徳島県も 8 月 6 日豚熱ワクチン接種推奨地
域に設定され、初回接種が 8 月末から開始。
初回接種は県全体で 29 施設、36,227 頭、
うち管内は 15 施設、29,035 頭、うち家保
接種は 11 施設、19,186 頭（県全体の 53％）。
豚のワクチン業務は数十年ぶりであり、接
種に係る資材は全て新規購入。実際の接種
の中で資材や準備方法の比較検討を行い、
効率的な業務の遂行を検討。ワクチン追加
接種に係る出張は 5 回／週、約 900 頭／週、
1 回 2～3 人、平均 2.5 時間／人。準備、片
付け、事務処理等を含めて、1 回平均 3 時
間／人。新たに増えたワクチン業務が通常
業務を圧迫。ワクチン接種業務が続く中、
県民サービスを低下させず、ワクチン接種
業務を維持していくためには人員不足解消
が必要。 
 
286．豚繁殖・呼吸障害症候群と豚サーコウ
イルス 2 型の複合感染による子豚の死亡事
例：徳島県西部家保 井口陽香 山本由美
子 
 2021年 7月管内一貫経営養豚農家におい
て、60 日齢の豚が下痢、肺炎により死亡増
加。死亡豚 4 頭の病性鑑定を実施。平均 9k
g で低体重、削痩気味。剖検所見で化膿性
肺炎(2/4)、重度肺水腫(2/4)、疣贅性心内
膜炎(1/4)、回腸増殖性腸炎様病変(1/4)。P
CR 検査で肺から豚繁殖・呼吸障害症候群(P
RRS)（北米型）と豚サーコウイルス 2 型(P
CV2)の特異遺伝子陽性(PRRS：4/4、PCV2：3
/4)、回腸偽膜から Lawsonia intracellula
ris の特異遺伝子陽性(1/4)。細菌検査で主
要臓器から Salmonella Choleraesuis(3/
4)、肺から Pasteurella multocida(2/4)、
Actinobachillus pleuropneumoniae(1/4)
を分離。病理組織学的検査でリンパ系組織
のリンパ球脱落と壊死(4/4)、各リンパ節に
おける細胞質内封入体形成(2/4)確認。PRR
S と PCV2 の複合感染による免疫不全によ
り、豚呼吸器病(PRDC)やサルモネラ感染症
に罹患したと推測。今後、飼養衛生の更な
る見直しと、PRRS と PCV2 の免疫コントロ
ールが課題。 
 
287．管内養豚場にて確認されたアカバネウ
イルス感染事例：愛媛県南予家保 赤坂遼、
渡部絵美佳 

アカバネ病は、吸血昆虫が媒介するアカ
バネウイルス（以下、AKAV）の感染により
異常産等を引き起こす牛の届出伝染病であ

り、豚では非常に稀である。管内の一貫経
営養豚場において 2021年 8月に 2週齢の哺
乳豚 2 頭（症例①）、9 月に 10 週齢の離乳
豚 3 頭（症例②）に神経症状を認めた。病
理解剖、主要臓器等の細菌検査、異常産関
連ウイルス PCR 検査等のウイルス学的検査
及び中枢神経系についてウサギ抗 AKAV 抗
体を用いた免疫組織化学的染色（以下、IH
C）を実施した。症例①②ともに脳から AKA
V 特異遺伝子を検出、脳の多発性巣状壊死
や非化膿性脳炎、IHC にて神経細胞等に AK
AV 陽性反応を認め、AKAV 感染が示唆され
た。症例①は 2 週齢であり AKAV 抗体陰性な
ため生後感染が疑われた。症例②は抗体検
査未実施であり感染時期の特定には至らな
かったが、脳脊髄血管症が確認され浮腫病
の関与も疑われた。 
 
288．県内の捕獲野生イノシシにおける豚疾
病関連ウイルス保有状況調査：愛媛県家畜
病性鑑定所 𠮷澤頌樹 

野生イノシシは、国内において豚熱ウイ
ルス（CSFV）の拡散及び農場への侵入に関
与していると考えられている。さらに、海
外において豚サーコウイルス（PCV）2 型（P
CV2）や豚繁殖・呼吸障害症候群ウイルス（P
RRSV）の検出報告もある。今回、県内の野
生イノシシが PCV2、PCV3 型（PCV3）、PCV
4 型（PCV4）、PRRSV の拡散に関与している
かを明らかにするため、ウイルス及び抗体
保有状況調査を実施。2021 年 6～11 月に県
内で捕獲、採材された野生イノシシ血清 90
検体を用いて、PCV2、PCV3、PCV4、PRRSV、
CSFV、アフリカ豚熱ウイルスの特異遺伝子
検出（PCR 法）及び PRRSV 抗体の検出（ELI
SA 法）を実施。ウイルス遺伝子検出は全検
体陰性。PRRSV 抗体は 1 検体陽性であった
が、国内の過去の報告から非特異反応が疑
われた。本結果から、本調査において県内
の野生イノシシが PCV2、PCV3、PCV4、PRRS
V の拡散に関与していると考えられる結果
は得られなかった。 
 
289．管内養豚農家での豚熱ワクチン接種体
制の整備：田野支所 高橋徹 
 令和 3 年 10 月、管内養豚農家 2 戸で豚熱
ワクチン接種開始。A 農家は一貫経営、毎
月 1 回約 150 頭接種。B 農家は繁殖経営、
県外出荷時に適切に抗体保有するよう毎月
2 回約 350 頭接種。当所は職員 5 人の支所
であり、管内の牛の診療も毎月 60 回程度あ
ることから、計画的な接種のため少人数で
も実施可能な体制整備に取り組んだ。持ち
込む資材はチェックリストにより事前準備
を効率化、複数のカゴの利用による現場作
業性の向上と意図しない汚染の防止。両農
家とも小規模な豚舎が多い構造で、作業時
には豚舎移動の都度、衣服及び靴の着脱に
時間を要することから、医療用ガウンの利
用により時間短縮。接種管理は豚房配置が
あらかじめ図で記入された記録用紙の利用
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により記帳ミスを回避。これらの工夫によ
り農場作業は接種者、ワクチンや接種記録
等の管理者、農場主とともに豚を保定する
作業者の 3 名でも 1 時間程度で終了。準備、
往復移動時間や片付けを含めて、半日以内
で実施できる体制を構築。 
 
290．管内の豚熱ワクチン接種円滑化の取組
：高知県西部家保高南支所 松永隆仁 
 平成 30 年 9 月、岐阜県で豚熱が 26 年ぶ
りに発生し、令和 4 年 1 月現在、16 県で感
染確認。令和 3 年 7 月 29 日には兵庫県淡路
島で感染拡大の要因とされている豚熱陽性
野生イノシシが確認され、同年 8 月に高知
県は、豚熱ワクチン接種推奨地域に設定さ
れた。当支所管内（以下、管内）は、県内
最大の養豚産地であることから、豚熱ワク
チン一斉接種（以下接種）円滑化の取り組
みを実施。接種に際し、事前に管内の養豚
農家への立入ったところ、建て増しや改修
による、農場内動線及び豚舎構造の複雑化
を確認。このことから、衛生管理を考慮し
た接種動線及び農場内基地の配置、豚舎構
造に合わせた豚の追い込み及び接種方法を
検討。併せて、人員確保のため関係機関と
打合せを実施し、協力体制を構築。家畜保
健所職員、養豚農家及び関係機関の協力の
下、9 日間で約 1.2 万頭の接種を完了。 
 
291．高知県における野生イノシシの豚熱及
びアフリカ豚熱のサーベイランス検査の取
組：高知県中央家保 西明仁、橘川雅紀 

豚熱（CSF）は 2018 年の初発以降、CSF
に感染した野生イノシシの移動に伴い、飼
養豚での発生地域が拡大。近隣諸国におけ
るアフリカ豚熱（ASF）の発生も考慮し、高
知県でも野生イノシシの CSF 及び ASF の検
査を 2021 年度から開始。県猟友会の協力を
得て、初年度は有害鳥獣駆除期間中に野生
イノシシ 50 頭の検査を計画。狩猟者には事
前に必要な採材資材と採材送付マニュアル
を郵送。42 検体が集まり、全検体陰性を確
認。一部の検体で血清分離不可や予定の狩
猟者とは別の狩猟者からの検体送付、採材
記録票の記載漏れもあり。また、狩猟者に
郵送する採材資材の準備に人役を要するこ
と、飼養豚と野生イノシシで検査機器を共
有しているなどの課題もあった。2022 年度
は検査目標を 299 頭と定め、これらの課題
解決として、狩猟者へのマニュアルの周知
徹底、資材送付等作業の外部委託や検査機
器の導入による交差汚染防止を措置。感染
状況の的確な把握に努めたい。 
 
292．県内の豚サーコウイルス 2 型の浸潤状
況等：長崎県中央家保 秦祐介 

県内の豚サーコウイルス 2 型（PCV2）潤
状況調査および系統樹解析を実施。死亡豚
161 頭（内訳：平成 19 年度 30 頭、平成 28
年度 23 頭、令和 2 年度 67 頭、令和 3 年度
41 頭）、死亡野生いのしし 8 頭(内訳：令

和 2 年度 6 頭、令和 3 年度 2 頭)の生臓器を
用いて PCV2 の遺伝子検査、過去 15 年間に
検出された 51 株を用いて系統樹解析を実
施。浸潤状況調査での県内陽性率は、死亡
豚では平成 19 年度は 30%(9/30)、平成 28
年度は 22%(5/23)、令和 2 年度は 3%(2/67)、
令和 3 年度は 2%(1/41)、死亡野生いのしし
では令和 2 年度は 67%(4/6)、令和 3 年度は
0%(0/2)。系統樹解析では 4 株が a 型、24
株が b 型、13 株が d 型に分類。d 型は平成
26 年度以降に増加し、豚や野生いのししで
も確認。死亡豚の PCV2 陽性率は年々低下
し、発生リスクはワクチン接種等によって
低減したと推察。野生いのししで PCV2 浸潤
が認められたことから、農場での PCV2 対策
に加え、野生動物への病原体拡散防止対策
も重要。 

 
293．管内繁殖肥育一貫養豚場での種豚及び
哺乳豚の豚痘集団発生：大分県玖珠家保  
児玉彬 
豚痘は、豚の皮膚に丘疹や痂皮等を形成す
る疾病。感染経路は機械的伝播等で豚房に
限られた発生が多い。令和 3 年 7 月に分娩
舎 2 棟全ての哺乳豚体表に斑状病変がある
と通報。立入の結果 A、B 分娩舎の母豚数頭
及び全哺乳豚に皮膚病変を確認。A 分娩舎
哺乳豚１頭等で病性鑑定を実施。病理検査
で有棘細胞の風船様変性、好酸性細胞質内
封入体形成等を確認。ウイルス検査で解剖
豚の皮膚病変等から豚痘ウイルス遺伝子を
検出。本株のシークエンス相同性は既存株
と約 100％一致。症状及び検査結果から豚
痘と診断。豚舎及び豚体の消毒、豚舎間移
動時の手指消毒等について指導。種雄豚舎
が両分娩舎の間に配置され種雄豚の皮膚病
変が古かったため当該種雄豚から人等を介
し哺乳豚等へ拡散したと推察。流産株とシ
ークエンスに差がなかったことから分娩舎
と妊娠舎の管理者や感染ステージの違いに
より流産は未発生だったと推察。指導以降
の分娩で当該疾病の発生はみられていな
い。 

 
294．児湯地域における PRRS の拡大要因に
関する疫学統計調査：宮崎県宮崎家保 関
口真樹 兼田稔也  

口蹄疫以降、西都・児湯地域では、豚繁
殖呼吸障害症候群（PRRS）清浄性維持の取
組を継続。地域には養豚密集地域が 3 か所
存在(東地区、南地区、西地区)。PRRS の発
生は、2011 から 2015 年度は南地区に限局
していたが、2020 年 11 月に東地区と西地
区で発生後、両地区に拡大。2021 年 5 月末
で、南地区 94％、東地区 58％、西地区 17
％陽性。遺伝子相同性解析では、地域内の
ウイルスは同じ株由来と推測。農場巡回情
報等による疫学分析を実施。陽性農場と陰
性農場を比較すると、飼養頭数は陽性が有
意に多く、大規模ほど陽性の割合が高い。
作業従事者の構成は、一人で管理する農場



 

 

 - 62 - 

の割合で陰性が有意に高い。3 地区を比較
すると、公道との距離は西地区が東地区に
比べて有意に長い結果。以上より、今回の
ウイルス侵入拡大には、飼養頭数、作業従
事者、公道との距離が影響していると考察。
各農場が農場のリスクを検討し、作業従事
者全員で防疫意識を共有し遵守することが
重要。 

 
295．豚熱発生時に摘発された BVDV 持続感
染を疑う豚の一症例：沖縄県家畜衛生試験
場 銘苅裕二、石井圭子 
 2020 年 1 月、沖縄本島中部地域で豚熱(C
SF)が発生。CSF 発生農場 1 例目と 2 例目の
発生状況確認検査で飼養頭数 155 頭の一貫
農場において CSF-ELISA30 頭中 3 頭陽性、
ぺスチウイルス RT-PCR 陰性。再採材・再検
査で CSF-ELISA26 頭中 8 頭陽性、2 頭疑陽
性、ぺスチウイルス RT-PCR2 頭陽性。遺伝
子検査陽性の 2 頭は発育不良を呈し、CSF
疑いで病性鑑定を実施。扁桃の FA 検査で陽
性細胞散見。扁桃、脾臓、腎臓からぺスチ
ウイルス遺伝子検出。RFLP(Bgl1)で切断無
し。遺伝子解析で BVDV-1b と判明。中和試
験で解剖豚 2 頭は BVDV-1,2 抗体陰性、同居
豚は BVDV-1 の抗体価が高値。BVDV-1 持続
感染疑いと診断。農場関係者が隣接の肉用
牛繁殖農場と往来があったため、BVD の疫
学調査を実施。ペスチウイルス RT-PCR 陰
性。BVDV ワクチン未接種農場だが、中和試
験で母牛 8 頭中 3 頭 BVDV 抗体保有。沖縄本
島の豚における BVDV 浸潤状況調査では一
部の養豚場で BVDV 浸潤を確認。CSF 検査時
は BVDV 感染の可能性を念頭におき鑑別す
ることが重要。 
 
Ⅱ－２ 細菌性・真菌性疾患 
 
296．埼玉県内で分離された豚由来病原性大
腸菌の細菌学的解析：埼玉県中央家保 山
本栄子 
 県内で分離された豚由来病原性大腸菌の
特徴を把握するため、2003～2019 年の分離
株 122 株の遺伝子検査及び薬剤感受性試験
を実施。19 種類の O 群遺伝子型に分類。20
03～2012 年は Og116（28%）及び Og149（27
%）が主要。2013 年以降は Og139（38%）が
主要、Og116（11%）は減少、Og149 は分離
されず、豚大腸菌症由来株に多い型から浮
腫病由来株に多い型に主要遺伝子型が変
化。病原性関連遺伝子の保有状況は、全国
的な特徴と類似。薬剤感受性試験では、TE
T（92.6%)、CL（67.2%）、STR（63.1%）を
中心に高い耐性率。Og139 及び Og116 が耐
性を示した抗菌剤数はそれぞれ平均 4.6
剤、11.4 剤で、Og116 の多剤耐性傾向が顕
著。CL 耐性遺伝子（mcr-1）の保有率は 32.
8%と既報より高いが、今後のコリスチン使
用量減少に伴う CL耐性株や mcr-1遺伝子の
発生動向に要注視。全国と同様、県内主要
株の多剤耐性傾向が認められ、今後も抗菌

剤の慎重使用、薬剤耐性状況の把握が必要。 
 
297．次世代シークエンサーを用いた離乳豚
腸内細菌叢の解析と比較検討：石川県北部
家保 山根裕太 

管内 7 農場(A～G 農場)の離乳豚の糞便 3
2 検体を用い、次世代シークエンサーで細
菌を検出、QIIME2 にて腸内細菌叢を解析。
主要細菌の構成比率は Prevotella 属 23.3
%、Campylobacter 属 4.8%、Lactobacillus
属 4.8%。Prevotella 属では、アビラマイシ
ンを添加している農場(D:45.2%、E:40.6%、
F:46.7%、G:30.2%)が、他農場(A:17.8%、B
:14.9%、C:17.4%)より高い傾向。Campylob
acter 属では、抗生剤未添加農場(A:9.7%)
と下痢発生農場(F:9.3%)が、他農場(B:1.5
%、C:2.2%、D:2.8%、E:0.9%、G:3.9%)より
高い傾向。Lactobacillus 属が高い農場(A:
4.5%、B:6.3%、C:6.4%、G:5.7%)は、低い農
場(D:1.9%、E:2.9%、F:0%)より、枝肉重量
が有意に高く、うち 3 戸(A、B、C)は生菌剤
や食物繊維を添加。以上より、農場間で腸
内細菌叢は異なり、抗生剤、疾病状況、生
菌剤や食物繊維の添加が腸内細菌叢の構成
比率を左右する要因と示唆。 

 
298．Streptococcus dysgalactiae subsp. 
equisimilis を原因とする子豚の関節炎：
愛媛県南予家保宇和島支所 森岡聖子、宮
内苑子 

母豚 260 頭規模の一貫経営農場におい
て、離乳前の約 3 週齢の豚群で 1～2％程度
関節炎が発生。四肢に重篤な関節炎を呈す
る 21 日齢の子豚１頭の病性鑑定の結果、病
理組織学的検査では、肝蔵、脾臓及び鼠径
リンパ節等で好中球浸潤を認め、右大腿骨
頭付近に形成されていた膿瘍様組織では一
部連鎖状のグラム陽性球桿菌を多数確認。
細菌学的検査では、主要臓器、左右手根関
節の関節液及び右大腿骨頭付近に形成され
た膿瘍様組織からβ溶血性レンサ球菌を純
培養状に分離し、API20STREP では Strepto
coccus agalactiae(%ID：85.2)とされたが
PCR 検査では陰性と判定されたため 16SrRN
A 遺伝子領域のシークエンスの結果 Strept
ococcus dysgalactiae subsp.equisimilis
と同定し、豚レンサ球菌症の関節炎型と診
断。本菌は他の豚レンサ球菌症の原因菌と
同様に関節炎を引き起こすことが判明。人
ではレンサ球菌性劇症型感染症の起因菌と
なるため人獣共通感染症として注意が必
要。 
 
299.浮腫病発生農場におけるワクチンを用
いた対策の一事例：長野県松本家保 山本
英之   

浮腫病は志賀毒素(Stx2e)を産生する大
腸菌が小腸に定着し Stx2e を産生すること
が原因の疾病で、離乳後の子豚から肥育前
期における全身の浮腫、運動失調、事故率
の増加が特徴。対策として、環境改善の他、
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炭酸亜鉛や抗生剤による予防があげられ
る。今回、管内の 1 農場において新たな対
策としてワクチンを使用。今まで本農場は、
炭酸亜鉛と抗生剤を使用していたが、投薬
停止後の 110 日齢で突然死等浮腫病による
とみられる事故が散発。ワクチン開始後は
前年７～12 月の死亡頭数が 109 頭から 90
頭へ減少。また、発症日齢の特定のために
実施した糞便の PCR 検査では、投薬停止後
の 120 日齢前後で Stx2e 産生性遺伝子が検
出されたが、この日齢での死亡は増加せず。
このことからワクチンの有効性が示唆され
た。しかし、接種豚にも発症が認められ、
さらなる検証が必要。今後も本農場のワク
チン効果を継続的に観察するとともに、さ
らなる環境改善と事故率低減を目指す。 
 
300．豚丹毒摘発農場における清浄化対策
（第 1 報）：三重県北勢家保 川瀬聖、竹
馬工 
 繁殖母豚 250 頭、肥育豚は管内と畜場に
出荷する一貫経営農場において、令和 2 年
8 月、と畜場で豚丹毒が摘発され、令和 3
年 10 月までに計 59 例が摘発された（血清
型 1b 型が多数）。開放式の肥育豚舎 4 棟は
老朽化が激しく、各豚房は全面コンクリー
トの平床式で衛生管理は不十分であった。
肥育豚舎が豚丹毒菌の温床であると推察、
環境改善と肥育豚舎移動前のワクチン接種
を指導。肥育豚舎は AI/AO を実施、豚房消
毒は消石灰散布前に逆性石けんを追加。不
活化ワクチンは母豚のみに接種していた
が、肥育豚への接種を開始。1 回接種では
摘発が減らないため 2 回接種に変更。接種
回数変更前後の肥育豚各 30 頭から採血し、
生菌凝集反応（GA）法により抗体価を測定。
GA 抗体価の GM 値は 22.8（4 倍未満～2048
倍）から 5.3（4 倍未満～256 倍）に低下し、
治療個体は半減。2 回接種後の GM 値は低下
していることから農場の汚染状況は改善し
ていると推察。今後も対策を継続し、清浄
化を進める。 
 
301．管内肥育養豚農場の豚サルモネラ症
の清浄化に向けた対策事例：中央家保 
佐野公亮、佐藤福太郎 
 血清型 4:i:-の非定型 Salmonella Typ
himurium(ST)の豚サルモネラ症の報告が
国内で増加傾向。ST の一塩基多型(SNP)
に基づく遺伝子解析の報告では SNP9 型
が欧州や国内で広く浸潤し、多剤耐性傾
向で抗菌剤依存の対策のみでは清浄化は
困難。令和 2 年 12 月、県外から肥育豚を
導入する農場で導入後に下痢や削痩等を
示す豚が散発、病性鑑定を実施。腸管内
容物から非定型 ST を分離、豚サルモネラ
症を疑う。浸潤状況把握の環境検査を実
施、19 豚舎中 9 豚舎で非定型 ST を分離。
SNP 解析の結果、腸管内容物と環境材料
から分離された非定型 ST は SNP9 型と判

明。清浄化に向け豚舎内消毒の徹底、堆
肥の消毒、有効抗菌剤添加等の対策を実
施。導入元農場の環境検査を県外家保に
依頼し、非定型 ST 陰性を確認。農場の対
策の効果判定として環境検査を半年毎に
実施し、非定型 ST 陰性。県外家保と協力
体制の構築、農場の衛生意識向上、清掃
消毒の徹底等、対策の継続により非定型
ST を清浄化したと考える。 
 
302．豚丹毒抗体検査に係る生菌凝集反応
と ELISA の比較検討：広島県西部家保 
船守足穂、印具愛華 

豚丹毒清浄化対策に取り組む一養豚農
場において、繁殖母豚 5 頭及びそれぞれ
の産子各 2 頭を対象に、母豚（ワクチン
接種前）は分娩 20 日後、産子（約 80 日
齢でワクチン接種）は 20・50・90・110
日齢時の血清を用いて生菌凝集反応（GA）
及び ELISA により抗体価を測定。母豚 4
頭は GA：4～64 倍・ELISA：200 倍、１頭
は GA：≧256 倍・ELISA：≧1,600 倍。産
子 9 頭は GA：＜4～32 倍・ELISA：＜100
～400 倍。抗体価が高値を示した母豚の
産子のうち１頭は GA：≧256 倍・ELISA
：≧1,600 倍（20 日齢）で、日齢と共に
抗体価は減少。また、10 頭中 7 頭がワク
チン接種後から 110 日齢にかけて抗体価
が上昇。調査個体は概ね免疫が安定して
いると推察され、産子も新規感染は疑わ
れず、ワクチンプログラムは有効と評価。
GA 及び ELISA の抗体価は概ね相関した
が、GA は感度が高く、特に子豚の移行抗
体消失期において有用と考察。清浄化対
策の評価指標として抗体検査を活用した
結果、豚丹毒発生頭数は激減。 
 
303．死亡した繁殖豚から分離された Act
inobaculum suis 及び浸潤調査：山口県
中部家保 大山ゆき、大石大樹 

Actinobaculum suis(A.suis)は雌豚の
膀胱炎及び腎盂腎炎の原因菌。約 90 頭規
模の養豚場において、繁殖雌豚 1 頭が体
温低下、食欲不振、元気消失及び重度の
血尿。キノロン系薬剤等による治療が行
われたが死亡したため、病性鑑定を実施。
剖検では腎臓髄質に膿を確認。また、膀
胱粘膜の肥厚、出血及び膿を確認。病理
学的検査では腎盂腎炎及び化膿性出血性
膀胱炎と診断。細菌学的検査では尿から
A.suis を分離。薬剤感受性試験では、エ
ンロフロキサシンに中間。当該農場の浸
潤調査では、繁殖豚の生殖器及び畜舎床
のスワブで、PCR 検査陽性。当該農場に
対して、同様の症例が発生した場合、薬
剤感受性試験の結果から適切な薬剤を選
択・投与し、新たな導入豚への感染対策
に努めるように指導。その後新規発生は
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無し。 
 
304．今年度管内で発生した豚サルモネラ
症 2 事例：佐賀県西部家保 三好洋嗣、
野田由美 

今年度、豚サルモネラ症が 2 事例発生。
事例 1 は一貫農場で発生。死亡豚の脾臓
及び同居豚の直腸スワブから Salmonella
 Typhimuriumが分離され腸炎型の豚サル
モネラ症と診断。事例 2 は肥育農場で発
生。チアノーゼを呈する発症豚の主要臓
器から Salmonella Choleraesuis が分離
され、敗血症型の豚サルモネラ症と診断。
両事例ともに抗生剤投与等の発生後の対
策を早期に実施。特に事例１については、
豚房の洗浄消毒、ネズミ対策を入念に実
施。対策効果の確認検査時には、両事例
ともに症状が治まっており、事例 1 は豚
由来材料 21 検体と環境由来材料 10 検体
を採取し、事例 2 は豚由来材料 50 検体と
環境由来材料 10 検体を採取し、検査を実
施したがサルモネラ分離陰性。両事例と
も豚サルモネラ症の発生は収束傾向だ
が、清浄化が達成されたとは言い難く、
畜主に対しては引き続き対策の実施を指
導するとともに、対策効果の確認検査を
継続的に実施していく。 
 
305．豚丹毒多発農場における改善事例：
長崎県県北家保 島田善成 

繁殖雌豚 70 頭飼養規模の子豚舎、肉豚
舎が 1.1km離れた 2サイト方式の農場で、
平成 30 年に豚丹毒のと畜場摘発が増加。
緊急対策として、45 日齢、生ワクチン 1
回接種から 40 日齢及び 60 日齢、不活化
ワクチン 2 回接種に変更。緊急対策後、
やや発生頭数は減少傾向にはあったが、
と畜場摘発は収束せず、敗血症型の農場
発生も確認されたことから、令和元年 11
月に対策を見直し。子豚舎、肉豚舎での
対策を強化するため、子豚舎に移動前の
60 日齢と移動後の 100 日齢の 2 回接種に
変更及び農場での発生防止対策として 60
日齢～120 日齢での有効薬剤の飼料添加
を指導。対策の見直しの結果、令和 2 年
2 月以降、と畜場摘発及び農場発生は確
認されず。豚丹毒に直接関係する費用で
の試算では年間約 15 万円の費用対効果
あり。子豚舎・肉豚舎に特化した対策を
行ったことが効果的であったと推察。今
後、再度ワクチネーションプログラムを
見直すとともに、有効薬剤に頼らない飼
養管理への改善を図る。 
 
306．浮腫病又は豚大腸菌症起因菌の薬剤
耐性率及び血清型：長崎県中央家保 前
田将誌、浦川了 

豚大腸菌症や浮腫病対策の一助とする

ため、過去 4 年間の本症起因菌 27 株の薬
剤感受性試験及び血清型別検査を実施。
薬剤感受性試験の結果、全体で AMPC 等 7
薬剤が 50%以上の高耐性率。血清型別検
査では O139、O116、O149 が主体（48.1%、
18.5%、11.1%）。また豚大腸菌症では SM
等 8 薬剤で耐性率が高く主要血清型は O1
49、O139 で O116 は未検出。一方、浮腫
病では AMPC等 7薬剤で耐性率が高く主要
血清型は O139、O116 で O149 は未検出と
異なる傾向を確認。血清型別耐性率では、
O116 は 11 薬剤、特に PCG 系薬剤や ERFX
に高耐性率。O139 は 7 薬剤、特に PCG 系
薬剤に高耐性率。O149 は 5 薬剤に高耐性
率で特に SM に 100％耐性。以上から薬剤
感受性試験に基づく投薬が困難な場合は
直近の耐性状況に基づく薬剤選択が重要
であり、疾病毎の耐性率には両疾病の血
清型構成が影響したと推察。また O116 は
2 次選択薬の ERFX を含む多剤に高耐性率
を示したことから、今後の動向に注視が
必要。 
 
307．腸管外病原性大腸菌の関与を疑う子
豚の死亡事例：鹿児島県鹿児島中央家保
 馬籠麻美、宮園蓉子 
 遊泳運動を呈し死亡した 10～18 日齢
子豚 2 頭を剖検。2 頭の全臓器から O 群
血清型別不能の大腸菌を分離し、グラム
陰性短桿菌を伴う化膿性髄膜脳脊髄炎と
複数臓器で線維素性組織球性漿膜炎がみ
られ、腸管外病原性大腸菌（ExPEC）の関
与を疑った。さらに、発症豚由来株と飼
養豚 20 頭の直腸便由来大腸菌について E
xPEC病原性関連遺伝子と下痢原性大腸菌
病原因子遺伝子計 34 種の PCR 検査を実
施。原因菌と同じ遺伝子保有株の O 群遺
伝子型別、薬剤感受性試験、PFGE 解析を
実施。発症子豚 2 頭、その母豚、同腹の
生存子豚由来株は、O 群遺伝子型別不能
で、薬剤耐性パターン及び PFGE パターン
が一致し、原因菌は毒素(astA)、付着因
子(tsh、fimA、fimH)、鉄獲得能 (iutA、
iucD、iroN)、血清抵抗性(iss、traT)、
バクテリオシン(cvi/cva)の遺伝子を保
有。同腹生存子豚も原因菌を保有してお
り、発症要因や病原因子特定には更なる
検討が必要。 
 
Ⅱ－３ 原虫性・寄生虫性疾病 
 
308．と畜成績を活用した管内１養豚場の
生産性向上対策：岩手県中央家保 山岸
竜馬 

肥育豚 300 頭を飼養する養豚場におい
て、平成 30 年 4 月から令和元年 10 月ま
でのと畜検査による肝臓の廃棄率が 96%
±3%（県内平均 11%±1%）、腸の廃棄率が
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18%±10%（県内平均 7%±1%）と高率。内
臓廃棄による経済的損失が非常に大きい
ため対策を検討。原因検索のため、廃棄
された肝臓及び腸管について、病理及び
細菌検査を実施。豚回虫と豚抗酸菌の感
染を確認。農場の環境材料の検査では、
糞便 9 検体中 7 検体で豚回虫卵を検出。
敷料 15検体中 14検体で豚抗酸菌を確認。
令和 2 年 5～7 月の導入豚約 300 頭を A～
D 群に分け、3 つの対策を検証。導入前の
豚房の消毒及び駆虫薬の投与を A～C 群
で実施。A 及び B 群では 2 種類の生菌剤
をそれぞれ投与。D 群は対策未実施の対
照群。と畜後の各群の肝臓・腸管の廃棄
率は、A 群 86％・32％、B 群 97％・46％、
C 群 90％・22％、D 群 100％・58％。B 群
では平均枝肉単価が向上し、対照群と比
較して 1 頭あたり平均 2,328 円の収益増
となった。 
 
309．オガクズ豚舎での豚鞭虫症発生と対
策：山口県北部家保 木本結貴、笠井亨
浩 

一貫経営のオガクズ豚舎で飼養される
肥育豚に黒色下痢便を呈する個体が多発
し、10 日間で 6 頭死亡。駆虫薬を投与し
たが改善せず当所で病性鑑定を実施。初
発豚房の豚 8 検体から鞭虫卵、1 検体か
ら回虫卵とコクシジウムを検出。死亡豚
1 頭の病理組織検査では、回腸及び結腸
に線虫の虫体と鞭虫卵を散見。有意菌は
分離されなかったが、肺から豚サーコウ
イルス 2 型(PCV2)、複数の臓器から PCV2
と豚パルボウイルス遺伝子を検出。稟告
から初発豚房は出荷延期した豚を集めた
豚房で、敷料交換回数が他の豚房より少
なかったことが判明。敷料の定期交換を
指導の結果、発生は収束。初発から 3 か
月後、肥育豚で糞便検査を実施。駆虫実
施豚 7 検体からコクシジウムを、駆虫未
実施豚 3 検体中 1 検体から豚鞭虫卵、2
検体からコクシジウムを検出。今回の死
亡原因は豚鞭虫症と診断。本症の対策診
断には異常豚の早期通報の徹底と病理解
剖の併用が重要。今後も豚鞭虫卵のモニ
タリングを継続。 
 
310．豚の T. suis とアメーバの関与を疑
う ST の壊死性線維素性結腸炎の病理学
的検索：佐賀県中部家保 久野裕理、一
戸夏美 

Tritrichomonus suis （T. suis）、ア
メーバ及び Salmonella Typhimurium（ST）
がみられた豚の腸炎が発生。検体は令和
3 年 4 月 22 日に死亡した 45～50 日齢の
豚（No.1）及び同居豚（No.2）。剖検：
盲腸及び結腸漿膜面に多数の白色結節を
確認。病理組織学的検査：盲腸及び結腸

に線維素を伴う粘膜層の壊死並びにトリ
コモナスやアメーバの寄生、リンパ濾胞
のリンパ球減少、陰窩ヘルニアを確認。
抗サルモネラ O4 群ウサギ免疫血清を用
いた免疫染色で病変部に陽性反応を確
認。細菌学的検査：No.1 の脾臓から ST
を分離。PCR：No.1 の盲腸及び結腸の FF
PE 切片で ST 遺伝子及び T. suis 遺伝子
陽性。No.1 及び 2 の諸臓器で豚サイトメ
ガロウイルス遺伝子陽性。本症例は免疫
抑制で多数のトリコモナスやアメーバの
寄生が引き起こされ、これらが病態悪化
に関与したと推察。トリコモナスやアメ
ーバの病変形成機序については不明なこ
とが多く、症例の蓄積が必要。 
 
Ⅱ－４ 一般病・中毒・繁殖障害・栄養
性代謝障害 

 
311．養豚場での衛生対策指導によって生
産成績が改善した一例：静岡県西部家保
 上村耕一郎、松井繁幸 
 飼養頭数約 2,500 頭の一貫経営の養豚
農場での豚胸膜肺炎及びサルモネラ症の
発生を契機に、当該農場における衛生レ
ベルの向上と生産成績の改善を目的とし
た衛生対策指導を実施。環境中のサルモ
ネラ検査で農場の複数箇所でサルモネラ
を検出、また聞き取りから衛生管理が不
十分であり、根本的な衛生管理の見直し
が必要と判明。農場、管理獣医師、コン
サルタント、家保の四者で協議し、重要
度と実行可能性の高い項目から優先して
衛生管理を改善。豚群を整理し同一ロッ
トをまとめて収容、豚舎の洗浄・消毒・
乾燥の習慣を確立、豚舎ごと専用長靴を
設置、密飼い状態を改善、防鳥ネットを
設置、従業員の作業を豚舎ごと分担、飼
養管理記録を作成。結果、離乳後事故が
減少、出荷日齢が約 20 日短縮など、生産
成績が改善。畜主と共に対策を考えるこ
とで畜主に主体性が生まれ、生産成績の
改善から意欲向上につながった。今後も
当農場での衛生対策指導を継続。 
 
Ⅱ－６ 保健衛生行政 
 
312．豚熱予防的ワクチン接種体制整備に
向けた取組及び課題：岩手県県南家保 
城志乃、佐々木悠佳 

管内の養豚は 57戸 249,756頭で本県の
約 48％を占め、大規模農場が 26 戸存在。
豚熱ワクチン接種推奨地域に指定された
2 県と接し、豚熱発生防止の徹底、円滑
な豚熱ワクチン接種体制の構築が急務。
令和 3 年 1 月から管内の接種体制構築に
向け事前準備に着手。7 月 5 日から初回
接種を開始し、民間獣医師 29 名を含む延



 

 

 - 66 - 

198 名の家畜防疫員、従業員・系統の支
援職員延 377 名を動員し 31 日間で 52 戸
176,029 頭の接種終了。農場の意向で種
豚を移動した 4 戸のみ 10 月 5 日までに 8
日間で 17,790 頭終了。当該農場接種まで
に、豚と精液出荷に係る豚熱検査依頼が
1,658 頭と激増。8 月から 37 戸に月 2 回
の追加接種を開始。13 戸は家保職員のみ
で接種。鳥インフルエンザ流行期の緊急
防疫対応に苦慮し、新たに 3 名の民間獣
医師を確保し 11 戸に再配置。市町・農場
の協力により短期間で接種体制は構築さ
れたが、長期任用可能な獣医師の確保が
課題。また、大規模農場から知事認定獣
医師制度の早期施行要望あり。 
 
313．管内中規模養豚場 1 戸の CSF ワク
チン接種における効率的な接種体制の構
築と課題への対応：山形県中央家保 松
村裕文、小林久美 

CSF の国内発生が続き、野生いのしし
の感染確認が相次ぐ中、令和 2 年 9 月 11
日、国は山形県をワクチン接種推奨地域
に指定。同 29 日よりワクチン接種を開
始。管内における接種業務の効率化の取
組を、管内中規模養豚場 1 戸（母豚 65 頭
一貫経営）を例に紹介。必要資材を簡略
化し、農場との接種状況の共有や適切な
管理を促すため、接種計画カレンダーや
豚舎平面図を活用。当農場では更に、子
豚の接種記録を農場に残し、繁殖・育成
豚の母豚カードを作成、個体管理を実施
することで接種体制を構築。免疫付与状
況等確認検査は、2 回目検査を令和 3 年 7
月に実施。抗体陽性率 72％で、検査対象
豚の偏りがあったため、3 回目検査では、
対象豚を分散して選定し、農場内全体の
免疫付与状況の把握を試みた。今後も検
査結果に基づく適正な日齢での接種を行
うとともに、農場側と協力し、適切かつ
効率的なワクチン接種及び飼養衛生管理
の強化により、CSF の発生防止に努める。 
 
314．管内２農場の豚熱疑似患畜防疫対応
と複数農場対応時の課題：山形県庄内家
保 佐藤百合菜、齋藤友佳 

令和 2 年度の管内での豚熱発生対応を
踏まえ、令和 3 年 6 月支部防疫マニュア
ルの改正（情報伝達ルートの整理、効率
的な情報集約体制の構築等）、関係機関
からの動員態勢の再構築等、防疫体制を
強化。令和 3 年 12 月 25 日、県外種豚場
で豚熱が発生、当該農場から生体または
精液の導入があった管内の豚一貫経営 2
農場において計 26 頭が疑似患畜と確定。
強化した防疫体制等により混乱無く当日
中に防疫措置を完了。その後の制限解除
のための検査で陽性になった場合に備

え、2 農場の防疫計画を補完。複数農場
での防疫対応では防疫対策班に加え、他
の対策業務班での人員不足が懸念された
ため、他総合支庁等からの応援態勢の整
備が必要。また、管内の種豚場等で発生
した場合、複数農場に影響が及ぶため、
疫学関連家畜の特定から制限解除までの
手順書を作成し、迅速な疑似患畜の特定
と的確な防疫対応を図る。 

 
315．豚熱発生農―農場の再開に向けた取
組：栃木県県北家保 金澤礼樹、赤間俊
輔 

令和 3 年 4 月、豚熱が発生した A 農場
の農場主はブランド豚消滅や資金問題か
ら廃業を検討したが、家族の支えにより
経営再建を決意し、家保とともに取組開
始。先ず、発生原因追究と再発防止を目
的に、現場検証と意見交換会により課題
を抽出。結果、最重要課題を病原体の農
場内侵入防止対策徹底とし、ハード・ソ
フト両面から改善指導。豚再導入計画に
より進捗状況を管理。ハード面は、更衣
・消毒のための豚舎前室の設置、豚舎内
外施設の改造・修繕を実施。ソフト面は、
飼養衛生管理マニュアルの見直し、農場
への病原体侵入経路の盲点等の意識付け
を実施。改善後、従業員の飼養衛生管理
基準遵守状況を確認し、環境検査にて豚
熱ウイルス残存否定。同年 10 月末、豚の
再導入開始。依然、豚熱侵入リスク、経
営資金面等の課題山積。今後も定期的な
モニタリング検査等による防疫体制の維
持強化、関係機関連携による課題解決を
図り、農場の新ブランド豚造成を支援。 

 
316．初乳を利用した子豚の豚熱ワクチン
接種適期の検討：群馬県吾妻家保 小材
 怜子 
 管内では豚熱ワクチン初回接種から 2
年が経過。一貫経営農場では初回接種で
免疫付与された第 1 世代と第 1 世代から
生まれた第 2 世代の母豚が混在。母豚抗
体価分布の変化に伴い子豚へのワクチン
接種適期の検討が必要。今回管内 1 養豚
場において、採取しやすい初乳を用いて
母豚と子豚を関連づけたワクチン接種適
期の検討を実施。母豚の初乳中和抗体価
の中央値は第 1 世代で 1024 倍、第 2 世代
で 768 倍、全体で 1024 倍であり、調査実
施母豚の約 8 割で初乳抗体価が農場中央
値以下。初乳抗体価は血清抗体価に比べ
て高値を示し、初乳抗体価と血清抗体価
の間の差異には個体差があることが示
唆。抗体価が農場中央値の初乳を摂取し
た子豚のワクチン接種適期日齢は 35～49
日齢と推察。調査結果から農場での子豚
のワクチン接種日齢を変更。今後は接種
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日齢変更後の免疫獲得状況を調査、接種
日齢の妥当性について検討。また、母豚
が全て第 2 世代になった際には今回同様
の検討が必要。 

          
317．猛暑下における豚熱の防疫対応につ
いて：群馬県東部家保 塩田友里恵、漆
原千佳 
 令和 2 年 9 月の県内初発から現在まで
に計 5 例の豚熱が発生。令和 3 年 8 月の
猛暑下において管内養豚場で発生した豚
熱の防疫対応を実施。発生農場は約 6,00
0 頭を飼養する一貫経営農場。8 月 6 日に
離乳豚での死亡頭数増加の通報により病
性鑑定を実施。翌日、豚熱患畜および疑
似患畜と確定。同日から殺処分を開始し
8 月 26 日に防疫措置が完了。防疫措置期
間中は猛暑が予測されており、作業者の
安全を考慮し日中の防疫作業を中止。現
地事務所は予定していた体育館から空調
設備の整った施設へ変更、農場には冷房
付きコンテナハウスを設置。また、過去
2 例の豚熱防疫対応での反省点をふまえ
作業班体制や作業人数等を改善。その結
果、日中作業が無い事により防疫作業期
間は延長したが、作業クール間での円滑
な引継ぎや動員者への効率的な作業指示
が可能となった。しかし、今回の防疫従
事者アンケートの結果、様々な問題点や
更なる改善点が明らかとなり、今後も継
続的な検討が必要。 
 
318．豚熱発生農場における経営再開に向
けた指導：群馬県中部家保 蜂谷信昭 

令和 3 年 4 月 2 日、繁殖豚約 1,200 頭
肥育豚約 7,700 頭飼養の一貫経営農場に
て豚熱が発生。同月 16 日防疫措置完了。
疫学調査より、野生いのしし由来のウイ
ルスが野生動物により農場内に侵入し、
離乳豚の移動、作業者、野生動物の出入
りの際に豚舎内に持ち込まれた可能性。
豚再導入に向け、飼養衛生管理の改善と
マニュアル見直しを指導。野生動物、特
に以前から農場内で頻繁に確認されてい
た野良猫の侵入防止対策として、既存の
柵の強化及び柵より高い農場周囲の樹木
を伐採。車両、豚移動用コンテナ、豚舎
へ持ち込む機材及び通路等の消毒につい
て、従業員全員が徹底できるよう、目に
留まる箇所にマニュアルを掲示。指導を
通じて飼養衛生管理責任者及び従業員の
意識が向上。同年 8 月に環境検査で豚熱
ウイルス陰性を確認、9 月に候補豚を導
入し経営を再開。再発防止のため飼養衛
生対策指導を継続。また、今後はワクチ
ン接種適期についての指導を予定。今回
の事例を他農場への指導に応用し、豚熱
を始めとした家畜伝染病発生防止に努め

たい。 
 
319. 飼養衛生管理に対する養豚農家の
意識調査とその結果を踏まえた農家指導
：愛知県西部家保 青木真奈実、高橋良
治 

国内での豚熱発生やアジア地域でのア
フリカ豚熱発生拡大により、飼養衛生管
理の重要性が向上。そこで、農家の飼養
衛生管理基準対応への課題を把握する目
的でアンケートを実施し、その結果を踏
まえて指導を実施。アンケートは 18 農家
を対象に実施、約 7 割の農家が回答。ア
ンケート結果から、農家の意識や対応が
難しいと感じている項目が明らかにな
り、各項目の重要性や不遵守の判断基準、
対策方法・手段等をより具体的に説明す
る必要があることが判明。農家指導にお
いて、愛知県畜産協会の地域自衛防疫活
動推進事業を活用し、言葉での説明に加
え、資材を用いて実演することで、対策
方法・手段等を具体的に説明するよう工
夫。実践的な指導により農家の飼養衛生
管理基準の理解が醸成できたことを実
感。今後も、アンケートから判明したポ
イントを意識し、わかりやすく工夫した
指導を実施していく。 
 
320．豚熱発生農場における課題：滋賀県
滋賀県家保 田中政嗣、金谷須美礼 

2021 年 10 月県内初の飼養豚での豚熱
発生。発生農場の飼養衛生管理基準（以
下、基準）遵守状況の家保のチェックと
農場の現状の違いが指摘された。その原
因を検証したところ、家畜防疫員の基準
の理解不足や農場の作業性に配慮し基準
が遵守できていると曲解適用したこと等
が判明。壁・防鳥ネットのない豚舎間通
路で繫がった豚舎を１つの豚舎とみなし
たこと、また、農場境界の飼料タンク設
置場所の衛生管理区域の設定やユニット
タイプの離乳豚舎の考え方にも誤りがあ
った。今後は農家指導を担当者任せにせ
ず、家保全員が基準を正しく理解し統一
した指導を実施。そのために、年度当初
や基準の改正時等に家畜防疫員の研修会
を実施。農家指導後の情報共有を徹底。
農場の再開に向けて、基準の遵守と効率
良い飼養管理方法や施設の整備を共に検
討しサポートを行う。 
 
321．急増するマイクロブタ飼育者に対す
る家畜衛生対策向上のためのアプローチ
：京都府山城家保 龍村順子 、一星暁美 

【はじめに】近年のマイクロブタブー
ムにより管内でも飼育者が急増。飼育者
に対する家畜衛生対策向上のための取組
を報告。【飼養状況と課題】令和 4 年 6
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月現在 10 戸で 13 頭飼育。愛玩用飼育が
主で、取り扱いに配慮が必要かつ飼育者
の家畜衛生意識が薄い等、養豚場とは異
なる課題が判明。 【飼養衛生管理指導】
家畜疾病に関する情報が乏しいため、伝
染病について丁寧に説明し、飼養衛生管
理基準遵守の重要性の理解を促進。【ワ
クチン接種】豚熱ワクチンプログラムに
則り原則、全戸巡回により実施。また、
アナフィラキシーショックに備え、ワク
チン接種時にはアドレナリン製剤を携
行。【診療獣医師】 飼育者から診療獣医
師がいないとの相談があり、獣医師会の
協力を得て診療可能な診療施設のリスト
を作成。【まとめ】国内での豚熱発生以
来、刻々と変化する豚の防疫対応に、そ
の都度丁寧に対応し、飼育者の衛生意識
も向上。今後も飼育者の増加が見込まれ
る中、引き続き丁寧に指導。 
 
322．大規模肥育養豚場における豚熱対策
の取り組み：兵庫県姫路家保 渕上久仁、
松尾大輝 

管内大規模 A 養豚場の周辺で豚熱陽性
イノシシが多数確認され、農場周囲の豚
熱ウイルスの高度汚染を懸念。そこで A
養豚場内への病原体侵入防止を強化する
ため、野生動物の専門機関である兵庫県
森林動物研究センターと連携し、赤外線
カメラの設置や農場周囲の防護柵点検を
実施。赤外線カメラで豚舎周囲を徘徊す
る野生動物が撮影されたことで、農場内
の豚熱汚染リスクが理解され、衛生管理
が改善し、バイオセキュリティが強化。
防護柵を踏査した結果、従来の点検では
見逃されていた野生動物の侵入痕跡が多
数確認され、より頻回継続した柵点検実
施につながるなど農場の野生動物対策が
強化。その他、豚熱が発生した場合の防
疫対応について、農場責任者や県農林事
務所と協議を重ね、農場所有の重機や従
業員を含めた作業計画・人員配置シフト
を作成するなど詳細で具体的な対応計画
に改定。今後、埋却候補地の試験掘削を
実施するなど対応計画の実行性の検証を
引き続き行う。 
 
323．管内養豚場での発生を想定した豚熱
防疫演習：和歌山県紀南家保 松山真也、
藤原美華 
 本県では一昨年、昨年と高病原性鳥イ
ンフルエンザ、豚熱の実践型防疫演習を
実施した。今年度は過去の演習で得られ
た意見を基に内容を更新し、管内最大規
模の養豚場での豚熱発生を想定した防疫
演習を実施。机上演習では新たに動画を
中心とした講義を取り入れ、想定農場の
豚舎内構造や、自衛隊提供の実際の殺処

分映像等を紹介。また実地演習では、集
合検診場所・現地防疫センター・発生農
場・消毒ポイントの演習に加え、現地対
策本部の運営演習を追加。この演習は発
生農場での殺処分演習と同時進行で行
い、現地防疫センターとの情報共有や、
農場で起こりうるアクシデントへの対応
について確認。演習後のアンケート調査
では動画を用いた講義を中心に高い満足
度・理解度を得られた。現地対策本部の
運営訓練については臨場感のある演習で
あったとの意見があった一方、農場での
作業者から演習内容が不明との意見を得
たため、進行方法については検討する必
要がある。本演習で得られた意見は次回
以降の演習に生かし、万一の発生時の円
滑な防疫作業の遂行につなげたい。 
 
324．管内の豚熱・アフリカ豚熱の防疫体
制の整備：山口県東部家保 横山明宏、
古澤 剛 

家保は豚熱・アフリカ豚熱（豚熱等）
発生時に設置する管内３か所の農林水産
事務所（農水）の現地対策本部の組織体
制を斉一化。具体的には本部長を農水事
務所長、副本部長を家保所長とし、各拠
点の責任者を農水の各部長とする等、指
揮・命令系統を明確化。また、家保は市
町等関係団体と、現地対策連絡会議の設
置について調整し、防疫措置にあたり相
互に連携する体制を構築。また、農水毎
に所内班別研修（机上演習）の実施と管
内農水合同で防疫演習（実地演習）を行
い、各班の役割と手順を確認。さらに、
電殺機、炭酸ガスを用いたと殺の模擬訓
練を実施し、作業手順書及び動画資料を
作成。加えて、ドローンを活用し、仮設
基地、埋却地等の図面を作成。また、現
地調査により豚出荷時の動画撮影や各豚
舎の詳細な図面を作成し、と殺作業及び
搬出手順をイメージ化。これらの取り組
みにより管内の防疫体制を構築し、「豚
熱等防疫計画」を策定。今回策定した防
疫計画では、関連農場を含めると、豚３
万頭規模の防疫対応を想定。防疫措置期
間中の延べ動員数は 1 万人を超え、発生
家保管内以外の農水間をまたぐ協力体制
の構築や、一層の全庁動員体制の整備が
必要。 
 
325．一養豚農場の哺乳期の飼養管理改善
に向けた取組：佐賀県北部家保 本山左
和子、山口博之 
 豚は出生後から様々なストレスを受
け、特に離乳時に多大なストレスを受け、
離乳後に事故が多い。この事故を減らす
ためには哺乳期の飼養管理が重要。管内
の養豚農場（母豚 45 頭飼養）から離乳後
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事故多発の相談を受け、立入検査を実施。
子豚の体格のばらつき、皮膚の黒褐色化、
発咳、くしゃみ、結膜脱出を確認。聞き
取り調査から人工乳給与開始遅延、分娩
豚舎換気不足、哺乳不足を確認。このこ
とから人工乳給与の早期開始、十分な換
気、分割授乳の実施を指導。労力不足の
ため分割授乳については実施されず。畜
主のやる気を起こすため、慢性ストレス
指標の被毛中コルチゾール濃度を測定。
哺乳期で 96.2±24.0pg/mg、肥育期（哺
乳期と同一個体）で 32.4±12.7pg/mg と、
哺乳期の高いストレスを確認。ストレス
を見える化し再指導、畜主も飼養管理の
重要性を再確認、労力の少ない初乳の分
割授乳の実施を検討。今後も取組を継続
し、飼養管理改善意識の向上につなげた
い。 
 
326．伝染性胃腸炎（TGE）発生事例とそ
の対応：熊本県阿蘇家保 島村昇吾ほか 

阿蘇家保は、特定家畜伝染病発生時の
迅速かつ的確な初動防疫のため、防疫演
習及び農場情報の更新等に取組み、危機
管理体制の構築を図っている。今回、TG
E と診断した病性鑑定において、緊急病
性鑑定セットの整備と阿蘇家保独自の聞
取り様式作成、情報提供先事前調査リス
トの整備、若手職員の緊急病性鑑定対応
技術の向上等を図った結果、平時の取組
成果が現れ、特定家畜伝染病以外の疾病
でも迅速かつ的確な対応を実施。加えて、
当事例への対応を検証し、さらなる迅速
な対応のため、デジタルカメラを使用し
ないタブレット端末のみの写真撮影及び
送信マニュアルを阿蘇家保独自に新規作
成。国内での特定家畜伝染病発生リスク
は高まる一方で、発生時の迅速かつ的確
な初動防疫のために、平時からの危機管
理体制整備がきわめて重要であることか
ら、今後も特定家畜伝染病発生時の対応
について研鑽を積み重ね、さらなる改良
を図り本県畜産振興に寄与したい。 
 
327．管内養豚場への食品循環資源の適正
利用に向けた指導と改善事例：熊本県城
南家保 髙木郁哉 

飼養衛生管理基準の改正に伴う食品循
環資源（資源）の加熱処理条件の厳格化
で、肉を扱う事業所が排出する生肉を除
く資源を利用していた A 農場、衛生管理
区域（区域）内で加熱処理していた B 農
場を不遵守と判定、指導を開始。両農場
ともに防護柵外に適当な土地はなく、柵
内の区域の再設定を検討。各農場の事情
を考慮し、諸々の問題について協議・指
導を重ねた結果、A 農場は門付近の資材
置場を改修、購入した加熱設備を設置。

門周囲を区域から除外。境界に石灰帯を
設置。B 農場は新たな搬入経路の造成を
計画。工事に時間を要すため、先に設備
を移設。その移設先の周囲を区域から除
外し、竣工まで柵越しに資源を搬入する
代替措置で対応。境界にはブロックを設
置。両農場とも自己資金で対応。加熱の
記録は画像データで保存。家保と農家間
で方向性を共有し、経済的負担の大きい
ハード面の整備を遂行。防疫の改善には、
家保と農家間の信頼関係の構築が重要。 
 
328．と畜検査成績による管内養豚場の慢性
疾病低減の取組：鹿児島県肝属家保 相星
宗一郎 

と畜検査成績を用い、管内一貫黒豚農場
の慢性疾病低減対策について、指導・検討。
と畜検査成績では、間質性肝炎(IH)による
部分廃棄が 68.3%と農場内で最多。生産性
低下に関与していると考え、IH の低減のた
め、農場と検討会を開催。検査の結果、豚
回虫卵が母豚舎・分娩舎・肥育舎で確認さ
れていたことから、母豚への駆虫薬投与や
一部畜舎の火炎消毒を計画・実施。対策実
施後の IHによる部分廃棄率は 21.1%と大幅
に減少。平均出荷日齢が約 6 日間短縮、枝
肉重量は 2kg 増加し、収益性向上。と畜検
査成績を活用した問題点の分析・共有する
ことにより、農場の衛生意識の向上、適切
な駆虫薬の投与、豚舎の洗浄消毒の継続的
な徹底に繋がった。今後も引き続き、と畜
検査成績を有効活用した衛生管理指導を行
い、対策の効果を随時検証・改善すること
で、更なる生産性の向上に繋げていきたい。 
 
329．宮古地域における人工授精を活用した
種豚改良推進と衛生対策の取組：沖縄県宮
古家保 井村博丸 

沖縄本島における豚熱ワクチン接種が始
まって以降、ワクチン非接種地域である宮
古地域の種豚更新は停滞。このような中、
沖縄県立宮古総合実業高等学校（実業高校）
より「県外導入液状精液による人工授精（A
I）で生産した種豚候補を農家に供給した
い」と相談を受け、沖縄県農業協同組合畜
産部宮古畜産振興センター（JA）と連携し
て、指導を実施。実業高校の生徒向けの講
習会、AI から 7 日後の豚熱の遺伝子検査に
おける陰性確認、家保による衛生対策の指
導、JA による飼養管理令の指導などを実
施。令和 3 年 12 月時点で、県外導入液状精
液による AI を 3 頭に実施し、内 2 頭が合計
12 頭の豚を出産。今回の取組で、家保、実
業高校、JA と共に県外から精液を導入する
体制が整ったため、今後は生産した種豚候
補を農家に供給する体制についても連携を
継続する必要がある。同時に、宮古地域へ
の家畜伝染病の侵入防止を図りつつ、種豚
改良の推進を行い、地域の養豚振興に取り
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組んでいきたい。 
 
Ⅱ－７ 畜産技術 
 
330．豚熱ワクチン接種部位の検討：岩手県
県北家保 鈴木崇文、小笠原房恵 

本県がワクチン接種推奨地域に指定され
たことを受け、管内では令和３年８月 23
日から家畜伝染病予防法第６条による豚熱
ワクチン接種（以下、接種）を開始。管内
全飼養豚への初回接種は 10 月５日終了、4
4 農場約 10 万頭実施。豚舎構造及び飼養状
況が農場ごとに異なるため、一般的な耳根
部への接種が難しい場合があった。そこで、
接種作業の安全性の確保及び労力軽減を図
ることを目的に、耳根部、けん部上部及び
尾根部への接種を検討した。死亡繁殖豚１
頭を用いて、各部位に染色液を接種。注射
針（18G×19 ㎜）の組織への到達は適切で、
皮膚からの漏出も確認されなかった。接種
部位毎に各２頭の繁殖豚を用いて、豚熱ワ
クチンを接種。中和抗体価はいずれも 32
倍以上であった。以上から、尾根部及びけ
ん部上部で接種可能と判断。接種部位の選
択肢を増やすことで接種の安全性、確実性
及び効率の向上が期待。 
 
331．豚熱ワクチン接種の効率的かつ効果的
な実施に向けた現場の取組：岡山県津山家
保 大津寄由華、松馬定子 

令和 3 年 3 月 17 日、岡山県は豚熱ワクチ
ン接種推奨地域に指定され、4 月 19 日から
初回接種が始まった。県下最大農場を含め
管内 6 農場及び愛玩 2 農場（計 8,429 頭）
へのワクチン接種で生じた主な課題とし
て、1)人員の確保、2)農場の飼養形態、畜
舎構造等農場に応じた対応、3)接種日令等
の決定、4)接種技術の確保、5)管内と畜場
への対応等が喫緊に求められた。解決策に
ついては、1)は最も深刻で他の業務を圧迫
したが、農場毎に人員と曜日を固定し年間
スケジュールを作成し当面は解決。2)、3)
は、農場毎の接種日令に対する意向、ニー
ズや飼養形態を調査し対応。4)は、県全体
や所内で研修を行うとともに、所内で農場
毎の情報を共有することで、技術向上を目
指した。5)は、食肉衛生検査所及び管内の
1 と畜場の荷受けに対し、交差汚染のリス
クと出荷への影響や、出荷時のワクチン接
種豚へ農場が V 字マークを付与する等のル
ールについて情報提供を行い、円滑な流通
ができるよう協力体制を構築。 
 
Ⅱ－８ その他 
 
332．豚熱ワクチン接種体制整備に向けた取
組～新たな未来への第一歩～：青森県十和
田家保 齋藤豪、角田公子 

本県が豚熱ワクチン接種推奨地域に設定
され、養豚密集地域である管内の接種体制
整備が不可欠。関係者へ説明会を開催し、

各農場管理者と手順等を確認。関係者との
打合せにより接種補助員を確保。資材準備
スペース、消毒スペースを設置して効率的
な資材管理、病原体の拡散防止対策を実施。
初回接種は約 11 万 7 千頭へ接種。地域農林
水産部職員及び市町職員延べ 55 人を補助
員として動員。継続接種は現在 15 名の獣医
師を非常勤家畜防疫員に任用し、毎月約 3
万頭の接種体制を確保。免疫付与状況等確
認検査で全戸の抗体陽性 80%以上を確認。
豚の接種適期を調査するため、管内農場 1
戸の初乳と子豚の血清の抗体検査を実施し
たところ、50 日齢程度での接種が適当と推
察。生産者及び獣医師検討会において調査
結果をもとに適期の接種等を指導。接種獣
医師の確保、生産者負担の軽減が今後の課
題。今後も豚熱ワクチンの継続接種に向け
て関係者が一体となった、より効率的な接
種体制の整備が必要。 
 
333．愛玩豚に対する豚熱ワクチン接種（第
２報）：東京都家保 近藤機、宇杉央 

東京都では令和 2年 10月から愛玩豚の豚
熱ワクチン接種（接種）を開始。愛玩豚飼
養者（飼養者）は急増し、令和 3 年 11 月末
には 139 戸となった。飼養者が増加するこ
とにより、3 つの課題が挙がった。1 つ目が
接種業務量増加による他業務の圧迫。2 つ
目が接種時の副反応。3 つ目が飼養者への
衛生指導である。1 つ目の対策として、知
事認定獣医師制度の導入について検討。2
つ目の副反応については、令和 3 年 9 月ま
でに 4 件起きているが、接種時及び接種後
の安静確保の実施により、それ以降に副反
応は起きていない。3 つ目の飼養者への衛
生指導については、ショートメールでの情
報発信や東京都 HP の更新を実施。今後は知
事認定獣医師制度の導入を進めていく。副
反応については、刺激を少なく細心の注意
を払い接種する。また、かかりつけの獣医
師と連携し、飼養者に対し衛生的な飼養を
指導していく。 
 
334．養豚場汚水処理施設における水質検査
体制の再構築と改善指導：富山県東部家保
 米澤史浩、稲畑裕子 

養豚場汚水処理施設の適正な管理のため
に、毎年、施設の水質検査と技術指導を実
施。汚水処理方法は農場毎に異なるため、
航空地図や現場写真を用いて施設概要をま
とめた『水質検査作業手順書』（以下、手
順書）を作成し、高位平準化された検査体
制として再構築。苦情発生時の対策検討資
料としても活用。手順書には、①汚水処理
施設の概略フロー、②終末排水の放流時間、
③終末排水が放流される河川、④水質検査
時の採水場所および検査手順等を記載し、
問題点に対するより具体的な技術指導が可
能。R3 年度の水質検査では、終末排水の硝
酸性窒素等について、硝化反応が不完全で
アンモニア性窒素割合の多い施設では、活
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性汚泥の育成や曝気量を指導。一方、脱窒
反応が不完全で亜硝酸・硝酸性窒素割合の
多い施設では、こぼれ餌の制御など BOD/N
比の適正化を指導。蓄積されたデータを基
に、これまでの技術的指導を継続した結果、
1 農場では、施設改修や機器の更新により、
終末排水の透視度が向上。農場主の汚水処
理に対する意識向上や理解醸成に繋がるた
め、今後も、継続的な水質検査の実施が必
要。 
 
335．豚熱発生後における埋却地周辺の状況
：福井県福井県家保 宮谷正巳 

令和元年、2 件の豚熱が発生。殺処分豚
や汚染物品を埋却。両埋却地に臭気残留、
凹部に貯まった水の汚濁、住民要望も重な
り、環境調査と整備を実施。調査対象は埋
却地周辺の環境水、井戸水および大気。環
境水は畜産排水基準 6項目と飲用水基準 11
項目、井戸水は飲用水基準 11 項目、臭気は
特定悪臭物質を含めた 6 項目を調査。環境
水調査方法は埋却地上流側と下流側の 2 地
点の項目を比較、「生物化学的酸素要求量
（BOD）」、「アンモニア性窒素等」、「亜
硝酸態窒素」と「硝酸態窒素および亜硝酸
態窒素」、「有機物」の 5 項目を埋却地か
らの影響関連項目と設定。結果は上下流地
点とも基準値以下か下流側で低値であり、
環境への影響はないと判断。井戸水の結果
は、一般細菌や大腸菌、臭気・色度・濁度
のいずれかの項目で不適合だった場所があ
ったが、水源の位置等から埋却による影響
はないと判断。臭気調査の結果も異常を認
めず。現在も調査は継続中であり、今後も
結果に注視。 
 
336．カメラトラップによる養豚農場周辺で
の野生動物調査とその波及効果：岐阜県中
央家保 阿部史穂、溝口博史 

豚熱初発県として防護柵の設置等のイノ
シシ対策支援を進めてきたが、イノシシ以
外の野生動物対策が不十分な養豚農場も散
見。この原因としては、①畜主の対策の重
要性の認識不足、②家保職員の野生動物の
知識・指導力不足等。また、野生動物対策
では対象動物種を明確にすることが重要で
あるが未実施。そこで、農場に接近する動
物種を明確にするため、管内養豚農場 5 農
場でカメラトラップを実施。その結果、計
13 種の野生動物が農場周辺に出現するこ
とが判明。畜主が認識していない動物種も
確認。さらに、映像のインパクトにより畜
主が自発的に対策を実施、「衛生管理区域
外＝汚染エリア」という認識に変化。分か
り易く、具体的かつ根拠のある手法により、
家保職員の指導効果も向上。今回の取組み
で、カメラトラップは野生動物対策指導に
効果的な手段であることを確認。今後は、
他の養豚農場及び他畜種農場での野生動物
対策の有効性評価等に活用。 
 

337．県内養豚場におけるネットワーク解析
を利用したリスク評価法の基礎的検討：岐
阜県飛騨家保 子安美紀、青木栄樹 

2018 年に県内で豚熱が発生し、多くの農
場が被害にあったが、アフリカ豚熱等他疾
病の侵入も危惧される。県内養豚場 22 農場
を対象とした疫学調査から得た匿名化情報
を利用した、豚、人及び車両の移動に関す
るネットワーク解析を実施。農場及び畜産
関連業者の関連性を明示して、疾病拡大に
影響を与える農場、関連業者、及び経路を
評価。全移動を合わせたネットワーク解析
では、各移動でリスクが高い傾向の 3 農場
が判明。豚の移動では複数の県外農場やと
畜場と関連がある 3 農場及び複数農場と関
連があると畜場 1 カ所のリスクが判明。人
の移動では、複数の農場と関連が深い業者
の出入りがある 2 農場及び出入りが多い農
場と関連の多い 1 家保のリスクが判明。車
両の移動では、他農場間をつなぐ飼料業者
及び他農場と関連がある業者と関連する農
場が判明。本調査により、リスクが高い農
場や経路の評価が可能と示されたことか
ら、ネットワーク解析を利用したリスク評
価は疾病発生予防及び拡大防止の観点で有
用であると思われる。 
 
338．管内養豚場の豚熱ワクチン接種適期の
検討：静岡県西部家保 田端大也、松井繁
幸 
 子豚への豚熱ワクチン接種では、接種前
の免疫空白がなく、かつ接種による免疫付
与効果を確実に発揮させるため、移行抗体
の残存状況からその接種時期を判断するこ
とが重要。今回、接種の適正な時期につい
て情報を整理し、農場ごとの接種適期につ
いて検討。既報（豚コレラ防疫史、牛豚疾
病小委員会資料）から、移行抗体価が 32
倍の時が接種適期であるとし、母豚抗体価
（S/P 値）から接種適期を推定するモデル
【接種日齢＝11.2×log2(母豚 S/P 値×中
和抗体価への変換係数/32）】を作成。モデ
ルから推定した接種適期では、9 割以上の
農場で従来接種日齢より早まった。推定接
種適期の妥当性を検討した結果、理論上の
管内平均ワクチンテイク率は 89.2%、移行
抗体による感染防御率は従来接種日齢より
18.0%向上。当所では今回推定した接種適期
を採用し、管内のほとんどの農場で接種日
齢を早めた。接種日齢を早めたことで免疫
空白期間のリスクを減少させることが期待
される。 
 
339．豚一貫経営農場の農場 HACCP 認証取得
と衛生対策：香川県西部家保 山岡彩花、
川田建二 
 令和 3 年 4 月、管内の豚一貫経営農場が
養豚では県内で初めて農場 HACCP 認証を取
得。家保は平成 29 年 7 月から農場や関係機
関と HACCP 支援チームを編成し、内部検証、
飼養衛生管理基準の遵守確認などを担当。
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フローダイアグラムによる生産工程の把
握、作業分析の文書化による農場の見える
化を図り、PDCA サイクルを構築。特に、従
業員が衛生レベルの向上を目的とした週一
回の勉強会や意見交換会を実施し、飼養衛
生管理基準の知識向上研修を行うなど、衛
生管理システムを強化。認証取得後も上記
取組を継続。令和 3 年 9 月に本県が大臣指
定地域となり、飼養衛生管理基準の遵守内
容が追加。農場 HACCP を実践していたこと
から、全員の意思統一が容易であり、豚舎
毎の専用衣服・靴の交換、豚の移動時の対
応など、従業員全員が迅速に対応。管内で
は、畜種を問わず、農場 HACCP への関心が
高まっており、取組農家数が増加。今後も
家保職員の知識向上に努め、意欲的な農家
をフォローする。 
 
340．豚熱発生を想定した実践型リーダー育
成の試み：福岡県北部家保 鈴木萌美、寺
迫美知子 

豚熱発生に備えた防疫措置計画作成に
は、家畜防疫員の計画策定スキル向上と計
画実行性の検証が課題。今回、リーダー育
成の一環で管内 1 養豚場をモデル農場とし
各豚舎の防疫措置計画策定シミュレーショ
ンを実施。計画策定とあわせて空豚舎に電
殺機、発電機、照明機器等の資機材を配置
し計画実行性を検証。検証結果を基に計画
策定上の留意点 1）～3）を作成。留意点 1）
計画策定と感染経路究明のため詳細な豚舎
内レイアウト図作成。2）ステージ別殺処分
方法、使用する資機材、追い込み・殺処分
・搬出までの一連の作業動線作成。豚舎構
造に基づき最も適した殺処分場所を選定。
3）追い込み、殺処分、搬出に係る家畜防疫
員、動員者、重機種類とオペレーター人員
配置を検討。発生に備え、家畜防疫員は短
時間で詳細かつ実行性ある計画策定スキル
を養う必要あり。今回の取組みは多角的思
考や主体性を養う実践的訓練で本県のリー
ダー育成に大きく寄与。今後、他農場にも
応用予定。 

 
341．農場 HACCP 認証養豚場における飼養衛
生管理基準遵守指導の取組：大分県宇佐家
保 荒牧麻里子 

令和 2 年度以降の飼養衛生管理基準（以
下、基準）の改正に対応すべく、管内農場
HACCP 認証養豚場にて農場 HACCP システム
を活用した新基準遵守の取組を実施。チー
ム会議には農場従業員および飼料会社等の
農場関係者も一堂に会し、列挙した不遵守
項目の対応策を検討。従業員・関係者向け
のマニュアル作成、野生動物・ヒト等によ
る病原体汚染を防止する施設・環境整備を
実施。会議の場で家保の指導を交え対応策
をチーム員へ共有し協力を依頼。新基準等
への対応状況について、従業員の習熟度評
価のため教育訓練プログラムによる従業員
の飼養衛生管理スキルの評価を行い、個人

レベルに応じた再教育を実施。家保職員に
よる内部検証（基準の遵守率確認）の結果、
遵守率は令和 3 年 10 月時点に 96％まで向
上。農場 HACCP システムを活用した基準の
遵守指導の取組は、大規模化の進む農場に
おいて農場従業員および関係者も含めた意
識の統一と協力体制の構築の一助となると
考える。 

 
342．農場内への野生イノシシ侵入防止対策
を目的とした防護柵設置：宮崎県都城家保
 坂本拓己、宮川陽一 
 令和 2年 11月 1日より農場内への野生イ
ノシシの侵入を防止する防護柵の設置が義
務化。令和元年 10 月より、国、県及び市に
よる全額補助事業を活用し、管内 271 農場
への設置にむけ関係機関と協議。市町が情
報周知、農林振興局が書類確認、家保が相
談対応と進捗管理を担当。37 農場へ設置方
法、設置意義を説明。令和 2 年 1 月より防
護柵の確認検査を実施。不十分な際には指
摘後再確認。令和 3 年 3 月までに事業活用
225 農場が防護柵を設置。同時期に事業未
活用 28 農場の防護柵設置及び 17 農場の廃
業を確認。適正管理啓発の為、令和 2 年度
の全戸巡回にて啓発チラシを配布。防護柵
設置率が 7.3％から 99.6％に上昇すること
で、地域における野生イノシシの侵入リス
ク大幅減。維持管理継続のため令和 3 年度
の巡回時に防護柵の設置状況確認及び設置
不十分な 1 農場の指導継続。 
 
343．食品循環資源を利用する管内養豚農家
における農場防疫の取組事例：沖縄県中央
家保 照屋陽子、杉山明子 

2020 年１月本島中部地域７農場で豚熱
発生、疫学関連含む 10 農場合計 12,381 頭
防疫措置対象。疫学調査で食品循環資源の
未加熱と飼養衛生管理不十分がウイルス侵
入要因。飼養衛生管理基準改正により食品
循環資源の加熱温度・時間が引き上げられ
た。【事例１】取組前は食品循環資源の加
熱実施、衛生管理区域未設定、加熱状況の
温度と時間の記録・保管、加熱前後の交差
汚染対策及び衛生管理区域内外の衣服・長
靴交換、手指消毒、車両消毒未実施。飼養
衛生管理基準遵守の農家への理解醸成を深
め指導し、食品循環資源搬入から給餌まで
の動線確認。【事例２】取組前、衛生管理
区域設定済、食品循環資源の加熱、衛生管
理区域内外の衣服・長靴交換、手指消毒、
農場出入口の車両消毒未実施。国の事業を
活用し加熱設備と動力噴霧器を導入。Ａ農
場と同様の取組実施。現在は全農家の加熱
処理済み確認。今回の農家は防疫衛生に対
する危機意識高く協力的。危機意識の低い
農家も確認、多くの農場で加熱処理前後の
交差汚染対策は課題。今回の事例をモデル
に全農家指導継続し豚熱清浄化へつなげて
いきたい。 
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344．畜産環境問題解決へ向けた取組事例：
沖縄県中央家保安里直和、多嘉良功、泉強 

令和 3 年 4 月、肥育養豚のＡ農場周辺自
治会から悪臭による苦情が該当市町村にあ
り、市町村から問題解決への助言依頼が家
保へ寄せられた。家保では、周辺自治会長
から苦情内容の聞き取りを実施した後、Ａ
農場、自治会、市町村および家保による関
係者調整会議を開催した。調整会議では、
自治会側から現状の説明と問題解決へ向け
た対応を農場側に直接求め、農場側からは
①苦情の情報以降堆肥の搬出を早めたこと
②木酢の定時空中散布の実施③飼料への竹
炭配合に努めていることが報告された。 
会議終了後には、Ａ農場がある程度の環境
対策を講じていることが示されたことで自
治会側から、今後も継続して環境対策を実
施して欲しいとの意見があり、また、自治
会の意見を直接聞く場を設けてもらったこ
とは意義のあることで、地域に配慮した畜
産を目指して欲しいとの発言があった。 
畜産振興には、家畜糞尿に起因する環境問
題の取組が今後とも重要であるため、今回
の事例と同様に関係機関と連携をとり、環
境対策に取り組んでいきたい。 
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Ⅲ 鶏の衛生 
 
Ⅲ－１ ウイルス性疾病 
 
345．高病原性鳥インフルエンザ疫学関連農
場における防疫対応と課題：北海道空知家
保 川島悠登、小山毅 
 赤平市 A 農場は千葉県のあひる生産農場
（B 農場）から初生雛を導入。令和 3 年 1
月 21 日 1 時、B 農場で高病原性鳥インフル
エンザが発生。2 日前に導入し隔離飼養中
の 1 群が疑似患畜、その他は疫学関連家き
んに決定。A 農場は疫学関連農場で、疑似
患畜は 1 棟 637 羽と少数なため管内畜産関
係部局のみで対応。国との協議で疑似患畜
の死体、汚染物品は当所の焼却炉で焼却と
決定。輸送車両及び簡易ハウスは手配でき
ず資材は公用車で運搬。簡易ハウスは汚染
エリア内の農場施設で代用。赤平市を含む
15 名で防疫対応し約 3 時間で完了。死体等
の焼却は 17 時 15 分に完了。想定より作業
量が多く、交代要員がなかったため従事者
の負担大。疫学関連家きんは 2 週間移動禁
止し、経過観察。2 月 5 日、陰性を確認し
解放。少人数でも資材厳選、施設活用、汚
染物品処理法の変更による迅速な作業完了
は成果。協定企業拡充及び従事者の安全性
に配慮した柔軟な動員追加体制の構築が課
題。 
 
346．肉用鶏農場における抗原変異型伝染性
ファブリキウス嚢病ウイルスが検出された
事例について：青森県青森家保 佐藤宏樹、
林敏展 
 伝染性ファブリキウス嚢病ウイルス（IB
DV）は鶏のファブリキウス嚢（F 嚢）等を
障害し、他病誘発やワクチン不応答を惹起。
IBDV には、F 嚢病変は多様だが免疫抑制が
強く高損耗率の抗原変異型 IBDV（vIBDV）
が存在。今年度、県内肉用鶏農場で vIBDV
の関与を疑う事例に遭遇。発症鶏群には呼
吸器症状が散見され死亡率が上昇し、生鶏、
死鶏各 2 羽を病性鑑定。細菌学的検査、病
理組織学的検査は常法に従い実施。ウイル
ス学的検査は発育鶏卵接種、IBDV 遺伝子検
査及び分子系統樹解析を実施。複数臓器で
大腸菌分離。F 嚢組織切片でリンパ球の重
度減少、リンパ濾胞萎縮を認め、死鶏の複
数臓器でグラム陰性桿菌確認。全羽の F 嚢
から IBDV 特異遺伝子を検出し、系統樹解析
により vIBDV と判明。本事例は IBDV と大腸
菌の混合感染と推察。過去の vIBDV の報告
と一致し、幼雛時の vIBDV 感染が死亡率上
昇に関与と推察。今後の病性鑑定では他病
誘発に関与する vIBDV を考慮した総合的な
判定が重要。 
 
347．高病原性鳥インフルエンザ発生時の初
動対応の課題改善：茨城県県北家保 赤上
正貴、石塚駿 
令和 3年 2月 2日に 41例目となる高病原性

鳥インフルエンザ（HPAI）が本県で発生。
当該農場はウインドレス鶏舎 5棟で 80万羽
を飼養する大規模農場で、AI 簡易検査を実
施したところ、13 羽中 11 羽で陽性を確認。
遺伝子検査で H5 亜型を確認したため、翌日
の 7 時に疑似患畜と判定、防疫措置を開始。
疑似患畜のと殺には陸上自衛隊の派遣を要
請し、7 日間で 795,950 羽の殺処分を終了。
処分鶏は県内の焼却場 13 か所で焼却し、2
7 日間で 1,231 トンを焼却。鶏舎の消毒、
汚染物品の発酵消毒（封じ込め）及び場内
の石灰散布等の防疫措置は発生から 15 日
で完了。初動対応時の課題は①備蓄資材の
運搬及び資材調達、②寒さ対策、③役割分
担の見える化、④分かりやすいガイドと精
査。備蓄資材は、迅速に運搬できるようパ
レットに乗せて 2 セット保管。消毒ポイン
ト資材のコンパクト化。消毒薬の凍結防止
のため、貯水槽用ヒーターを備蓄。ビブス
等によるリーダーや運営スタッフを明確
化。タイベックの着脱のイラストやピクト
グラムによる案内板を作成。迅速な初動対
応により HPAI の早期の防疫措置完了を目
指す。 
 
348．管内で連続発生した高病原性鳥インフ
ルエンザと防疫対応について：千葉県東部
家保 佐藤沙樹、片山雅一 
 2021 年 2 月、管内 2 市 6 採卵鶏農場で 1
2 日間に連続して高病原性鳥インフルエン
ザ（HPAI）が発生。A 市 1 農場は約 43 万羽
の大規模農場。B 市 5 農場計約 82 万羽は半
径 2 ㎞内に近接し、3 ㎞内の調整池で野鳥
の糞から HPAI ウイルスが分離。全殺処分は
15 日間で完了したが、防疫措置完了までは
敷地に埋却した A 市の 7 日間に対し、所有
地への埋却に住民の理解が得られず市有地
の確保に難航した B市は、44日間を要した。
発生農場は再開に向け周辺住民に埋却に関
する事前説明を実施。B 市は流行期前に調
整池にテグスを設置。家保は同池で野鳥糞
のモニタリング検査を実施。県機関が市を
巻き込み生産者主体の自衛防疫組織の立上
げを支援。当所も勉強会で疾病や組織運営
に関する情報提供を行い、リスク低減に向
け地域ぐるみの取り組みを開始、継続支援
していく。今後、密集地での発生では、散
水車による消毒薬の周辺道路への散布、近
接農場の自衛措置等のまん延防止措置の強
化が必要。 
 
349．管内大規模農場での高病原性鳥インフ
ルエンザ発生時の防疫対応：千葉県北部家
保 平木崇、阿部敬 
 令和 3 年 2 月、管内約 105 万羽飼養の採
卵鶏農場で高病原性鳥インフルエンザが発
生。令和 2 年度県内発生 7 例目で、連続発
生のため家畜防疫員が不足した状況で人員
配置を工夫し対応。初動対応、防疫作業の
家畜防疫員数を最小限に配置。農場テント
は面積と交差汚染防止を考慮して設置し、
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防護服着脱補助者を置かず従事者自身で着
脱。殺処分時には、鶏舎内階段でのスロー
プ設置、鶏舎リーダー間引継ぎ時間の確保
（と引継ぎ用紙）、連絡手段としてチャッ
トツールやＩＰ無線機、移動と運搬手段と
してレンタルトラックを活用。埋却処理で
は、埋却溝を溝形ではなくプール形式を採
用し、埋却面積を集約、最小化。埋却溝内
の体液の漏出には、堰堤の作成、釜場の作
成とバキューム処理により対応。防疫作業
完了まで約 26 日間と同規模農場と比べ早
期に完了したのは、農場構造が防疫作業に
適していたこと、埋却地が確保してあった
ことが要因。 
 
350．高病原性鳥インフルエンザ続発と防疫
対応長期化による周辺対策の問題点：千葉
県北部家保 中島有美子、笠井 史子 
 千葉県では令和 2 年 12 月 24 日いすみ市
での高病原性鳥インフルエンザ発生を初め
として、県内計 11 例の発生があり、移動制
限は 12 月 24 日～4 月 20 日までの約 4 か月
間と長期化した。その間、移動制限に入っ
た農場は延べ 95 農場、関連施設は延べ 15
施設、搬出制限に入った農場は延べ 231 農
場にのぼった。また、発生農場確認検査は
54 農場 1,025 検体、清浄性確認検査は 40
農場 770 検体、例外協議件数は 239 件であ
った。続発により、周辺対応にあたる人員
が不足、卵は最大 4 日間、加工卵は最大 1
週間停滞、ブロイラー出荷遅延など経済的
損失が拡大した。速やかな例外協議を実施
するために、農家向け・家畜保健衛生所職
員向けの講習会を実施。今後、県内の人員
等の体制の検討、県外との連携を図りたい。 
 
351．HPAI 防疫措置を踏まえた実践的防疫
計画の策定：千葉県南部家保 矢嶋真二、
田中なほ子 

令和 2 年度、管内で、100 万羽超の大規
模採卵鶏農場 2 例の高病原性鳥インフルエ
ンザ（HPAI）が発生。事前の防疫計画で、
防疫措置に必要な人員や資材をシミュレー
ションしていたものの、殺処分スピードに
合わせた殺処分鶏の保管場所について十分
に検討しておらず、加えて埋却地の調整に
数日要したため、作業動線や梱包方法の変
更、仮置場の調整等、想定外の対応に追わ
れることとなった。これを受けて令和 3 年
度、管内の 50 万羽以上を飼養する大規模養
鶏場について、処分方法の再検討に加え、
十分な保管場所を確保することを念頭に、
事業者や管轄の市役所と共に現地を確認し
ながら防疫計画の見直しについて検討を重
ねた。防疫措置時に埋却地が充分確保され
ていない場合、焼却処理が必要となる可能
性もあり、処理が長期間に渡る事も想定し
ておかなければならない。当事例を関係者
と共有し、迅速かつ円滑な防疫作業ができ
るよう、引き続きより実践的な防疫計画の
策定に取り組みたい。 

 
352．アヒル農場で発生した高病原性鳥イン
フルエンザと防疫対応について：千葉県東
部家保 髙梨優希、片山雅一 
 令和３年１月、種アヒル飼養１農場から
死亡数の増加はみられないものの、1 群で
産卵数が減少したとの通報があり病性鑑定
を実施。高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）
と診断した。当該農場から県外９農場に出
荷されたひなが疑似患畜とされ、発生状況
確認検査により別のアヒル飼養１農場でも
疑似患畜が確認された。防疫作業ではアヒ
ル飼養の特性上ワラやオガクズ等の敷料の
量が多く、農場内での封じ込めに時間を要
した。疫学調査では、ほぼ全てのアヒル舎
のアヒル個体と環境材料から HPAI ウイル
スが分離された。農場立入時には歩様の異
常や斜頸を呈する個体が散見されたものの
多くは無症状であり、アヒルの場合は農場
内に広く HPAI ウイルスが浸潤していても
症状からの早期発見が困難であることが示
唆された。発生農場は全国各地にひなを出
荷する種アヒル場であり、発生時の影響を
考慮すると流行期には定期的なモニタリン
グが必要である。 
 
353．高病原性鳥インフルエンザの多発時の
検査対応：千葉県中央家保 倉橋浩一、松
本敦子 

令和 2 年 12 月から翌年 2 月、H5N8 亜型
の高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）が県
内家きん農場計 11 例で発生。うち 6 例が 1
週間の間に続発。連日の発生による多検体
の検査に対応すべく、ウイルス担当職員が
遺伝子検査及びウイルス分離検査を、事前
に手技を習得した他担当職員が ELISA 検査
を実施。交差汚染対策として、検体の搬入
場所、検査領域及び検査担当者を限定。検
査使用卵の運搬や採血鶏の世話・採血は、H
PAI 検査に従事しない職員が実施。検体の
取り違え防止対策として、ナンバリング方
法を全家畜保健衛生所で統一し、ラベルに
よる色分けを各検査で活用。採材担当者の
負担軽減のため、消毒ポイントでの検体の
受け渡しを一部実施。本取組みは、次回発
生時の検査に応用できると考える。以上の
経験をもとに確立した検査対応に加え、今
後も研修を継続し、協力体制の整備に努め
るとともに、試薬や消耗品の備蓄及び精度
管理による信頼性の確保をもって、発生に
備えていく。 
 
354．農場における鶏伝染性気管支炎ウイル
スの伝播経路推測：新潟県下越家保 和食
雄一、里麻啓 
 令和 3 年 2 月末、A 農場で鶏伝染性気管
支炎(IB)が発生。8 日後、B 農場でも同一株
と考えられる IB ウイルス(IBV)による IB
を確認、その後、3 月中旬までに各農場 1
回ずつ別鶏舎で発生。IBV の農場間及び農
場内伝播を想定し、感染経路解明のための
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環境検査を実施。RT-PCR 法により、IBV 特
異遺伝子を検出した結果、消毒ゲートに依
存した車両消毒ではウイルス除去が不十分
なことが明示され、車両を介した農場間伝
播の可能性を示唆。2 農場に動力噴霧器に
よる車両消毒を指導。発生鶏舎の排気によ
る農場内伝播の可能性も示され、排気口付
近の鶏舎周辺地面の消毒強化を指導。2 農
場とも未消毒であった鶏舎内入気口付近も
陽性となり、空舎時消毒を指導。本検査は
消毒の盲点を目に見える形で示し、消毒方
法改善に寄与した点で有効。消毒は方法や
作業者の意識により、効果が著しく増減す
るため、具体的な消毒方法を記した飼養衛
生管理マニュアル作成や研修会等による作
業者への啓発が必要。 
 
355．高病原性鳥インフルエンザ発生事例の
検証に基づく飼養衛生管理指導：富山県西
部家保 小林歩、蓮沼俊哉 

高病原性鳥インフルエンザ(HPAI)の全国
的な発生を受け、緊急消毒の実施や定期的
な農家への注意喚起、飼養衛生管理に対す
る指導等を行ったが、令和 3 年 1 月 23 日、
県内養鶏場で初めて HPAI が発生。本事例を
検証した結果、基本的な衛生管理は実施さ
れていたが、交差汚染防止対策と野生動物
侵入防止対策の不備がウイルスの侵入経路
であると考察。この 2 点を中心として管内
全養鶏農家に対して飼養衛生管理の再指導
を実施。交差汚染防止対策は、各農場の最
善策を現場従業員と共に考え実効性の高い
手法の定着を構築、野生動物侵入防止対策
は、農場を巡回し指導する等迅速かつ実効
性のある指導を徹底。現在、飼養衛生管理
基準は遵守率 100%を維持。農場の更なる衛
生レベル向上のため農家の自己点検だけで
はなく、農場を巡回し指導を行うことが重
要。引き続き家畜伝染病発生のリスクを分
析し、発生予防・まん延防止対策の一層の
強化に努める。 
 
356．県内養鶏場で発生した高病原性鳥イン
フルエンザ(HPAI)の病理学的検索：富山県
東部家保 石原未希、西井純 
 2021 年 1 月に県内養鶏場初の HPAI 疑い
例が発生、簡易検査陽性の 13 羽の病性鑑定
を実施。全羽で鶏冠末端のチアノーゼ・脾
腫、リアルタイム PCR(rPCR)で全羽から H5
亜型特異遺伝子を検出、確定検査で H5N8
亜型の HPAI ウイルス(HPAIV)と確認。病理
検査で HPAIV による脾臓・肝臓・脳の壊死
巣を確認。免疫組織化学染色（免染）は 5
臓器・脳すべて陽性。心臓・腎臓で病変認
めず、過去の発生例でも同様で病変形成し
にくいと推察。病理検査と免染の併用は HP
AIV の体内動態を知る有効な方法。rPCR か
ら得た Cycle Threshold(Ct)値の平均は生
存鶏が死亡鶏より低いが組織病変の程度は
同等、Ct 値と病変形成の相関は認められ
ず。通報 2～4 日前の死亡羽数の一時上昇や

産卵率低下から感染後一定時間経過してい
た可能性の一方、HPAIV による組織病変形
成は経過が非常に早く、病性鑑定結果のみ
から詳細な感染時期推定は困難。HPAI 早期
摘発およびまん延防止のために死亡羽数の
増加を主とした異常鶏の早期通報徹底の指
導が重要。 
 
357．管内家きん飼養農場の埋却地確保に向
けた取組：山梨県西部家保 額賀亮、増澤
明久 

近年、国内で高病原性鳥インフルエンザ
が続発。防疫措置に用いる埋却地の確保が
課題。関係機関・団体と連携し、管内の家
きん飼養農場（以下農場）の埋却予定地を
調査。結果、複数農場で「埋蔵文化財包蔵
地内（以下①）」、「湧水の可能性（以下
②）」、「河川区域内の掘削禁止（以下③）」、
「樹木繁茂による作業障害（以下④）」の
課題が判明し、これらに対して取組を実施。
①は試掘調査により包蔵がないことを確
認。②は代替地確保を指導しつつ、一部農
場については地域衛生組合と焼却処理の協
定締結を調整中。③は早急な代替地の確保
に向け、代替候補地の調整を支援中。④は
当該農場へ伐採による整地を指導し、実施
に向けて調整中。①～④の課題に対して、
いずれも関係機関・団体と連携の上で一定
の解決策を示すことができた。また、農場
及び関係機関・団体と問題意識の共有を図
ったことにより、今後の取組が円滑に実施
可能となった。引き続き、埋却地確保にお
ける課題への指導を行い、別地域でも焼却
処理の検討を進めるなど、あらゆる方策を
検討し有事に備える。 
 
358．集合施設の運営を中心とした高病原性
鳥インフルエンザ防疫演習：山梨県東部家
保 外川真之将、土橋宏司 

令和 3 年 8 月、管内の養豚場で豚熱が発
生。その際、集合施設（以下施設）の立ち
上げと運営に課題が残った。高病原性鳥イ
ンフルエンザ発生時には、防疫措置開始ま
での時間が短く、施設の迅速な立ち上げは
極めて重要。そこで、管内最大規模の養鶏
場での発生を想定し、施設運営に重点を置
いた防疫演習を実施。演習には、実際に施
設の作業を担当する農務事務所、保健所職
員を中心に参集。防疫作業従事者の動線と
施設作業者の作業内容を明記した詳細なレ
イアウトを新たに作成するために、保健所
と協議を行い、交差汚染を防止するための
ゾーニングに留意。演習では、防疫措置の
概要説明、施設立ち上げ訓練、防護服着脱
訓練、農場作業従事者受入訓練及び意見交
換会を実施。施設運営関係者が一堂に会し、
会場のレイアウトや役割分担、作業従事者
の動線を共有したことにより、他の施設を
含め、今後の円滑な運営に寄与される。 
 
359．県内 5 万羽飼養規模の肉用養鶏場で発
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生した鶏封入体肝炎：長野県松本家保 片
倉裕喜 
 2020 年、管内の肉用養鶏場において 10
日齢の鶏が、平時の約 5 倍にのぼる 27 羽死
亡。簡易検査で鳥インフルエンザは否定。
生鶏 3 羽、死亡鶏 3 羽の解剖検査で肝臓の
腫大、退色及び出血斑を確認。組織学検査
で肝臓の巣状壊死及び肝細胞質内に好塩基
性封入体を認め、死亡鶏ではさらに脾臓の
リンパ球減少を確認。免疫組織化学検査で
病変部において抗トリアデノウイルス抗体
に陽性反応を示した。また発育鶏卵の漿尿
膜上接種の結果、漿尿膜の肥厚を確認。10
％肝臓乳剤から核酸を抽出しトリアデノウ
イルス（FAV）と鶏貧血ウイルスを標的とし
た PCR 検査を実施し、FAV に特異的な遺伝
子を検出。さらに制限酵素断片長多型解析
により血清型 2 型と判明。また分子系統樹
解析の結果から、過去の国内分離株に近縁
であり、遺伝子型は D 型と判明。以上より
FAV 感染による鶏封入体肝炎と診断。本病
は鶏貧血ウイルス病等に続発し 3～7 週齢
が好発とされるが、近年は本事例のように
発症日齢が早い報告があるため発症時期に
は注意が必要。 
 
360．高病原性鳥インフルエンザ発生時の一
般廃棄物処理施設での焼却処理の検討：岐
阜県東濃家保 伊藤一智、山路浩志 

高病原性鳥インフルエンザ発生時、岐阜
県の家きん死体の処理方針は埋却。管内 T
市の１肉用鶏農場では高病原性鳥インフル
エンザが発生した場合、同市内の一般廃棄
物処理施設（以下、施設）で焼却処理を実
施予定。今回、この施設にて焼却処理の実
動演習を行うことにより、焼却処理におけ
る課題を検証。演習内容は殺処分、密閉容
器への詰込、施設への運搬及び計量、施設
内での搬入及び炉への投入、施設利用後の
消毒。演習により、詰込時の消毒による破
砕工程のある施設におけるウイルス飛散防
止、密閉容器の吊り上げ方法、焼却ペース、
作業者のヘルメットと安全帯着用による労
働安全上の配慮の必要性、費用の算出など
を確認。今後の課題として１施設では焼却
期間が掛かるため、複数の施設が利用でき
るよう他施設へ協力を求めていく。 
 
361．東三河地域の肉用名古屋種におけるニ
ューカッスル病（ND）発生予防体制整備強
化への取り組み：愛知県東部家保 吉田愛
実 
 管内肉用名古屋種全 12 農場の ND ワクチ
ン投与状況の調査及び HI 試験による ND 抗
体検査を行い、ND ワクチンテイクへの関連
因子を考察。投与状況の調査項目は、ワク
チン株及び投与回数、給水ライン水抜きの
有無、断水時間、1 羽当たりの給与水量、
飲切り時間、飲水促進を目的とした鶏の動
かしの有無とし、抗体検査は、各農場 2 ロ
ットで最終投与後 3～4 週間後と出荷時（各

回 10 羽）の 2 回実施。各ロットの抗体価 G
M 値の中央値は、投与 3～4 週間後 3.73、出
荷時 3.25 と低く、GM 値 8 以上のロットは 2
4 ロット中 3 ロット。解析の結果、テイク
率（抗体価 2 倍以上の個体割合）は、投与
回数が多いほど有意に上昇、飲み切り時間
が長いほど有意に低下。防御可能個体率（抗
体価 8 倍以上の個体割合）に有意に関与す
る因子は、関連の高い順に、投与回数（3
回以上）、鶏の動かし、給水ライン水抜き。
今後、各農場の実情に合わせた投与法を提
案し、効果的なワクチネーションを地域ぐ
るみで検討する。 
 
362．高病原性鳥インフルエンザ疑い事例の
対応：奈良県奈良県家保 宮﨑裕司、北川
稔子 

2021 年 10 月 29 日、飼養羽数約 14,000
羽、平飼いウインドレス鶏舎の肉用鶏養鶏
場より、沈うつおよび死亡羽数増加の通報
を受け、簡易検査を実施。死亡鶏のクロア
カスワブ 1 検体で陽性。国の指示により、2
回目、3 回目の簡易検査を実施したところ、
全検体陰性。家保にて遺伝子検査を実施。
コンベンショナル PCR 検査では全検体陰
性、リアルタイム PCR 検査では家保で判断
できないものが 1 検体あったため、30 日、
農研機構動物衛生研究部門に検査を依頼。
結果、陰性。以後、死亡羽数の報告徴求を
行いながら、病性鑑定した結果、大腸菌症
と診断。簡易検査の精度が課題となったた
め、簡易検査時の気管切開方法、簡易検査
キットの保温方法、簡易検査に用いたスワ
ブ検体の輸送方法を改善。遺伝子検査の結
果を待たず、簡易検査陽性の段階で数社の
報道機関から報道発表。県内農家から鶏卵
流通が滞る等の風評被害の情報が寄せら
れ、情報管理が課題。 

 
363．高病原性鳥インフルエンザ防疫演習と
今後の取組：和歌山県紀北家保 楠川翔悟、
樽本英幸 
 【背景及び目的】令和 3 年度和歌山県飼
養衛生管理指導等計画において、市町村が
飼養衛生管理地域推進会議の構成員に位置
づけ。現地対策本部となる振興局の主体的
な機能を高めるため、関係機関と連携した
防疫演習及び、市町との連携強化の取組を
実施。【方法】（公社）畜産協会わかやま
と協力、管内での高病原性鳥インフルエン
ザ発生を想定した演習を実施。運営・準備
は振興局が中心となって立案、家保は質問
回答、助言のみ。【結果】振興局担当課が
主体性をもって対応。国・市町、関係団体
等含め、123 名出席。事後アンケートでは、
非常に役立つ、理解できたの回答が過半。
【考察】担当課役割の明確化に成功。演習
後、市町を対象とした飼養衛生管理地域推
進会議の小会議を実施。防疫計画の事前共
有及び、発生予防とまん延防止のための連
携を強化。今後も継続して行う必要あり。 
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364．和歌山県発生の高病原性鳥インフルエ
ンザ検査対応：和歌山県紀北家保 畑野希
枝、山本敦司 

【はじめに】2020 年 12 月 6.7 万羽飼養
採卵鶏農場で高病原性鳥インフルエンザ(H
PAI)発生のため検査概要報告。【発生状況】
立入で 5 羽死亡確認。また、近隣死亡野鳥
で H5N8 亜型検出。【方法】死亡鶏 No.1～5、
生鶏 No.6,7 の気管・クロアカスワブを簡易
検査、A 型インフルエンザウイルス遺伝子
検査(リアルタイム PCR(qPCR)、コンベンシ
ョナル PCR(cPCR))、ウイルス分離実施。生
鶏 No.6～15 の血清を寒天ゲル内沈降反応
実施。発生状況・清浄性確認検査は移動制
限区域内 1 戸の気管・クロアカスワブ、血
清のウイルス分離、ELISA 実施。【結果】
簡易検査は No.1,3 のクロアカ以外陽性、q
PCR は H5 亜型、M 特異遺伝子陽性、cPCR は
NP 遺伝子陽性だが H5 亜型遺伝子は簡易検
査と同様。ウイルス分離は No.1 のクロアカ
以外陽性、抗体検査陰性。発生状況・清浄
性確認検査はウイルス分離、ELISA 陰性。
【考察】遺伝子検査は cPCR より qPCR で高
感度。近隣死亡野鳥の H5N8 亜型検出で野鳥
からの侵入も示唆された。 
 
365．伝染性ファブリキウス嚢病発生とワク
チン接種効果検討：和歌山県紀北家保 山
本敦司、安田裕子 

【はじめに】12,000 羽飼養肉用鶏農場で
伝染性ファブリキウス嚢病（IBD）が発生。
ワクチンを 15 日齢から 14 日齢・21 日齢の
2 回接種へ指導。更に抗体保有状況調査か
ら接種適期検討。【発生状況】令和 2 年 1
月 2,700 羽飼養鶏舎で死亡鶏増加。【方法】
①病性鑑定：成鶏 5 羽。②抗体保有状況調
査：初生から 42 日齢までの 7 日毎と 70 日
齢の 3群各 5 羽採血、IBD エリーザキット(I
DEXX)の S/P 値にて抗体保有状況を確認。
【結果】①大腸菌分離。IBDV 特異遺伝子検
出（系統樹解析で Genogroup1(Classical)
に属す）。IBDV 免疫組織学検査で IBD 抗原
検出。②全群の S/P 値が 21、28 日齢で 0.1
未満。35 日齢で 0.3 以上、70 日齢で 1.2
以上。一方 14 日齢で 0.1 未満も散見。【考
察】①IBD と鶏大腸菌症の複合感染症と診
断。系統樹解析より使用ワクチンは有効。
②35 日齢で抗体上昇を認め、70 日齢で全群
抗体確認。一方、14 日齢で野外株感染の危
険性も判明。移行抗体消失時期対応のため
14 日齢・21 日齢接種が有効。 
 
366．泡殺鳥機を用いた高病原性鳥インフル
エンザ防疫措置：徳島県徳島家保 森本実
奈子 片山久美子 
 令和 2 年度、国内 18 県・52 事例の高病
原性鳥インフルエンザが発生。約 987 万羽
の飼養家きんを殺処分。本県においても 2
例の発生が確認され、内 1 例の防疫措置に
おいて、国内では初めて泡殺鳥機を使用し、

その有効性が確認されたので報告する。発
生農場は、飼養羽数 6,900 羽、開放式鶏舎
の肉用鶏農場で、令和 3 年 2 月 8 日、通常
1～3羽程度である 1日当たりの平均死亡羽
数が 11 羽に増加したとの通報を受け、家畜
保健衛生所が立入を実施。特定家畜伝染病
防疫指針に従い検査を行った結果、疑似患
畜と判定、防疫措置を開始。3 鶏舎中、発
生鶏舎(2,600 羽)で泡殺鳥機を使用。作業
に要した時間はそれぞれ、泡散布は、約 10
人で行い、開始から終了まで約 30 分。泡散
布後、死鳥回収開始まで約 7 時間静置。死
鳥回収は、約 30 人で行い、終了まで約 2
時間。検討課題であった、機動性向上のた
め、小型の泡放出部分を導入。様々な条件
に対応可能となるよう、防疫体制の強化を
図る。 
 
367．東みよし管内の高病原性鳥インフルエ
ンザ発生に備えた取り組み：徳島県西部家
保 尾川誠次郎 
 令和 2 年度、県内 2 事例を含め高病原性
鳥インフルエンザ（HPAI）が家きんで 18
県 52 事例発生。令和 3 年度に家畜保健衛生
所（家保）では防疫作業を行う上で重要で
ある現地テントの設置場所及び、殺処分に
必要な埋却地の再確認を地権者、民間会社
と家保立ち会いの元、管内全農場で実施す
るとともに発生を想定した訓練を行った。
結果、埋却地を所有するも、山間部特有の
地滑り地帯が存在。現地テントの設置場所
は、6×3m のテント 3 張を確保できる場所
が 81.7％、現地テントと発生農場までの距
離は 0～100m が 84.3％、100ｍ以上が 15.7
％。HPAI 発生に備え、県民局と家保との H
PAI 訓練は、現地テント運営訓練、現地対
策本部設営訓練、動員者集合施設設営訓練、
消毒ポイント設置訓練を実際発生した時と
同じ条件で実施。特に消毒ポイントの設置
訓練では、かご付き台車に事前に小物類を
積む事で、徳島県建設業協会と協力し、円
滑に現地に持ち出す事が可能。関係機関と
情報を共有し HPAI 発生に備えた取り組み
を今後も継続。 
 
368．県内初の高病原性鳥インフルエンザ発
生時における防疫対応の課題：高知県西部
家保 福島佳子、久保紀恵 

当家保では、毎年、高病原性鳥インフル
エンザ（以下、HPAI）発生を想定して、関
係機関が参集した防疫対策連絡会議を開催
し、防疫作業での役割分担、必要資機材の
調達先などを確認。また、埋却候補地・消
毒ポイントのさらなる調査も実施。このよ
うな中、令和 2 年 12 月 16 日に管内農場で
県内初となる HPAI が発生。これまでの取り
組みを活かし、関係機関と連携しながら防
疫作業に着手。しかし、防疫作業が進むに
つれ、資機材の不足、埋却地掘削時の湧水、
関係機関との情報共有不足など、想定外の
事案が発生。防疫措置終了後、関係機関と
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これらの課題の解決に 向けて、今後の防疫
対応の検討会を開催。特に課題となった関
係機関との連絡体制の強化、埋却候補地･
消毒ポイントの再検討を実施し、県独自の
農場別対処計画を見直した。これ以上の発
生は繰り返したくはないが、今回の経験を
より迅速で円滑な防疫措置に活かすため、
今後も課題解決に取り組み、事前準備に備
えたい。 
 
369．県内初の高病原性鳥インフルエンザ発
生時における防疫対応の課題：高知県中央
家保 森光智子、明神由佳 
2020 年 12 月に県内初の養鶏場での高病原
性鳥インフルエンザが発生。防疫措置の課
題の一つに県庁各課の職員同士の相互認識
の不足があった。防疫作業を円滑に進める
には、携わる人々（生産者、県庁及び市町
村職員、民間企業等）が相互に認識し、防
疫作業の理解を深め、個々が考え行動でき
るチーム作りが不可欠。そのため、市町村、
県庁各課、国の機関等に防疫作業への理解
を得るための説明を実施。また、関係企業
とも連携し専門家の教示を受け、防疫作業
の検証等も実施。これらの活動において、
動画を取り入れた資料は理解を得る手法と
して特に有効。高知市農林水産課と共同で
一般動員者向けの研修用動画を作成。コロ
ナ禍で研修会の開催が困難な中、多くの一
般動員者の理解を得る機会を設けることが
できた。一連のやり取りをする過程で、相
互に意見を出し合い課題解決を図る関係性
を深めることで防疫体制の構築に必要なチ
ーム作りが実現。 
 
370．高病原性鳥インフルエンザの防疫体制
構築にむけたチーム作り：高知県中央家保
 森光智子、明神由佳 
2020 年 12 月に県内初の養鶏場での高病原
性鳥インフルエンザが発生。防疫措置の課
題の一つに県庁各課の職員同士の相互認識
の不足があった。防疫作業を円滑に進める
には、携わる人々（生産者、県庁及び市町
村職員、民間企業等）が相互に認識し、防
疫作業の理解を深め、個々が考え行動でき
るチーム作りが不可欠。そのため、市町村、
県庁各課、国の機関等に防疫作業への理解
を得るための説明を実施。また、関係企業
とも連携し専門家の教示を受け、防疫作業
の検証等も実施。これらの活動において、
動画を取り入れた資料は理解を得る手法と
して特に有効。高知市農林水産課と共同で
一般動員者向けの研修用動画を作成。コロ
ナ禍で研修会の開催が困難な中、多くの一
般動員者の理解を得る機会を設けることが
できた。一連のやり取りをする過程で、相
互に意見を出し合い課題解決を図る関係性
を深めることで防疫体制の構築に必要なチ
ーム作りが実現。 
 
371．今後の発生に備えた HPAI 対処評価マ

ニュアルの作成：高知県中央家保 川澤麻
友 
 令和 2 年 12 月、本県養鶏場で初めて高病
原性鳥インフルエンザ（以下、HPAI）が発
生。その際、へい殺畜等手当金等交付に必
要な家きんの評価額算出方法に苦慮。他県
でもマニュアル化されたものは少なく、特
に評価人の選定や実際の評価作業の進め
方、評価額算出のための根拠資料の収集な
どについての具体的対応が課題となった。
そこで今後の発生に備え、管内５農場での
個々の実態に応じた HPAI 対処評価マニュ
アル（以下、マニュアル）作成を計画。管
内各農場の調査、HPAI 発生県への訪問及び
聞き取りを実施。農家毎に管轄する関係機
関が異なるため、農家毎に評価人を選定し、
処分作業の写真や出荷伝票など、評価額算
出に必要な根拠資料の種類や算出方法を整
理。適正で効率的な評価の省力化を目指し
た農場毎のマニュアル及び記録用の野帳を
作成。また、県内の家畜防疫員に評価マニ
ュアルの作成手順の勉強会及び完成したマ
ニュアルの情報共有を実施。今後、県内全
ての農場毎のマニュアルを作成し共有する
ことで HPAI 発生に備える。 
 
372．県内で初めて発生した高病原性鳥イン
フルエンザ（H5N8 亜型）の病性鑑定成績と
特徴：福岡県中央家保 因泥優樹、近藤浩
之 

2020 年 11 月、本県の肉用鶏農場で初め
て高病原性鳥インフルエンザが発生。外貌
に著変なし。解剖所見では、脾臓腫大（7/
10 羽）、浅胸筋点状出血（5/10 羽）、肝臓
出血（1/10 羽）、ファブリキウス嚢腫大（8
/10 羽）・出血（1/10 羽）及び腹腔内出血
（1/10 羽）。ウイルス検査では、A 型イン
フルエンザウイルス分離。遺伝子解析によ
り、H5N8 亜型と判定。本症例は病原性が高
い症例。細菌検査では、主要臓器から有意
菌分離陰性。 血液生化学検査では、肝臓、
腎臓、心筋、骨格筋等に炎症や細胞破壊等
のダメージ示唆。病理組織検査では、全身
臓器に壊死、リンパ球浸潤、脳の囲管性細
胞浸潤、リンパ組織のリンパ球の減少。抗
インフルエンザ A マウスモノクローナル抗
体を用いた免疫染色では、壊死や炎症細胞
に陽性。以上から高病原性鳥色インフルエ
ンザ（H5N8 亜型）と診断。本症例は多臓器
で壊死がみられ、特にリンパ組織に強い病
変がみられたことが特徴的。 
 
373．低コスト且つ簡易的なため池への野鳥
侵入防止対策の実施とその効果：長崎県壱
岐家保 堀川朝広、中島大 
 高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）予防
対策のため、養鶏場周辺のため池で低コス
ト且つ簡易的な野鳥侵入防止対策を実施。
対策実施ため池は管内最大規模の養鶏場か
ら 100m 以内の 3 箇所の池で、前年調査で複
数羽のカモを確認。ため池は農業用水及び
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防火用水であり、水抜きは困難。うち 2 箇
所のため池周囲は草木が繁茂し、対策に工
夫を要した。水利組合や漁協等の機関に協
力を求め、金網フェンスや廃棄ブイを活用
してテグスを設置。設置期間は野鳥が飛来
する 10 月～3 月。対策費用は素材費のみ約
16,000 円で低価格。要設置時間も 1 箇所あ
たり数時間～1 日。対策後に未実施ため池
との野鳥飛来状況を比較調査。その結果、
対策未実施ため池では常時多数の野鳥を確
認。対策実施ため池への野鳥の侵入は 1 箇
所で少数の野鳥侵入があったのみであり、
効果はあったと判断。期間中、暴風等によ
るテグス破損は無し。野鳥侵入ため池では
テグスの設置位置の高さに問題があったと
推察され、改善が必要。 
 
374．鶏ウイルス性腱鞘炎／関節炎の一例：
大分県大分家保 平松香菜恵、大分県宇佐
家保 吉田史子 
 2019 年 7 月頃から、地鶏を飼養する 1 農
場（飼養羽数 11,000 羽）で 30 日齢前後か
ら脚弱の個体が散見され、足関節液や腓腹
腱からトリレオウイルス(ARV)を分離し｢鶏
ウイルス性腱鞘炎／関節炎｣と診断。分離さ
れた ARV についてσC 領域のシークエンス
解析を実施した結果、遺伝子系統の異なる
2 系統のウイルスが混在していることを確
認。農場の環境検査として鶏舎の敷料や壁
拭い液を用いてウイルス分離検査を実施し
たところ病性鑑定実施時と同じ 2系統の AR
V を分離。ウイルス病原性推定試験の結果、
発育鶏卵接種試験では鶏胚を死亡させ、株
化細胞等への接種試験では１代目で細胞変
性効果が確認されたことから病原性の強い
ARV の可能性が示唆された。 
 
375．ウィンドレス鶏舎における防疫作業の
検証と野生動物動向調査: 宮崎県宮崎家保
 沖吉悠太郎、岡野宏和 
2021 年 1 月、2 月に管内の採卵鶏ウィンド
レス鶏舎で発生した 2 例の高病原性鳥イン
フルエンザ防疫作業の課題を検証、さらに
固定カメラを用いた日中及び夜間の野生動
物動向調査を実施。ウィンドレス鶏舎の防
疫作業は、狭い通路での複雑な作業となり、
作業動線、2 階位置からの処分鶏搬出経路
及び大量の炭酸ガスボンベの使用、鶏舎内
での暗所作業の効率、作業の安全性が問題
となった。対応として、各作業班の人数調
整による作業性改善、2 階位置からのスロ
ープ設置、ボンベ運搬を省略化した延長ホ
ースの活用、作業者のヘッドライト着用等
それぞれの農場構造を考慮した早期の防疫
計画の策定が急務であることが明白となっ
た。固定カメラによる調査では、農場敷地
内にタヌキや野鳥等、さらに農場作業終了
後の夜間に除糞ベルトから鶏舎内を出入り
するネズミやイタチ、ネコを確認。野生動
物対策として固定カメラを用いた調査を強
化し、農場従事者の自主的な改善を促すこ

とが重要と考察。 
 

376．２０２０－２０２１年の高病原性鳥イ
ンフルエンザ発生に伴うウイルス検査対応
：宮崎県宮崎家保 鍋倉良輔、本田真由美 

2020 年 12 月から 2021 年 2 月までに 12
例の高病原性鳥インフルエンザ（HPAI)が発
生し、発生農場及び周辺農場の検査を実施。
病性鑑定の病理組織学的検査は過去当県で
確認された HPAI（H5N8 亜型）と類似。簡易
検査、遺伝子検査及びウイルス分離は全農
場で陽性、動衛研での解析の結果、12 例全
てが H5N8 亜型の HPAI と確定。周辺農場の
制限の対象外の検査では１検体のみ陽性
（県内 4 例目）。その他の発生状況確認検
査、清浄性確認検査及び発生農場の経営再
開にかかる検査は全て陰性。これらの検体
総数は 8,491 検体にのぼり、検査資材の不
足や判定時間の遅延等が懸念。担当外職員
のウイルス検査手技の習得や検査日程の集
約化等が業務効率化に繋がった一方で、発
育鶏卵が入手困難となった場合の対応等、
依然として懸念される課題も残った。今後
も家畜伝染病の発生リスクは高いと考えら
れ、標準作業書の見直しや人員及び資機材
の確保等を検討し、迅速で精度の高い検査
体制の維持に努めたい。 

 
377．2020 年度宮崎県内で発生した H5N8 亜
型高病原性鳥インフルエンザ 11 症例の病
理組織学的検索：宮崎県宮崎家保 日高慎
也、重永あゆみ  

2020 年 12 月から 2021 年 2 月に県内で発
生した高病原性鳥インフルエンザ(HPAI)11
例について、病性鑑定を実施。ウイルス検
査では、全症例で H5N8 亜型 A 型インフルエ
ンザウイルスを分離。病理組織検査では、
中枢神経系をはじめとする全身諸臓器の壊
死病変を確認。壊死病変は中枢神経系と脾
臓でみられる個体が多く、気管と肉冠でみ
られる個体は少なかった。免疫染色では、
壊死巣、気管･気管支粘膜上皮、肺胞上皮、
心筋線維、尿細管上皮で抗原陽性像を確認
し、肉冠真皮、気管粘膜固有層の毛細血管
内皮にも抗原陽性像を確認。今回の症例で
は、2014 年度宮崎で発生した H5N8 亜型 HP
AI と同様、特異な外貌所見はなく、病理組
織所見も類似していた。遺伝子解析の結果、
県内に侵入したウイルスは E2、E3、E5 の 3
グループに分かれ、そのうち E2 型による 2
例は他の症例と比べて病変が広範囲かつ多
発的にみられる傾向があった。 

 
378．コロナ禍における県防疫演習の実施と
課題：鹿児島県姶良家保 別府成 
 鹿児島県での高病原性鳥インフルエンザ
（HPAI）等の発生を想定した防疫演習を、
新型コロナウイルス禍での感染症対策を考
慮した実施方法を検討。会場は出席予定者
の 2 倍数で選定。開催検討会議は電子会議
室を活用。演習の内容は豚熱および HPAI
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の机上演習と防疫措置に決定。HPAI は本県
発生時の防疫措置の状況や、大規模農場で
の発生を想定し説明。県職員等の参加型演
習は、家保職員による模擬鶏を用いた実演
とし、自衛隊員を対象とした鶏殺処分の演
習は別途実施。豚熱は事前に実際の豚を用
いた防疫措置の動画を撮影。演習直前に防
疫演習の開催方法が変更に。HPAI 防疫措置
の実演も動画で撮影。防疫演習はウェブ会
議システム「Zoom」と「YouTube」を使用。
実施後のアンケートはウェブ開催希望 6
割、会場開催希望 4 割。ウェブ開催は防疫
上有効であり、利点は自由閲覧可能。会場
開催は防疫措置従事者や家保職員の実体験
に有効。今後は双方の利点を生かした方法
等の検討が必要と考察。 

 
379．建設業協会を対象とした防疫業務説明
会の開催と管内農場指導への活用：鹿児島
県南薩家保 藤岡舞、上村俊介 

県と建設業協会間で締結している家畜伝
染病の発生時における緊急防疫業務に関す
る協定に規定する建設業協会が担う防疫業
務の説明会を開催。本会で得られた埋却地
に関する意見等を活用し、当家保独自で面
積、場所、現状、道路、状態、所有権の６
つの評価項目を設定。飼養衛生管理基準遵
守指導巡回の中でこれらの項目について検
証を実施。管内の家きん農場 122 戸では、
場所に問題があった 38 戸が指導後に 20 戸
まで減少。このことは、専門家である建設
業協会からの意見を取り入れた説得力のあ
る指導により、多くの農場が現在の埋却地
を変更、再検討を行ったと考えられ、家畜
伝染病発生時の迅速な防疫措置につながる
と思われた。 

 
380．鹿児島県で 10 年ぶりに発生した高病
原性鳥インフルエンザの防疫措置：鹿児島
県北薩家保 白井彰人、濵﨑幸一 

2021 年 1 月、管内で肉用鶏を約 32000 羽
飼養する農場において、本県では 10 年ぶり
となる高病原性鳥インフルエンザが発生。
発生農場は管理者を異にする肉用鶏農場が
隣接しており、直ちにネズミ駆除を業者に
依頼。関係機関・団体等と連携して防疫措
置の準備を進め、農場の防疫措置及び消毒
ポイントの運営は疑似患畜確定と同時に開
始し、約 22 時間後に鶏の殺処分を、約 43
時間後に防疫措置を完了。隣接農場への感
染拡大が危惧されたが、続発を認めること
なく、疑似患畜確定日から起算して 24 日目
に移動制限区域を解除し、発生は終息。発
生農場敷地内に十分な広さの埋却地があっ
たことも迅速な防疫措置に寄与。発生終息
後、防疫措置従事者の意見を基に、県 HPAI
等防疫対策マニュアルを一部改訂。また、
円滑な埋却作業の実施という観点から、管
内全ての家きん農場の埋却候補地を再点検
する等、本病の再発生に備え、より迅速な
防疫措置が行えるよう対応。 

 
381．鹿児島県で発生した高病原性鳥インフ
ルエンザ(H5N8)の病理学的特徴：鹿児島県
鹿児島中央家保 猜都勇介、岡田大輔 

2021 年 1 月、鹿児島県で高病原性鳥イン
フルエンザ(HPAI)が発生。HPAI ウイルスは
H5N8 亜型に分類。13 羽の病理学的検査を実
施。剖検所見は脾臓の腫大及び白斑、肺及
び気管粘膜の充うっ血、1 羽で心臓等の漿
膜に黄色滲出物の付着。検査臓器のほぼ全
てに壊死病変を形成し、免疫染色では病変
部に一致して抗 A 型インフルエンザウイル
ス(IV)抗原陽性。壊死病変部以外にも上皮
細胞、血管内皮細胞、貪食細胞等に IV 抗原
陽性。肺、脾臓、小脳、視葉、鼻腔では全
羽で壊死病変を形成。壊死病変は脾臓で中
程度から重度、呼吸器系及び中枢神経系で
軽度から中程度、その他の臓器は軽度であ
った。IV 抗原量は脾臓、呼吸器系、心臓、
肉冠、肉垂で多数。血管内皮細胞の IV 抗原
量は呼吸器系、肉冠、肉垂で多数。1 羽で
は脾臓等に IV 抗原を伴う壊死性病変及び
抗大腸菌 O78 血清に陽性を示すグラム陰性
桿菌を伴う線維素性化膿性漿膜炎が認めら
れ、HPAI と鶏大腸菌症(O78)との併発。 
 
Ⅲ－２ 細菌性・真菌性疾病 
 
382．採卵養鶏場の衛生管理におけるサルモ
ネラ消毒研究の活用：山形県中央家保 大
橋郁代 

近年県内では、毎年家畜でのサルモネラ
(Sal)症が発生し、特に採卵養鶏場では社会
問題となる。そこで、これまでに畜産現場
の Sal 消毒抵抗性について研究し、高温、
二酸化塩素製剤及び石灰乳の有効性を確
認。この知見を発生対策に用いてきたが、
今回、衛生管理への活用を検討。Sal を一
危害要因とした農場 HACCP にあたり、飼養
形態の異なる同一経営 3 養鶏場で Sal 発生
に備えた消毒プログラムを整備。まず通常
の空舎消毒について家保が消毒前後の一般
細菌数や作業が困難な工程を提示。次に農
場が自ら消毒漏れを改善する中で、実行可
能な消毒工程を明確化。最後に現場に即し
た Sal 消毒手順を整備。当該経営は農場の
衛生面を国内外に PR。以上、Sal 消毒の啓
発に向けパンフレットを作成。全ての畜種
に有用な Sal の消毒抵抗性と解決策に加
え、衛生管理に落とし込み経営に生かした
具体例を掲載。輸出拡大政策で求められる
Sal の農場衛生への活用が期待できる。 

 
383．鶏クロストリジウム・パーフリンゲン
ス感染症多発農家への対応を通した衛生指
導方法の検討：岐阜県中濃家保 岩井歩、
浅井礼子 

管内一肉用鶏農家で鶏クロストリジウム
・パーフリンゲンス（以下 Cp）感染症が多
発し、衛生指導を行った。剖検では小腸か
ら大腸にわたる偽膜性腸炎を呈し、Cp が有
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意量分離された。コクシジウムも一部で寄
生が確認された。餌の内容や敷料、消毒方
法など飼養管理を変更し現在死亡羽数は小
康状態を保っている。衛生指導を行う中で、
コクシジウム対策と飼養管理方法指導に関
する課題が見つかった。コクシジウムは肉
眼では種類の判別が難しく、生ワクチンの
使用により Cp 感染症に対する寄与の程度
が判別しづらく本来の原因を隠してしまう
可能性があり、慎重な使用が必要と思われ
る。また鶏の飼料や敷料、給水、消毒方法
などの飼養管理方法を家保職員が把握でき
ていないため具体的な疾病対策を指導する
ことが難しい。飼養管理の専門的知識を有
する機関との連携などによるり高度な飼養
管理方法の指導が、今回の事例のような無
薬飼育鶏群での安定的な育成率向上には必
要と思われる。 

 
384．鶏の Clostridium septicum による敗
血症：愛媛県家畜病性鑑定所 越智建太 

肉用鶏農場で 2021年 3月と 4月に嗜眠を
伴う死亡羽数増加により病性鑑定を実施。
剖検所見は、両例とも約半数に脾臓の腫大
・空胞、肝臓の退色、初発例の一部に皮下
水腫、心外膜炎、肝包膜炎など、続発例で
軽度の腎臓腫大・空胞、浅胸筋水腫を確認。
両例とも多臓器から複数の菌を分離、初発
例で 11 羽中 5 羽、続発例で 7 羽から遊走す
るグラム陽性長桿菌を分離、PCR 検査で C. 
septicum と同定。初発例 2 羽盲腸便、続発
例 4 羽の腎臓、脾臓、浅胸筋から C. perfr
ingens を分離。病理組織検査で、主要臓器
にひも状のグラム陽性長桿菌を確認。初発
例で鶏アデノウイルス及びボツリヌス毒素
遺伝子は陰性、2 羽からオーシストを検出。
両例ともに鳥インフルエンザ簡易検査陰
性。複数部位から C. septicum を分離、多
数の臓器でグラム陽性長桿菌を認めたため
C. septicum による敗血症と診断。C. perf
ringens を分離したが組織内の菌形体から
C. septicum が主体と判断。本症例は、腸
管及び呼吸器から感染したと推測。 

 
385．採卵鶏雛の鶏アスペルギルス症：福岡
県両筑家保 山本訓敬 

採卵鶏 650 羽飼養農場で雛 200 羽に衰弱
や死亡が増加し、病性鑑定を実施。成鶏に
異常なし。雛は元気消失等が散見。10 日齢
6 羽に各種検査を実施。飼料や敷料も細菌
学的検査を実施。解剖所見は肺に多数の粟
粒大黄白色結節、尿管に尿酸塩沈着、鳥イ
ンフルエンザは否定。細菌学的検査は肺、
飼料と敷料から真菌を分離、分離真菌は特
徴から Aspergillus fumigatus（A.fumiga
tus）と同定。病理所見は肺に多数の真菌性
の化膿性肉芽腫性肺炎を確認。A.fumigatu
s による鶏アスペルギルス症と診断。敷料
に鋸屑を使用、鋸屑や竹チップ等の独自配
合発酵飼料を雛に給与し、その未使用の敷
料等からも同様に A.fumigatus を分離。真

菌に汚染された飼育環境資材が原因で、雛
が感染したと推察。汚染飼料の給与を中止、
敷料の交換を実施。その結果、死亡羽数は
減少し発生は終息。発生を受け、畜主の飼
養管理意識の向上がみられ、伝染病対策に
も積極的な取り組みが認めた。 

 
386．Mycoplasma gallisepticum（Mg）の関
与を疑う鶏大腸菌症：佐賀県北部家保 西
川和雅、大坪利豪 

令和 2 年 10 月、肉用鶏約 84,000 羽飼養
農場の 11 鶏舎中 2 鶏舎（39、41 日齢）で
死亡羽数が増加。生鶏各鶏舎 5 羽の計 10
羽について病性鑑定を実施し、異常呼吸音
（10/10）、心膜チーズ様物（4/10）、肝被
膜チーズ様物（3/10）、脾臓退色（1/10）、
肺出血（1/10）、盲腸粘膜出血（1/10）、
気管点状出血（1/10）を確認。主要臓器か
ら大腸菌を分離（3/6）。Mg について、抗
体検査陽性（10/10）、遺伝子検査陽性（5
/6）、分離陰性。鶏呼吸器病関連ウイルス
遺伝子陰性。病理組織検査にて、諸臓器に
おける線維素化膿性漿膜炎（3/6）、リンパ
球形質細胞性気管・気管支炎（4/4）を確認。
以上から、Mg の関与を疑う鶏大腸菌症と診
断。発生農場での聞き取りの結果、発生鶏
舎の床面にひび割れが存在、そこへ病原体
が残存、固着している可能性が考えられ、
石灰乳の塗布等オールアウト後の鶏舎消毒
の徹底を指導、HPAI 発生防止の消石灰散布
の効果も重なり、以降の入雛群で発生認め
ず。 

 
387．ブロイラー密集地域で多発した鶏大腸
菌症の誘発要因分析と対策：長崎県県南家
保 中山航、井上大輔 
 令和 3 年 5 月、ブロイラー農場 6 戸が密
集する A地区の農場 5戸で 14日齢から呼吸
器症状、30 日齢から死亡が増加。有効薬剤
投与も改善せず、各農場の事故率は 5.7～2
0.2%。3 戸の病性鑑定で、いずれも遺伝子
型 JP-Ⅲの鶏伝染性気管支炎ウイルス（IB
V）と抗原変異型伝染性ファブリキウス嚢病
ウイルス（vIBDV）が誘発した鶏大腸菌症と
診断。衛生管理強化、JP-Ⅲ型 IB ワクチン
初生接種、IBD 弱毒ワクチン回接種を行う
も事故継続。追加対策として A 地区全農場
同時期オールアウト（AO）を計画、4/5 戸
で AO 体制整備。また、4/5 戸で、幅広い交
差免疫を 14 日齢で誘導可能な IB ワクチン
2 種（Ma5 株、4/91 株）の初生接種に変更。
同時期 AO 未実施の 1 戸は vIBDV を防御可
能な IBDV 遺伝子組込みマレック病ワクチ
ンの卵内接種実施。対策後の令和 3 年 12
月～翌年 1 月の 5 戸の入雛群は鶏大腸菌症
発生を認めず、事故率も 1.9～3.7%に低減。
本対策は IBV や vIBDVによる鶏大腸菌症誘
発対策に有用。 

 
388．鶏大腸菌症と診断された採卵用成鶏に
認められた大腸菌による頭蓋骨 air space
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病変および髄膜炎：長崎県中央家保 寺山
好美、浦川了 

採卵養鶏場の 1 鶏舎 139 日齢の鶏群で神
経症状を呈し死亡する鶏が散見され、死亡
羽数が増加したため 6 羽について病性鑑
定。頭蓋骨 air space 内に化膿性肉芽腫性
病変（4/6）、化膿性髄膜炎（1/6）、頭部
皮下組織または眼窩下洞に化膿性病変（6/
6）を確認。死亡鶏 2 羽の主要臓器・脳およ
び生存鶏 4 羽の脳から大腸菌が分離され、
うち 3 羽の脳由来大腸菌の血清型は O161、
O119、O1 に型別。免疫染色で分離大腸菌の
血清型に一致して病変部に陽性抗原を確
認。神経症状は頭蓋骨病変等がなかった個
体でも確認されたことから、大腸菌が頭部
皮下組織等で化膿性病変を形成した後、頭
蓋内に侵入、増殖して症状を呈し、その後
頭蓋骨病変を形成し、同時に全身感染症に
移行し漿膜炎を呈したと推察。本鶏群は産
卵開始時期であり、産卵ストレスが発症に
関与していると推察。本症例のように採卵
用成鶏で大腸菌による頭蓋骨内病変や髄膜
炎がみられた報告はなく貴重な症例。 

 
389．肉用鶏初生ヒナで発生した鶏アスペル
ギルス症：熊本県城北家保 熊城壮真、野
中美和 
 令和 3 年 9 月 10 日、肉用鶏 6 万羽を飼養
する農場において 3 日齢雛の死亡羽数が増
加。9 羽について病性鑑定を実施。剖検で
は 9 羽の胸膜及び肺等に黄色結節を確認。
病理組織学的検査では、4 羽の肺で化膿性
肉芽腫の形成及び線維芽細胞の浸潤を認
め、病変部の PAS 染色により真菌の菌糸を
確認。免疫組織化学的検査では 4 羽で家兎
抗 Aspergillus 血清陽性。真菌培養では、
全 3羽の肺から Aspergillus属真菌が分離。
以上の結果から、本症例を鶏アスペルギル
ス症と診断。農場の環境検査では、発生鶏
舎の餌付け用段ボールの拭き取りスワブ及
び餌付け用段ボール内の餌から Aspergill
us 属真菌が分離。餌付け用段ボールを長期
間保存したため、真菌が増殖したと推測。
当該ロットの幼雛は導入時の体重が軽く、
虚弱であったことも本症の発症要因と推
測。餌付け用段ボールの使用を中止するよ
う指導するとともに、次回入雛時までにヨ
ード剤を使用し発生鶏舎及び倉庫の消毒を
するよう指導。 

 
390．管内ブロイラー農場における鶏大腸菌
症の対策と大腸菌の薬剤感受性：大分県宇
佐家保 吉田史子 

【鶏大腸菌症対策】一般農場と抗菌剤を
使用しない特別農場それぞれ 1 農場で大腸
菌症が発生。衛生管理の徹底に加え、一般
農場で有効薬剤投与、特別農場で混合感染
症対策のワクチンプログラム変更等実施。
当該ロット出荷率は一般農場 100％、特別
農場 80％。 
【大腸菌の薬剤感受性】管内分離大腸菌 8

株（一般農場 4 株、特別農場 4 株）の薬感
を一濃度ディスク拡散法で実施。耐性率は、
一般農場由来株: ｱﾝﾋﾟｼﾘﾝ(ABPC)4/4、ｱﾓｷｼ
ｼﾘﾝ(AMPC)4/4、ｾﾌｧｿﾞﾘﾝ(CEZ) 3/4、ｶﾅﾏｲｼﾝ
(KM)4/4、ｵｷｼﾃﾄﾗｻｲｸﾘﾝ(OTC)4/4、ｵﾌﾛｷｻｼﾝ(O
FLX)0/4、ｴﾝﾛﾌﾛｷｻｼﾝ(ERFX)1/4、ST 合剤(ST)
2/4。特別農場由来株：ABPC3/4、AMPC3/4、
CEZ2/4、KM3/4、OTC3/4、OFLX1/4、ERFX1/
4、ST1/4   
【まとめ】鶏大腸菌症の対策は、抗菌剤に
依存しない衛生管理の徹底、適切なワクチ
ン接種による他の病原体のコントロール等
の予防対策が重要で、抗生剤を使用する際
は、感受性結果に基づくことが重要。 
 
Ⅲ－３ 原虫性・寄生虫性疾病 
 
391．県内で発生したヒストモナス症におけ
る病理組織学的考察：埼玉県中央家保 森
谷翠、松本裕治 
 ヒストモナス症は、ヒストモナス原虫に
よる家きんの感染症。令和 2 年 7 月 26 日、
愛玩シャモのヒナ 1 羽が緑色便、食欲不振
及び削痩を呈したとの連絡。原因究明のた
め同月 28 日に病性鑑定を実施。剖検では、
肝臓は軽度暗赤色化、2～5mm 大の菊花状白
色斑が散在、盲腸は左右共に腫大、内部に
は乳白色クリーム状物が充満。病理組織学
的検査では、肝臓に広範囲の巣状壊死及び
ヒストモナス原虫虫体、肺で肺胞中隔の肥
厚及び小葉間結合織内に原虫虫体、盲腸で
広範囲の壊死、偽膜形成、原虫虫体及び鶏
盲腸虫虫体を確認。肝臓、肺、盲腸で PAS
反応を実施し、原虫虫体が PAS 反応陽性。
以上から、ヒストモナス症と診断。肝臓及
び盲腸における広範囲の壊死、盲腸の偽膜
形成及び諸臓器における原虫虫体が確認さ
れたことから、典型的なヒストモナス症に
よる病理組織学的変化と考察。 

 
392．コクシジウムの関与により死亡した採
卵鶏 3 症例における鑑別診断及び病態：千
葉県中央家保 綿村崇宏、橘美奈子 

死亡採卵鶏 3 例を病性鑑定。組織学的に、
症例 1 は腸管の広範囲にコクシジウム（Cm）
による粘膜の全層性壊死と Clostridium p
erfringens（Cp）による二次的な偽膜形成
が、症例 2 は空回腸に Cm の軽度寄生と Cp
による偽膜性壊死が、症例 3 は空腸に主座
した Cm による壊死性肉芽腫がみられた。遺
伝子検査で、症例 1 は Eimeria tenella 及
び E. brunetti の、症例 2 は E. acervulin
a の、症例 3 は E. acervulina 及び E. nec
atrix の特異的遺伝子が腸管粘膜から検
出。細菌検査で、全症例の腸管内容物から
Cp が分離。組織検査により推定された Cm
種と遺伝子検査成績は概ね一致したが、確
実な鑑別には両検査が重要。前述の Cm 病変
は症例間で特徴が異なり、症例 2 では Cm
感染が Cp 病変を惹起し死因となるも、症例
1 及び 3 への Cp の影響は限定的である等、
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多様な病態と推察。 
 

393．一養鶏場のロイコチトゾーン症発生事
例：神奈川県湘南家保 佐々木駿、荒木尚
登 

令和 3 年 10 月、2,000 羽規模の採卵養鶏
場で、産卵率低下と緑色便を示し、検診実
施。発生鶏舎は 1 棟 500 羽飼養のケージ式
開放鶏舎 4 棟中 2 棟。産卵率は通常 92%が 6
3.6%に低下。両鶏舎の約 6 割に緑色便。1
羽のみ貧血症状（貧血個体）。生体 22 羽の
血液塗抹鏡検、うち貧血個体を含む生体 2
羽とへい死体 1 羽で病性鑑定実施。血液塗
抹鏡検では 7/22 でロイコチトゾーンのメ
ロゾイト確認。貧血個体は 1,720 個/10,00
0RBC 確認。剖検所見では脾臓腫大、病理組
織学的検査では諸臓器にロイコチトゾーン
のシゾント確認。以上からロイコチトゾー
ン症と診断。即日、蚊取り器設置等の吸血
昆虫対策を指導。産卵率は検診 6 日後 50％
まで低下。検診 12 日後には 92％に回復。
血液塗抹鏡検に用いた検体の約 7 割はメロ
ゾイト未検出。貧血個体のみ多数検出。本
病を疑う際、多数の検体、貧血症状の鶏か
ら採材、病理組織学的検査等が重要。本年
は例年設置する蚊取り器が未設置で、吸血
昆虫対策の重要性を示唆。 
 
394．採卵鶏農場で散発したロイコチトゾー
ン症：富山県西部家保 木全綾 
 管内 3農場にて令和 3年 8月から 10月に
下痢、貧血および死亡羽数の増加を確認。
衰弱および死亡した 14 羽について剖検を
実施。32 検体の血液塗抹標本を作製。2 農
場 7 羽の肝臓、腎臓、心臓、肺、卵管およ
び腸管にシゾントを確認、3 農場 16 羽の血
液塗抹からメロゾイトを確認、ロイコチト
ゾーン症と診断。組織からシゾントが確認
できない場合も血液塗抹からメロゾイトを
確認できる場合も考えられるため、貧血時
には血液検査を併用することが有効。強制
または誘導換羽が被害拡大要因と考えられ
るため、換羽を行う際には他のストレスが
考えられる時期は避けるのが適当。2 農場
で耐過鶏が感染源となり、次の流行期に他
のロットに感染が拡大したと考察。採卵鶏
農場での対策はサルファ剤が使用できず、
ウィンドウレス鶏舎と比較し開放鶏舎では
ニワトリヌカカとの接触が多いため、鶏舎
周辺の草木の伐採、殺虫剤の散布、鶏舎内
に大型ファンを設置するなどのニワトリヌ
カカ対策が重要。 

 
395．ケージ飼い鶏舎におけるワクモトラッ
プ運用の検討：三重県北勢家保 中山季大、
林有紀 
 ケージ飼いの採卵鶏舎において段ボール
トラップによるワクモのモニタリングを行
ったところ、実際にはワクモが増えている
にも関わらず捕集個体数が増えない事例に
遭遇。段ボールトラップの形状について、

サイズに関する報告はあるが、縦長、横長
いずれが有効かの記載や検証は未確認。設
置可能箇所の限られるケージ飼い鶏舎にお
ける適切な設置箇所と、トラップの形状に
関する検討を実施。ワクモはエサ樋以外ほ
ぼ入らず、エサ樋の側面は底面に対して捕
集個体数は有意に増加。縦長と横長のトラ
ップ形状には捕集個体数の有意差なし。ト
ラップ 1 つの捕集個体数にはばらつきがあ
り、少数の配置では実態との乖離の懸念が
あった。結果からトラップは四隅を含む複
数箇所で行い、設置箇所はエサ樋の通路側
側面が適切と結論。段ボールトラップの形
状は縦長と横長で差が認められず、設置す
る状況に応じて選択可能と結論。結果を元
にモニタリングの実効性を高め、対策に活
用したい。 

 
396．愛玩鶏で確認された糸状虫症：広島県
西部家保 細川久美子、児玉幸子 

2021 年 7 月 20 日、広島県の愛玩鶏飼養
農家で鶏群の飼料摂取量低下が認められ、2
6 日に 2 羽死亡。翌 27 日、3 羽の矮鶏（鶏）
が死亡したため、病性鑑定を実施。死亡鶏
3 羽（№1～3）に共通して主に肺と心臓の
血液中にミクロフィラリア（Mf）、№3 の
心腔に成虫を確認。同居鶏の血液中にも Mf
を確認。ウイルス及び細菌分離陰性。遺伝
子検査で線虫の塩基配列は、2018 年に報告
された糸状虫の遺伝子配列と 99.9%一致し
たため同種であると考えられた。日本には
鶏に感染する糸状虫が関東及び中国地方に
分布している可能性が示唆。本症例は過去
3 年間導入のない農場であったことから、
周辺環境中にこの糸状虫の中間宿主が存在
し、愛玩鶏などの放し飼いには感染リスク
がある。この糸状虫の寄生部位は心腔で、
径 150 ㎛前後の小型であると判明。今回の
検索は、鶏の糸状虫の種の同定に有用なデ
ータとなった。今後、成虫採材による種の
同定や中間宿主の検索、サーベイの実施が
重要と考えられた。 

 
397．採卵鶏農場で 2 年連続発生したロイコ
チトゾーン症：福岡県筑後家保 永野由佳、
佐伯厚記 
 令和 2 年 8 月、373 日齢の 1 群に貧血、
産卵低下を示す個体が増加し、血液塗抹検
査でガメトサイト、肝臓等の組織にシゾン
トを認めたため、ロイコチトゾーン症（以
下 L 症）と診断。令和 3 年は、本症発生を
踏まえて 4 月からヌカカ対策を行い、5 月
から対策評価のため、毎月 10 羽のヘマトク
リット値（以下 Ht 値）測定と血液塗抹検査
によるモニタリングを実施。その結果、次
第に Ht 値が低下したため、ヌカカ及びワク
モの捕虫調査を実施したところ、いずれも
多数確認。また、7 月に 143 及び 317 日齢
の 2 群に L 症が再発。ヌカカ対策の不足と
ワクモの多量寄生が誘因と考え、ヌカカ侵
入防止対策の強化と薬剤によるワクモ対策
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を徹底し収束したが、継続していたモニタ
リングにおいて、導入前感染鶏の流通を確
認。本症の的確な予防対策には、導入時期
の検討を含め、捕虫調査による吸血昆虫の
鶏舎内分布状況の把握や血液モニタリング
による流行期前からの対策が重要。 

 
398．管内一養鶏場のワクモ対策：佐賀県中
部家保 小山田昇平、葛見敏男 

令和元年約 1,200 羽飼養の採卵鶏農場で
ワクモによるへい死が発生、令和 3 年に被
害が再び増加したため、対策を実施。【令
和元年～2 年の対策】段ボール片設置によ
る駆除、鶏舎周辺の整理整頓、鶏舎内の清
掃洗浄・消石灰散布、散布薬剤の変更、洗
浄時のスチームクリーナー使用。【令和 3
年追加対策】鶏舎電気設備改修、LED ライ
トを設置（設置費用約 30 万円）。【結果及
びまとめ】令和 3 年 7 月に LED ライトを設
置、5～7 月と 8～10 月の平均産卵率を比較
した場合、令和 2 年度と比較して 1.9％多
く上昇。常時飼養羽数 1,000 羽で 1 ヶ月間
上昇継続した場合、約 6,840 円の利益（卵
60g/個、200 円/kg で試算）。LED ライトの
耐用時間を約 100 ヶ月とする場合、22.8 倍
の費用対効果の見込。今後、産卵率等の鶏
への影響を確認しながら点灯時間調整や、
これまでの対策を継続し、来年度以降の被
害を未然に防止することが重要。 
 
Ⅲ－４ 一般病・中毒・繁殖障害・栄養代
謝障害 
 
399．複数の採卵鶏農場で発生した尿石症：
沖縄県中央家保 荒木美穂、家衛試 渡嘉
敷美波 

【発生概要】令和 2 年 2 月以降、150 日
齢の採卵鶏で死亡羽数が増加、3 農場 9 ロ
ットについて病性鑑定実施。発症鶏は鶏冠
が小さく、発育不良、活力低下、体重減少
を呈し死亡。【材料と方法】発症鶏及び死
鶏について、病理解剖、ウイルス及び細菌
検査、病理組織検査、生化学検査を実施。
【結果】発生農場 62 羽中 53 羽で尿結石を
確認。気管及び腎からの鶏伝染性気管炎ウ
イルス（IBV）RT-PCR 陰性。IB 抗体検査で
野外感染確認せず。病理組織検査で腎尿細
管等への尿酸塩沈着、腎間質の線維化、腎
臓他での痛風結節確認。IBV 免疫染色陰性。
発症鶏の血清生化学検査で尿酸が平均 15.
7mg/dl と高値。同一飼料給与農場 3 戸で 9
羽中 8 羽、異なる飼料を給与する農場 2 戸
で 9 羽中 1 羽に尿結石確認。令和元年 11
月に飼料設計変更があり、育成用飼料の粗
蛋白が 14.5％から 9.5％に減少、変更後の
育成用飼料給与群で死亡羽数が増加。【考
察】育成期飼料中の粗蛋白が不足していた
ことにより発育不良となり、繁殖機能未発
達なまま高カルシウム飼料を摂取したこと
により尿石症を発症したと考察。 
 

Ⅲ－６ 保健衛生行政 
 
400．高病原性鳥インフルエンザ発生農場の
農場 HACCP 認証取得までの歩み～全羽殺処
分からの再生～：宮城県北部地方振興事務
所栗原地域事務所 小宮亮太､鹿沼憲一 

H29 年 3 月 24 日に約 22 万羽飼養の養鶏
場で高病原性鳥インフルエンザ(HPAI)が発
生。事業継続・雇用維持のための早期再開
に向け関係部署と協働で農場への支援体制
構築。農場 HACCP 認証取得と事業拡大を視
野に当所は家きん、鶏卵、飼養管理等衛生
的な動線を再構築。農場の精力的な取り組
みにより防疫措置終了後 104 日で業務再
開。併せて 20 万羽規模の新農場と GP セン
ター建設。発生農場が H30 年 5 月に農場 HA
CCP 推進農場に認定。20 回にわたる構築指
導により認証基準文書作成及び実行のため
の「見える化」を助言。国内での HPAI、新
型コロナ大流行のため R1 年度中の認証取
得を断念。R1 年 3 月に GP センターが香港
向け輸出卵等取扱施設に、R2 年 3 月には新
農場が農場 HACCP 推進農場に認定。R3 年 6
月、両農場で農場 HACCP 認証を同時取得。
「見える化」定着、従業員の意識改革によ
り業務改善に効果。今後も衛生管理体制更
新等に対し継続的に助言し、生産性向上を
支援。 
 
401．養鶏農場の飼養衛生管理基準に係る体
制整備に向けた取組：宮城県北部家保 馬
場智恵美 
 管内グループ養鶏農場より、系列農場で
高病原性鳥インフルエンザ発生時にグルー
プの中心的な A 農場が疫学関連農場となら
ないための対策について相談あり。A 農場
の衛生管理状況の確認、整備を実施。交差
汚染防止として駐車場の新設や白線の塗装
により、作業員、車輌の動線を明確化。消
毒小屋の設置や動力噴霧器の配備、既存の
消毒ゲートへのセンサー追加設置による入
退場時の車輌消毒など、消毒体制を強化。
さらに系列農場から持込まれていた原卵や
鶏糞の処理を外部へ委託し、A 農場へ持込
まない体制としたが、原卵の持込みは再開。
原卵が交差するベルトやバーコンベアの消
毒徹底により対応。これらの対策を継続す
ることで A 農場の衛生管理体制は大幅強
化。今回の整備により改善した衛生管理状
況を維持、記録の作成及び保管など飼養衛
生管理基準の遵守徹底を引続き指導。今後、
疫学関連農場の指定除外となるよう A 農場
の防疫対策の更なる醸成を図る。 
 
402．大規模養鶏場の飼養衛生管理基準指導
：秋田県北部家保 大庭要 山口恭代 
 飼養衛生管理基準(基準)の改正により、
埋却地確保の取り組みの明確化と大規模養
鶏場に対する鶏舎毎に担当の飼養衛生管理
者の配置及び防疫対応計画の策定が新たに
規定。管内最大規模のＡ養鶏場（2 農場 60
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万羽）について基準を満たすよう指導。埋
却地確保は従来からの指導により十分な面
積の農地を取得したが、調査により埋却困
難な可能性が判明、市と協議し代替候補地
を確保。防疫対応計画は農場では未着手で
あり、家保で所有する防疫計画書（計画書）
を基に、本県での発生時の対応を導入しな
がら作成。農場は、発生時の防疫対応は家
保がするため関与しない考えだったが、早
期完了には農場の協力が重要だと説明。農
場自身が役割を認識し、主体的に普段の鶏
舎作業を踏まえた動線を提案。懸案の直立
多段ケージ上部の捕鳥は、高所作業車から
斜めに張ったブルーシートをクッションに
投下、入口側に追い込み捕鳥。改訂後の計
画書は、基準の防疫対応計画として共有。 

 
403．高病原性鳥インフルエンザ(HPAI)防疫
支援における課題と対応策 
：秋田県中央家保 三橋洋貴 千葉脩史 

HPAI 発生に備え、毎年、様々な場面の防
疫演習を重ね迅速な防疫措置（以下、措置）
に向けた体制を構築。令和 3 年 11 月、県内
初となる HPAI が県南部の採卵鶏農場で発
生。防疫演習で習得したスキルを活かし殺
処分は措置開始から 51 時間で完了。しかし
多様な鶏舎構造、農場作業リーダー間およ
び農場従業員との連携不足により、鶏舎の
清掃、消毒等の措置遂行に苦慮。また動員
者数、作業時間の急変など課題発生により
動員者への作業指示が錯綜。動員者の困惑
と措置遅延を懸念。対応策として管轄家保
と協力のもと作業前後の状況確認、農場従
業員、管理獣医師との前日ミーティング、
現地対策本部および集合施設リーダーとの
連携により作業内容を共有。結果、混乱を
回避し作業効率が飛躍的に向上。今回の経
験をふまえ、実践に即した防疫演習の工夫、
通信網整備による情報統一、今回の発生事
例での経験を反映したマニュアル改正、更
には農場リーダー育成が強固な防疫体制構
築に必要。 

 
404．高病原性鳥インフルエンザ発生を想定
した防疫演習の開催：福島県県北家保 鈴
木桃香、大西彩香   
 高病原性鳥インフルエンザ発生時の迅速
かつ的確な防疫措置には、関係機関との連
携及び現場作業を担うリーダーの指揮能力
が不可欠。平成 26 年度以降毎年、地方本部
事務局である農林事務所と合同で防疫演習
を開催。演習内容は毎回工夫し、開催場所
は実際の発生時に集合センターとなる体育
館等とし、各市町村との連携も考慮し、毎
年使用する施設を変更。これにより一般動
員者の理解は進んだが、体験型演習の講師
を家保職員が務めてきたため、発生時にリ
ーダーとなる他公所職員の理解が不十分。
このため、本年度は、演習開催前に各作業
班のリーダーを対象とした説明会を開催。
演習では、発生時にリーダーとなる職員が

一般動員者への指揮を実施。演習後のアン
ケートでは、リーダー全員が「事前学習し
た上で演習に臨んだ」と回答し、意識向上
を確認。今後も防疫演習及びリーダー説明
会を定期的に開催し、さらなるリーダーの
指揮能力向上を目指す。 

 
405．高病原性鳥インフルエンザ発生に備え
た防疫対策の取組：福島県県北家保 小川
彩香、大西彩香   
 管内は 100羽以上飼養する農家が 76戸と
県全体の約 46%を占める養鶏の盛んな地域
であり、防疫体制の構築が重要。今回、高
病原性鳥インフルエンザの発生に備えた当
所の取組を紹介。農家の防疫意識向上のた
め、年 1 回以上立入し、飼養衛生管理基準
の遵守を指導。併せて初動防疫対応に必要
な情報を記載した農家毎の台帳を作成し、
毎年更新。食鳥処理場に対し毎年、食肉衛
生検査所と合同で立入し、発生時の防疫措
置を確認。液卵加工場は、発生時早期に再
開できるよう平成 29 年度に事前協議済み。
以降毎年立入し、再開要件の遵守状況を確
認。発生時には迅速な埋却が必要であるが、
管内最大規模の採卵農場が山林を埋却候補
地としており長年の課題。令和 2 年度に農
場、市、農林事務所と共に現地調査を実施
した結果、適する埋却候補地を確保。今後
は他の農場の埋却候補地の現地確認を建設
業協会と行う等、関係機関と連携し、更に
防疫対策を進めていく。 

 
406．県内初の高病原性鳥インフルエンザ発
生対応と管内農場の埋却地適地性調査の取
組：栃木県県央家保 小嶋有美香、市川優 

令和 2 年 3 月、7.7 万羽飼養の採卵鶏農
場で本県初となる高病原性鳥インフルエン
ザが発生、防疫措置は計画どおりの７日間
で完了。今回の防疫措置にあたって、軟弱
地質により当初計画以上の埋却面積が必要
となったことから、管内の 1 万羽以上の養
鶏場 33 農場及び 6 頭以上の養豚場 52 農場
の計 85 農場に対し、埋却地適地性調査を実
施。過去に家保で実施した立入検査結果の
ほか、農業振興事務所（農振）及び市町が
保有するボーリングデータや地域情報を加
味して埋却の適否を判断。必要に応じて畜
主立会いのもと家保、農振、市町及び建設
業協会による現地調査を実施し、埋却計画
案を再考。結果、18 農場（鶏 5、豚 13）で
埋却面積不足、地下水湧水及び整地不十分
等を理由に埋却不可と判断。他の所有地の
提出、土地の購入及び整地等を指導した結
果、令和 4 年 1 月現在 18 農場中 11 農場が
埋却地確保。いまだ未確保の 7 農場（鶏 2、
豚 5）について指導を継続中。 

 
 

407．HPAI 発生時の初動対応に備えた取り
組み：群馬県西部家保 佐久間 理能 

管内の家きん 100 羽以上飼養農家は 40
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農場で、多くは山間部に位置。飼養衛生管
理基準では大規模所有者について防疫計画
を策定することが規定されたが、飼養羽数
に関係なく立地上防疫作業が困難と判断さ
れる農場が多数。今年度は飼養衛生管理指
導とともに、すべての農場について初動対
応に備えた農場調査を実施。調査項目は、
初動対応時に短時間での決定が必要であ
り、これまで現実的な検討がなされなかっ
た併設テント設置位置、動員者の輸送方法、
埋却地への進入経路等。現地確認後、所内
検討会で対応案について議論を重ね、地図
や写真を用いた資料を作成。調査により、
確保されていた埋却地が大型重機進入困難
な箇所に存在、農場敷地が傾斜地又は狭小
地で併設テントの設置困難等の問題が判明
した事例があり、新たな課題や指導項目を
確認。今後も、実際の防疫作業を想定した
職員間の共通意識を持ち、農場ごとの現実
的な防疫作業計画の作成と継続的な検討に
よる見直しが必要。 

 
408．鳥インフルエンザ発生時の家畜防疫員
の防疫対応力平準化：福井県福井県家保 
新田愛、朝倉利江  
 例年、県職員を対象とした防護服着脱や
殺処分、家畜の取扱い等の防疫訓練を実施。
職員には新任獣医師や畜産に従事経験がな
い家畜防疫員も多い。そこで今年度は、従
来実施してきた防疫訓練に加え家畜防疫員
を対象とした異常鶏通報対応、評価作業、
発生状況確認検査の 3 つの防疫訓練を実
施。異常鶏通報対応訓練では、当所作成の
初動対応マニュアルを利用し実施。訓練後
には同マニュアルを改訂し、新たに農家聞
き取り調査票を作成。評価作業訓練は評価
担当者とともに畜産試験場鶏舎で実施。訓
練後、大規模養鶏場を有する地区の防疫検
討会で評価作業内容を市役所・JA と情報共
有。発生状況確認検査訓練では畜産に従事
経験がない家畜防疫員を対象として農場へ
の衛生的出入りおよび採材の実技訓練を実
施し、マニュアルを整備。今後も訓練を継
続的に実施していくことで家畜防疫員の防
疫対応力の平準化を図り、より的確でスム
ーズな防疫対応に繋げる。 

 
409．国内での高病原性鳥インフルエンザ発
生を踏まえた管内の防疫対応：三重県紀州
家保 芦澤春香、若原繁樹 

令和 2 年度は高病原性鳥インフルエンザ
(HPAI)が全国の農場で過去最大の発生とな
った。こうした状況を受けて、管内で実施
した防疫活動および農家指導について報告
する。全体的な取り組みとして、関係機関
と連携した防疫研修会は、班別研修やオン
ライン配信を取り入れるなどの工夫をし
た。班別の研修により動員者一人一人の作
業の理解が深まり、作業の重要性の再認識
に繋がった。個々の農場に合わせた指導と
して、農家と気軽に相談できる環境作りと

飼養衛生管理基準に基づく個々の農場に合
わせた細やかな指導を実施し、農場ごとに
防疫レベルの向上を目指した。その際、農
家自身が取り組みやすい指導を意識した。
指導を重ねることで農家自身の危機意識が
向上し、自主的に対策に取り組むことに繋
がった。今後も農家とコミュニケーション
を大切にし、継続して飼養衛生管理の向上、
発生予防対策の強化に取り組んでいく。 

 
410．企業経営養鶏場での飼養衛生管理基準
の指導：滋賀県滋賀県家保 川副千晶 

滋賀県飼養衛生管理指導等計画に基づき
中規模家きん飼養者に年１回以上飼養衛生
管理基準（以下、基準）の立入指導を実施。
県内３農場を有する企業経営養鶏場で経営
者と飼養衛生管理者双方にアプローチ。5
月、各農場長個別に説明、農場主体の対応
を指導したが、改善進まず。家保が作成し
た改善案を現場と経営陣間の調整役である
総農場長に提案し会社案を作成。社内会議
に家保同席し説明指導。家保と企業で協同
した対応を行い、基準遵守が大幅かつスピ
ーディに改善。特に防疫上重要である衛生
管理区域専用の衣服および靴の交換、車両
消毒の交差汚染防止対策について既存の設
備活用し実施しやすい仕組み構築。農場長、
各農場長とも基準理解が深まりバイオセキ
ュリティ意識向上。今後、病原体侵入リス
ク低減、生産性向上のため継続指導を行う。 
 
411．農業高校における農場 HACCP 取組支援
：京都府南丹家保 今峰謙、山岡俊幸 
 管内の府立高校が農業高校では西日本初
となる HACCP 認証（採卵鶏）を取得したの
で、その概要を報告。【取組内容】農業高
校は一般生産者と異なる特徴があることに
留意して指導を実施。①高校教育の一環と
して、マニュアル作成やサルモネラの採材
実習等できるだけ多くの生徒が考え体験で
きる機会を持たせる。②月一回の HACCP 検
討会には生徒が必ず参加。③鶏舎以外に乳
牛舎、肉牛舎があることから各畜舎を含む
広い 1 つの衛生管理区域とし、動線を明確
化。④多くの生徒が実習のため衛生管理区
域に出入りすることから、効率的かつ効果
的な着衣交換、消毒等の手順をマニュアル
化し、周知。⑤生徒は 3 年間で卒業し、毎
年新入生が入学するため、HACCP の取組を
後輩に確実に伝達。【まとめ】生徒自身が、
課題に気づき、話し合いを通じて改善し、
他の生徒に伝達する方法を確立するなど H
ACCP を自分たちの問題として取り組むよ
うになった。HACCP 認証取得に向けた取組
は、生徒が社会に出ても多くの場面で活用
できるものと期待する。 

 
412．府内最大規模の採卵鶏農場における農
場 HACCP 認証取得への支援：京都府中丹家
保 池田昌弘、林道也 

管内の府内最大規模の採卵鶏農場が、令
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和元年 8 月から農場 HACCP システム導入に
取り組み、当所が関連文書作成、従業員教
育のための勉強会、模擬審査等の支援を関
係機関と実施。【成果】1)文書作成、勉強
会等の支援を実施し、当該農場は令和 2 年
3 月に「農場 HACCP 推進農場」を取得。2)
認証取得に必要な文書の整備、勉強会、内
部検証、模擬審査等の支援を行い、当該農
場は令和 3 年 10 月に管内 2 農場目、府内 3
農場目となる「農場 HACCP 認証農場」を取
得。3) 当所の助言により、農場従業員 2
名が農場 HACCP の農場指導員養成研修会を
受講し修了、2 名が中心となって認証取得
に貢献。4)認証取得後も、さらなる衛生管
理技術の向上を目指し、勉強会や定期的な
検証、改善を実施。【今後の展望】当該農
場の支援を継続するとともに、当該農場の
グループ 5 農場への普及にも取り組む。5
農場が認証されると、府内鶏卵生産の約 85
％が農場 HACCP 認証となることから、安心
安全な鶏卵を消費者へ提供するため、指導
を継続。 

 
413．高病原性鳥インフルエンザ発生農場に
おける家畜伝染病の発生・侵入防止体制の
構築：兵庫県淡路家保  新井鶴与、森正
寛 

令和 2 年 11 月 25 日、管内採卵鶏農場で
高病原性鳥インフルエンザ(HPAI)が発生。
関係機関と協力し、令和 3 年 4 月 24 日に経
営を再開。その後継続し導入の 1 週間～1
か月前に、特に疫学調査チームから不遵守
が指摘された専用着、専用靴及び手指消毒、
車両消毒、野生動物対策を重点的に指導し、
遵守できるまで立入検査。また、野生動物
対策の一環として、農場近くのため池に張
っていたテグスに野鳥飛来防止効果を高め
るため反射テープを設置し、従業員にテグ
スの張り方を指導。加えて、疾病対策のた
め、HPAI 定点モニタリング検査と併せて、
ワクチンの効果を確認。各種疾病の抗体価
から、現行のワクチネーションプログラム
は適切であると判断。令和 4 年 3 月、飼養
羽数及び販売量、販売額も回復。同年 5 月
には、飼養衛生管理基準が遵守されている
ことを確認し、全鶏舎の立入検査は完了。
今後は、安定生産及び顧客の拡大のため、
農場 HACCP 取得に向けて支援していく。 
 
414．ブロイラー産地の高病原性鳥インフル
エンザ(HPAI)発生に備えた防疫対応：兵庫
県朝来家保 上嶋芹菜 
 但馬地域のブロイラー産業は、インテグ
レーション（インテ）を取り入れた構造基
盤で発展。従って農場が集中しており、HP
AI 発生時に生産と流通への影響を懸念。イ
ンテとの組織的な防疫強化に取り組む。(1)
インテ６社を含む鶏病防疫委員会を開催、
飼養衛生管理基準や初動防疫の情報共有に
より、防疫意識が向上。(2)飼養衛生管理基
準の指導により、インテ傘下全 53 農場で飼

養衛生管理マニュアルを作成。うち 1 社で
は、傘下 6 農場の出入口に立入者や車両消
毒等を記帳する管理ボックスが設置され、
防疫レベルが向上。(3)出荷後の農場鶏舎で
生鳥を用いた実地訓練により動員者の実践
的な対応力を強化。(4)食鳥処理場防疫対応
計画の作成により、関係機関との役割が明
確化し、具体的な防疫体制を構築。(5)孵卵
場を有するインテ 1 社には、早期再開にむ
けた協議事項と衛生対策の確認により、事
前に問題点を改善指導。以上のインテ各社
との組織的な取組で、ブロイラー産業全体
の防疫体制を強化。 

 
415．HPAI 発生を受けた取組とその検証：
兵庫県姫路家保 別府美保、下田真優 

令和 2 年の県内 HPAI 発生を受け、人、場
所、資材の観点から防疫対応の課題検討、
事前準備強化。令和 3 年の管内 HPAI 発生時
に実践。〈人〉20 万羽規模の人員算定表、
従事者名と役割を明記した 12 時間交代家
畜防疫員シフト表作成。監督職家畜防疫員
を農場内に配置。これらより、初動防疫か
ら適切に家畜防疫員確保、交代時の混乱な
く作業継続。監督職家畜防疫員が臨機応変
に防疫作業を調整。一方、農場内資材管理
は一般動員者では困難。〈場所〉発生前に
現地で資材配置、防疫作業動線を再検討。
この経験より、これらを殺処分開始までに
設定。一方、処分鶏の一時保管場所不足に
よる作業エリア縮小で防疫作業が遅延。〈資
材〉資材リストの再検討、車両利用計画の
作成。所内備蓄運搬車両確保のため、民間
運送会社と緊急時連絡体制確立。リスト活
用により、必要資材を迅速に発注搬入。一
方、積載作業要員不足で所内備蓄は未活用、
保管～配送までの一括管理体制の必要性痛
感。 

 
416. 高病原性鳥インフルエンザ制限区域
内からの入雛対応：島根県益田家保 荒川
泰卓 
 令和 2 年 11 月、香川県三豊市の採卵鶏農
場で高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）が
発生。管内一ブロイラー農場（A 農場）は、
12 月より搬出制限区域内に位置する孵卵
場から入雛予定。同孵卵場が搬出制限区域
の制限の対象外として、A 農場への入雛を
想定。事前に県有庁舎敷地を消毒ポイント
として検討準備。12 月 9 日、香川県より、
制限の対象外として、入雛時の着地県によ
る防疫対応依頼あり。12 月 14 日から 29 日
迄に、計 12 回（22,000 羽／日）の防疫対
応を実施。家保は、車両外装、内装、運転
手の手指、靴底、入雛作業用長靴の消毒を
実施、車両消毒証明書を発行。今回、県機
関敷地での消毒ポイント運営の有用性を確
認。自県だけでなく他県での発生時も、事
前に事態を予想した対応が重要であると認
識。 
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417. 高病原性鳥インフルエンザ発生後の
管内の防疫体制強化の取組：広島県北部家
保 部屋智子、横田美希 

高病原性鳥インフルエンザ県内初発生の
防疫措置時、農場情報の不足と伝達方法等
により初動対応に課題が発生。その課題を
踏まえ農場シミュレーションの再検討、埋
却地の現状把握及び未経験者向けの防疫措
置作業に関する行動マニュアルを作成。シ
ミュレーションは防疫措置で作業遅延が生
じた事象及び作業従事者の意見を基に①殺
処分計画②埋却地レイアウト③作業スケジ
ュール④必要人数⑤現地基地設置場所⑥動
員者輸送方法⑦汚染物品量を必須項目とし
て整理。飼養状況から汚染物品量を推測し
埋却面積を積算する計算表を作成。作業を
より円滑に進めるため農場側と情報共有。
埋却地把握は、大規模養鶏場 8 戸で建設業
者を交えた検討会を開催、必要面積が農場
の想定より大きい事を説明。全農場で新た
な埋却地を確保。行動マニュアルは、未経
験の応援者が短時間で理解できることを目
的に作成したことで作成者自身の理解向上
も図ることが出来た。 
 
418. 高病原性鳥インフルエンザ感染拡大
に備えた防疫対応向上の取組：山口県西部
家保 坂田芳則、中谷英嗣 

平成 26 年の県内での HPAI 発生以降、家
保は農林事務所や関係機関と連携し HPAI
現地対策本部による初動防疫体制を整備。
防疫マニュアルの策定や防疫研修を実施。
その後も、初動防疫対応職員の不足や中核
市への対応等の管内特有の課題に直面した
ため、改善に取り組んだ。①初動防疫体制
の再編により、人員の補完体制や作業分担
等を明確化、人員不足に対応。②現地対策
本部各班と研修を重ね課題を整理。現地対
策本部の運営マニュアルを充実、防疫演習
によりマニュアルを検証。③民間業者を加
え防疫演習を実施。結果、HPAI 発生時対応
経験の有無に関わらず的確な初動防疫対応
が可能。また、中核市とは独自の行政組織
体制を考慮した協力体制を構築。迅速な初
動防疫対応のため、関係機関との協議を通
じて、協力体制を強化。平時にも現地対策
連絡会議を定期的に開催し、会議方式を一
部リモートするなど、初動防疫対応の円滑
化と防疫対応力が向上。 
 
419．管内養鶏場の飼養衛生管理基準遵守率
向上に向けた取り組み：高知県中央家保香
長支所 千頭弓佳、濵田康路 
 令和 2 年度から飼養衛生管理基準 7 項目
の一斉点検が開始。管内 100 羽以上の養鶏
場のうち 2 農場(A、B 農場)で、野生動物侵
入防止関連項目が不遵守。指導を重ねるも
改善されず、家保のサポートが必要と判断。
改善されない要因を聞き取り、解決方法を
検討。A 農場は、畜主に時間的余裕がない
ことが要因。畜主に代わり家族に協力を依

頼。家保がネットの設置案等を作成し、資
材の必要量等を算出。家族が修繕や設置を
行い改善。B 農場は、金銭的問題や人手不
足に加え、改善箇所が多く、改善の方向性
が定まらないことが要因。家保が改善箇所
の優先順位を考慮した作業計画を立案。空
き鶏舎のネットを再利用、自己所有のネッ
トを加工する等コストを削減。省力化した
設置方法で人手不足に対応し、畜主が修繕
や設置を行い改善。飼養衛生管理基準遵守
指導には、一方的な指導ではなく、遵守で
きない理由を聞き取り、農場の実情に応じ
た解決方法を一緒に考えていく姿勢も必要
と実感。 

 
420．高病原性鳥インフルエンザ発生時の短
期間での敷料発酵消毒処理事例：福岡県中
央家保 北山 渉ほか 
 令和２年 11 月に管内の肉用鶏 93,500 羽
飼養の農場で本県初の高病原性鳥インフル
エンザが発生。飼養鶏は 24～35 日齢で、敷
料はおがくずのみ敷料及び戻し堆肥とおが
くずの混合敷料。発生鶏舎及び３鶏舎の敷
料は埋却、８鶏舎は発酵消毒を実施。鶏舎
内に敷料を集積し、ブルーシートで被覆後、
消石灰を散布。11 か所で温度測定。若日齢、
おがくずのみの敷料、消毒薬の影響等によ
り発酵微生物、栄養源、水分が不足。微生
物資材、製品化堆肥、尿素の投入及び水分
調整を実施。処理開始 2 日目に散水、資材
投入したが、10 日目経過後も発酵温度が 5
0℃までしか上昇せず、再度散水、資材投入
と撹拌。13 日目に 57℃に到達。その後撹拌
を行い、57℃到達後 3 週間で発酵消毒完了。
発酵消毒処理で温度が上がらない場合、３
か月の静置による「封じ込め措置」となる。
本事例では発酵条件の適正化により、処理
開始後 34 日間で発酵消毒を完了し、早期の
経営再開に寄与できた。 

 
421．小規模養鶏農家への指導がスムーズ
に！直売所と連携した取り組み：福岡県両
筑家保 畠中大地 

小規模養鶏農家への指導には、飼養実態
の把握が困難な点、様々な飼養目的が混在
し一律の基準での指導が難しい点、農家と
連絡が取りづらい点など、多くの問題が存
在。特に鶏卵を出荷している小規模養鶏農
家は、飼養羽数が比較的多い傾向にあり指
導の必要性が高いが、家保の指導を徹底で
きていないのが現状。当所では過去に直売
所と協力し、家保から農家への連絡事項を、
出荷に訪れた農家に直売所が伝達する体制
を構築。その体制を活用し、小規模養鶏農
家の定期報告書の提出や、令和 2 年度から
開始された飼養衛生管理基準の 7 項目の遵
守状況の確認、特定家畜伝染病に関する広
報の送付を、直売所の補助のもとで実施。
直売所と連携し小規模養鶏農家と連絡が円
滑になったことで、指導業務がより効率的
になり、家保職員の負担が軽減。直売所が
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連絡の仲介や、調査表や定期報告書の作成
の補助を行うことで、農家の負担も軽減。 

 
422．肉用鶏農場作業従事者の意識改善によ
る飼養衛生管理向上事例：佐賀県西部家保
 平野美和、松尾研太 

約８万羽飼養、作業者２名の肉用鶏農場
で、飼養衛生管理は特段優れていない。農
場 HACCP 認証取得を目指して取組む中で、
飼養衛生管理の問題点を次のように改善。
①公道を避けて衛生管理区域を２つに分
け、両区域を長靴交換せずに移動するため、
各出入口に消石灰帯を設置し、車で移動。
②農場出入口ごとに農場訪問者記録簿とブ
ーツカバー置場を設置。入退場時に記帳し、
場内ではブーツカバーを着用。③鶏舎入口
付近に仕切板と２つの長靴保管箱を設置。
鶏舎用長靴を消石灰槽内に置いて履き替
え、地面を踏まずに入ることで交差汚染を
防止。④鶏舎周の不要物を撤去し野生動物
の隠れ場所がなくなり、環境改善。飼養衛
生管理の主な問題点は改善。親企業や当所
主導だったが、農場主導で改善するよう意
識が向上。指導に従うだけでなく農場自ら
PDCA サイクルに基づく継続的な改善を実
践しつつあり、今後さらなる飼養衛生管理
の向上が期待できる。 

 
423．大分県の 10 年ぶりの高病原性鳥イン
フルエンザの発生と経営再開に向けた取り
組み、防疫措置の課題：大分県豊後大野家
保 河上友、堀浩司 

2020 年 12 月 9 日、42 日齢の肉用鶏で死
亡羽数増加。A 型インフルエンザ簡易検査
陽性。10 日未明、高病原性鳥インフルエン
ザ（HPAI）疑似患畜決定。7 時、と殺命令。
発生農場と疫学関連 2 農場の防疫措置開
始。集会場と 2 箇所のクリーンゾーン（CZ）
設営。5 クール 846 名動員。11 日 23 時 11
分、防疫措置完了し、計 3 回農場消毒。1
月 6 日、経営再開に向け HPAI 発生時空舎農
場含め 4 農場で環境材料採材し全てウイル
ス分離陰性。飼養衛生管理基準の不遵守項
目の改善確認し、2 月 9 日におとり鶏導入。
23 日にスワブと血清採材し全てウイルス
分離・抗体陰性。19 日に経営再開。しかし
ながら防疫措置時、関係機関と初動防疫計
画書等を共有できず支障。採卵鶏 1 万羽規
模 1 農場分の当該家保の備蓄資材を全作業
場に分配され、資材不足。県ガイドライン
通りの連絡体制を築けず、情報錯綜。課題
解決のため初動防疫計画書整備、備蓄資材
増強、県ガイドライン改正等を行い防疫演
習で検証。 
 
424．都城家保管内における高病原性鳥イン
フルエンザ防疫対応の課題と改善策につい
て：宮崎県都城家保 弓戸猛 
 令和 2 年度に発生した高病原性鳥インフ
ルエンザ(以下、HPAI)では、県西部地域で
初の発生を経験。都城家畜保健衛生所（以

下、家保）では所内検証を実施。主な課題
として、先遣隊調査や、殺処分等の現場指
揮を行う際に、経験不足な職員では対応に
苦慮。資材搬入トラブルによる防疫措置の
遅延及び、倉庫容量の超過等について列挙。
以上をふまえ、現場指揮等を担う防疫担当
リーダー向けに新たなマニュアルを作成。
それにはベテラン職員の経験をもとに、防
疫措置を円滑に進めるための要点が簡潔に
整理。また、感染症防疫資材共同管理シス
テムが新規導入され、家保の全職員が防疫
資材の管理を実行可能。今後はこれらを積
極的に活用し、防疫演習等を重ね、幅広い
事案に対応できる現場リーダーの育成が必
要。加えて、農場巡回等の発生防止に関す
る業務と並行し、発生時の円滑な対応にお
いて非常に重要となる先遣隊情報を関係機
関と連携しつつ把握することで、防疫体制
を更に強化。 
 
425．管内の高病原性鳥インフルエンザ発生
に備えた取組: 宮崎県延岡家保 倉永眞
成 
 西臼杵地域は地理的条件から高病原性鳥
インフルエンザ発生時の迅速な防疫措置が
困難なため、それを円滑に実施できるよう
調査、検討を行った。令和 2 年から令和 3
年 9月までに全 23養鶏場を対象に調査を実
施。埋却地の適地確保、現地テント予定地
選定、通行遮断検討、初動防疫必要人数算
出を中心に検討し、埋却地図面、事前調査
票を作成。埋却地は必要面積、大型重機進
入可否を調査。現地テントは周辺道路状況
を調査し選定。初動防疫人数は農場ごとに
算出。令和 3 年 9 月までに調査完了し、埋
却地の適正判定で 10 農場が不適。農場への
説明後、最終的に 22 農場で適地確保。現地
テントは 3 農場で面積不足のため、資材保
管場所を別の場所に分離し、随時輸送で検
討。通行遮断は 14 農場で必要。殺処分完了
に必要な人数を算出。今後、農場ごとの作
業マニュアルを作成予定。年 1 回程度は関
係機関で協議し、情報を更新。 
 
426．高病原性鳥インフルエンザの発生と経
営再開までの取組：宮崎県延岡家保 三城
せいら、西蔵タシ 
 2020 年 12 月に延岡家保管内の肉用鶏農
場で 2 例の高病原性鳥インフルエンザ(HPA
I)が発生。防疫措置は速やかに完了したが、
県内で HPAI が続発し、冬期中の早期再開は
リスクが高いと考えられたため、経営再開
にあたっては、農場の防疫体制をより強化
することとした。疫学調査での指摘事項に
対し、1 例目の農場では、飼養衛生管理区
域の明確化、衛生管理区域及び鶏舎出入口
での交差汚染防止対策、換気扇への防鳥ネ
ット設置を実施。2 例目の農場では、鶏舎
出入口での手指消毒実施体制整備とネズミ
の侵入防止対策を実施。また、2 例とも写
真付きの手順書を含めた飼養衛生管理マニ
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ュアルを作成。これらの取組を完了後ある
いは並行しながら環境検査及びモニター家
きん検査を実施。陰性確認後、経営再開。
生産者、系列会社、家保が一丸となって防
疫体制強化対策を検討、実施し、ワンラン
ク上の防疫体制を構築。今後、これらの農
場をモデルとして、他の農場の防疫体制も
強化したい。 
 
427．管内家きん農場における食鳥検査成績
を活用した衛生管理指導：鹿児島県南薩家
保 上村俊介、 
藤長悠太 
家畜疾病清浄化推進・危機管理システム（家
保ネット）のと畜・食鳥検査成績抽出機能
を活用し、令和元年度食鳥検査成績の大腸
菌症摘発率で県平均を上回った管内家きん
農場を選定した。それら農場を家畜保健衛
生所（家保）及び関係者をメンバーとした
衛生管理指導検討会においてランク分け
し、指導方法を検討した。 
家保が実施した異状鶏の病性鑑定、Escher
ichia coli の薬剤感受性試験及び戻し堆
肥の細菌学的検査成績を基に、継続的な指
導を行った結果、要指導農場数を減らすこ
とができた。 
慢性疾病対策では、具体的データ等を示し
ながら指導することが重要である。今後も
家保ネットを活用したデータ分析と病性鑑
定等の検査成績を基に、関係者と連携した
継続的な指導を行い、農場の生産性及び収
益向上に結びつけたいと考えている。 
 
Ⅲ－７ 畜産技術 
 
428．美作市 HPAI 発生における柔軟な消毒
ポイント運用：岡山県真庭家保 西淳子 
 令和 2 年 12 月、美作市での HPAI 発生を
受け、当家保は移動規制を担当し消毒ポイ
ントを設置。過去 2 例の HPAI 発生時とは異
なる運用を行ったので概要を報告する。今
回、2 つの県民局にまたがる消毒ポイント
を設置。初動時の混乱を避けるため、建設
業協会支部等との連絡窓口を設置場所の県
民局畜産班に一本化。2 局同時進行となる
消毒ポイントの現地確認には検診班員を流
用する等、速やかな設置に注力し、異常通
報から 21時間後には全 6か所の設置に至っ
た。また、各消毒ポイントごとの利用実績
を細かく分析。利用低迷した消毒ポイント
1 か所を運用開始後 7 日で廃止、防疫措置
終了後利用が低下した 1 か所をさらに廃
止、日中利用中心となった 1 か所を夜間休
止、また年末年始は利用時間を限定し開設
するなど状況に応じて柔軟に運用した。県
内においても一部の養鶏農場過密地域を除
き、同様の利用状況が予想されるため、今
後の参考にされたい。 

 
429．防疫対策としての平飼い鶏舎の鶏糞処
理方法の検討：岡山県岡山家保 大谷晴美、

田中成枝 
 堆肥化による発酵熱により鶏糞中の病原
体は不活化されることから、鶏糞の適切な
堆肥化処理は農場内外への病原体拡散防止
のため防疫対策として重要。しかし、管内
複数の平飼い養鶏場では堆肥舎の鶏糞を切
り返ししていないことが判明。このため、1
農場で鶏糞に温度記録計を設置し発酵状態
確認。1 区画約 100 ㎥の堆肥(50 日堆積、深
さ 50cm、3 地点測定)で最高温度 55℃未満
の地点を確認したことから、農場に切り返
しを指導。切り返し前は、鶏舎内 24～28℃
(堆積高 6～17cm、5 地点測定)、堆肥舎へ搬
入後の 3 週間 55℃未満であった鶏糞が、切
り返し後は測定地点全てで 100 時間を越え
て 55℃以上を継続することを確認。更に、
切り返し 10 日後の堆肥の細菌検査で大腸
菌及びサルモネラは検出されず、切り返し
の有効性を確認。今後、この事例を切り返
し未実施の農場へ紹介し病原体拡散防止対
策を含め改善推進。 
 
Ⅲ－８ その他 

 
430．改正飼養衛生管理基準の遵守率改善に
向けた取組：岩手県県南家保 木村裕子、
本波美香 

飼養衛生管理基準（以下、「基準」）の
遵守率向上は飼養者の正しい理解と実践が
重要で継続的かつ段階的取組が必要。近年
の HPAI の多発を背景とした令和２年の基
準改正による項目増と詳細化は、飼養側・
指導側双方に大きな負担も早期徹底が急
務。そこで、①飼養者に基準の本質を伝え
る手段として、４月から週１回１項目を問
答スタイルで「飼養衛生管理基準のポイン
ト」として定期配信、②防疫員による巡回
調査の結果と飼養者の基準遵守状況を一目
で把握できる「基準通信簿」を A３版１枚
で提示。遵守状況は４段階且つ点数で見え
る化。更に改善に向けた段階的な取組を促
すため「優先取組事項」を明記。結果、基
準の理解度の最頻値は 60％から 80％に向
上。通信簿は 89％、配信情報は 79%から役
に立ったと評価。従来、家保の指導に抵抗
感を示した飼養者からも好評。流行期を前
に飼養者の意識付けに寄与。家保担当者の
異動後も一貫性を持った継続的な指導に貢
献。 

 
431．高病原性鳥インフルエンザ防疫演習に
おける新たな取組：東京都家保 大山知美、
宇杉央 

東京都では毎年防疫要員を対象に、講義
と実技による高病原性鳥インフルエンザ防
疫演習（演習）を開催。今年度の演習では、
新型コロナウイルス感染対策（コロナ対策）
や当所の庁舎移転を踏まえ、新たな取組を
実施。演習は防疫要員の集合場所である東
京都農林水産振興財団（財団）にて開催。
例年、午前に行う講義はコロナ対策に鑑み
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事前の動画配信に変更、演習当日は午後の
実技のみ実施。庁舎移転により財団までの
移動時間の増加が懸念されたが、講義の事
前配信により、午前を移動時間及び演習準
備に充てた。実技では体温測定等のコロナ
対策を実施。また、会場の動線の要所に新
たに看板を設置。演習後のアンケートでは、
8 割以上が動画配信を希望。また、各講義
について、7～8 割が理解と回答。一方、看
板の掲示方法など再検討の必要性を確認。
更に、演習用資材の新・旧庁舎混在など設
営の課題も確認。今回得られた課題をもと
に改善し、より効果的かつ効率的な演習を
実施する。 

 
432．ワンチームで取り組む HPAI 防疫訓練
：新潟県上越家保 八木笑子、馬上斉 
 平成 28 年に上越地域の 20 万羽規模の養
鶏場で HPAI が発生。発生時の様々な課題は
マニュアルに反映され、毎年訓練を実施す
る等、家保と管内２つの地域振興局は常に
危機意識を持って連携。発生から５年が経
過し、発生時に防疫作業を経験した職員の
減少、作業班職員の当事者意識の希薄化、
訓練のワンパターン化等が懸念。そこで今
年は参加型訓練の実施や、実演方法を検討
し、参加者に伝わりやすくする訓練方法を
意識して実施。訓練内容は、一般職員対象
の基本訓練と責任者対象の初動対応訓練と
し、基本訓練では座学及び一連の鶏舎内防
疫作業を実演。実演は見学者の前を舞台と
見立て、場面を切り替える方式に変更。初
動対応訓練の内容は、情報伝達訓練と現地
連絡会議開催訓練とし、シナリオを準備し
て参加型形式で実施し、リモートでの参加
も可能とした。さらに、作業班別の追加訓
練を実施。訓練終了後には参加者から「理
解できた」等の感想が得られ、一連の訓練
は当事者意識や危機意識の向上に寄与。 

 
433．飼養衛生管理マニュアル（鶏）の作成
に向けた指導と今後の課題：岐阜県中央家
保 青柳佑典、溝口博史 

飼養衛生管理基準が改正され、家きん飼
養農場の管理マニュアルの作成・運用が令
和 4 年 2 月 1 日施行。家保は各農場のマニ
ュアル作成指導にあたり、まずはモデル農
場を選定。モデル農場の試作版をもとに、
複数回の立入・打合せを経て当該農場のマ
ニュアルが完成。これをひな形とし他農場
に参考例として配布。全 47 農場に立入りし
マニュアルの説明・打合せを実施。その結
果 33 の大規模および意欲的な農場はひな
形を応用した独自のマニュアルを作成し運
用。他の 14 農場にはひな形に必要事項を書
き加えたものをマニュアルとして運用を指
導。管内全農場がマニュアルを配置し運用
を開始。また一連の指導を通して、畜主・
従業員の飼養衛生管理への理解が深まっ
た。今後は農場が自主的にマニュアルの運
用・点検・改善・計画といった PDCA サイク

ルを実践することが課題。そのために引き
続き家保はマニュアル運用のサポートを行
い農場の飼養衛生管理の更なる向上を目指
す。 

 
434．広島県で発生した高病原性鳥インフル
エンザの防疫対応：広島県東部家保 品川
正臣、小林加奈子 

令和 2 年に本県で発生した高病原性鳥イ
ンフルエンザ（HPAI）の防疫対応で課題が
認められたため、対応方針を作成。発生現
地での主な課題は、①初動時の防疫員不足、
②指揮命令系統の混乱、③情報の錯綜、④
動員者の管理及び作業環境の整備。対応方
針として、①初動から全県対応とし、県内
3 家保で防疫作業のローテーションを構
築、②発生現地指揮者が動員者の管理役で
あることの周知徹底、③発生現地に連絡係
を配置し連絡体制を確立、④動員者の作業
の進捗管理と定期的な休憩の確保、手洗い
場の設置等の作業環境の改善。令和 3 年の
HPAI 発生では作成した対応方針をもとに
防疫対応を実施。その結果、初動時の防疫
員不足の解消、発生現地の連絡体制の確保
及び円滑な情報共有、動員者の作業環境の
改善。一方、他農場での異常鶏対応に必要
な防疫員の不足など新たな課題を認識。こ
れら課題に対して引き続き検討し、より円
滑な防疫対応を目指す。 

 
435．高病原性鳥インフルエンザ発生養鶏場
の再開に向けた飼養衛生管理基準遵守への
取組：香川県西部家保西讃支所 森西恵子、
髙橋茂隆 
 令和 2年 11月から香川県で高病原性鳥イ
ンフルエンザが連続発生。発生農場の A 養
鶏場は防疫措置完了後の早期経営再開を希
望したため、家保は防疫指針に基づき再開
条件を説明。疫学調査で指摘された飼養衛
生管理基準遵守（鶏舎の野生動物侵入防止
対策、入退場時の衣服着脱と交差汚染防止）
と埋却予定地確保が課題。家保と農場側で
農場内を巡回し農場の細部まで確認。鶏舎
破損やネット設置不備等の修繕指導と入退
場口の更衣設備内交差汚染防止方法を助
言。3 回立入指導で飼養衛生管理基準を全
て遵守達成。県担当部署や市と共に埋却候
補地の現地調査実施。地形、重機進入や掘
削等問題なく、導入予定 1 か月前に家保の
確認完了。環境検査の採材箇所及び採材数、
モニター家きんの配置等の検査方法や日程
を国と協議。検査は全て陰性で発生から約
3 か月後に鶏を導入。モデルケースとして、
他農場再開の参考となった。 

 
436．高病原性鳥インフルエンザ発生時の評
価係の業務効率化への取組：香川県西部家
保西讃支所 森西恵子、髙橋茂隆 

令和 2年 11月からの高病原性鳥インフル
エンザ発生では家畜防疫員が極めて不足
し、評価係も不足。殺処分羽数や汚染物品
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数量の計測記録が揃うのに時間を要した。
続く評価額算出では、過去の会計検査での
「生産費には実際にかかった費用を計上す
べき」との指摘に従い、多岐にわたる費用
を精査。作業は膨大となり、令和 3 年 11
月時点で 19農場中 4農場の手当金交付決定
が未完了。今後の発生に備え、評価係の業
務効率化を検討。令和 2 年度事例では様々
な飼養・経営形態の農場の評価額計算書を
作成し、評価額算出作業のモデルとして極
めて有用。新たに、防疫措置中の業務内容
を具体的に記述した作業マニュアル・記録
様式・記録写真の一覧及び見本も作成。作
成したマニュアル・計算書等を基に、評価
係予定者を対象に研修会を実施。次回発生
時には円滑な業務遂行でスムーズな評価額
算出作業への流れを作り、発生農場等の経
営再開のため速やかな手当金交付を目指
す。 

 
437．令和 2 年度冬季に三豊市で大発生した
高病原性鳥インフルエンザの発生要因の考
察：香川県西部家保西讃支所 田中舜 髙
橋茂隆 

三豊市で、令和 2 年 11 月から 12 月に 12
例の高病原性鳥インフルエンザが発生。発
生後の聞き取りや国の疫学調査報告書（報
告書）から、飼養衛生管理基準の不備でウ
イルスが侵入したと考えられた。これに加
え、報告書では強制換気の排気によるウイ
ルス飛散の検証が必要としており、発生時
の詳細な情報をもとに検証。報告書におい
て、ウイルス株が遺伝的に近縁で前発生が
後発生の由来となった可能性が示唆され、
さらに発生間隔がウイルス株の潜伏期間で
ある 6 日程度とほぼ一致した例が 2 例。い
ずれも先に発生したのはウインドレス鶏
舎。一方は農場間距離が約 150m で排気によ
る直接伝播を疑った。もう一方は、農場間
は約 2km だったが、排気の方向と過去の気
象データから調べた発生日直前の風が、後
に発生した農場向きで、風による伝播が疑
われた。対応策として、早期通報の徹底を
指導するとともに、発生農場での迅速な病
原体封じ込めが有効であると考えた。 

 
438．鳥インフルエンザ発生予防対策及び市
町等防疫体制強化の取組：香川県東部家保
 山下洋治、田中宏一 
 昨シーズンの発生を受け、発生予防、ま
ん延防止対策を強化。管内の平成 30・令和
2 年発生農場及び大規模農場を重点的に、
国の農場バイオセキュリティ向上事業を活
用し、全農場の防鳥ネット設置を現地確認。
10月以降は消石灰(県で 3回配付)の散布及
び飼養衛生管理基準遵守画像をメールで確
認。国内外発生時の情報提供毎に電話で異
常確認と消毒等を指導。野鳥飛来対策でた
め池の水抜き(4 市町)を推奨、農場隣接の
ため池にトラロープ等(3 農場)を設置。周
囲 100m内のため池巡回パトロール(6カ所)

を実施し、野鳥増加時は警戒アラートを発
令(4 農場)、消石灰及び殺鼠剤散布を指示。
市町等と各地域防疫協議会を開催。消毒ポ
イントや全農場の埋却地を県担当部署と現
場確認。市の防疫演習を通じて連絡体制を
強化。化製場等交差汚染防止対策を協議し、
まん延防止体制を構築。防疫計画書を見直
し、迅速な初動防疫、まん延防止対策を推
進し、発生予防対策を重点的に強化。 

  
439．養鶏場における埋却候補地の調査と課
題：愛媛県中予家保 山下龍、中山晃子 

埋却地の確保は埋却地の条件や土地の制
約等が大きな課題。100 羽以上飼養する管
内 24 戸の状況は、隣接地に 14 戸、遠隔地
に 3 戸、河川に隣接 3 戸確保。未確保は 4
戸。関係機関との現地調査により作業動線
等を確認し、処分方針や懸念事項の洗い出
しを実施した結果、1 戸は廃鶏舎等があり
早期埋却が困難。遠隔地の 3 戸は運搬作業
等に時間を要す。住宅地内の 1 戸は夜間作
業が困難。2 戸は農場の間に通行量の多い
公道があり通行制限等が困難。敷地が狭く
汚染物品等の仮置場の確保が困難（5 戸）。
道幅が狭く重機等の進入が困難（2 戸）。
農場（埋却候補地）と集合施設との位置関
係が悪く、再検討が必要。河川隣接の 2 戸
は、住民から飲用水源ありとの申入れによ
り説明会を実施するも同意は得られず、後
日調査により水源を確認、埋却は困難と判
断。顕在化した課題として、①埋却地の条
件の裏付け調査の必要性②遠隔地の場合の
処分方法③集合施設の位置④公道等の管理
者の確認⑤周辺住民の同意等。 
 
440．管内肉用鶏組合グループの飼養衛生管
理マニュアル作成：佐賀県北部家保 江副
大輔、大坪利豪 

昨今の国内における家畜伝染病の発生状
況を踏まえて飼養衛生管理基準が改正さ
れ、家きんの飼養者は令和 4 年 2 月 1 日ま
でに農場ごとの「飼養衛生管理マニュアル」
（マニュアル）の作成が義務化。マニュア
ル作成について「家畜衛生だより」を発行
し、巡回時に具体的作成方法を指導。その
中で、T 組合に属する畜主から組合グルー
プでマニュアル作成に取り組みたいと要望
があり、家畜保健衛生所が協力してマニュ
アルを作成。飼養衛生管理基準遵守状況に
対する指導内容等を踏まえ、実際の作業手
順を農場ごとの写真で表示したことで、作
業従事者が取組内容を正確に理解し、確実
に実施できる実践的な農場専用のマニュア
ルを作成。今後は、巡回時に遵守状況の自
己点検結果に対する改善指導を実施し、指
導事項をマニュアルに反映。この取組を他
畜種にも広げ、地域全体で飼養衛生管理基
準遵守の意識向上を目指し、家畜伝染病の
発生予防に努めていきたい。 
 
441．令和 3 年度の高病原性鳥インフルエン
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ザ発生予防対策強化：長崎県中央家保 久
保翔太郎、松田廣志 
 令和 2年 10月 1日に改正された飼養衛生
管理基準について、丁寧な説明ときめ細か
い改善指導を実施。基準 3（飼養衛生管理
マニュアルの作成及び従事者への周知徹
底）は、県統一の雛型を作成し、生産者及
び関係機関に作成を促し、施行日までに全
戸作成が完了。基準 14（衛生管理区域専用
の衣服及び靴の設置並びに使用）は、従事
者及び外部従事者の作業動線を踏まえ、飼
養衛生管理区域の境界を再設定。農場平面
図等を農場入口に設置すること周知。基準
24（野生動物の侵入防止のためのネット等
の設置、点検及び修繕)は、 リーフレット
等による周知及び対象施設の設置案を助言
し、施行日までに 41 戸中 29 戸の設置を確
認。廃棄漁網の提供や設置協力を実施し、
令和 3 年 12 月末までに全戸遵守を達成。畜
産関係者で構成する協議会の衛生対策とし
て「実践 7 項目」を定め、構成員各々が実
施。今後も、生産者への丁寧な説明及び改
善指導並びに畜産関係者と連携した遵守率
向上の取組に尽力。 
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Ⅳ 馬の衛生 
 

Ⅳ－１ その他 
 
442．東京 2020 オリンピック・パラリンピ
ック馬術競技開催に向けた防疫対応：東京
都家保 加藤壮浩 
東京 2020 オリンピック・パラリンピック競
技大会馬術競技での海外馬の出場に伴い、
国等を中心とした、出場馬における伝染病
の発生防止及び国内への侵入防止等のため
の体制整備が行われ、都も取組を実施。競
技会場を含む周辺一帯に「馬疾病清浄地域
：Equine Disease Free Zone（EDFZ）」を
設定するため、都は、EDFZ 内の馬豚等家畜
飼養状況の国との共有や EDFZ 内の馬飼養
者への EDFZ 設置に係る協力依頼の他、海外
馬の移送に係る動物検疫所の輸出入検査場
所指定事務への対応等を実施。EDFZ 設定以
降、出場馬の輸入が開始され、都は輸入馬
の着地検査や、EDFZ の維持に係る EDFZ 内
馬飼養者や国等との連絡調整等を実施。大
会期間中、出場予定馬に馬ピロプラズマ症
が発生し、都は家畜伝染病予防法に基づき
対応。当該馬は厳格に隔離管理され、以降、
感染拡大等はなく、大会は無事終了。 
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Ⅴ 山羊・めん羊の衛生 
 
Ⅴ－1 ウイルス性疾患 
 
443．県内初のめん羊のブルータング症例
：福島県中央家保 清野頼十、鎌田泰之 

令和 3 年 9 月から 10 月、めん羊の病性鑑
定依頼が多発し、5 農場で病性鑑定を実施。
肉用めん羊 70 頭規模の農場では食欲不振、
流涎及び嚥下障害などを呈し死亡する個体
が散見。死亡 1 頭と同居 7 頭の精密検査を
実施。ウイルス学的検査で死亡と同居 3 頭
からブルータングウイルス（BTV）特異遺伝
子を検出。病理組織学的検査で咽頭横紋筋
の筋線維断裂及び硝子様変性を確認。臨床
症状及び検査成績からブルータング（BT）
と診断。他の農場では BTV 特異遺伝子を検
出したが、特徴的な臨床症状や病理所見等
が得られず診断に至らない症例を確認。ま
た、今年度牛での発生例はないが、牛のア
ルボウイルス感染症抗体調査 9 月のおとり
牛を対象とした抗原検査では県内広範囲で
BTV の流行が示唆。BT は発生が非常に少な
い疾病だが、本県はめん羊及び牛において
発生を経験。今後、畜種による症状や病変
等の差異について精査が必要。 
 
Ⅴ－２ 細菌性・真菌性疾患 
 
444．ヨーネ病スクリーニング遺伝子検査法
の山羊における有用性の検討：兵庫県朝来
家保 川口黎子 
 ヨーネプライマーセット RL（（株）ファ
スマック）を用いたヨーネ病（JD）スクリ
ーニング遺伝子検査（sPCR）法の山羊糞便
での有用性を検討。ヨーネ菌 DNA 量が判明
している JD陽性山羊の糞便 16検体で sPCR
を実施、15 検体が陽性、ヨーネ菌 DNA 量が
定量陽性の検体で 93.3%が陽性。ヨーネ菌 D
NA量が 0.0004～0.04 pg/wellの山羊糞便 1
0 検体を JD 陰性糞便液で 10 倍希釈、sPCR
を実施、8 検体が陽性、定量陽性検体の 88.
9%が陽性。30 検体当たりの試薬単価、所要
時間をヨーネジーン・KS（共立製薬（株））
を用いた PCR 法（qPCR）と比較、試薬単価
は 37,000 円削減、所要時間は 15 分短縮。
糞便と同日に採材した血清 16 検体でヨー
ネスクリーニング・プルキエ（ささえあ製
薬（株））を用いた ELISA 法との感度比較
を実施、4 検体が陽性、定量陽性排菌個体
の 26.7%が陽性。以上より sPCR は ELISA よ
りも高感度、qPCR よりも所要時間短縮、安
価であり、山羊においても有効な検査法と
推察。 
 
Ⅴ－３ 一般病・中毒・繁殖障害・栄養
代謝障害 
 
445．管内めん羊飼養農場における銅中毒の
発生とその対応：島根県出雲家保 松尾治
彦、板倉悟 

 めん羊 2 頭を常時飼養する農場において
銅中毒事例が発生。当該農場では死亡事故
が毎年続いており、死亡原因究明を管理者
が強く希望。銅を高濃度含有する成牛用配
合飼料の給与歴を確認したため、銅中毒を
疑って病性鑑定実施。病理解剖で肝臓およ
び腎臓の褪色を認め、肝臓中銅濃度は 243
μg/g と高値を示し、ロダニン染色により
肝細胞内にびまん性の赤褐色微細顆粒の沈
着を認めたことから、銅中毒と診断。当該
事例について管内めん羊飼養農場へ情報提
供し、飼養管理等について聞き取り調査を
実施。めん羊への成牛用配合飼料給与の危
険性を理解していない飼養者が多く存在し
たため注意喚起。また、めん羊飼養農場へ
成牛用配合飼料を販売していた飼料販売業
者にも情報提供および注意喚起。管内めん
羊飼養農場は愛玩目的の飼養が大半であ
り、飼養管理に関する基本的な知識が不足
している者が少なくないと思われたことか
ら、今後も適切な飼養管理の指導により死
亡事故低減に努める。 
 
Ⅴ－４ 畜産技術 
 
446．山羊液状精液における希釈液の検討：
沖縄県農林水産部畜産研究センター 平良
祥、守川信夫 
 発育良好な山羊を有効活用する方法に人
工授精がある。簡易な人工授精の方法とし
て液状精液を利用した方法があるが、調製
方法の煩雑さが懸念。本研究では、作成方
法の簡易化を検討するため、山羊用希釈液
と市販の豚用希釈液２種類を用いた試験を
実施。使用した希釈液は、山羊用希釈液、
豚用希釈液 A 液および B 液の 3 種類を用い
た。希釈後は市販冷蔵庫(4℃)で保管した。
夏期生存率において山羊用希釈液が最も高
い値を示したが、A 液、B 液ともにばらつき
はあったものの 3日目までは 50％以上であ
った。 4 日目までは山羊用希釈液と B 液で
50％以上だったが、7 日目にはすべての液
で 50％未満となった。秋冬期生存率におい
て A 液はすべての調査日で最も低い値とな
り、１日目から 50％以下だった。山羊用希
釈液、B 液ともに４日目までは 50％以上で
あった。B 液において夏期は山羊用希釈液
には劣るものの利用可能な値を示し、秋冬
期は同程度の精子生存率を示したことか
ら、山羊用希釈液の代替として利用が可能
であることが示唆された。 
 
Ⅴ－５ その他 
 
447．県内過去 10 年間のめん羊の病性鑑定
実績に基づく飼養衛生管理指導：石川県南
部家保 髙間咲良、河合愛美 
 県内のめん羊の繁殖肥育一貫農場は飼養
年数 12 年が 1 戸（A 農場）、2 年未満が 2
戸（B・C 農場）で今後さらに増頭が見込ま
れる。衛生対策を講ずるため A 農場の過去



 

 

 - 97 - 

10 年間の病性鑑定実績を分析。B・C 農場で
は飼養状況の聞き取りや血液検査に基づく
飼養衛生管理指導を実施。A 農場の分析の
結果、寄生性胃腸炎が 25％と最多、次いで
ルーメンアシドーシス等の消化器疾患が 2
2％、銅中毒が 16％。疾患の多くは管理失
宣や疾病予防に対する認識不足に起因。こ
れらを 3 大疾病と位置づけ、原因や対策を
リーフレットにまとめた。B 農場は定期的
な駆虫が未実施、吸血昆虫による皮膚炎が
頻発。貧血や栄養障害、血清中銅濃度の上
昇が散見。C 農場は栄養状態にばらつきが
あり、消化管内線虫寄生による貧血個体も
確認。B・C 両農場は 3 大疾病のリスクが高
く、適切な駆虫や飼料給与法の見直し等の
対策をリーフレットに基づき指導。今後も
衛生指導を継続し、疾病低減に努めたい。 
 
448．山羊飼養農場における衛生対策指導
：大分県大分家保 南部雪江、平川素子 

山羊飼養農場において、死亡事例が発
生。2 事例の病性鑑定を実施した結果、
線虫、コクシジウム、Clostridium perf
ringens の関与が示唆。線虫及びコクシ
ジウムの浸潤状況を調査するために、畜
舎内落下糞便検査を実施。また、当該農
場は山羊を譲渡する基幹農場で、山羊関
節炎・脳炎（CAE）発生県から山羊を導入
しているため、CAE ウイルス（CAEV）浸
潤状況調査を全頭実施。7 畜房中 4 畜房
で線虫卵及びコクシジウムオーシストを
確認。衛生対策として、清掃頻度及び清
掃手順の変更を指導。寄生虫対策として、
駆虫薬の投与頻度の変更を指導。対策効
果検証のために、畜舎内落下糞便検査を
実施。線虫卵及びコクシジウムオーシス
トが確認されたことから、対策を継続。C
AEV については、nestedPCR 法で CAEV 特
異的遺伝子を検索した結果、全頭陰性を
確認。今後も衛生対策効果の検証を続け、
指導を継続するとともに、県外導入は CA
EV 検査を行い、清浄性の確認を継続。 
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Ⅵ みつばちの衛生 
 
Ⅵ－１ 細菌性・真菌性疾患 
 
449．岩手県で 10 年ぶりに発生したヨーロ
ッパ腐蛆病の対応：岩手県中央家保 茂木
美和、鈴木千尋 
 令和 3 年 4 月、17 群を有する西洋蜜蜂飼
養者から蜂児の死亡数が増加したとの報告
を受け病性鑑定を実施。臨床検査により無
蓋蜂児の死亡、巣脾の酸臭及び蜂児の黄色
水様性～融解を確認。病性鑑定により 16
群中 15 群から Melissococcus plutonius
を分離、ヨーロッパ腐蛆病（以下 EFB）と
診断。全蜂群を焼却処分し、蜂場及び管理
資器材等を逆性石けんで消毒。その後、同
蜂場で 7 月から養蜂を再開。10 月下旬、蜂
群に異状が無いことを確認。EFB は流蜜期
に多発する傾向。集蜜の成蜂の割合が増え
て育児蜂が減少し、蜂児の栄養状態が悪化
することで発生するとの報告。当該養蜂場
では、越冬前に活力が低下した蜂群を他の
群に混合して越冬していたことから、同群
が腐蛆病に感染しており、それが越冬中に
巣内にまん延したと推測。また、4 月は例
年より気温が高く成蜂が集蜜に回ったこと
が発症につながったと推察。EFB の発生予
防のためリーフレットを作成し、法第 5 条
検査時に注意喚起を実施。 
 
Ⅵ－２ 原虫性・寄生虫性疾病 
 
450．ニホンミツバチのアカリンダニ症発生
及び衛生指導：和歌山県紀南家保 小松希、
藤原美華 
 全国的にニホンミツバチのアカリンダニ
症（以下、「本症」とする）の発生が報告
されているが、本県での発生報告はなかっ
た。今回、蜂群の崩壊や弱体化がみられ相
談を受けた 2 戸（A、B）の養蜂農家と A、B
農家の周辺農家 4 戸より、聞き取り調査及
び個体を採取。採取した個体を解剖し、気
管へのアカリンダニの感染状況を顕微鏡下
で観察。結果、農家 A は 5％（1 匹／20 匹）、
農家 B は 95.2％（20 匹／21 匹）の確率で
アカリンダニ成虫及び虫卵の感染を確認。
残りの 4 戸は、アカリンダニの感染は確認
せず。家畜伝染病予防法第 4 条の規定に基
づき届出伝染病の発生（真症）とし報告。
検査結果に基づき各農家に指導を実施。浸
潤状況結果及び注意喚起文書を作成し、県
内養蜂農家への周知を実施。今回の調査で、
県内で初めて 2 件のアカリンダニ症が確認
され、また紀北家保管内でも 1 件確認され
たことから、すでに本症は、県内全域に浸
潤していると考えられる。今後も引き続き、
本症の浸潤状況調査を実施し、本症のまん
延を防止するとともに、県内養蜂農家にお
ける衛生意識の向上を目指す。 
 
Ⅵ－３ その他 

 
451．管内における蜜蜂の病性鑑定：広島県
西部家保 朝倉ひとみ、舛下知穂 
 蜜蜂の飼育戸数および病性鑑定依頼件数
の増加を受け、平成 29 年 4 月～令和 3 年 1
1 月の蜜蜂飼育状況及び病性鑑定実施状況
を取りまとめた。管内の戸数及び群数は平
成 29 年に 102 戸 3,393 群であったが、令和
3 年には 142 戸 4,422 群に増加。ニホンミ
ツバチ飼育戸数は 5 年間で約 1.7 倍に、5
群以下を飼育する蜂場数は 5 年間で約 1.8
倍に増加。ニホンミツバチ農家及び 5 群以
下の蜂場の増加から、趣味又は副業養蜂家
の増加が判明。病性鑑定件数は、平成 29
年度に 3 件であったが、令和 3 年度には 10
件に増加し、病性鑑定全体に占める割合も
3.9%から 17.5%に上昇。5 年間の病性鑑定件
数合計は 44 件で、春と晩秋に二峰性のピー
クあり。鑑定目的は成蜂の死亡又は衰弱の
原因究明が 88.6%を占め、鑑定結果は原因
不明 51.1%、アカリンダニ症 35.6%、バロア
症 11.1%。病性鑑定依頼の 63.6%は飼育群数
5 群以下の小規模養蜂家からで，今後も衛
生指導の必要あり。 
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Ⅶ その他の家畜の衛生 
 
Ⅶ－１ ウイルス性疾病 
 
452．県内で初めて発生した兎出血病とまん
延防止対策の取組について：秋田県南部家
保 川畑海渡、髙橋千恵 

2021 年 6 月、管内 2 か所で兎約 2,500 羽
を飼育する農場で、親兎に鼻出血を伴う突
然死がみられ、約 1 ヶ月で約 8 割が死亡。
病性鑑定では 5 羽中 4 羽の肝臓から兎出血
病ウイルス（以下 RHDV）の特異遺伝子を検
出。病理検査では壊死性肝炎、肺出血がみ
られ、兎出血病（以下 RHD）と診断。発生
農場に対し①空舎期間の設定、②農場間の
交差汚染防止、③作業動線の整理、④畜舎
消毒を指導。管内兎飼育者へのまん延防止
対策として RHD のリーフレットを作成し周
知・啓蒙。RHD は 10 月に沈静化し、経営再
開に向け、畜舎の環境の確認と繁殖候補兎
確保のため PCR 検査を実施。結果、150 羽
の繁殖候補を確保。RHDV は外部から持ち込
まれた可能性があり、今後も飼養衛生管理
指導、着地検査等の実施により侵入防止に
取り組む。 
 
453．県内で発生した兎出血病(RHD)と検査
法の検討：秋田県中央家保 李 英輝 冨
野里櫻子 
 令和 3年 6月約 2000羽を飼養する県内兎
農場で突然死が散発、3 週間で 15 羽死亡。
病理組織学的検査で壊死性肝炎および各臓
器のうっ血・出血を認め、ウイルス学的検
査では 2010年に欧州で新興した RHDウイル
ス 2 型(RHDV2)特異的遺伝子を検出。以上よ
り 2 型による RHD と診断。塩基配列解析で
98～99％の相同性を示した既知株では現行
法のプライマー結合部位に計 5 カ所の変異
を認め、検出感度低下の要因となっている
可能性が示唆。糞便および環境スワブ材料
による場内の清浄性確認検査の依頼に際
し、現行法より高感度の NestedPCR および
リアルタイム PCR の新検査系を検討。肝お
よび尿希釈材料では NestedPCR で 10～100
倍、リアルタイム PCR で 100～1000 倍程度
の感度の上昇を認めた。2 型による RHD は
致死率が高く、近年全国的に散発している。
家畜や人等の移動に伴い発生リスクが高ま
る中、今回確立した検査系は今後の発生予
防対策に有効と考えられた。 
 
454．豚熱ウイルスに感染した野生いのしし
におけるウイルス抗原の局在に関する病理
組織学的検索：山形県中央家保 野崎陸 

野生いのししへの豚熱ウイルス（CSFV）
感染事例は全国に拡大、県内でも多数確認。
野生いのししは感染実験が困難で、新鮮な
病理材料の収集が難しいことから病理組織
学的検索はされていない。県内で死亡後に
発見された CSFV 遺伝子検査陽性の野生い
のしし 12 頭の扁桃（口蓋腺を含む）、脾臓

及び腎臓をホルマリン固定後、定法により
HE 染色及びマウス抗 CSFV モノクローナル
抗体を用いた免疫組織化学的検査（IHC）を
実施。HE 染色では、脾臓でリンパ球減少（1
2/12 頭）、出血（1/12 頭）、腎臓で間質の
単核球浸潤（4/12 頭）、出血（1/12 頭）が
認められ、既報の豚における所見と類似。I
HC の結果、扁桃、脾臓及び腎臓で全頭（12
/12 頭）陽性。腎臓の遠位尿細管・集合管
上皮及び口蓋腺の小葉内・小葉間導管に一
致して CSFV 抗原が検出。以上から、本調査
で検索した野生いのししはウイルス血症に
至り、CSFV を尿中及び唾液中に排泄してい
たことが推察された。 
 
455．野生イノシシ由来の豚熱ウイルスにお
ける全ゲノム配列を用いた分子系統地理学
的解析：茨城県県北家保 石塚駿、藤井勇
紀 

平成 30年 9月 9日の岐阜県における豚熱
（CSF）の発生後、野生イノシシにおいても
CSF 感染が確認され、国内で感染が拡大。
本県では令和 2 年 6 月 25 日に取手市での 1
例目となる感染確認以降、令和 3 年 12 月ま
でに計 138 頭の野生イノシシで感染を確
認。イノシシを介した CSF ウイルスの本県
への詳細な侵入経路および伝播経路の解析
のため、CSF ウイルスの全ゲノム配列を用
いた分子系統地理学的解析を実施。分子系
統樹を作成したところ、本県に広がった CS
F ウイルス株は大きく 2 つのクラスターに
分かれることが判明。各クラスターの進化
の系統を辿ることで、感染の伝播経路が、
県北地域のクラスターは福島県境から、県
南地域のクラスターは栃木県境からそれぞ
れ県内に侵入したと推察。今回の結果から、
県内に侵入した野生イノシシ由来 CSF ウイ
ルスの感染動態を解明。今後も、CSF ウイ
ルス侵入リスクの高い地域を中心に県内の
感染動向を監視し、養豚農家への情報提供
を継続。 
 
456．野生イノシシの豚熱検査におけるリア
ルタイム PCR 法の活用に向けた検討：石川
県南部家保 山内由佳 

本県では野生イノシシの豚熱(CSF)検査
は国の指針に基づき市販の RNA 抽出キット
と RT-PCR 法で実施。令和 3 年の指針改正で
核酸抽出キットとリアルタイム PCR（qPCR
法）の使用も可能となりその活用を検討。 
試験 1 は CSFV GPE-株を 10 倍段階希釈し、
RNA 抽出キットと核酸抽出キットで抽出後
それぞれ RT-PCR 法および qPCR 法で、さら
に qPCR法は 2社の試薬を用いて検出限界を
確認、感度を比較。その結果、各抽出キッ
ト使用検体はどちらも RT-PCR 法、qPCR 法
ともに検出限界は 105 倍希釈で同等、2 社試
薬の比較でも同様の結果。試験 2 では RT-P
CR 法で CSF 陽性の血清、臓器乳剤計 44 検
体と CSF 陰性の血清 13 検体を用い qPCR 法
を実施、結果を比較。結果、RT-PCR 法と q
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PCR 法の陽性および陰性一致率は共に 100
％。以上より、核酸抽出キットの感度は RN
A 抽出キットと同等、また qPCR 法は 2 社の
qPCR 試薬共に RT-PCR 法と比較すると同等
の精度で効率的な方法であると考えられ
た。 
 
457．3 年間の県内野生いのししにおける豚
熱ウイルス浸潤状況の推移：福井県福井県
家保 清水誠也 
 令和元年 6 月から、県内野生いのしし(W
B)の豚熱ウイルス(CSFV)感染確認検査の強
化を図り、同年 8 月から経口ワクチンを CS
FV 確認地域と未確認地域の境界をまたぐ
ように散布。令和元年から 3 年間の WB の C
SFV 浸潤状況推移について報告。1599 頭分
の死亡または捕獲 WB の臓器または血液で
遺伝子と抗体検査実施。令和元年から 3 年
の遺伝子陽性率(%)を地域別比較すると、県
北 16.8、9.7、2.7 と減少、県南 0.0、5.8、
30.0 と増加。3 年間で CSFV は県北から県南
へ浸潤したと示された。令和 3 年県全域遺
伝子陽性率(%)は 16.5、四半期別比較する
と 22.9、25.0、13.1、2.7 と第 4 四半期で
急激に減少。抗体陽性率(%)を年別比較する
と 16.5、33.3、44.1 と増加。遺伝子陽性率
減少傾向、抗体陽性率増加から県内 WB は集
団免疫を獲得し、CSFV 感染拡大の勢いは弱
まっていると推察。経口ワクチン散布地域
外で CSFV 陽性 WB が確認され、経口ワクチ
ン散布の効果は薄かったと推察。 
 
458．野生イノシシ豚熱対応の取組：兵庫県
淡路家保 山本郁巳、寺谷知恵 

急増するイノシシの豚熱対応にあたり交
差汚染防止対策を講じ、イノシシ検体採取
に係る汚染防止のため、耳片による豚熱ウ
イルス（CSFV）検出方法を検討。イノシシ
対応と豚関連業務の実施による交差汚染を
「人員」「動線」「機材」の 3 点で管理。
家保職員の汚染を防ぐため、CSFV と同属の
牛ウイルス性下痢ウイルス（BVDV）が耳片
で検出できることに着目し、耳片での CSFV
検出の可能性を検討。死亡イノシシ 11 例を
検体として、臓器（扁桃、脾臓、腎臓）及
び耳片乳剤の PCR、さらに BVDV 抗原 ELISA
を行い、結果を比較。臓器乳剤 PCR と比較
して、一致率は 91％、感度は 0.88、特異度
は 1.0。管内野生イノシシに豚熱がまん延
したが、「人員」「動線」「機材」を厳密
に管理し、交差汚染防止を実現。耳片の CS
FV 検出についても、一定の結果を得た。今
後は、更に検体数を増やし、検査の再現性
や条件を検討。 

 
459．野生イノシシの豚熱サーベイランス体
制の構築：島根県家畜病鑑室 石倉洋司、
安部哲朗 
 鳥獣対策部局と連携し、本県猟友会の協
力を得ることで、サーベイランス体制を構
築。県内 11 地区猟友会を対象とし、1 地区

あたり年間 30 頭を想定し、1 頭あたり 6,0
00 円を検体費として予算化。捕獲者は血液
約 10ml を配布済みの遠沈管に採取し、外周
を消毒後、採材記録票とともにジップロッ
クに同梱。2 日以内に県の最寄りの機関に
搬入。受付機関は 1 週間分の材料をまとめ
て検査機関である当室に送付。今年度は 28
1 頭について CSF と ASF 検査を実施し、全
例陰性。検査結果は随時、主幹課から鳥獣
対策部局、猟友会へ報告。当室は採材記録
票を電子ファイル化し主幹課と共有、主幹
課は採材状況について猟友会と照合し、検
体費を支出。鳥獣対策部局と連携すること
により、円滑な検査体制を構築でき、家畜
衛生職員の作業の簡略化（受付と保管、送
付のみ）と交差汚染リスクの低減が図られ
た。 
 
460．捕獲いのししの豚熱・アフリカ豚熱検
査体制の構築：山口県中部家保 田代久宗、
大岩本拓也 
 野生いのししにおける豚熱及びアフリカ
豚熱の感染状況を早期に把握するため、令
和 3 年 10 月から山口県猟友会の協力を得
て、県内の捕獲いのししの検査を開始。検
査体制構築に当たって、野生いのしし検査
専用の機器を新たに導入。交差汚染防止の
ため、豚の検査を行うウイルス検査室とは
別の部屋を検査室として確保。ウイルス検
査担当者への検査業務の集中を防ぐため、
他の職員を対象とした研修を実施し、検査
人員を新たに 4 名確保。野生いのしし検査
用に新たに作成した作業手順書に沿って、
防疫指針に準じた PCR 検査を実施。一部の
検体で、血液の凝固や検体容器の汚染の問
題が判明。凝固血液の破砕や汚染拡大防止
等の対策方法を検討し、作業手順書を改善。
今後も引き続き課題への対策、作業手順書
の改善及び検査人員の確保等を実施。 
 
Ⅶ－２ 細菌性・真菌性疾患 
 
461．兎から分離された Mycobacterium avi
um subsp. avium：千葉県中央家保 橘美奈
子、松本敦子 

兎約 30 羽を飼育する農場で、1 羽が令和
3 年 6 月に食欲低下及び発熱、翌日に吐血
し死亡したため病性鑑定を実施。剖検では
両側肺に白色点状の病巣が多発。病理学的
検査では、肺及び盲腸に抗酸菌を内包した
肉芽腫が散在。細菌学的検査では、同部位
から Mycobacterium avium subsp. avium
（MAA）を分離し抗酸菌症と診断。組織学的
には、他に低血量性ショック、全身性アミ
ロイドーシス及び子宮内膜癌を併発するな
ど、著しい衰弱状態であったと推察。MAA
を含む非定型抗酸菌は世界中の環境に広く
分布し、ヒトや豚等が日和見的に感染。MA
A は一般的に鳥類に病原性を示すと考えら
れているが、国内では鳥類を含め感染報告
はほとんど無く、感染源とされている野鳥
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からの分離例も無い。感染経路は不明だが、
兎での発生は国内初であり、衰弱による免
疫活性低下状態が MAA 感染をもたらしたと
考察。 
 
462．展示施設の鹿ヨーネ病発生：東京都家
保 林朋弘、寺崎敏明 

令和 2 年 12 月下旬から、都内展示施設で
飼育の鹿に削痩や軟便が見られ翌年 5 月ま
でに 4 頭が死亡。病性鑑定の依頼を受け、
糞便及び空回腸、付属リンパ節を材料とし
たヨーネ病遺伝子検出リアルタイム PCR（q
PCR）、ウシ型/ヒツジ型ヨーネ菌鑑別 PCR
（型別 PCR）並びに細菌培養検査（培養）
を実施。糞便の qPCR で DNA 定量陽性となり
ヨーネ病患畜と決定。臓器では空腸から最
大 1.157E+04pg/wellのヨーネ菌 DNAが検出
された。型別 PCR の結果ウシ型に型別。細
菌培養で 4 頭からヨーネ菌を分離。患畜と
同居していた鹿 14 頭の検査で 13 頭が患畜
と決定後殺処分。qPCR の結果患畜確定に至
らなかった 1 頭は、自主淘汰し解剖後、糞
便および臓器を用いた培養を継続中。全て
の鹿が自主淘汰若しくは患畜として殺処分
された。飼育環境は石灰乳による消毒後の
検査で全てヨーネ菌 DNA 陰性を確認し展示
施設の早期清浄化に貢献。 
 
463．鹿ヨーネ病の病理組織学的考察：東京
都家保 高野真帆、小山朗子 

都内展示施設で下痢、削痩を呈し鹿 4 頭
死亡との稟告で、同居鹿の病性鑑定を実施。
糞便のヨーネ病リアルタイム PCR（qPCR）
で定量陽性、患畜と決定。18 頭の病理解剖
を実施。一部個体で空回腸壁の軽度菲薄化
や空腸粘膜の赤色化を認めたが、多くは外
貌、腸管の著変なし。病理検査は HE 染色、
Ziehl-Neelsen（ZN）染色、ヨーネ菌に交差
性を示す抗 Mycobacterium bovis（M.b）抗
体を用いた免疫染色を実施。病変が重度な
個体では、空腸から直腸の粘膜固有層と各
腸管リンパ節の皮質から髄質にかけて類上
皮細胞主体、一部ラングハンス巨細胞を含
む肉芽腫性病変を確認。ZN 染色により類上
皮細胞や巨細胞の細胞質に多数の抗酸菌を
確認。肉芽腫性病変内の ZN 染色陰性の個体
や、病変がほとんどない個体もあり。抗 M.
b抗体免疫染色で ZN染色陰性の一部で陽性
を確認。抗 M.b 抗体免疫染色は ZN 染色より
感度が高いことを示唆。また、病変の程度
は qPCR の DNA 量と相関する傾向。 
 
464．愛玩動物診療施設環境の薬剤耐性菌モ
ニタリング調査～県のワンヘルス推進取組
み例～：福岡県中央家保 濱田恭平 
 2019～2020 年度に計 15 の県内愛玩動物
診療施設（施設）にて、診察室床（15 施設）、
待合室床（15）、入院ケージ（15）、診察
室ドアノブ（5）、獣医師・スタッフの手指
（5）、診察台（3）、掃除ゴミ（10）の拭
き取り材料を採材。また施設飼育動物また

は受診動物の糞便を全施設で採材。ブドウ
球菌属菌（ブ菌）及び大腸菌を対象に分離
培養。待合室床（6）、診察室床（4）、入
院ゲージ（2、ともに清掃前）、掃除ゴミ（4）
からブ菌分離。そのうち 7 か所のブ菌はメ
チシリン耐性遺伝子保有。また入院ケージ
（1）、動物糞便（2）から大腸菌分離。そ
のうち動物糞便由来株は基質特異性拡張型
βラクタマーゼ遺伝子保有。県内施設の衛
生状態は概ね良好と推察。しかしいくつか
の施設環境等から薬剤耐性（AMR）菌検出。
施設の AMR 菌蔓延を防ぐために抗菌剤の慎
重使用に加えて、施設環境の更なる衛生向
上が必要。ワンヘルス推進のために、愛玩
動物分野の AMR 対策にも県として取り組ん
でいきたい。 
 
Ⅶ－３ 保健衛生行政 
 
465．県内豚熱発生に伴う野生いのしし検査
体制の構築：埼玉県川越家保 宇賀神ひか
る、御村宗人 
 令和元年の県内養豚場における豚熱発生
に伴い、野生いのししの豚熱サーベイラン
スを強化。死亡いのしし検査に加え同年 9
月末から捕獲いのしし検査を開始。当初検
査は病性鑑定施設で実施したが、飼育豚と
の検査に係る交差汚染が懸念され、同年 12
月に当所へ野生いのしし検査業務を移管。
既存の検査室をいのしし専用検査室に変
更。死亡いのしし専用解剖室を増設。いの
しし関連業務専用車を用意し、敷地内に専
用通路を設置。検査専任職員は養豚場の立
入を禁止し、兼任職員も検査従事後 1 週間
は養豚場の立入を禁止。また、養豚場立入
時には中央家保を発着地とした。専用検査
機器が揃い、所内の人・車両の動線も確保
された令和 2 年 4 月、当所を発着地とした
養豚農場立入を再開。令和 3 年 12 月までに
豚熱の遺伝子検査を 1608頭実施し陽性 120
頭。抗体検査は 1592 頭実施し陽性 368 頭。
引き続き所内の交差汚染防止対策を実施し
ながら、感染状況早期把握のために検査を
継続していく。 
 
466．あひるの高病原性鳥インフルエンザ疑 
似患畜防疫措置の概要：埼玉県熊谷家保 
留場寛子、田中雅子 
 埼玉県ではあひるを 13 農場で飼養。うち
6 農場は、合鴨肉の販売会社の契約農場で、
同社からヒナを購入。令和 3 年 1 月、導入
元の千葉県あひる孵化場で HPAI 疑似患畜
を確認、県内契約農場で防疫措置を実施。2
農場は、7 日以内導入群が疑似患畜と判定、
殺処分。他 4 農場は、8 日から 21 日以内導
入群を疫学関連家きんと判定、移動制限。A
農場は、疑似患畜をヒナ舎で隔離飼育のた
め、別畜舎群は疫学関連家きんと判定。と
殺及び死体の密閉容器への封入を深夜、汚
染物品処理及び農場消毒を翌朝、昼に防疫
措置完了。死体等は焼却処分、民間産業廃
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棄物業者へ搬送。疫学関連家きんが確認さ
れた農場は、防疫指針に基づき、疑似患畜
接触 14 日後に移動制限解除検査を実施。あ
ひるは症状が分かりづらいことから、検査
羽数を増数、血清抗体検査も追加実施。今
回疫学調査に基づく疑似患畜の判定、対象
があひるなど特殊な事例であった。各農場
への経営支援として、手当金、損失補填金
を交付予定。 
 
Ⅶ－４ その他 
 
467．県内野生動物のズーノーシス実態調査
：香川県東部家保 川西郁馬、上村圭一 

野生動物はサルモネラや豚丹毒など宿主
域が広い病原体を保有し、人獣共通感染症
（ズーノーシス）として問題。野生動物の
病原体の保有状況を調べることは重要であ
り、県内で捕獲された野生動物におけるズ
ーノーシスの調査を実施。平成 27 年～令和
3 年に捕獲されたシカ 65 頭、イノシシ 116
頭の血液及び糞便を採取し、サルモネラ、
腸管出血性大腸菌 O157、豚丹毒、トキソプ
ラズマ、E 型肝炎、SFTS（重症熱性血小板
減少症候群）について保有状況を調査。サ
ルモネラ 8 検体分離、豚丹毒抗体 116 検体、
トキソプラズマ抗体 14 検体、E 型肝炎抗体
20 検体、SFTS 抗体 37 検体の陽性を確認。
O157 は不検出。シカ、イノシシ共にズーノ
ーシスのリスクを持ち、イノシシの方が高
いことが判明。野生動物から家畜や人への
感染防止策として、生産者への野生動物の
農場侵入対策（飼養衛生管理基準の遵守）
の助言・指導や食肉事業者及び消費者への
取扱いの注意喚起が必要。 
 
468．令和３年度の豚熱等に関する病性鑑定
室の取組：香川県東部家保 北本英司、川
西郁馬 
 野生イノシシの豚熱・アフリカ豚熱（豚
熱等）PCR 検査及び豚熱ワクチン初回接種
後の中和試験について業務効率化と精度向
上を実施。産休・育休を取得するウイルス
検査担当者の代替要員の OJT を年度当初よ
り計画的に実施。野生イノシシの豚熱等の
検体受付、核酸抽出等の場所を集約・整備
し、交差汚染を防止。検査結果の共有は電
子メールで行い、文書事務を短縮。中和試
験に用いる細胞の培養には時間を要するこ
とから、各家保のワクチン接種・採血日程
をもとに、約 1.5 ヵ月前より準備を開始。
検査体制の複線化、検体持込、検査結果の
共有方法の合理化を実施。令和 3 年度 1 月
第 2 週までの検査成績：野生イノシシの豚
熱等 PCR は全 406 頭陰性、県内の未浸潤を
確認。中和試験は 17 戸 578 頭のうち、中和
試験陽性 575 頭、陰性 3 頭。ELISA 平均 S/
P 値との相関係数は 0.99。県内のイノシシ
捕獲頭数分布に基づくサンプリング、核酸
精製が不要なキットの活用及びウイルス検
査担当者の複数化が課題。 
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Ⅷ 共通一般 
 
Ⅷ－１ ウイルス性疾病 
 
469．当所管内で発生した疫学関連農場の防
疫対応：茨城県県西家保 齋賀真純、三浦
成見 
 2021 年、2 度の疫学関連農場の防疫対応
を経験。どちらの事例も県内複数農場での
同時発生であり、少人数で対応。疫学関連
農場の対応は過去に経験なく、初めの HPAI
事例では防疫資材の過不足やスケジュール
の遅延、待機時間が増えたことによる作業
者への負担増加などが課題に。これまでの
大規模発生を想定した準備だけではなく、
小規模発生時には独自の対応が必要となる
ことが判明。続く 2 度目の豚熱事例では、
経験を踏まえ、防疫資材リストアップを重
点的に実施、さらに作業者の負担を減らす
取り組みを実施。その結果、HPAI 事例での
課題を解決。円滑な防疫対応の実施には、
殺処分開始までにいかに情報を精査して準
備を積み重ねるかが重要。HPAI の検査時間
は、豚熱と比べると短く、十分な準備時間
の確保が難しいが、事前の調整を確実に済
ませることで、動員者による効率的な殺処
分作業が行え、迅速に防疫措置を終了させ
ることが可能。 
 
470．家畜保健衛生所で実施する新型コロ
ナウイルス変異株スクリーニング検査：徳
島県徳島家保 鈴木幹一郎 市川正史 
 世界で 2 億 2 千万人以上が感染し、死者
数 455 万人以上を超える新型コロナウイル
ス感染症は、未だ終息に至らず、本県にお
いても患者数 3,291 人、死者数 66 人（R3.
12.1 現在）と未曾有の事態へと発展。本県
は、今回の危機事象に対応するため、本年
度より「徳島版 CDC」を新たに設置。西部
家畜保健衛生所内に全国初となる県保健製
薬環境センターの機能を補完する検査施設
を整備。施設改築及びリアルタイム PCR（q
PCR)、自動核酸抽出装置等の機器を整備（約
26,100 千円）。検査は、家畜保健衛生所獣
医師職員が実施し、陽性患者の唾液から RN
A を抽出後、qPCR による変異の検出及び Ct
値測定検査を実施（計 39 回、546 検体）。
今後、「One Health」の理念に基づき、第
6 波の流行やオミクロン株の感染拡大が危
惧される中、保健福祉環境部のバックアッ
プを図り、感染拡大防止に向けた検査体制
の強化を図ることで県民の安全安心に寄与
することとする。 
 
Ⅷ－２ 細菌性・真菌性疾患 
 
471．岩手県における病性鑑定材料由来基質
特異性拡張型βラクタマーゼ産生大腸菌の
分離状況：岩手県中央家保 市村鋭、澤田
徳子 

薬剤耐性菌である基質特異性拡張型β-

ラクタマーゼ（ESBL）産生菌は、βラクタ
ム系薬剤へ広範な耐性を獲得し、薬剤耐性
遺伝子を同菌種間だけでなく異なる菌種間
にも伝播。ESBL 産生大腸菌は国内外で家畜
及びヒトから分離され、家畜衛生及び公衆
衛生上の両分野で問題。本県の家畜におけ
る浸潤状況は不明。本県における本菌の浸
潤状況を調査するため、2018 年から 2021
年に病性鑑定材料（牛、豚及び鶏）から分
離された大腸菌のうち、薬剤感受性試験に
よりアンピシリン及びセファゾリンに耐性
を示した 41 株について、ESBL 産生性の確
認及び病原関連遺伝子（下痢、浮腫病）検
査を実施。 結果、計 17 株の本菌を確認し、
全株が５～11 剤の多剤耐性を示した。17
株中 11 株が１～２種の病原関連遺伝子を
保有し、病原性を有する本菌の存在を示唆。
本県の家畜においても本菌の浸潤が明らか
となり、今後も家畜での本菌の動向監視が
必要。 
 
472．県内で分離された大腸菌の伝達性薬剤
耐性遺伝子保有状況調査：静岡県中部家保
 杉本郁子 
コリスチン（CL）及びフルオロキノロン（F
Q）系抗菌薬について異菌種間で伝達可能な
プラスミド性薬剤耐性遺伝子が報告され、
水平伝播による薬剤耐性菌の増加が危惧。
県内で分離された大腸菌の CL 及び FQ 系抗
菌薬の薬剤耐性状況及び耐性遺伝子の保有
状況調査を実施。材料は①2018～2020 年分
離の健康家畜由来大腸菌 225 株、②1998～2
021 年分離の病畜由来大腸菌 51 株。CL 耐性
率は①2.7%②19.6%。13/276 株から CL 耐性
遺伝子（mcr-1、mcr-5）検出。2020 年以降
mcr 遺伝子は検出されず、飼料添加禁止に
より伝播リスクは低減と推察。キノロン系
抗菌薬（NA、ERFX 又は CPFX）の耐性率は豚
及び肉用鶏で高く全国調査と同様の傾向。2
018 年以降、9 株から FQ 耐性遺伝子（qnrB、
qnrS）検出。畜種や地域的な偏りは認めら
れず、県内に広く浸潤と推察。特に豚で NA
耐性率高く、NA 耐性株が新たに FQ 耐性遺
伝子を獲得し耐性菌の増加が危惧。今後も
調査の継続が必要。 
 
473．PCR 法を用いた腸管出血性大腸菌検査
法の検討：大阪府大阪府家保 家久保可奈
子、服部孝二 

腸管出血性大腸菌(以下 EHEC)はベロ毒
素を産生し、動物由来食中毒原因細菌とし
て問題視。従来、当所では反芻獣を対象に
O157 のみ検査を実施しているが、従来法で
は費用と手間と時間の負担大。今回、我が
国での EHEC主要 7血清型について PCR法を
用いた新規検査法を検討。まず所内保管の
標準菌株を用いて検査法を検討。増菌培養
液より抽出した DNA を用いて、リアルタイ
ム PCR 法で stx1、stx2、eae の 3 遺伝子を
スクリーニング、その後マルチプレックス
PCR 法による O 血清型別を実施。いずれの
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方法でも遺伝子を特異的に検出。次に、新
規検査法で野外糞便 34 検体の検査を実施。
14 検体でスクリーニング陽性、うち 1 検体
で O121、4 検体で O26 の遺伝子を検出。こ
の 5 検体は菌分離不可だったが、O 血清型
を決定可能。今後は検査数をさらに増やし、
検査精度を高め活用することで迅速な農場
指導を行い、府内全体の畜産物の安全性の
確保に努める。 

 
474．県内のアライグマにおける基質特異性
拡張型βラクタマーゼ産生大腸菌の保有状
況：島根県家畜病性鑑定室 鈴木郁也、安
部哲朗 
 令和 2年 10月～令和 3年 9月に県内で捕
獲されたアライグマにおける基質特異性拡
張型βラクタマーゼ（ESBL）産生大腸菌の
保有状況を調査。本菌は 12/90 頭(13.3%)
から分離され、O8 が 5/12 株(41.6%)、O1
が 1/12 株(8.3%)等。大腸菌病原関連遺伝子
については 1 株のみが eae を保有し、ESBL
遺伝子型別については CTX-M-1 が 10/12 株
(83.3%)で、うち 7 株は TEM 型も保有。全株
ABPC、CEZ、TC に耐性。国内家畜を対象と
した本菌の保有状況調査結果（既報）と比
較し、アライグマの保有率は 13.3%と高く、
野生動物から家畜への伝播リスクが示唆。
さらに、CTX-M-1 が多数分離されたことか
ら、既報と同様、国内の野生動物において
も CTX-M-1 が広く分布していると推察。畜
産現場での本菌を含めた薬剤耐性菌による
被害防止には薬剤耐性対策アクションプラ
ンに基づいた抗菌剤の適正使用に加え、野
生動物侵入防止対策も重要。 
 
Ⅷ－３ 原虫性・寄生虫性疾患 
 
475．野生いのししの寄生虫性胃炎の一例：
徳島県徳島家保 渡邉輝貴 鈴木幹一郎 
 現在、国内一部地域の野生いのししにお
いて、豚熱の感染が確認され、徳島県にお
いても野生いのししにのサーベランスを実
施。令和 2 年 10 月 29 日、当所に持ち込ま
れた死亡野生いのしし 1 頭で、重度の胃炎
を確認。剖検時、胃の漿膜面側に明らかな
炎症を確認。胃内容物は無く、粘膜面に結
節性病変が多発、軽度の糜爛も確認。組織
所見では、胃粘膜固有層に寄生虫と思われ
る断片を認め、線腔の拡張、腺上皮過形成、
周囲にリンパ系炎症細胞の浸潤、粘膜上皮
の脱落を確認。好酸球の浸潤は認めず。粘
膜下層は、中心が壊死し結合組織の増生、
周囲にリンパ球を主体とした炎症細胞が浸
潤する、慢性肉芽腫性炎も確認。好酸球の
浸潤は認めず。文献等により検索したが、
寄生虫との因果関係は不明。寄生虫の寄生
部位、炎症の特徴から、紅色毛様線虫を疑
うが、寄生虫の同定には至らなかったこと
から、慢性寄生虫性胃炎と診断。 
  
Ⅷ－４ 保健衛生行政 

 
476．飼養衛生管理基準遵守状況改善のため
の検討：山形県中央家保 黒田聡史、松村
裕文 

飼養衛生管理基準は平成 16 年に制定さ
れ、これまで 3 度改正。その都度厳格化し、
遵守に苦慮する農場が増加。そこで令和 2
年度の定期報告より、当管内における遵守
率 80%未満の項目を調査。牛で共通する 8
項目を確認。内容は消毒記録（75%）、衛生
管理区域入退場時の手指消毒（入場時 68%、
退場時 62%）及び車両消毒（入場時 67%、退
場時 62%、車内交差汚染防止 45%）、更衣に
よる交差汚染防止対策（74%）、畜舎入退場
時の手指等消毒（68%）。遵守状況改善のた
め、農場巡回時に消毒記録を含む立入記録
簿の配布や消毒指導等を実施。現在、生産
コスト増加と消費低減により収入減少して
いる農場に、遵守のための負担を課すこと
は困難。遵守状況改善のためには、飼料運
搬会社を始めとした関係者の理解と自主的
な消毒等の協力が必要。今後、農場だけで
なく関係者に対しても、研修会の開催等に
より飼養衛生管理基準への理解を醸成。地
域と関係者の理解と協力が遵守状況改善の
糸口。 
 
477．進化を続ける防疫演習と危機管理体制
の強化：山形県中央家保 本田光平、小林
久美 
 村総では 10 年間 PPE 着脱、殺処分、移動
規制に係る防疫演習を実施してきた。例年
の防疫演習は家保が主体。演習後に参加者
アンケートを行い、より実効性のある演習
にすべく改善を加えてきた。着脱演習では
アンケート結果や豚熱発生事例を受け、こ
れまでモデルを置き、説明した上で実施し
た着衣演習を、ポスターとビデオによる自
主演習に切換。しかし、例年雑になる脱衣
は家保の手順説明を継続。殺処分演習は実
際の作業に対する不安意見に対応するた
め、解説スライドを見た上で豚モデルを用
い臨場感を演出。車両消毒演習は昨年の厳
冬期の発生事例を踏まえ、動噴の使用方法
に加えて不凍液を添加した消毒液作成方法
の説明を追加。また、初となる現場事務所
設営演習を実施。参加者からは改善した演
習に対する評価がある一方、新たな課題も
浮上。演習自体も、近年、家保は各対策班
の自発的な演習を支援する形に進化。組織
一丸となった取り組みにより危機管理体制
を強化していく。 
 
 
478．特定家畜伝染病発生に備えた集合施設
運営体制の整備～令和元年の豚熱発生時の
課題解決に向けて～：埼玉県川越家保 平
田圭子、宮本賢一 
 令和元年に本県で発生した豚熱防疫活動
支援業務の課題を検討。集合施設の運営体
制を見直し、家保以外の組織が主体的に運
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営するようマニュアルを改正。動画等によ
る施設運営手順を整備、令和 3 年度は県内
3 カ所で模擬運営演習を開催。豚熱発生時
は農場内作業が長時間かつ深夜に及んだこ
とから、負担軽減と安全確保の点から 1 ク
ール 4 時間の作業及び公共交通機関が利用
可能な時間帯に見直し。また、防護服着脱
方法を見直し動画等によるマニュアルを作
成。新型コロナウイルス感染症対策は、受
付時の体温測定、農場帰着時の手指消毒及
びうがい方法の見直し実施。防護服等の資
材は、初動用 50 人分を川越家保、別の保管
場所に約 150 人分を保管。令和 3 年 12 月に
県内で発生した高病原性鳥インフルエンザ
対応は新体制で運営、作業時の体調不良者
及び運営スタッフの負担は軽減したが、今
後へ新たな課題が残された。特定家畜伝染
病はいつでも発生することを認識し、今後
も検討を重ねていく。 
 
479．特定家畜伝染病発生に備えた防疫体制
強化の取組：埼玉県熊谷家保 三井彩加、
中島敏行 
 特定家畜伝染病発生時、当所は常に現地
対策本部の発生農場担当として、農場にお
ける防疫作業の総括の役割を担う。令和元
年度の豚熱 5 例では、7,612 頭の殺処分、
死体や汚染物品の埋却を実施。予防的豚熱
ワクチンの初回接種は、4 例目及び 5 例目
の防疫作業と並行しながらも管内 48 農場、
62,618 頭完了。連続発生とワクチン接種の
対応には人員が不足したため、保健医療部
獣医師 149 名が新たに家畜防疫員に任命さ
れ、発生農場での防疫作業に延べ 145 名、
ワクチン接種に延べ 154 名が動員。保健医
療部獣医師との部局を越えた連携が重要で
あると再認識。豚熱発生以降、保健医療部
獣医師 51 名を引き続き家畜防疫員に任命
し、豚熱発生時は患畜等のと殺を、高病原
性鳥インフルエンザ発生時はサブリーダー
として動員作業者を指揮する予定。令和 3
年度、発生農場担当主催の防疫演習に初め
て保健医療部の家畜防疫員 4 名が参加。今
後もこのような取組を継続し、防疫体制を
強化していきたい。 
 
480．民間獣医師を活用した飼養衛生管理基
準の遵守指導：千葉県南部家保 山口敦子、
石川直子 

千葉県飼養衛生管理指導等計画に基づ
き、毎年、対象農場養豚場約 370、養鶏場
約 280 について、家畜保健衛生所が巡回し、
飼養衛生管理基準の遵守状況を確認してい
る。家畜保健衛生所業務が年々多様化する
中、本年度、更なる飼養衛生管理基準の遵
守徹底による防疫体制向上のため、巡回業
務の一部を県獣医師会に委託し、家保 OB
を含む民間獣医師による農場の飼養衛生管
理指導を行った。巡回指導実施後に、獣医
師向けにアンケート調査を実施したとこ
ろ、特に、農場毎のマニュアル作成、畜舎

や車両における交差汚染防止対策等につい
て丁寧な説明が必要であり、日頃の点検や
修繕についての指導を重点的に行った等の
回答が寄せられた。本県では、農場指導に
民間獣医師を活用した本県では初の事例と
なったことから、得られた課題等について
今後の農場指導に生かしていくと共に、今
後も民間獣医師と連携し、飼養衛生管理基
準の遵守徹底を図り、家畜防疫体制の向上
に努めて行きたい。 
 
481．飼養衛生管理基準の改正に伴う取組：
東京都家保 穴水真奈、藤森英雄 
 飼養衛生管理基準（基準）制定後、当所
では家畜飼養者に対して基準指導を実施。
しかし、近年の豚熱等の家畜伝染病の国内
での多発に伴い、防疫体制強化のため基準
が改正。改正された基準について、今年度
定期報告で提出されたチェックシートをも
とに都内家畜飼養者（牛、豚、鶏）を対象
に基準の遵守状況の確認、指導を実施。家
畜飼養者が苦慮している項目を把握。取組
に苦慮している家畜飼養者に対して、他農
場での取組や工夫している点など優良事例
を紹介。加えて、紹介した事例は事業日報
などの回覧で職員間での認識の統一及び情
報共有を推進。また、現場訪問の多い都職
員に対して、基準に対応するよう当所が実
施している方法を情報提供、基準遵守を周
知指導。加えて、家畜飼養者などへの当所
の取組周知のため、広報誌（家保通信）に
掲載。今後、家畜飼養者に対する基準遵守
のための改善状況を確認及び優良事例の収
集、紹介することでより一層の防疫対策強
化を図る。 
 
482．防疫計画に係る人員資機材算出ツール
の改善：神奈川県県央家保 井上雄太、小
嶋信雄 

近年の全国的な豚熱（CSF）や高病原性鳥
インフルエンザ（HPAI）の発生を受け、的
確かつ迅速な防疫措置を行うために防疫計
画は一層重要な位置づけになっている。令
和 3 年 7 月に管内養豚場で CSF の発生があ
り、事前に準備していた防疫計画を用いて
防疫措置を実施。刻々と防疫措置の状況が
変わってゆく中で、従来の人員資機材算出
ツール（算出ツール）が使用しにくく、人
員や資材の過不足が生じた。そこで今回こ
の教訓を生かし、CSF 及び HPAI 防疫計画に
係る算出ツールの見直しを行った。改良し
た算出ツールは入力箇所を一つのワークシ
ート（シート）に統一。シートに入力した
情報は、必要人員シートや必要資機材シー
トに自動で反映され、算出されるように変
更。また、家保職員誰もが利用できるよう
マニュアルを作成するとともに講習会を実
施。今後、より実用性のある的確な算出ツ
ールに仕上げるため、改善点を収集し、更
新の維持に努める。 
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483．県内発生対応を踏まえた高病原性鳥イ
ンフルエンザ防疫体制強化：富山県東部家
保 水木亮史、稲垣達也 

県内発生対応時の課題を踏まえ防疫体制
の強化と改善を実施。検討に当たり、全職
員参加の防疫措置検討会を設置し定期的に
事後検証と防疫措置計画見直しを実施。事
後検証では、円滑な防疫措置開始のため簡
易検査陽性以後の準備段階マニュアル、リ
ーダーの権限と対応範囲明確化のためのリ
ーダー業務分掌、防疫作業従事者への環境
整備を重点的に整理。防疫措置計画見直し
では、最大規模の農場の計画をモデルと位
置づけ基本的考え方を整理。本整理内容を
全農場計画へ反映。加えて、現場確認を重
視し、防疫に寄与又は障害となる事象を事
前確認。一方、重要性を再認識した外部と
の連携強化は、協力依頼内容に特化した防
疫演習開催と事前調整が必要であった多く
の機関と連絡体制及び協力範囲の合意形成
を図った。本取組は、危機意識維持と実効
性向上に有効。今後も危機管理体制の維持･
向上を図り、二度と発生させないよう常時、
危機意識を関係者と共有。 
 
484．Web 会議システムを用いた家畜衛生対
策の啓発：長野県松本家保 松下彩 

特定家畜伝染病に係る対応は、他県との
情報共有や飼養者への啓発等多岐にわた
り、これらを遂行するために会議・研修会
の開催は不可欠である。一方、平成 30 年度
の岐阜県での豚熱発生により、対面式の県
境防疫会議が中止。さらに令和元年度から
は新型コロナウイルス感染症の感染拡大に
より、会議・研修会の中止が相次いだため、
新たな開催方法の構築が求められた。そこ
で演者らは Web 会議システムを用いた開催
を検討。Web 会議システムの Zoom により、
講師、助言者、聴講者等が共有される資料
に基づき、コンピューター画面上で質問や
意見を自由に発言する形式で開催。また、
研修会を録画し動画配信することで、研修
会開催後でも情報提供が可能となり、多く
の地域・多くの人が家畜衛生等に関する情
報収集をする機会の増加にもつながったと
考察。また、講師についても開催地への移
動が不要となることで、テーマに応じた講
師の協力が得やすく、会場確保及び旅費等
の費用が削減され、より多くの研修会の開
催が可能となった。 
 
485．小規模防疫演習を通じた市町村との連
携強化：長野県佐久家保 小林憲一郎 

特定家畜伝染病（伝染病）発生時におけ
る迅速かつ円滑な防疫措置は、県と市町村
及び関係団体等の連携が重要。本県では、
市町村等を地域の特定家畜伝染病連絡会議
構成員に位置づけて、連携体制を構築。初
動防疫を円滑に進めるためには、市町村と
の危機意識の共有と、動員予定者のスキル
アップが不可欠。しかし、令和２年度以降、

コロナ禍のため会議や大規模な防疫演習は
開催困難な情勢。そこで、家保職員が市町
村を巡回して、職員向けの小規模防疫演習
を開催。伝染病発生時に動員予定の職員を
中心に、防疫措置の概要説明と防護服着脱
訓練を実施。令和 2 年度は 5 市町村で開催
し、市町村職員 38 名が参加。本年度は 6
市町村で同 38 名が参加。アンケートの結
果、参加者の評価は良好。「担当者が不在
でも対応できる」、「今後も開催してほし
い」等の感想が寄せられた。小規模防疫演
習を通じて、市町村と危機意識を共有。初
動防疫を担う職員の対応力向上につながっ
た。 
 
486．緊急連絡並びに画像共有時のビジネス
チャットツールの有効性：静岡県西部家保
 大塔玲子、篠田理恵 
 特定家畜伝染病の初動防疫で求められる
情報共有の迅速性と確実性を向上させるた
め、ビジネスチャットサービスを試験導入
し有効性を調査。農場からの異常通報の伝
達実験や、口蹄疫の診断を想定した画像共
有の実験を県庁、家保、病性鑑定施設の３
者で実施し、電話及びメールで情報共有す
る従来法と比較検討。更に全国の畜産主務
課及び家保を対象に緊急連絡体制、チャッ
トの導入状況、活用方法について調査。伝
達実験では参加者の 64%が緊急連絡時にチ
ャットは活用できると回答。画像共有の実
験では従来法の伝達時間から平均 67.8%短
縮。全国調査では回答した 27 都道府県中 1
3 県がチャットを利用。その内 10 県が緊急
連絡時にも利用、8 県が口蹄疫等の画像診
断や病性鑑定時に応用したいと回答。速や
かな情報共有においてチャットは従来の連
絡方法よりも優れ、画像診断等への活用も
期待。今後も運用を継続し新たな連絡体制
として検討。 
 
487．家畜保健衛生所の業務改善に向けた取
り組み：愛知県中央家保 榊原徳子 

昨今、業務内容の多様化などから、家保
はより効率的に業務を行うことが必要。令
和２年には新型コロナウイルス感染症が国
内でも大流行し、感染症対策として在宅勤
務を推進。初めて緊急事態宣言が発出され
た期間に、在宅勤務を実施した際、少人数
で業務を維持することの課題に直面し、業
務改善を実施。取組として、①業務の選別
②業務の平準化③情報共有の強化を実施。
①として、家保業務を継続と延期可能に分
類、豚熱ワクチン接種を始めとした継続業
務を優先して実施。②として、各業務の作
業手順書を整備し、必要資材のリスト化や
収納場所を明確にすることにより、誰でも
対応できる体制を整備。③として、ホワイ
トボードやメール等による情報共有及び業
務引き継ぎを強化。今後は今回の取組を活
かして、他家保等との連携を強化し、担当
職員の不在時や産休・育休取得時等にも滞
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りなく対応できるような体制を整備し、誰
もが働きやすい家保を目指す。 
 
488．管内の JGAP 認証取得取り組みと今後
の支援方策：兵庫県朝来家保 田丸大智、
浦本京也 

当所管内で、採卵養鶏場 1 農場と肉用牛
農場 2 農場が当所並びに関係機関の支援に
より JGAP 認証を取得。当所は家畜衛生関連
の点検や書類作成等を支援。全国的に認証
取得農場は少なく、認証取得の取り組みに
おける課題の探究及び解決のため、指導員
及び上記認証取得農場へアンケートを実
施、判明した課題の支援方策を検討。①認
証取得に要する費用負担に対して、関係機
関による支援体制を構築し労力や経費を削
減、及び認証体制の行政主体での見直しや
取得農場への交付金拡充の必要性。②消費
者の認証に対する認知度の低さに対して、
行政及び日本 GAP 協会による PR 活動の展
開。③認証取得によるメリットの不明瞭点
に対して、農場での推進会議等での丁寧な
説明等の方策を提案。以上より、今後も家
保は飼養衛生管理関係の重点的支援及び他
分野における関係機関との協力体制形成に
より、JGAP 認証取得を支援、畜産振興及び
農産物安全性向上への寄与を目指す。 
 
489．令和３年度奈良県防疫演習：奈良県奈
良県家保 河野仁 
 公衆衛生獣医師を対象に集合方法や作業
内容等の周知を目的に防疫演習実施。座学
は R2 年度の防疫措置について概要や反省
点確認。また実際に行った防疫措置をふま
え、通報から防疫措置開始までの大まかな
時間経過、防疫措置当事者である公衆衛生
獣医師への連絡時刻、集合方法提示。その
後発生地防疫班、焼埋却班、移動規制班、
検診班、追跡班に分かれ、各班の手順書に
従い業務内容等を班内共有。実地演習は模
擬豚・模擬鶏を使用し、電殺機及び炭酸ガ
スによる殺処分操作のデモを行った後、実
際の作業を経験。演習終了時にアンケート
実施。普段家畜と関わることのない公衆衛
生獣医師として、動員通知・集合・実務等
についてイメージができたと歓迎する意見
多数。また、口頭説明と手順書の齟齬指摘、
手順書をまとめた 1 枚もののマニュアル要
望等。演習後、要望に応じ必要書類作成、
関係者に周知。今後も定期的に同様の演習
実施予定。 
 
490．家畜伝染病発生に備えた埋却溝掘削演
習の概要と課題の検討：島根県川本家保 
山本裕美、前原智 

埋却溝掘削および埋却溝における防疫措
置の演習を実施。演習１日目は埋却溝（底
面幅４ｍ、底面長８ｍ、掘削深４ｍ）を掘
削。比較的短時間で掘削終了するも、演習
見学者から、実際の掘削時間は土質が大き
く影響するため、埋却予定地の事前調査が

必要との意見複数。演習２日目は、埋却地
で行う一連の防疫作業を演習。全般的に演
習解説者の声が聞こえない、演習実演者に
よる防疫服の着衣作業が見えにくいとの意
見が複数あり、見学者への配慮が必要と改
めて実感。また、埋却溝へのブルーシート
敷設時、作業者が埋却溝へ転落する可能性
が高いとの意見が複数あり、今後転落防止
対応策を検討。演習後、施工業者と課題検
討会を実施。埋却予定地の土質について、
地元の建設業者は航空写真から、ある程度
判断できるとのこと。後日、地域毎の担当
業者に主要農家の埋却予定地説明会を開
催。いずれの業者も予定地の写真から埋却
可能と判断。万一の際の迅速な埋却作業に
向け一歩前進。 
 
491．動物薬事業務の更なる効率化を目指し
て：福岡県北部家保 内布幸典 
 平成 16 年度以降、許可台帳等は Excel
を用いて店舗情報のデータベースを構築。
令和 2 年度以降、既存ファイル連携等の取
り組みを実施。1 メニュー作成により、ワ
ンクリック化でファイルを開く時間短縮（1
分→0.1 分/回）。2 入力作業の多い単語
をユーザー辞書登録し入力時間短縮（0.5
分→0.1 分/回）、入力ミス削減。3 文書
起案の省力化：1）許可台帳に起案定型文タ
ブを追加し、入力時間短縮（7 分→3 分/回）、
2）変更届起案文を一覧表に例文登録し、複
数届出の一括処理により作業時間短縮（7
分→2 分/件）、3）変更届起案様式は月報
様式に統一し、月報・文書目次の作成時間
短縮（20 分→1 分/回）。4 許可店舗配置
のマップを作成し、複数店舗立入検査の出
張経路を効率化（4 時間→3.5 時間/回）。5
 立入検査時にモバイル PC を利用し、許可
台帳等の印刷が不要（20 分→0 分/回）、個
人情報の持出しが不要となり、情報セキュ
リティが強化。6 動物薬事に係る法令、Q
&A 等を Excel に集約し、検索時間短縮（10
分→1 分/回）。年間で計約 166 時間の作業
時間を短縮。 
 
492．家畜保健衛生所のバイオセーフティー
体制の構築：長崎県中央家保 酒井芳子 
 家畜保健衛生所における交差汚染リスク
の最小限化、検査精度確保及び外部への病
原体拡散リスク除去を目的に平成 30 年度
からバイオセーフティー対策に着手。庁舎
全体の動線見直し及び防護柵設置を行い、
防疫課の汚染防止対策として汚染物品取扱
ルールや豚熱及びアフリカ豚熱に係る血液
検査手順書を策定。検査課棟の交差汚染防
止対策として、清浄エリアと病原体取扱エ
リアの区分け明確化や白衣用 UV ロッカー
やスリッパ用ラックを活用した消毒体制強
化、遺伝子検査室の整備及び検体搬入方法
見直しを実施し、部門毎に手順書を策定し
対策を徹底。さらに、野生動物との交差汚
染防止のため野生動物専用の解剖室、遺伝
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子検査室及び電気泳動室を整備。県下の体
制強化のため各取組内容や対策上の注意点
は各所へも周知。今回、交差汚染ポイント
を細かく見直し各種対策を工夫することで
大規模な施設改修や多額な経費をかけるこ
となく対策強化が図られ検査精度維持に繋
がる体制づくりを実現。 
 
493．感染症防疫資材共同管理システムの構
築：宮崎県宮崎家保 宮川陽一、中村淳美 

農政水産部では、県内 7 か所の施設で家
畜防疫資材を分散管理しているため、平時
の在庫管理や非常時の搬出の負担、一部施
設の老朽化が課題。一方、福祉保健部でも、
感染症対策として大量の資材備蓄スペース
の確保が課題。そこで、共同で新たな備蓄
倉庫を建設する等、資材を一元管理するシ
ステムを構築。面積 750ｍ²の新倉庫は、平
時の運営管理の容易さと非常時の県内全域
の資材発送を考慮した場所に建設。新倉庫
内には、パレット 278 個分の収容棚とパレ
ット等で資材を保管でき、重機による非常
時の搬出作業が容易。また、温湿度管理の
空調整備により、資材劣化を防ぐ。本シス
テムでは、新倉庫以外の施設の資材も一元
管理し、各課で在庫閲覧ができるため、非
常時の迅速な供給が期待。今回の背景には、
日頃から両部間で密な連携実績があった。
今後、様々な観点から演習等の現場検証を
実施し、全国に先駆けた宮崎モデルとして
発信していきたい。 
 
Ⅷ－５ 畜産技術 
 
494．省スペース・省力化消毒設備の検討：
岡山県高梁家保 横内淳一郞、秦守男 
 高病原性鳥インフルエンザ等家畜伝染病
発生時、防疫作業後の全身消毒は保健所職
員等からなる県民健康対策班員（補助員）
が園芸用噴霧器を用いて実施。新型コロナ
対応や複数農場での発生時には補助員確保
が困難となることを懸念。そこで、簡易テ
ントを利用したミストによる消毒方法を提
案。軽量で運搬・設置が容易な簡易テント
内に消毒薬を専用噴霧装置で上方からミス
ト状にして充満させ、下方からジェット噴
霧器を用いて全身を消毒。防疫作業終了後
の従事者がテント内を通過することによ
り、全身消毒を短時間で均一に行う。また、
50 人の消毒時間を約 13 分としたところ、
本法で用いる消毒液量は従来法と比べ大幅
に削減され、消毒廃液の処分コストの削減
にもなる。また、30 分毎の液補充のみで常
駐不要なことから、補助員の減員が可能。
更に、簡易テントは 3.5m×2m のスペースに
設置できるため、テント用スペースが狭い
農場でも有用であり、様々なケースでこの
消毒設備は活用可能。 
 
495．外国人技能実習生の飼養衛生管理基準
遵守意識向上に向けた取組：岡山県井笠家

保 福田新 
 当家保管内には畜種問わず多数の大規模
農場が存在し、中国、フィリピン、ベトナ
ム等様々な国籍の外国人技能実習生が作業
に従事している。厳格化の進む飼養衛生管
理基準について、農場従業員まで広く理解、
遵守意識の浸透が求められる中、家保とし
て多国籍に対応できる指導方法の確立が強
く求められている。そのため当家保は AI
ボイス翻訳機に着目。本機は音声による双
方向翻訳機能により、現場での活発な意見
交換が可能。また翻訳結果を文章としてク
ラウド上に保存、パソコンでのテキスト編
集が可能であり、外国語版の資料作成もき
わめて容易。今回本機を活用し、外国人技
能実習生を対象とした飼養衛生管理基準に
ついての研修、資料作成等の取組を実施し、
高い情報伝達能力、汎用性を確認。これま
で意思疎通に悩んでいた畜主から飼養衛生
管理基準に限らず様々な外国語版資料作成
の要望を受けるなど、外国人技能実習生向
け指導ツールとして今後の柔軟な運用が期
待される。 
 
496．臭気マップを活用した畜舎臭気低減の
取り組み：高知県西部家保 織田聡美、川
原尚人 
 令和 2 年度から当所が中心となって畜産
農家の臭気対策を開始。臭気マップを活用
し、臭気発生源を可視化して臭気対策を検
討する体制を構築。管内 2 養豚農家(以下、
A、B 農場)で、県畜産環境対策推進事業を
活用。A 農場では、堆肥舎周りへの対策と
して、ブロワーを設置、自動間欠噴霧器、
消臭資材及び堆肥発酵促進剤を導入。結果、
堆肥撹拌時の堆肥舎の臭気指数（以下、指
数）は 24 から 20 へ低減。堆肥静置時の指
数は 19 から 11 へ低減。B 農場では、豚舎
周りへの対策として、生け垣を設置、自動
間欠噴霧器及び消臭資材を導入。結果、生
け垣の効果検証には時間を要するため、豚
舎周辺の臭気低減については現時点ではで
確認できず。また、消臭資材の香りに対す
る苦情が発生したため、代替方法の検討が
必要。臭気マップは臭気発生源を特定し、
臭気を低減する手段として有効。臭気低減
の基本は畜舎からの速やかな糞尿の搬出、
毎日の畜舎の清掃及び堆肥の適切な管理で
あり、対策を行う意識づけを継続して行う
ことが重要。 
 
Ⅷ－５ その他 
 
497．所属での OJT を見える化した家保職員
育成プログラム「HIDAKAHO Project」の企
画・運用：北海道日高家保 開理奈 

当所は病性鑑定依頼が年間約 1,350 件、
馬異常産を主体に解剖依頼が約 350 件。馬
以外にも、牛の病性鑑定依頼や疾病発生も
多い。今年度、2 名の新採用職員（A、B）
が配置。所の機能維持のため、確実な技能
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習得が必要。独自の職員育成プログラムの
企画、運用を開始。6 カ月で検査・診断技
能等の習得が目標。A、B は技能習得に取り
組み、指導職員は支援・指導。習得項目は
①農場・室内検査Ⅰ、②室内検査Ⅱ、③馬
異常産等検査、④病性鑑定事務等に分類。A、
B は毎月末に自己評価、習得状況、振り返
りを記録。指導職員は助言・計画・激励。A、
B は 6 カ月後の自己評価で 31 項目中、A は
29 項目を「概ね習得」以上、B は 28 項目を
「概ね習得」以上と評価。未習得項目や低
習得度項目の「見える化」により、技能習
得意欲を維持・向上。指導職員は、自身の
技術・知識を再確認。当所全体で、人材育
成意識の共有、家保機能の維持・向上。今
後は、家保職員の人材確保および育成にも
活用。 

 
498．震災後の放射能関連業務と課題: 宮
城県北部家保、丹野さやか 
 東日本大震災に伴う福島第一原子力発電
所事故により、草地や稲わら等が放射性セ
シウムで汚染。汚染稲わら等の適切な保管
・管理、安全な畜産物生産に向けた粗飼料
生産や牛肉の安全性確保のための放射能関
連業務が新たに発生。管内５５箇所で保管
される汚染稲わらは、年３回空間線量を測
定し、保管施設の確認等適正な維持管理を
実施。汚染牧草の処理に向け農地還元に伴
い技術の協力を行い、市町の処理方針に沿
った農地還元や焼却により処理されている
が、住民の放射能への不安から計画通りに
進んでいないのが現状。処理の推進に向け、
市町へ情報提供や技術支援を継続。近年、
震災後減少傾向にあった暫定許容値超過牧
草や生体検査での基準値超過牛を確認。小
規模飼養と山沿い地域などの粗飼料が共通
点で、草地の管理不足による土壌中のカリ
ウム量の減少が原因と推察。草地への施肥
の継続と出荷前飼い直しの徹底周知が重
要。今後も生産者と向き合い、放射能関連
業務に取り組む。 

 
499．仙台家畜保健衛生所における家畜疾病
診断の精度管理の取組み：宮城県仙台家保
 髙野泰司、竹田百合子 

平成 31 年 4 月、家畜保健衛生所法施行令
が改正、家保での家畜疾病診断の信頼性確
保の取組みが公的に義務付け。当所では、
従来の取組みに加え、要領作成等、体制整
備、令和 2 年度から総合的運用開始。対象
疾病は牛ヨーネ病（realtimePCR）、豚熱（E
LISA）、鳥インフルエンザ（PCR、realtim
ePCR、ELISA）。取組みでは、内部及び外部
精度管理、職員教育を適正に実施。内部点
検で、機器点検校正の強化、野生いのしし
検査の区分管理が検討事項として提示。対
応として、機器の業者点検校正方針の作成、
マイクロピペットの日常点検強化、野生い
のしし検体搬入規定等を作成。令和 3 年 12
月豚熱発生 2 事例で、要領に基づく対応に

より、迅速・正確に診断。検査員養成、他
家保での精度管理体制構築支援が共通課
題。家畜伝染病発生状況等を踏まえ、豚熱
検査対策強化を当所優先項目に設定。技術
トレーニング拡充による豚熱 ELISA 検査員
養成、当所取組みのモデル化による他家保
への普及等の対応を検討。 

 
500．営農再開地域における震災後 11 年
の畜産振興の取組：福島県相双家保 小林
由希子 
 平成 23年 3月に発生した東日本大震災及
び原発事故により、管内の牛、豚、鶏農家
の 70～87％が経営中止。その後、避難指示
解除に伴い、営農再開農家が徐々に増加。
当所は農林事務所（農林）と連携し、再開
前後の巡回指導を実施。情報共有し支援体
制を構築するため、平成 29 年度より県機関
との連絡会議を開催。令和 2 年度より楢葉
町にて畜産協議会による勉強会開催。令和
3 年 2 月、農林より営農再開和牛繁殖農家 1
戸について繁殖成績低迷の相談。立入の結
果、発情行動の見逃し、過肥等を確認。血
液生化学検査の結果、ビタミン E 低値。対
策として観察時間の確保、繁殖台帳の記録、
給与飼料の見直し等を指導。令和 3 年 11
月までに 9 頭中 6 頭が受胎。震災後、令和
4 年 2 月までに 57 戸を支援、50 戸が再開。
飯舘牛の産地再生等の希望も見えてきた。
今後も各農家に寄り添った指導及び地域全
体の取組への支援を継続し、営農再開地域
の更なる畜産振興を目指す。 

 
501．農場 HACCP 及び JGAP 家畜・畜産物認
証取得支援：福島県中央家保 星陽子、穗
積愛美  
 安全安心な畜産物の生産及び飼養衛生管
理向上を目指す管内の農場に対し、当所で
は 2018 年から農場 HACCP(HACCP)、JGAP 家
畜・畜産物(GAP)の認証取得に向けた支援を
開始。課題であった家保職員の経験不足を
解消すべく研修会への積極的な参加、専門
家からの助言の共有、他家保との相互支援
等で職員の力量向上に努め、農場に対し現
地指導に加えオンラインを活用した細やか
な支援を実施。その結果、県内初の採卵鶏
HACCP 認証や国内初の 3 畜種同時 GAP 認証
など、現在までに HACCP2 農場、GAP4 農場
が認証を取得。作業員の「食品原料を扱う」
という意識改革、衛生管理レベルの高位平
準化、改正飼養衛生管理基準への即時対応、
抗菌剤使用低減など、認証取得の過程にお
ける効果は多岐にわたり、記録を根拠とし
た課題の可視化や作業内容の見直しに繋げ
ることで農場運営の改善に貢献。今後も農
場に寄り添った支援を継続し、更なる認証
取得と取組みの普及を図る。 

 
502．食品残さの飼料利用に関する法令改正
と飼料製造業者の届出状況：東京都家保 
斎藤貴洋 
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 家畜保健衛生所肥飼料検査センターでは
飼料の安全性の確保及び品質の改善に関す
る法律に基づき、飼料製造業者の届出対応
及び立入検査を実施。アフリカ豚熱及び豚
熱の国外感染拡大の影響から、令和 3 年 4
月より食肉等の動物由来食品循環資源を原
材料とする豚用飼料の加熱処理基準が成分
規格等省令改正により改正。東京都に届出
のある飼料製造業者で都内に製造事業場を
有し、改正基準に該当する豚用飼料を製造
する事業者、事業場は令和 3 年 12 月末時点
で 19 社、22 事業場。これらの事業者、事
業場に対し改正基準への対応状況を把握す
るために、立入検査で聴取を実施。令和 3
年 12 月末現在、8 社、9 事業場で改正基準
への対応可能又は対応済と回答を得た。今
後も届出される飼料の規定基準及び規格へ
の適合確認の他、立入検査での実態確認及
び指導を継続。 

 
503．新庁舎設置の太陽光発電設備から地産
地消電気の可能性を探る：東京都家保 藤
森英雄、片岡辰一朗 

都の太陽光利用推進は温暖化対策から震
災後の電力不足解消、防災機能強化も加わ
り、施策継続中。都施設の太陽光パネル（パ
ネル）設置推進、R2 年移転新庁舎に 20.88
kW 容量のパネル設置。R3 年次の発電量は年
間消費電力約 2 割の約 21,000kW。日照、屋
根方角、パネル枚数等が発電量に影響、設
置前試算で状況把握重要。パネル等設置推
進目的で公開の「東京ソーラー屋根台帳」
で、牛、豚、鶏（1,000 羽以上）の飼養施
設 64 戸にパネル設置を想定。全戸計で 370
万 kWh／年の発電、1,400ｔ／年の CO2 削減、
一般家庭需要換算で 780 戸、設置屋根面積
は 27,500 ㎡（サッカー場 3.8 面）と試算。
サーモグラフィーで屋根よりパネルが低温
度確認、防暑効果期待。環境配慮型食品選
択、エシカル消費志向の消費者増動向から
「環境配慮型農場」の付加価値付与や停電
時電力供給期待。100％自給自足電力困難だ
が、地産地消電力の可能性大、本試算は、
実現への基礎資料に活用可。 

 
504．横浜市との特定家畜伝染病発生に備え
た連携強化：神奈川県県央家保 岡京子、
小嶋信雄 

横浜市(市)と特定家畜伝染病発生時(発
生時)に備え、円滑な防疫対応を行うため連
携強化を実施。市は都市型畜産を特徴とし、
発生時、地域住民への影響が大きい。また、
発生時、地域県政総合センターに現地危機
管理対策本部を設置するが、市の場合は県
庁内に設置するため、県と市の連絡体制が
他市町村と異なる。今回の連携強化事項は、
「通行規制に係る事前協議」「消毒ポイン
ト」「連絡体制の見直し」。「通行規制に
係る事前協議」を各警察署、市土木事務所
と通行規制案や許可申請方法を協議。「消
毒ポイント」は市施設を視察、作業動線案

修正や地域住民への周知方法を検討。結果、
発生時迅速な通行規制と消毒ポイント設置
が可能となった。「連絡体制の見直し」は
市、当所、県畜産課と実施。しかし、調整
途中で県内豚熱発生。実際の発生を経験し、
事前調整の重要性を再認識。現在も県庁を
交え連絡体制の見直しを実施。今後も各市
町村と連携強化を図る。 

 
505．セルブロックを応用した免疫染色陽性
コントロールブロック作成の検討：長野県
松本家保 徳武慎哉 

適切な陽性コントロールブロック（PC ブ
ロック）の確保は免疫組織化学染色（免疫
染色）実施の上で重要。このことから、セ
ルブロック作成の手法を応用した安価かつ
簡便な PCブロックの作成法を Mycoplasma.
 bovis(M. bovis)について検討。①細胞凝
固・固化法：McFarland 濁度（濁度）４の
菌液 600μLから回収した沈査を 2％アガロ
ースゲル 100μL に混和。②遠心分離細胞収
集法：濁度４の菌液 100μL にニワトリ保存
血液 200μL を添加した後遠心分離。③二重
包埋法：M. bovis を純培養した平板培地を
2%アガロースゲルで一次包埋。以上３検体
から常法によりホルマリン固定パラフィン
包埋切片を作成。抗 M. bovis 抗体を用いて
免疫染色実施。結果、全ての検体で菌体に
一致して抗 M. bovis 抗体に陽性。特にコロ
ニーの形状を保持したまま鏡検可能であっ
た③二重包埋法が最適と判断。菌種・菌量
に応じて適切な手法を選択することで、容
易に PC ブロックの作成が可能と推察。 

 
506．家保若手職員育成を目的とした病性鑑
定研修プログラムの構築：静岡県東部家保 
 井上まり菜、田﨑常義 
病性鑑定(病鑑)は、家保業務の根幹であり、
知識や経験に伴う技術力やコミュニケーシ
ョン力が必要不可欠。しかし、必要知識を
OJT のみで身に付けるのは困難。そこで、
病鑑業務の基礎知識習得と技術力の高度平
準化を目的として、2 期にわたり各 5 回、
計 10 回の研修を実施。内容は、農家とのコ
ミュニケーション方法、調査方法、牛およ
び豚の症状別の資材、採材方法、家保での
検査方法等。研修後にアンケート調査を実
施。対象は第 1 期が若手職員 8 名、第 2 期
は家保未経験職員 4 名。全対象者が必要知
識習得及び研修形式に満足し、研修での作
成資料は業務で活用中。作成資料は、研修
毎に改善を重ねることで職員の資質向上が
期待。一方、病鑑以外の業務についても OJ
T 不足を感じるとの意見。今後、アンケー
トでの意見をもとに、課題解決のため病鑑
以外の業務についても継続実施することを
検討。 

 
507．特定家畜伝染病発生時の速やかな初動
体制を確保するための取組：静岡県東部家
保 和田みなみ、久保山雪子 
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全国で特定家畜伝染病発生が相次ぎ、速
やかな防疫措置開始のため、初動体制整備
が必要。特定家畜伝染病防疫演習（演習）
で、家保からの迅速な防疫資材（資材）搬
出、少人数での効率的な集合施設設営、運
営方法を検討。演習は、1,000 頭規模養豚
場での豚熱発生を想定。参加者は防疫支援
班、現地班の県職員。演習後アンケートを
実施。資材収集及び積込時間短縮のためカ
ゴ台車に資材を集約化。積込時間は 13 分。
集合施設では誘導人員削減のため、現地班
員の動線を可視化。アンケートでは積込は
68%（13/19 人）、集合施設運営は 84%（16
/19 人）がスムーズだったと回答。現地班
員の 77%（10/13 人）は動線が分かりやすか
ったと回答。資材集約化及び動線可視化は、
迅速かつ少人数での運営に繋がると考察。
今後は防疫拠点用資材も集約化、家保備蓄
資材の搬出先可視化を実施。集合施設とな
る総合庁舎での資材備蓄も検討し、迅速な
初動体制を整備。 

 
508．豚熱および高病原性鳥インフルエンザ
発生を受けた防疫体制の見直し：滋賀県滋
賀県家保 川本友香 

滋賀県では 2019 年 2 月豚熱、2020 年 12
月高病原性鳥インフルエンザ、2021 年 10
月豚熱と 3 年連続で防疫措置を実施。その
都度防疫対応の課題を整理し、防疫体制を
見直し強化。指揮系統においては責任者の
配置と所掌を明確化、情報伝達はミーティ
ングやビジネスチャットツールの運用によ
り改善。資材や進捗の管理、初動時の人員
不足に対応するため、家畜防疫連絡調整員
および現地応援隊を配置。資材の不足に対
しては、備蓄資材の種類と量を増やし備蓄
倉庫を新設。作業の安全性確保のため、救
護対応のマニュアル化や休憩方法の見直し
を進めているところ。3 回の防疫対応は全
て東近江地域での実施となり、回数を重ね
るごとに円滑かつ迅速化。他の地域でも速
やかな対応が行えるよう引き続き研修会や
演習、現地確認により関係機関や関係団体
と情報・意識を共有し、実効性のある危機
管理体制に結び付けていく。 
 
509．農業経営者へのサポートにより経営を
改善した 2 事例：大阪府大阪府家保 武田
雅人 

本府の畜産について、農業経営者が抱え
る問題や新規就農者定着までに抱える課題
への助言・指導は、農林水産省施策の農業
経営法人化支援総合事業等を活用し家保が
関係機関等と連携して専門家チームを作り
実施。今回 2 例を報告。1 件目、営農 10 年
に満たない養蜂家。商談会シートを作成し、
その過程で明らかになった強みを強調し、
弱みを修正した結果、相談受付時に比べ売
り上げが 3 倍に増加。2 件目、他との差別
化戦略を目的に鶏種を入れ替えた養鶏家。
鶏卵の販売促進・ブランド力向上のための

パッケージデザインやアイテムを作成し、
これまで処分されていたオス鶏や廃鶏の肉
について商談会へ出展し販路拡大を狙い、
進めているところ。農場立入り時、畜産農
家の経営的な疑問や悩みを聴取することか
ら、安全で良質な畜産物の安定供給に加え、
経営の安定・発展につなげるよう現場から
サポートし本府の畜産振興に貢献する。 
 
510．地域一体型クラスター事業取組事例に
ついて：愛媛県東予家保今治支所 小池正
充 

A 畜産クラスター協議会（以下、協議会）
は畜産振興と地域産業の活性化に大きな役
割を担う。協議会設立時からその運営には
県市町が支援を行い、助言・指導等を実施。
地域一体となって畜種を超えた事業取組事
例について紹介。令和 2 年度までに補助を
受けた事例 11 件の内７件は、到達年度を前
に成果目標を達成。他の事例も達成年度に
向け順調に成果目標に近づく。クラスター
計画設定時には予想されなかった事態とし
て、コロナ禍の影響を受け計画的な事業の
実施に苦慮。また目標設定の一つに収益増
を定めた事例では、エサ代の高騰や卵価の
変動に大きく左右され、起点値との単純比
較が難。今後、目標未達農家へは目標達成
に向けた経営管理指導を、新たな事業参画
農家に対しては目標設定を含む企画立案の
協力を、また協議会に対しては適切な事業
の実施と運営について、他の支援組織と一
丸となり引き続き助言・指導を実施。 
 
511．飼養衛生管理基準の遵守推進のための
協働体制の構築及びその取組み：長崎県中
央家保 浦川了、谷山敦 

畜種間での飼養者の衛生意識の差、畜産
関係者の衛生意識の個人差等の課題解決の
ため、新たな遵守指導体制の構築のための
取組みを実施。令和 3 年 4 月「長崎県飼養
衛生管理指導等計画」を策定、同年、家保、
市町、診療獣医師、農業協同組合、農業共
済組合、関係団体を構成員として長崎・県
央地域飼養衛生管理指導強化推進協議会
（以下、協議会）を発足。協議会では飼養
衛生管理基準の勉強会、農家毎の遵守状況
を共有。さらに、構成員が農場に立入る際
に自ら実施する項目として「実践 7 項目」
を設定。協議会の発足により、家保と畜産
関係者が同じベクトルで衛生対策に取組む
基盤を構築。畜産関係者は巡回時に専用衣
服を持参・着用、農協独自の飼養衛生管理
に関する勉強会の開催、自治体における衛
生資材の購入経費補助、畜産クラスター事
業におけるクロスコンプライアンス対応と
いった効果を確認。今後は衛生意識の低い
農家について農場出入り時の対応に特化し
改善指導を実施。 
 
 
 


